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第1章 序 論

わが 国で は、平成7年11月 に科学技術 基本法が制定 されて以来、科学技術創 造立国 を目

指 して、様 々 な面か ら法制 度の改善が なされて きた。 これ らは、 わが国の科 学技 術の発展 に

貢献す る もの と期待 されてい る。

改善から日が浅いため、未だ効果が現われる段階ではないが、キャッチアップ型で来たわ

が国の情報技術の遅れを回復するには、情報技術に特化した、即効性のある法制度の改善と

新 しい枠組みの施策が必要と思われる。

欧州の一部 の国や イス ラエル、台湾等 にお ける情報産業 は、 国の適切 な施策 と産業界 の努

力 によ り、国際的 に競争 力のあ る産業 に育 ちつつある。 しか し、それ らは情報産 業の特 定分

野 で しかな く、情報技術 、特 にソフ トウェア技術 については、相変わ らず米 国が トップラン

ナー となってい る。

米 国 で は 、21世 紀 を視 野 に入 れ た情 報 通信 分 野 の施 策 と して 、HPCC(HighPerformance

ComputingandCommunications)に 続 きCIC(Computing,Infbrmation,and

Communications)を 国 家 プ ロ ジ ェ ク トと して推 進 して い る。 イ ンタ ーネ ッ ト分 野 にお い て

も、米 国 は情 報 通 信 の技 術 戦 略 と して 次 世代 イ ン ター ネ ッ ト(NGI)、 イ ン タ ー ネ ッ ト2

等 、 ポ ス トイ ン ター ネ ッ トプ ロ ジ ェ ク トをい ち早 く立 ち上 げ、 主 導 権 を握 っ て い る 。

ソ フ トウェアの重 要度 は ます ます高 くなる ものの、現状、米国の ソフ トウェア企業 の躍進

だけが 目立 っている。わが国の コンピュータメー カは、米国企業 との アライアンス を求めて、

米 国の方 を向いている。米 国主導 では、 わが 国の情報産業の遅れは回復で きない。

ソフ トウェアは、 ほ とん ど全 ての産業分野 にお いて不可欠の もの となってい る。 ソフ トウ

ェアの技術 開発力 の低下 は、 わが 国の産業全般 にわたって、大 きな悪影響 を及ぼす。

イ ンター ネ ッ トな ど従来無 かった新 しい技術基盤が確 立 し、デ ィジ タルエ コノ ミー と総称

され る経済活動の革命が、今、起 りつつあ る。 この革命 は、蒸気機 関の発 明 によって引 き起

こされ た第一次産業革命 に続 く第二の産業革命 と位 置付 け られ、社会活動全般 にわ たる変革

をもた らす もの と言われ る。

この ような社 会的変革 をささえる もの は、情 報技術 の進歩 と普及であ り、 この時代 にあ っ

て、わが国の情報技術 、特 にソフ トウェア技術 がその競争力 を失い、その産業 が低迷 す るこ
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とは、全産業 の地盤沈下 を招 く危険性 をは らんでい る。

わが国にお ける情報技術 の研究 開発 力 を見直 し、それ を強化す ることによって、わが 国の

情報 産業 を活性化 し、競 争力 をつけ ることが、緊急 の課 題 となっている。 この よ うな状況下

で、国が果たすべ き役割 は何 か、 について考察 す ることが求め られている。

本調査は、平成8年 度 「わが国が行 う情報技術研究開発のあり方に関する調査研究」の続

編となっている。

1.1調 査 の 目的

本調査 は、 わが国の情報産業、特 にソフ トウェア産業の国際的 な競争力 を強化す る方策 を

見 出す ことを目的 とす る。そのため に、わが国の研 究開発 のあ り方 に関す る問題点 を明確 に

し、分析 を行い、 これ ら問題点 を解 決す るための方策 を検討 してみた。

昨年度 は、 ターゲ ッ トを意識す るこ とな く、 わが 国の情報産業全体 の競 争力強化 とい う観

点か ら調査 を実施 した。今年度 は、中小 ・中堅 ソ フ トウ ェア企業 に 目を向けてみ た。これ は、

わが国のソ フ トウェア産業の競争力強化 を考 える時、大企業 は もとよ り、中小 ・中堅 ソフ ト

ウェア企業 の活性化が重要であ る と判断 した ことに よる。

わが国の 中小 ・中堅 ソフ トウェア企業が直面 してい る問題点 は何 か、各企業 の トップは何

を考 えているのか、国 に何 を望 んでい るのか、等 を調査 す るため、先ず中小 ・中堅 ソフ トウ

ェア企業6社 に対 しヒアリングを実施す るとと もに、(社)情 報サー ビス産業協会(JISA)、

(社)日 本パ ー ソナル コ ンピュー タソフ トウェア協会(JPSA)等 に加盟 し(い るソフ トウ

ェア企業 を中心 に、ア ンケー トを実施 した。

また、米国 について は、 ソフ トウェア産業 の発展 に貢献 す る事項 につ き、昨年度の調査結

果 をふ まえ、別の観 点か ら調査 を実施 した。

一つ は政府調達 に よる中小企業支援制度 の調査 である
。 これ によ り、 中小企業の成長 や活

性 化 に有効 に働 く要素(例 えば、法律や条例、暗黙 のルール、 ガイ ドライン等)を 抽 出 し、

その要素の有効性 ・効果 を分析 した。

もう一つ は、大企業の新 陳代 謝 を促 し、大企業 ・中小 企業 の双方 にメ リッ トがある といわ

れているM&Aに ついての調査 で ある。その現状 を明 らかにす るべ く、米国の情報 関係 の大

企業 を中心 に調査 を行 った。
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第1章 序論

そ の他 、今 年 度 は、GOCO(GovernmentOwnedandContractorOperated)と い った

ユ ニ ー ク な運 営 形 態 を持 つ 米 国 の 国立 研 究 所 の 運 営 に関 す る調 査 、 欧州 主 要 各 国 の 情 報 関連

政 策 の調 査 を行 った 。

上記調査ならびに前年度の調査結果を踏まえ、各委員の意見を取 り込んだ上で、最後に提

言を結論としてまとめた。

1.2調 査の背景

米 国 におい ては、経済発 展の歴史 とともに中小企業の重要性が社会 に認識 され、政府 は、

中小企 業 に対 し積極的 な支援 を行 って きた。実際、情報産業 におい て も、中小企 業 は技術 の

推進役 として重要 な位 置 を占めてい る。大企業 は中小企業のM&Aで 新 陳代 謝 を図 ることが

で きるため、技術力のあ る中小 企業 は、大企業 に とって も都合が よい存在 となってい る。

わが国の情 報産業、特 にソフ トウェア産業 の活性化 を考 える時、 中小 ・中堅 ソフ トウェア

企業 の活性 化 は重要 な課題であ る。そ こには、中小 ・中堅のソフ トウ ェア企 業 を強化す るこ

とが、 わが国の情報産業全体の競 争力強化 につ なが るのではないか とい う考 え方が ある。

わが国の中小 ・中堅 ソフ トウェア企 業の多 くは、収入のかな りの部分 を受託 ソフ トウェア

開発(特 にプログラ ミング)に 依存 してい る。 しか し、受託 ソフ トウェア開発 は、いわゆる

大企業 の下請 け 中心で行 われてい る場 合が多 く、対価 は、ソフ トウェアの付加価 値 にではな

く、労働 時間 に対 して支払 われてい るとい う問題があ る。

大量生産が 可能 なパ ッケー ジソフ ト主流の欧米 に比べ、言語 の壁 があ り、 しか も、少量生

産 の受託 ソフ トウェア開発 がメイ ンとな ってい るわが国の中小 ソフ トウェア企業 では、世界

と伍 して戦 っていけ る競争 力はない。 国内の中小企業 が優れたパ ッケ ージソ フ トを開発 し、

製 品 と して売 ろ うと して も、米 国発 のパ ッケー ジソフ トを採用す る企 業が多い わが国では、

国産パ ッケージ ソフ トメーカの前途 は多 難であ る。

シス テムイ ンテ グレーシ ョンにつ いて も、 日本 は米 国と異 な り、 コン ピュー タメーカがハ

ー ドウェアか らソフ トウェア までのソ リュー シ ョンを提供 しているため
、 中小 ・中堅の ソフ

トウェア企業が進 出す る領域が狭 め られてい るとい う現実が あ り、中小 ・中堅の ソ フ トウェ

ア企業 の発 展 を阻害 してい る。

ハ ー ドウェアの研究 開発 に適用 した、 政府主導 による大企業 中心 の従 来の護送船 団方式で

は、 わが国の ソ フ トウェア産業 を育成で きそ うにない。中小 ・中堅 ソフ トウェア企業の活性

一3一



化策 を講 じる ことがvわ が国の情報技術 の遅 れ を回復 す る一つの手段 になる と思 われ る。

ところで、現在 わが 国で は、国立研 究所 のあ り方 が問題 になってい る。

米 国では、情報技術 の企 業化へ のテス トベ ッ ドと して、 また革新的 なソフ トウェア開発 の

インフラを提供す るサ ー ビス機 関 と して、国立研 究所 が産業の競争力強化 に大 きな貢献 を し

ている。

そ こには、わが国 にないユ ニークな運営方法が ある。それ は、連邦政府所有 でありなが ら、

実際の運営 は大学が行 っている もので、時代や政府 の政策 にマ ッチ した研究 テーマ に迅速 に

適応で きる要 因 となってい る。米 国の国立研究所 の運営 実態 を調査 する ことは、 わが国の国

立研究所の あ り方 を考 える上で、必 要であろ う。

さて、2年 間にわたって実施 して きた調査 に よ り、米 国 とわが国の情報産業 を取 り巻 く環

境 を知るこ とがで きた。 そ こか ら、わが 国に欠 けている ものが見 えて きた。 しか し、すべ て

に対策 を講ず るこ とは、費用面 において も人 的資源面 において も難 しい。 わが 国の置 かれて

い る状況 に もっ とも効果 的 に作用す る方策 を見 出 し、 タイ ミングよ く実行す るこ とが求 め ら

れている。本調査 か ら、 その方策が見 出 されれば、幸 いであ る。
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第1章 序論

1.3こ れ までの調査 の結論

この節では昨年度の調査で明らかになったことの概要を示す。昨年度は、情報技術の先進

国である米国の仕組みを中心に調査し、それとの比較でわが国の状況を明らかにした。

米国連邦政府は冷戦終結後、国力の源泉が産業競争力にあると見極め、21世 紀に向けて

世界第一の産業競争力を確保し続けることを第一の国家戦略に定めた。そして、特に情報産

業分野に力点を置いて、研究開発力の強化から商品化までの一環した様々な政府支援策を取

ることにより、この戦略をより強固なものとしつつあることが明らかとなった。ここでは、

米国における情報技術の研究開発体制の特徴と、その大きな原動力となっている大学 ・国立

研究所から産業界への技術移転を生んでいる数々の法制度等の特徴を示し、研究内容と産業

への影響力によるプロジェクトの分類を元に、わが国の情報産業分野での研究 ・開発の問題

点についてまとめる。

(1)米 国における情報産業の研究開発体制の特徴

申罐

1)国 としてR&Dの 向かうべき方向(公 共 目的)の 提示(ビ ジョン)

研 究 開 始ex)米 国のHPCC・ 人ゲノムプロジェクト
2)先 端 技術の基盤となるインフラ開発プロジェクト

ex)NGl

3)産 学 官コンソーシアムの組織化支援、類似テーマの競争開発

ex)DL1、DL2、ASCIに おける並列ソフト開発

4)成 果 公開(PDS化)と 開発者への企業化優先権賦与

開発段階

罹 團 認 ム

1)NSF,NASA,DOEな どAgency間 のOveriapと 有 望テーマ発掘競争に

よる自然発生的な省庁間連携と学際的テーマ育成

2)ま とまったシステム開発が可能なFundingの 存在とメーカの協力

3)シ ステム開発に必要な人材が確保できる人の流動性

懸案

商品化

市場参入

1)大 学 研究者の旺盛な企業家精神とそれを支援する国及び民間のリスクマネー

ex)ATP,SBIR,民 間ベンチャー

2)新 技 術を積極的に受け入れる開かれた市場(官 公需、民間)

ex)調 達、ソフトやサービスのアンバンドリング

3)新 規 参入企業が差別されない社会構造 、IPOの 制約少、税制面有利

4)人 材 供給が容易で、世界規模のビジネス展開が早期に可能

図1-1米 国における情報産業の研究開発体制の特徴
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上 図に示す ように、米 国で は、 アイデ アが 出て研究が始 まる上流段 階 か ら、その アイデア

を具体 的な 目標 に向けて発展 させ る中流段 階、その成果 を元 にシス テム試作 を行 って実証評

価 を進め、その中か ら、商品化 のア イデア を得 た研 究者 ・技術者が 会社 を起 こ して市場参 入

してい く下流段階 まで、切 れ 目な く国の支援 があ ることが分 かる。 これが米国が情報 産業分

野で研 究開発 の競争力 を維持 し続け てい る一つの大 きな要 因である。

米 国の仕組みには特 に上流 に特徴が ある。.上流 では連邦 政府 が強力 な政策 イニ シアテ ィブ

を発揮 し、基盤技術 の高度化へ 向 けて国 と して取 り組 むべ き重 点研 究分野 を示 し、学会 ・産

業界 にモ チベ ーシ ョンを与 えてい る。放 ってお くと研究者の研 究方 向が発 散 して しまうの を、

政府 がHPCC、 人ゲノムプロジェク ト、NextGenerationInternetと い う様 々な研究 プロ

ジェク トを提唱 してベ ク トルの向 きを揃 えた上で、複数 の類似 テーマ にファンデ ィングを行

ってい る。 それが研 究者間の切磋琢 磨 を引 き起 こ し、その競争 に勝 った本 物の技術が生 まれ

る環境 を強化 してい る。 また、デ ィジ タルライブラ リやASCIプ ロジェク トの ような、産 ・

官 ・学が連携 した コンソーシアムの組織化 の支援 も行 ってお り、競 争環境 の構築 と、人 と技

術 の交流 に寄与 してい る。

上記 の ような国家 レベ ルでの研 究 開発 戦略 を推 進す るに際 して は、新 た にNSTC(国 家

科学技術会議)を ホワイ トハ ウス に設置 し、各省庁 間の調整 に当た らせ てい る。また、学会 ・

産業界 か ら第一線の指導 的な研究者 や経営者の意見 を集める努 力 を行 ってい る。

中流で は、研究 プロジェク'トの実際 の運営 に当たるNSF、NASA、DOE等 の各省庁が、

それぞれの ミ・シ ・ンに底 て舷 搬 を行 う浮 れ らの殿 支援分野 には難 が あ り・そ

れがエージェンシ間の成果競争 を生 む とと ともに、それぞれg)担 当す る範 囲が少 しずつずれ

て い るこ とによって研 究 醗 磯 棋 力・拡 大 しρ ・くと・NSF-NASA-DOE-DARPA

とい うような フアンデ ィングの 自然難 的な1ル ーが生 まれ る・研 究支援 には有望 テーマ発

掘型の ファンデ ィングがあ り、それ ぞれの ファンデイ ングエニ ジエ ンシめ プゴグラムマネー

ジ ャは有望 な研究 や研究者 を発 掘す る 目利 きの役割 を果 た してい る。一方で は、総合 シス テ

ム試作 を目標 と したフ ァンデ ィ、ングも行 ってお、り、企 業 の研究参加 に よ り、中'・大規模の シ

ステム開発 も実施 してい る。 さらに、'米国の人材 の流動性が これを ざさえている。 人,

下流で は、研 究 プゴジェク トの 中か ら商品化 の アイデアを得 た研 究者 ・技 術者 に新 しい企

業 を起 こす気 にさ只 、様 々 な幽 民 間の1元スクマ ネー ・エー ジェンシが あ り・そ触 の起

業化を支えている。さらに、新技術を積極的に受け入れる開かれた市場がこれらの新規企業

の参入を容易にしている。新規企業が既存企業との競争において不利たならない仕組みを持

った社会構造や、新規株式公開の制約が少ないこと、税制面での優遇処置等も新規起業を起

こしやすい状況を生んでいる。また、人材も流動性があ江 さらにはミ世界各国から優秀な

人材が集 まって きてお り、 ビジ ネス の世界展 開 も容易 になってい る。
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第1章 序論

(2)米 国 にお ける大学 ・国研 か ら産業界 への技術移転

米国では、政府の各種の支援策は・わカミ国め翻 でカバーする方式とは異なり・す叉 法

律 と して明文化 してい く。 図1-2に 米 国における大学 ・国研 か ら産業界 への技術移転 に関

す る法律 の主 な もの を挙 げる。

.∵∵'〆

知的所有権の一般への移転を目的として、60年代から数々の法律が作られてきた。
また、数々の法律が技術移転の効果を高める目的のために作られた。

1966 FreedomoflnfomationAct 一政府の活動を一般に知らせるための仕組みを作った

一省庁の記録を要求し、すぐにそれらを準備させる権利を提供した

1980 Stevenson-WydlerAct
↓技術の移転を国立研究所の研究員め使命と決めたコ
一研究 ・技術応 用局P丘 ヒeofRe-a㎡ 丁蜘no㎏yApp]ヒa由n)を 設立 し、政府所 有

及び政府 出資研究 の成果 ・技術 の情報公開 を推進した

1980 Bayh-DoleAct
・政府のR&D基 金によって発明し開発された技術にっ駐て、、発明を行った小企業や非常利二:

団体が知的所有権を持つ権利を与えた 、・S
一入字、』《リf究所 は、助穴 の成 果を目が 運のものにでさゐよつにな灰 箇条価 値の 局口研究

を追求するインセンティブを得た .

一さらに大学側はそのかわりライセンスやロイヤリティからの収入を一部分け合うことがで

き、実際の研究者に強いインセンティブが与えられた

1986 FederalTechnologyTransfer

Act

一政府所有・政府運営の研究所に、・CRADAの 仕組みによる産業との協同研究を許可した
一国立研究所技術移転コンソーシアムを作り、技術移転を研究所の使命と決めた .
一技術移転に関して、外国企業に比して米国企業の優先扱いを決めた

1992 SmallBusinessTechnobgy

TransferAct・ ・

一5つの省庁に対 して、小企業 、大 学、及び研究所の協 同研究 に対して出 資するよう要求

、した

1994 日ectronicFreedomof

lnfomationAct

一1966年のF蹴m。f肋ma亡bnACゆ 義務が 、電子的記 録も含め 全ての 記録 ・情 報

に適 用することを確認 した

斗省庁に対じ.全ての情報へのアクセスをオ莞ラインで一般に提供するよう要求じだ ∴

「

℃RADA(CooperativeResearchandDev610pmentAgrbements}

図1-2米 国 に お け る 大 学 ・国 研 か ら 産 業 界 へ の 技 術 移 転 に 関 わ る 主 な 法 律

1980』年 にはStevenson-Wydler法 で、国立研究所 の使命 は大学等め学術機関 か ら産業界

への技術移転 であ る と定め た。 また、't同年 に出たBayh-1)01e法 で は、政府 の研 究資金 を利

用 して開発 された技術 であ って も、発 明 を行 った企業 や非営利 団体 に3割 程度の ロイヤ リデ

ィが分配 され 、それが個 人 にフィー ドバ ックされる こどを認 めた○ これ を境 として、研究者

は自分 の研 究成果 の企業化 に関心 を持つ ようになった。 ・''"』'"'

最近で は、1994年 にElectricFreedomofInformation法 が制 定 され、各省 庁 は、それぞ

れが保有 している行 政 ・技術情報 をイ ンターネ ッ ドの ような電子 的 ネ ッ トワーニクに載せ て公

開す る よう義務付 け されてい る。 さらに、それが達成 出来ない場 合 に罰則 が適用 される とい

うこ とまで定め られている。'"
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(3)研 究内容 ・領 域に よるプロジェク トの分類

研究 プロジ ェク トを 「研 究領域」 と 「研究成果 の産業への影響 力」 を軸 に して見 ると、図

1-3に 示 す ように、四つの区画 に分 けるこ とが で きる。

町

恥
ー

1

霞

1

ー

勘

酬

も 猷 ヴフトウェア鰯

研究 の成果 の______→ 強 い一 一
産業への影響力

図1-3研 究 プロ ジェク トの分類

新規アイデ ィアが 出た当初 は、個々 に閉 じた研究(特 定専 門領域研究)が 行 われ るであろ

う。それ らの幾つ かが まとまって、ニ ューロコ ンピュー タの ような、研究領域 と呼べ る新分

野 を開拓す る もの(新 分野 開拓研 究)が 出て くる。研究 が進 む に連 れて実用 的な内容 に発展

してい き、部分 的な実証 システムや総合実証 システム を試作 す るようになる(実 証 シス テム

試作)。 この実 証 システム試作 は、商品化 をか な り展望 した研 究で ある。 この よ うに して出

て きた研究成果 はその まま商 品化 され た り、次 フェーズの研 究 プロジ ェク トを行 うための研

究 イ ンフラとして政府が調達す る形で、 さらに実用 的 な もの へ と発展 してい く。'

(4)R&Dに お ける競争 か ら市場 における競争 へ

図1-3を 元 に、米 国 にお ける研究 開発 の転 回の様子 を立体的 に表示す る と図1-4の よ

うになる。
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第1章 序論

野

(米 国におけるR&Dの 転回)

図1-4米 国における研究開発の転回

新規 アイデアが生 まれ る と特 定専門領域研究や新分野 開拓研 究か ら研究が ス ター トし、次

第 に実用 的な成果が 出て くる と部分/総 合実証 システムが試作 される ようになる。 この過程

で多 くのアイデア間で比較評価 が行 われ、有望 なアイデアが選別 されて行 く。 これが研 究者

間の競争 を強化 し、研 究や システム試作 の評価 ・改良 を促す ように働 く。 さらに、 この厳 し

い評価 の過程か ら新 たなアイデアが見 出 され て新 しい研究 プ ロセスが ス ター トす ると共 に、

先 の試作 シス テムが次の研 究 イ ンフラとして運用 される中で実用面 か らの再評価 が進め られ

る。 この ようなスパ イラル 的な フィー ドバ ックルー プの中で、重層 的な評価 を受 けた本物 の

アイデアや システムが勝 者 として選別 されてい く。

この研究 プロセスで、新 規 アイデア を生 む最初の段階 は主 に大学が担当 し、途中か ら国立

研 究所が入 って大学 と産業 界 を結 び付 ける仲介 を して、最後 のシス テム試作で はメー カの役

割が かな り大 き くなる。 この過程 で、大学か らメーカへ の技術移転が行 われ、企 業化 ・商 品

化の価値があ るもの(ア イ デアやシステムの勝 者)が 市場 に出てい ってい る。研 究開発 ・シ

ス テム試作段 階での ファンデ ィングは、 ほとんどが国か らの ものであ るが、 ファンデ ィング

エ ージェンシも将来 の産業化 ・商 品化 を展望 した ような有望 テーマ に重点的 にお金 を付 ける

とい うメカニズムが出来 てい る。 その ため、米 国の場合 は、研 究開発 ・システム試作 の段階

での評価 を勝 ち抜 いた実績 があ る ものが商品 と して出て くる ところが強み となっている。市

場 でのデ ファク トス タンダー ドの候補 として も、か な りはっ き り勝負 がつ いてい る と言 える。
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最後の商品化 ・市場参入の段階では、新規企業の市場参入を促進する優遇制度や、新技術

を持った小企業の成長を支援する仕組みが揃っている。

(5)日 本 にお けるR&Dの 問題点

㌣

コンピュータ・メーカ

ソフトハウス

ユーザ

の参加による

}実証システム試作

図1-5日 本における研究開発の問題点

米 国 と比較 してわが 国で は、「特 定専 門領域研 究」、 「新 分野 開拓研 究」 の部分 にはかな り

注力 してい るが、わが国全体で見 る と、商 品化 を展望す るようなシステム試作 は非常 に少 な

い。科学技術基本計画 で も同様 に、「特定専 門領域研究」、 「新分野 開拓研 究」領域 に多 くの

研究予算が配分 される可能性が高 く、現状 では、実証 シス テム試作 についてはほ とん ど予算

の伸 びが期待で きない。 シス テム試作 に関連す る研究 を活性化 して予算 を増 や してい く仕 掛

け を考 えなければ、 フィー ドバ ック もかか らない ようになって しまう。

また、わが国で も、米 国の ように研 究 開発 成果の商品化 を進 めるため に、次 のステ ップの

研 究開発 に向 けた インフラ構築 を進め る支援の一つの形 として、 シス テム試作 評価結果 を盛

り込 んで商 品化試作 したシステムの政府調達 を実施す るべ きであ る。これ を足が か りとして、

デ フ ァク トス タンダー ドを取 り、 わが国 のソフ トウェア産業 、情 報産業 を元気 にす るとい う

施策 を考えるべ きであ ろう。
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第2章 今年度の調査活動の要点

ここまで、米 国の情報産業発展 に際 して、大学 をは・じめ とす る研 究機 関か ら新技術 を携 え

て市場 に飛 び込 んだベ ンチ ャや、 それが成長 した中小規模 の メー カが大 きな役割 を果 た し、

米国政府の産業振 興策 はそ の潮流 を加速 し、支援す るこ とに重点 を置 いているのを見て きた。

今年度 は、更 に個 々の側 面 に踏み込 んで、具体的 にどの ような活動 が行 われ、それによって

どんな効果 が見 られ るか とい うこ とと、翻 って、わが 国や欧州 の状 況は どうであるか を調査

した。

米 国の情報産業 では、 リーデ ィング企業がその競合優位 を保 つための手段 としてM&A戦

略 を取 るケースが増加 している。2.1節 で は、米国の情 報産業 の リーデ ィング企業のM&A

戦略 について検討 し、 日本 の情 報産業 にどう生 かせ るか を探 る。

米 国で中小規模 の企業 は、生 産高増 進のみな らず、雇用創 出効果 やアメ リカ ン ドリームの

体現者 として、米 国の経 済発展 を推進す る積 極的 な役 割 を期 待 され てい る。2.2節 で は、米

国政府 の調達 におい て取 られてい る中小企業支援策 につい て述べ る。

2.3節 で は 、 米 国 国 立 研 究 所 の な か で 、GOCO(GovernmentOwnedContractor

Operated)と 呼 ばれ る政府所 有 ・民 間運営の研究所形態 を中心 に、 その制度 的枠組 み、マ

ネジメ ン ト シス テムの利点 お よび弱点、民 間へ の技術移転(特 に知 的所有権)に 関す る仕

組み等 について調査 した。

2.4節 では、わが 国の各省 庁が打 ち出 した(若 し くは打 ち出す予定 の)近年 の情 報産業振興

策(競 争力強化 策)の 内、一般 に公 開 され、条件 が満 た されれ ば誰で もが応募 で きる ものにつ

いて特徴 を述べ る。

小 回 りの利 く中小 ・中堅 メーカが研 究 開発 を通 じて多 くの新技術 を開発 し、社会 に新 商品、

新 サー ビス を提供 してい くプロセスが 、米 国において見 られ るように、情 報産業全体 の活性

化 の原動力 になってい る。現在 、不調 にあるわが国 ソフ トウェア産業の振 興のため には、 中

小 ソフ トウェアハ ウスの振興 を図 るこ とが重 要である と考 え られ る。2.5節 ではわが国の ソ

フ トウェアハ ウスのかか える問題 とその振興策 について調査 した結 果 を述べ る。

欧州では、基礎技術 開発 で は、EU全 体 として協力 し、ESPRITの ようなプロジェク トを

実施 して、各 国の大学 や企 業 間の協力関係の強化 と人材 の確保 を行 ってい る。 また、米国 と

は市場 におい て競争相手 の関係 にあるが、将来の産業 の基盤 となる ような技術 開発 に関 して
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は、政府 レベル、個人 レベ ルで積極 的 に関与 し、米 国のプロジェク トに共同研究者 として参

画す る努力 を している。2.6節 で はEU、'英 国、 ドイツ、 フランス を対象 に、情報産業の競

争力強化 を目的 と した、各 国政府 の技術振興策 についての調査結果 を報告 す る。

2.1米 国における情報技術企業のM&A戦 略

米 国の情報産業で は、 リーデ ィング企業がその競合優位 を保 つための手段 と してM&A戦

略 を取 るケースが増加 している。デー タ上で も、技術関連の株式未公 開企業 の内、大企業 に

買 収 される もの と新規株 式公 開す る もの との比率 は、1996年 には4対1(M&Aは1286件)

であ ったのが、1997年 には8対1(M&Aは1682件)に なってい る。

この調査 では、い くつかの企 業のM&A戦 略 につ いて検討 し、 日本 の情 報産業 に どう生か

せ るか を探 る。

2.1.1Cisco

米 国の情報技術企業が積極的 にベ ンチ ャ企業 を買収 し、その技術、製 品を獲得 する ように

なったのはCiscoの 技術獲得型買収戦 略の成功 による。 また、そ の手法 もCiscoの 手法 に習

った ものが多い。

ciscoは1984年 に設立 され、1992年 まで はルータだ けを販 売 してお り、年 間2億 ドルの

売 り上 げが あった。1993年 になる と市場で の競 合が激 しくな り、 ネ ッ トワーク製品 に要求

される機能が増加 して きた。

この ときCiscoの 経営 陣 は、ネ ッ トワーク事業 での新規市場マ トリ ックス を作成 し、その

マ トリックス上で リー ダとなるべ き市場 セグメ ン トを特定 した。そ して自社内の 開発 リソー

スだけでは半年以内 にそれぞれの市 場セ グメ ン トで リー ダになれ ない と判断 した場合 には、

それ を補 うために有望 なベ ンチ ャ企 業 を買収す ることに した。 この後ciscoは1997年12

月迄 に20企 業 を買収 している。

CiscoがM&A戦 略 を選択 したのは、新 規市場 の リー ダとなるには製品の市場投 入 を急 ぐ

必要が あったの に、広範 囲の技術 、製品全 てを 自社で は賄 えなか った ためで ある。Ciscoは

新 しい技術、製品、人材 を獲得す るの に、Ciscoの 高 い株価 をうま く利用 し、株 式交換 方式

で買収 してい った。買収が成功す るこ とによ り益 々株価が高 くな り、次の買収への条件が整

っていった。

Ciscoに とって特 に重要 なの は人材で 、買収 に際 しては、技術者 一人当た りに50万 ドル

か ら200万 ドルを支払 ってい る。 また買収後 も他 社へ移 らない ように彼 らの 自由意志 を尊

重 し、必要な らば事業部 を新設 し、独 立 した経営 を保持 させ てい る。買収 された側 の人達 も、
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収入 だけで な く、 自分達の技術 と商品がCiscoの 組織 力 を通 して市場 に大 き く広が るこ とを

期待 してい る。

2.1.21BM

IBMの 事 業 戦 略 は 、技 術 、 製 品 、 サ ー ビス の 広 さ と深 さ を武 器 と して顧 客 に トー タル ソ

リュ ー シ ョン を提 供 す る こ とで あ る。 そ の た め に は コ ンサ ル テ ィ ングか ら メ ンテ ナ ンス まで

のバ リュ ーチ ェ ー ンの全 て にお い て、技 術 、 製 品 、 サ ー ビス の トップ ク ラス の もの を保 有 し

て い る必 要 が あ る。 内部 資 源 で 欠 け てい る もの は買 収 、提 携 に よっ て補 完 して い る。 特 にそ

の戦 略 領 域 にお い て は買 収 を選 択 してい るが 、提 携 につ い て も積 極 的 に実施 して い る。 戦 略

領 域 と は、NetworkManagementandIntegration,E・commerce,Consulting,Network

Service,Group・ware等 で あ る。

これ らの買収が可 能にな っているのは、営業収入か ら来 る十分 なキ ャッシュフローが ある

か らである。ciscoの ケース と異 な りIBMは キ ャッシュで買収 してい る。1996年 には91

億 ドル もの キ ャッシュがあ った。

2.1.31ntel

Inte1は1990年 代 初め にMPUの 需要 の伸 びが小 さ くなったの をきっかけに、 よ り高性

能なMPUの 必要性 を加 速す るために、MPUの 周辺技術(コ ンテ ンツを含 む)に 投資 して

PCマ ーケ ッ トを広 げ よ うとしてい る。MPUで92%も のシェアを取 って しまったので、市

場 自体 を大 き くす る しか成 長の道 はないからで ある。多 くの 日米 の情報技術関連企業がIntel

をパ ー トナー と考 えてい る。

2.1.4Microsoft

Microsoftは 、イ ンター ネ ッ ト市場 の拡大 につい て ミス ジ ャッジ したが、1996年 に ビル ・

ゲイ ツが全 ての ソ フ トウェアにインターネ ッ ト技術 を組み込 むように指示 を出 した後 か ら、

イ ンターネ ッ ト関連 のM&A攻 勢が始 まった。MicrosoftのM&A戦 略 は完全 に事業戦略 と

一体 となってい る。1996年 にはM&A9件 の 内7件 、1997年 には7件 中7件 全 てが イ ンタ

ーネ ッ ト関連企業 である
。

Microsoftは そのデベ ロ ッパ、情報技術業界のネ ッ トワー ク、及びWindowsの 影響力 を

生 かす こ とによ り、ベ ンチ ャ企業 の早期発見 と獲得 を可能 に している。

2.1.5SUN
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SUNの 事業戦略の柱 はJAVAを ネ ッ トワーク ・コンピューティングの プラ ッ トフォーム

にす るとい うことと、現在 のコア ・コンビテ ンスであるサ ーバ、 ワー クス テー シ ョンを更 に

強化す るこ との2つ である。M&Aの 対象 となった企業 はこの2つ の柱 に関す る技術 、製品

を持 つ企業であ る。1997年 にはJAVA関 連 の企 業買収が7件 中6件 となっている。

2.1.6M&A戦 略 の ま とめ

(1)買 収す る側の メリ ット

①自社株の株価が高く、株価上昇率も大きいから、株式交換方式で相手を買収しやすい。

②自社では手が回らない周辺技術とそのキーとなる人材を手に入れることができる。

③周辺部分で技術開発が活発で、新企業がどんどん誕生している。

(2)買 収 される側の メリ ッ ト

① 近年 、ベ ンチ ャの新規株式公 開後の株価上昇率 が落ちて きて(1996年 はマイナスに

なった)、 新規株式公 開が難 しくなって きた。

② 新規株式公 開す るインターネ ッ ト関連 ベ ンチ ャが多 いが、実際 には売上 げ利益が なか

なか出ないこ とが明 らかにな って きた。 これ も新 規株式公 開 を難 し くしてい る。

③公 開前 の 自社株 よ りも、買収側企業 の株 を持 ってい る方がキ ャッシュ に変 えやすい。

値 上が りも期待で きる。

④最 近設立 されるベ ンチ ャは小 さなセ グメ ン トの企業が多 くな り、大企 業 と競争 が し辛

くな った。 また、ユ ーザ も トー タルソ リューシ ョンを求め るので、大企業 と組んで、

その流通組織 を利用 した方が有利 になった。

(3)M&A戦 略の成功 要因

① 事業戦略 に直結 したM&A戦 略 を持 ち、買収候補 に求 める物、何 が それ に よって補

完 され るかが明確。

一 特 定の製 品
、技術、人材 等

② ベ ンチ ャ企業 に関す る情報 ル ー トを持 ち他社 よ りも早 く、正確 な情報 の入手が可能。

一 自社 のセールス、マーケテ ィング、ベ ンチ ャ ・キ ャピタリス ト等 が情報 ソース。

③ 製品 、技術 、財務上 の選択 基準 だけで な く企業文化 、相性 などソフ ト面 で の選択基

準 を持 つ。

一 イ ンテ グレーシ ョンへ の配慮 が企業選択 の時か ら始 まってい る こ とにな る。企

業文化 の違 う企業 を統合 す るこ とに よ り成長が止 まるの を避 けてい る。

④ イ ンテグ レーシ ョンの準備 はM&A成 立 の前 か ら始め てい る。

一 買収 企業 の キーパ ーソ ン達 の新組織 での役割、 また新組織 その ものは、合併 交
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渉 開始の時か ら十分 にデ ィスカシ ョンし決めてお く。

⑤ 新組織、 マネジメ ン トの役割 、 レポーテ ィング、 リス トラ等 は、契約成立後、直 ち

に発 表す る。

一 買収 された企業 の人 々 に とって悪 い内容 であって も、引 き伸 ばす こ とは悪 い方

向に しか行か ない。不安 と推測 に よって前 へ進 むエネルギ ー とフ ォー カス を失 っ

て しま う。

⑥ 買収後 は短期 的に統 合 し、結果 を早 く出す。

一 買収 した企業 の製品 を買収成立後す ぐに売 り出す
。

一 販 売、製造 の シナ ジー効果 を出す。

⑦ 共通 の ビジ ョン、 目的 に向 けて働 きは じめる。

一 市場 シェアの獲 得、 製品技術 開発等 の 目的 に向けて共 に努力す るこ とに よ り協

調感 を作 る。

⑧ インテグレー シ ョン ・マ ネジメ ン トの専門家が存在す る。

一 イ ンテ グレー シ ョンの プロセス全体 をマネジメ ン トす る人 間で
、買収 された企

業 に とっては新 しい企業文化への ガイ ド役 、企業 間の ブ リッジ となる。

⑨ 出来 るだけ買収企業 を独 立の ま ま保 ち、その起業家マ イ ン ド、事業への熱意 を失わせ

ない よ うに し、成長 性 を重視す る。

一 新 しい事業部 を設 けるケースが多い
。

⑩ 買収企業 のキーパ ー ソ ンが退職 した り、 コミ ッ トメ ン トを失 わ ない ように出来 る限

りの対 策 をす る。

一 ス トックオ プシ ョンを直 ぐには行使 で きない ように取 り決め るこ とや重 要な地

位 を与 える 等

一 特 に買収後6ヶ 月 は重要 な期 間

⑪買収企 業 に対 して与 える物 があ る。

一 販 売
、マーケテ ィング、製造 等の優 れた力

⑫BusinessDevelopment部 門がM&Aの 全体 を取 り仕 きるが、 オーナーシ ップは事
'業部 門 にある

。

一 買 収企業 を引 き受 け
、統合 す る部門が責任 を持 つ。
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2.2米 国政府の政府調達にみる中小企業支援制度

2.2.1米 国経済 におけ る中小企業 の重要性 と連邦政府施策

米国経 済 においては、 中小企業 は、経済発展 を推進す る積極 的な役割 を期待 されてい る。

米 国で は、中小企業 に肯定的 な風土 とあい まって、連邦政府調達 における中小企業支援 策が

策定 され、効果的 に運用 され てい る。中小企業支援 には、1953年 に設立 された中小企 業庁

(SBA,Sma■BusinessAdministration)が 、大 きな役 割 を果 た している。

2.2.2米 国連邦政府調 達 と中小企 業

(1)連 邦政府調達における中小企業支援政策

連邦政府調達における主たる支援策として、数値目標(元 請け契約額の20%を 中小企業

へ)、 下請け分 も含めた目標設定管理、契約額による中小企業優遇措置がある。これらは、

以下の法制度によるところが大きい。

1978年 公 法(PublicLaw)95・507

・下請けに関する法令の全面的見直し

・各省庁に対する中小企業向け調達の目標設定の明文化

1994連 手 放 ・ 買 合 理 化 法FederalAculsltlonStreamllnmAct

・中小 企業向け留保 の設定 限度額 の増額($25 ,000⇒$100,000)

・連邦政府調達 プロセスの合理化 、手続 きの簡 略化

(2)連 邦政府調達 におけ る中小企 業支援 システム

中小企業支援 システム は、法制 度、情報提供 、助言 ・コンサ ルティング、イ ンセ ンテ ィブ、

実効性 の保証等 、様 々な観 点か ら作 り込 まれ、強化 ・維持 される仕組 み となってい る。

=

政府調達案件 の開示(CommerceBusinessDaily,Pro・Net)、 オンライン調達(EACNET,

NEPAC,GovCon)を は じめ、政府 調達獲得 の ノウハ ウ集 、調 達 スキルの セ ミナーや ト

レーニ ング、調達 プロセス の変遷 に関す る記録等 、中小企業 に対 し、様 々な観点 か らの情

報提供 が行 われてい る。

イ ンセ ンテ ィブ

中小企業か らの調達 に関す る各種表彰制度 を設 け、調 達元、調達先の双方 か ら動機付 け

を行 ってい る。
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効性 の保証

中小企 業 庁(SBA)、 連 邦 政府調 達 政策 局(OFPP,Of丘ceofFederalProcurement

Policy)は 、各省庁 、請負業者が各種調達規則 を遵守 してい るか どうか監視 し、違反 が認

め られた場合 には罰則 を適用す ることがで きる。

(3)米 国連邦政府調達 にお ける中小企業支援 の一般 的効果

中小企業 に とって、政府調達 の獲得 は、直接 的キ ャッシュフローの流入効果、投資家への

信用増大、そ して顧 客へ のPR効 果 とい うメ リッ トを もた らす。

(4)連 邦政府調達の今後の展開

連邦政府調達における中小企業支援策は、今後も継続 ・強化されていく。今後は、予算削

減との両立を図るため、以下の展開が予想される。

・調達関連業務の完全電子商取引化

・既製品購入比率の増大

・調達担当官の権限強化(値 切 り交渉強化)

・さらなる調達の一本化、統合調達の推進

2.2.3米 国連邦政府調達 とソフ トウェア産業

IT関 連製 品 ・サー ビスの連邦政府調達 に占める重要性 は、年 々上昇 している。特 にソフ

トウェア開発 は、中小 企業が競争力 を有す る分野であ り、主要 な契約獲得源 となってい る。

ITの 政府調達 におけ る重要性 は、1980年 代半ば以降急速 に増 してお り、行政事務 ・サ ー

ビスが オ ンライン化 され る につれ、さらにその比重 は増加 して行 くと思 われ る。ここ数年で、

連邦 ・州のIT調 達 に関す る法整備が進 んでい ることにも、その重要性 の認識が反映 されて

いる といえる。

米 国では、Microsoftの 独 占へ の危惧が大変強 く、司法省 による取 調べが続い てい る こと

か らも分か るように、調達市場 にオー プンな競争 を確保す る事 は、政府 の大 きな関心事 とな

っている。

また、数年前 か ら実施 されてい るモ ジュール コン トラク ト方式(プ ロジ ェク トの段 階毎 に

分割発注す る方式)で は、政府調達契約 をより多 くの企業 に開放 し、行 政 コス トを削減 する

ことが期待 され てい る。
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2.2.4日 本政府調達 システムへの提言

「積極的」な中小企業観に基づ く、「競争原理」を十分に働かせた能動的支援策が、米国

連邦政府調達における中小企業支援の成功の秘訣である。日本が学ぶべき点を、以下に挙げ

る。

・中小企業へ の情報 開示 システム

・調達支援 イ ンフラの ための人材 配置

・法的根拠 に基 いた下請 けルール

・中小企業 向け留保(Set-aside)措 置

・調達企業 としての能力 を証明す るメカニズ ム

(調達企 業評価基準の策定 と企 業能力審査機 関の設置)

2.2.5ま と め

米 国の連邦政府調達 における中小企業 支援 策 の 「支援」が意味 す る ところは、 「救済」 で

はな く、 「競争 」の 「機会保証」 であ る。競争 力の無い企業 は退 け られ、消滅す る、'とい う

「市場原理」 への根本 的信頼 と是認が、 これ ら支援策 のバ ックボー ン となってい る。
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2.3米 国国立研究所の運営形態 と技術移転

2.3.1米 国国立研 究所の概要

(1)米 国の研究開発活動における連邦政府の役割

米連邦政府 は、 同国にお ける研究 開発活動 に関 し、以下の役割 を担 ってい る。

1)資 金供給者(同 国の1997年 研究開発費総額$205.7Bの33%を 拠出)

2)研 究開発施設の所有者(研 究開発活動の10%は 政府所有研究機関による)

3)研 究開発の当事者(研 究開発活動の8%は 連邦職員たる研究者 による)

(2)国 立研究所

国立研 究所(国 所)の 総数 は約1,100に のぼ る。 これ ら国研 の ほぼ全 て(99%以 上)が

政 府所 有 となってお り、国研 に雇用 され る科学者、技術者総数 は80,000か ら100,000で あ

る。 これ ら国研 は、'全体 と して$21.6Bの 予算 を得 ている。 これは、米 国研 究開発 費総額の

11%、 連邦政府研 究開発予算 の32%を 占める。

(3)GOCO,FFRDCs,GOGO

GOCO(GovernmentOwhedContractorOperated)と は 、 政 府 所 有 ・民 間 運 営 の研 究

所 形 態 を、GOGO(GovernmentOwnedGovernmentOperated)と は所 有 ・運 営 と もに

連 邦 政 府 に よ る形 態 を、FFRDCs(FederallyFundedResearchAndDevelopmentCenters)

とは、 連邦 政 府 に よる資 金 援 助 を受 けた 特 定 の 研 究所 の カテ ゴ リー(所 有 は 政府 ・非 営 利 組

識 の 双 方 あ り。)を 意味 す る 。FFRDCsは 、必 ず し もGOCOと 同義 で は な いが 、米 国 に存

在 す る全 て のGOCOの 研 究 所(総 数22)は 、FFRDCs(総 数38)と して登 録 され て い る。

2.3.2GOCOの 制 度 的 枠 組 み

(1)GOCOと い う概念

GOCOは 、一言で表現す ると、「その大半の(70%以 上)の 資 金が連邦政府 に よって まか

なわれ、政府 に よ り所有 され、非政府組織(大 学 、民 間企業 、非営利 団体)に よ り管理運営

され る研 究開発施設、 またはその活動の形態」 を意味する。
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研究開発方針 や予算 を政府側が定 め、施設や プロジ ェク トの管理運営 を民 間の手 によって

行 うのがGOCOの 基本 的構造 である。個 々の プロジ ェク ト単位 では、従事 す る科学者、技

術者が、省庁 の設定 した基本方針 の下 で具体 的テーマ設定 を行 ない、その研 究開発す る技術

が省庁の ミッシ ョンの達 成 にどれだけ貢献で きる潜在 力 を持 つかに よって予算配分 は決定 さ

れ る。

(2)GOCO研 究所 の予算規模

現在22のGOCOの 研究所が米国 には存在 す るが、各研究所別予算規模 は以下の ように

なってい る。

ldahoNationalEngineeringLaboratory

NCIFrederickCancerResearchandDeve!opmentCenter

OakRidgeNationalLaboratory

SandiaNationalLab◎ratories

Savan「 杣RWerTeChnOlogyCenter

NationalRenewableEnergyLaboratory

Pac而cNo耐lwestNation剖 しaborat◎ry

AmesLaboratory

ArgOnneNatiOnalLabOratOry

BrookhavenNationalLaboratory

EmestOrlandoLawrenceBerkeleyNationalLaboratory

FermiNationalAcceleratorLaboratory

JetProputsionLaboratory

Lawren◎eLiVermoreNationalLaboratory

LOSAIamosNationalLaborato「y

NationalAstronomyandlonosphereCenter

NationalCenterforAtnosphericResearch

NatjonalOpticalAstronornyObservatories

Na6㎝alRadioAsセ ㎝omyObservatory

200akRidgetn$titutetorScienceandEducation

SianfordLinearAcce|eratorCenter

ThomasJe行erscnNationalAcceleratorFacility

$501m

$54tm

$8m

$79m

$29m

$30m

$17m

$118m

$59m

TotalGOCObudget
was$4.8bnin1995

($4.5bnin1997)

Note.
TheEnergyTechnologyEngineering
Center,whichwasincludedinthe1995
totals,wasremovedfrOmthe

govemment'smasterlistofFFRDCs
(seeneXtfewpages)inNovember1995

1995budgetfigures」SourceNSF

(3)管 理運営者 コ ン トラク タ

GOCO研 究所の管理 運営者 は、民 間企業 、大学 、その他非営利 団体の3つ の グループか

らなる。管理運営 者の タイプ別 に22のGOCO研 究所 を分類す ると、民 間企業 は5つ 、大

学 は15こ 、その他非営利 団体 は2つ で、大半 は大学 に管理運営 が任 され ている。
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第2章 今年度の調査活動の要点

2.3.3GOCOマ ネ ジ メ ン トシ ステ ム そ の 利点 と限 界

(1)GOCOの 利点

GOCOマ ネジメン トシス テム には、主 として以下 の4つ の利点が ある。

1)管 理運営の効率性

2)政 治的圧力からの独立性

3)民 間への技術移転

4)官 民の資源共有によるシナジー

(2)GOCOの 弱点

GOCOマ ネジメン トシス テム は、以下 の様 な構造 的問題 が露呈 してい る。

1)管 轄省庁の監督権限がいまだに強すぎる

2)GOCO研 究所間の管理運営政策やその実施内容にバラツキがある

3)知 的所有権の付与に関するルールが統一されていない

4)省 庁による監督の形骸化

2.3.4GOCOシ ス テ ム と技 術 移 転

(1)連 邦政府 の技術移転 のパ ター ン

連邦政府が技術の発展をサポートするには民間の研究開発活動に対し直接の資金援助を行

う場合と、連邦政府の資金によって国研が研究開発 した知的財産を民間に移転する場合があ

る。後者の 「技術移転」のパターンは非常に多様である。現在以下のようなものがある。

1)国 研 ・民 間 による共 同研 究 開発 プロジ ェク ト(CRADA:CooperativeResearchand

DevelopmentAgreement)

2)連 邦政府が所有す る技 術 のライセ ンシ ング

3)国 研 か らのス ピンオフ企業の設立

4)技 術支援(中 小企 業の研 究 開発支援)

5)情 報公 開(技 術 シーズ や共 同研 究 の機 会 をイ ンターネ ッ トで。)並 び に研 究 開発施 設

の一般公 開

6)人 材交流(国 研 と民 間企業間での研 究者交換 プログラム)
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7)管 轄 省 庁 以 外 の 省 庁 や 非 連 邦 政府 組織 か らの研 究 開発 請 負

Program)

8)技 術 コンサ ルテ ィング

9)大 学 院生の イン ター ンシ ッププ ログラム、各種 ワー クシ ョップ、

等

(WorkForOthers

コ ン フ ァ レ ンス 開催

(2)技 術移転政策の2本 の柱

技術移転は、知的所有権政策と連邦政府所有技術の移転政策という2つ の政策か ら成 り立

っている。

知的所有権政策 は、政府 の予算 に よって行われた研究 開発活動 の結果得 られた新 たな知的

財 産 の所有権 を、 どこに帰属 させ るか、 とい う課題 を扱 ってい る。 所有権 については、基

本的 に2つ の異 なる見解 が存 在 してい る。1つ は 「TitleintheGovernmentPohcy」 とい

われ る もので、歴史的経緯で触れ た 「ユ ニバ ーサ ルアクセス」の理念 に通 じる考 え方であ る。

DOEやNASAは 、みずか らの支援 と連邦政府予算 によって生 まれた知的財産 は政府(DOE

やNASA)に 帰属す ると考え てい る。 一方、全米科学財 団(NSF)、 国立衛生研究所(NIH)、

国防省(DOD)及 びその他の省庁は、伝統的に(1980年 以前から)共 同研究開発の民間

側 パー トナーや、 コン トラクタ(民 間の管理運営委託先)に 知 的財 産権 の帰属 を認め る方針

を とっている。

連邦政府所有技術 の移転 政策 は、次の2つ の原則 に よって成 り立 っている。 まず、各省庁

は連邦予算 によって行 われた研 究開発 の成果 をフルに活用す る(休 眠特許 な どとして眠 らせ

ない)こ とを義務付 け られてい る。次 に省庁 は、それ ら研究 開発 の成果 を州群政府、民 間セ

ク ターへ積極的 に移転 しなけれ ばな らない。これ らのル ールが1980年 のSteven・WydlerAct

に よって、法的枠組み と して定め られ た。
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第2章 今年度の調査活動の要点

2.4わ が国の研究開発支援

ここで は、わが国の各省庁が打 ち出 した(若 しくは打 ち出す予定 の)近年 の情 報産業振興策

(競争力強化 策)の 内、一般 に公 開 され、条件が満 た されれば誰 で もが応募 で きる もの を リス

トア ップ している。但 し、情報産業 に特化 していな くとも、新技術 開発促 進や産学連携 強化、

税 制の改正 な ど、そ の施策 の枠 内 に情 報技術振興が入 るもの は含め てい る。以下で はそれ ら

に共通 す る特長 につ いて述べ る。

(1)科 学技術関連予算が増加

科 学技術基本法(H7)と そ の趣 旨を具体化 した科学技術基本 計画(H8)の 制定 によ り、予算

額 が増 加 された。 これ らを利用す るこ とによ り、次の ような効 果が得 られ た。

・大 学、国立研 究所の設備が一新 された。

・研 究公募制度が拡充 された。(IPAの 創造 的 ソフ トウェア育成事業等)

但 し、これ らの支援制度の財源 は補正予算で あったため、い くつかの問題点 も指摘 されて

い る。

・継続性が保証 され ない ものが ある。

・公募研究費 は増 額 されたが、そ の配分 ・評価の ための仕組 みや人 的 リソース まで は更新

され なか ったため、無理 や無駄が発生 している。

(2)自 由テーマの公募支援 で はベ ンチ ャ企業 ・地域密着型企業 を対象 とす る ものが多 い

逆 にい うと、ある程度以上 の規模 を持 った企業が単独 で応 募で きる支援策が少 ない。 これ

らの支援策 は、 ともす る と特定 産業救済策 とな り勝 ちであ るが、元々実力 を持 ってい るこれ

らの研 究機 関 を有効 に活用 する ことは、将来へ 向けた産業育成 の観点 か ら も重要であ り、適

切 な仕組 みを設置す る必要が ある。例 えば、通信 ・放送機構 の委託研 究制 度の よ うに、 わが

国の情報 イ ンフラの整備 に向けて、研究 テーマを指定 した研究 開発制 度 を設け、それ にこれ

らの研究機関の参加 を奨励す る ような方策で ある。

一方 、ベ ンチ ャの起業 を支援す るためには、民間のベ ンチ ャキ ャピタル を活用 す る施策 を

検 討す るこ とが肝要であ る。本来 、多 くの技術的可能性 の中か ら市場 で発展 で きる もの を見

出 してそれ を競争 的環境 の 中で育成 してい くの は、長年 の訓練 に裏付 け された実 力 を持 った

プロにだけ可能な ことであ り、現在の公的機関で遂行す るには無理が ある。

(3)大 学 ・国立研 究所 との共同提案 を要す るものが多い
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大学 ・国立研究所が有するアイデアを、産業界を通じて一般国民が利用できる商品やサー

ビスとして実用化するためには有効な仕組みであるが、そのためには大学 ・国立研究所にど

んな研究者がいて、どんな研究がなされているかが公開された手段で得られるようにする必

要がある。これについては近年、産学連携による投資事業組合の設立や、学内技術の事業化

に貢献するために特許事務所や技術移転事務所の開設が進められているが、これらに対する

間接的支援や、更に研究公務員の民間兼務制度の整備など、関連する諸制度と整合の取れた

法制化が望まれる。

(4)研 究成果を開発者 と出資 した公的機関の共有にするものが増加 している

これは研究者の参加意識 をモチベ ー トし、研 究成果 の造 出 を図 るため に、米 国の諸制度 に

習 って設 け られた もの と思われ る。但 し、公的資金 を投 入 して得 られ た成果であるため、知

的所有権 や独 占的実施件 は与 えて も、 システムや ソフ トウェアモ ジュールの インタフェース

については公 開 を原則 とす る ものが多 い。

また、知的所有権 を保持 し、 それ を行使 するにはそれ な りの ス タッフや経費 を要す る。大

学 や国立研 究所 の研究者 には、先 に挙 げた特 許事務所や技術移転事務所 の援助が なけれ ば、

実 質的に機能 しないだろ う。

(5)各 省庁に似たような支援制度が存在する

'

複数の省庁が共同で支援 してい る制度 は別 として、趣 旨が似 てい る支援制度が複数存在 す

る。 これは支援 を受け ようとす る研 究者か ら見 る と機会が増 えるこ とであ り、同 じ研 究テー

マ を、切 り口だけ各制度 に合 わせ て応募す れば よい とい える。

(6)研 究資金支援だけでよいのか

新 しい情報技術やそれに基づく情報サービスを実社会の中で展開するには、それ自身の開

発だけではなく、社会の中に存在し、既に現実に利用されてもいる情報や取 り決めを新 しい

サービスに合わせて構築し直す作業が必要になってくる。更に新規に整備しなければならな

い社会的 な情報 イ ンフラ も出 て くる。 これ らのイ ンフラ整備 を国が先行 して行 うこ とが重要

である。そのためには、技術 コンセ プ トの提 案や、それ を組織化 す るための コンソーシアム

の立上 げな ど、研究者側 で行 うべ き活動 も必 要 となって くる。
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第2章 今年度の調査活動の要点

2.5わ が国 の ソフ トウ ェアハ ウスの かかえる問題 とその振興

中小 ・中堅 のメー カが、研究 開発 に より新技術 を開発 し成長 してい くことは、メー カ自身

の発展 のみ な らず、米国 において見 られ るよ うに、.大企業が有望 な技術 を持 つ これ ら中小 を

M&Aに よって 自社 内 に取 り込 んで新陳代謝 させ てい くとい うことに よ り、 さらに大 きな意

味 で情報産業全体 の活性化 に結びつ く。 この ような意味 において、現在 、不調 のわが国 ソフ

トウェア産業 の振 興のため には、中小 ソフ トウェアハ ウスの振興 を図 ることが重要であ ると

考 え られる。 この よ うな視 点 に立 って、わが 国の ソフ トウェアハ ウスのかか える問題 とその

振興策 の検討 を行 うための調査 お よび検討 を行 った。

まず、中小 ソフ トウェアハ ウス の現状 を調 べ る目的で、776社 にアンケ ー ト調査 を出 し240

社 よ り有効 回答 を得 た。 さ らに、その詳細 を聞 くために、1000人 ～50人 規模の会社6社 を

選 び、実際 に社 長/役 員 クラスの方 に来 ていただ き、 日頃 どの ようなこ とを感 じてい るか、

どの ような振興 策 を望 んでい るか等 を具体 的 にヒアリング した。そ して、その結 果 をもとに、

委 員 によ り問題 点 の整理 ・抽出 と、振興 策の検討 を行 った。

2.5.1中 小 ソ フ トウェアハ ウスへのアンケー ト調査の実施

活性 度が比 較的高 い と思 われ る(収 益状 況等 による)、 ソフ トウェアハ ウス776社 を選定

し、郵送 によ りア ンケー トを送付 し回答 を求め た。 これ らの うち、240社 か ら有効 回答 を得

ることがで きた。

アンケー トによ り主 に以下の点 について尋ね た

①現 在の主力事業 を将来 どの よ うに展開 してい きたいか

②何 が経営 上問題 か

③ 人材 育成 、製 品開発、技術 ・研 究開発 において どの ような問題が あるか

④ 国 は従 来か らソフ トウェア産業の振 興 を図 って きたが、 それ らについて どのように感 じ

てい るか

(1)主 力事 業 と将 来 展 開 、

現 在 の主 力 事 業 につ い て は、 図2-1に 示 す よ う に、 回答 企 業 の65%が 「受 託 ソ フ トウェ

ア 開発 」、15%が 「SI(シ ス テ ム イ ン テ グ レー シ ョン)事 業 」、 そ して 、13%が 「パ ッケ ー

ジ ソ フ トウ ェ ア 開 発 」 と答 え て い る。 これ に対 して 、 将来 は 、 「パ ッ ケ ー ジ ソ フ トウ ェ ア 開

発 」(41%)、 「SI事 業 」(30%)へ 展 開 して い きた い と望 ん で お り、 「受 託 ソ フ トウ ェ ア 開

発 」 に と ど ま る と こ ろ とす る企 業 は、17%で あ る。
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インテグ レータ)

300/o

口篇轟

その他12%
注2%未 満の流れについては、本図では省略

現在の事業 今後の注力分野

図2-1現 在の主力事業 と今後の注力事業

(2)経 営課題

パ ッケージ開発/販 売事業への展開 を行 うこ とを望 んでい る企業が多 いが、それ らにおい

ては、

・先行投 資資金 の不足

・開発 要因の不足

・市場 が保守的で、パ ッケージソフ トの受 け入 れ に消極 的

等 の問題があ る。 また、2番 目に展 開が望 まれている、「シス テム インテ グレー シ ョン事 業」

において も、

・人材の不足

・安定顧 客の確 保の困難

・官公庁市場 な どに中小企 業の参 入が困難 な制 度や商取引慣行 が存在(大 手指 向)

な どの問題が ある。

(3)研 究 開発へ の取 り組み

研究開発 については、図2-2の ように、92%の 企 業が研 究開発 の必要性 を認 めてい るが、

一方 で
、89%が 研究 開発 に取 り組 めてい ない。67%の 企業 が、研 究開発投 資 に売上 高比率

が2%未 満であ り、売上高比率が10%を 超 える企業 は全体 の15%以 下 となってい る。
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← 経営上の重要課題 であ り、

積極的に取 り組んでいる

←_経 営上の必要性は感 じているが、

十分取 り組めていない

経営上の必要性は低いため、十←

分取 り組んでいない

第2章 今年度の調査活動の要点

92%が 、研究 開発 の←

必要性を認めている

89%が 、研究 開

発 に取 り組 めてい

ない

図2-2研 究開発の認識と取 り組み

研究 開発 に取 り組め ない理 由 と しては、人材 と資金 の不足が主 な理由 となってい る。

表2-1研 究開発に取 り組めない理由

理由 率

研究開発を行える人材の時間的余裕がない 71.0%

投資できる資金に余裕がない 63.3%

研究開発を行える人材がいない 24.3%

施設環境が整っていない 12.4%

投資のための資金を調達できない 12.4%

(4)国 の研究 開発支援制度 に関す る意見

国 に よる研究 開発 支援制 度の利用 については、18%が 利用 実績が あ り、81%が 利用 して

いない。`

図2-3国 によ る研 究開発支援制度の利用
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利用実績 のある企業 に問題点、効果 を尋ね ると、「製品化/事 業化 に貢献 した(37.2%)」 、

「技術 シーズの開発 に役立つ(32.6%)」 の ように効果が認 め られ てい る反面、「報告書作成 ・

事務処理の面 での制約が多い(46.5%)」 ので、それ らの簡素 化が望 まれてい る。

表2-2国 の研究開発支援制度の効果 と問題点

効果/問 題点 率

報告 ・事務面での制約が多い 46.5%

製品化/事 業化に貢献 37.2%

技術シーズの開発に役立つ 32.6%

普及促進 ・フォロー ア ップが足 りない 20.9%

資金使途面での制約が多い 20.9%

体制面での制 約が多い 一 14.0%

人的交流/ネ ッ トワーク作 りに役立 った 11.6%

学術研究としての成果につながる 7.0%

2.5.2ソ フ トウ ェアハ ウ ス6社 へ の ヒ.アリ ング

アンケー ト調査 を行 った企業 の中か ら、1000人 ～50人 規模 の会社6社 を選択 し、社長/

役 員 クラスの方への ヒア リング調査 を行 った。 これ ら、6社 をここで は、P社 ～U社 の名前

で呼ぶ ことにす る。各社 の プロフ ァイルを表2-3に 示 す。

表2-3ヒ ア リング6社 のプロファイル

社名 設立
㊨従業員 数

売上高 得意分野

P社 1983年 750名 120億 円 システムイ ンテ グレー シ ョン事業

Q社 1974年 80名 10億 円 技術系 ソフ トウェア開発

R社 1970年 1700名 300億 円 技術調査 ・研究開発

S社 1959年 500名 100億 円 構造解析

T社 1983年 150名 20億 円 パ ー ソナルCAD

u社 1982年 1300名 300億 円 パ ッケ ー ジ ソ フ ト

これ ら6社 へ、次 の ような質 問 を共通 項 目 として ヒア リングを行 った。

・わが 国の ソフ トウェア産業 の競 争力強化 のため には どの よ うな問題が あるか

・また、 どの ようにす れば、競争 力 は向上す る と思 うか

・国は どの よ うなことをすべ きか

・研究 開発の状況 について

・産学連携 について
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各社 の ヒアリングのサ マ リは、以下 の通 り。

(1)P社

・プ ロ ダ ク トの 部 分 は、米 国製 に占 め られ て お り、 日本 の ソ フ トウ ェアハ ウス 、 お よび コ

ン ピュ ー タ メ ー カ は、SI事 業 を企 業 の 柱 とせ ざ る を得 ない 。 ま た、 現 状 で は、SIは 、

SystemIntegrationだ が 、 将 来 は、ServiceIntegrationと な るだ ろ う。

・ソ フ トウェアハ ウス は大か ら小 まで含め る と、約6000社 あ り、 その 中の ほ とん どは、

プ ログラムの コーデ ィングを請 け負 う弱小企業 である。 しか し、300社 くらい は、売上

の1%-8%位 の研究投 資 を行 ってい る。

・日本 も官公需 における保守費用 の予算化 な ど、サー ビスの価値 をハ ー ドウェアのお まけ

で はな く、独立 した もの と して認 め、米 国の よ うな構 成部 品(ソ フ トウェア、ハ ー ドウ

ェ アな どすべ て)の仕 様 のオー プ ン化 な どを進め ない と、 ソフ トウェア産業 の競争力 は

強 くな らない と思 う。

(2)Q社

・政府 の役割 は、規制緩和 、CALSやEC推 進事業 な ど情報化の ため の社会 イ ンフラ整備

の リー ダシ ップ発揮 であ る。CALS,STEPは 政府調達で率先採用すべ きである。

・優 れたアイデアを もつ 中小 の独 立系 ソフ トウェアメーカに各種ナ シ ョナ ル研 究開発 プロ

ジェク トに参加す る機会 を優先的 にあたえるべ きであ る。

・弱小 ではあって も独 創性のあ る中小 国産 ソフ トウェアメーカが国際競 争力 をつ け られ る

よ う、政策 的にその製品の優先調達 を行 うべ きである。

・官公庁 の入札 は、金額が大 きくなる と売上 げ実績で評価 され、一定規模以下の企業 は資

格外 になって しま うとい う問題 を解決 して欲 しい。

・ITは21世 紀 のあ らゆ る産業分野 に共通す るキーテクノ ロジになるが、現在 の省庁縦割

り行 政で は対応で きない。(例 、遺伝子情報処理 プロジェ ク トに参加 しよう として も、

予算 が生物産業育成枠 の場合 、 ソフ ト会社 は対等 なパ ー トナー になれない)

(3)R社

・日本 は科学技術 ソ フ トウェアの開発 力が低 い。大学 ・国研 で開発 された ソフ トウェ アは

汎用性 が少 な く、 その後 のメ ンテナ ンス もされ ないので、使 い捨 てになっている。国内
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にあるの に生か されてい ない情報 を集約す るこ とが キーになる。デー タベース、知識 ベ

ース構築が有効 であ る
。

・日本 は、農耕型 ソフ トウェア開発 システム構 築が有効で はないか。その特長 は、 フリー

ウェア重視 、ユ ーザの多様性重視 、知識の再 生産で ある。

・21世 紀には理論 と実験 と数値実験が科学の基礎となる。計算科学は戦略的に押 さえて

おかねばならない分野である。

・ソフ トウェア産業 は 自主独立 の気概 に欠け る。構造不況下請 け業種である ことの 自覚 が

必要である。

(4)S社

・ソフ トウェア産業 の研究 開発投資 は、年 間収入 の5%を 越 える ところは、ほ とん ど無い。

多 くが1～2%あ るかないか。情報 産業 に身 を置 く企 業 は、 もっ と研 究開発 に打 込 むべ

き。それ を進め るの は、優遇税制 しかない。パ ッケ ージソフ トに対す る税制 も有効 で、

今後 も存続 して もらいたい。

・教育 ・訓練 に対す る優遇税制 もあってほ しい。 ソフ トウェア産業 は、現状 、教育 ・訓練

に対 し売上 げの1%の 投資 もしていない。 これを促す意味 で、優遇税制が必要で ある。

継続的な公募 も効果 あるが、公募 より優遇税制 の ほ うが、あ りが たい。

・ソフ トウェア開発 においては、世界 的なデ ファク トス タンダー ドは別 と して、 国内競合

な しで世界 と伍 していけるわけが ない。日本の発展 のベースは、国内での競合であ った。

現在 の受託 ソフ ト開発 は、マ ーケ ッ トプライスが存 在せず、競合 も存在 しない。 これで

は伸 び るわけはない。

・ソフ トウェアは、工学 と しての定量化がで きない と、 マーケ ッ トプライスな り組織 の力

の評価 な どはで きない。定量化 の情報 の開示が 日本の場合非常 に少 な く、品質や生 産性

などについて も出ていない。定量化 に よりビジブルにで きれば、技術 は進歩 する。比 較

ので きる尺度 を持つ こ とが必要 である。

(5)T社

・CADソ フ トウェアのユ ーザ評価 では、米国の ソフ トウェア よ り当社の ソフ トウェアの

ほ うが良い とい う結果が 出ている。 日本の ソフ トウェア会社 がパ ッとしないの は、技 術

で はな くマーケ ッ トに もある。 日本 では、ユーザが ソ フ トウェアのブラン ドや シェアに

こだわ り、名 も無い会社 のソフ トは使 わない。 これ では売上 げがたたない。
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・パ ソ コ ン ソ フ トウ ェ ア 成 功 の原 則 は、 上 位 の コ ン ピ ュー タの ソ フ トウ ェ ア市 場 を下 か

ら喰 う とい うパ ター ン。 か っ て1億 円 した ソ フ トウ ェ ア を、 必 要 機 能 を絞 って100

万 円程 度 で 売 って い る。

・営業や経営 の人材 も日本 は層 が薄い。米国 には こうした人材 は流動性があ り、 プロが い

る。米 国では、設立1年 た らずの企業 が世界 を相手 に商売 を してい る。

・日本の良い ところ もあ る。米 国で は会社 を作 って成功 して も、3年 位 で創 業時の人はい

な くな る。 その後 マーケ ッテ ィングの プロである後任の社長がM&Aを や りだす。米 国

で は技術 の蓄積が されに くい。

・現在 の情報 産業 は、変化 が大 きいか ら日本 が得意 とす る蓄積効果が出 ない。変化 の度合

が鈍化 して きたので、今 後 日本 に もチ ャンスが ある と思 ってい る。

・国の補助金 をもらうと、 成果 を ドキ ュメ ン トの厚 さで評価 される。 ドキ ュメ ン トを作 る

費用 はばかにな らない。せ っか く補助 金 をもらって も、か えって負担 にな って しまう。

こう した評価方法 は問題 である。

(6)U社

・大学 との交流 を深め よ うとした時期が あったが
、 ほとん ど成果が出なか った。 しか し、

大学 との付合い は必 要 と思 っている。複数 の大学 と付合 い、大学 か らのア ウ トプ ッ トを

見極め る目が必要 と思 う。

・国が支援 を行 うな ら、 スモ ールオ フ ィス ・ホ ームオ フ ィス(SOHO)を 実用化 で きる

仕組み を作 る方が効果 が上が る。 ソフ トウェア開発 をうま く進 める仕組みの一つ は、 ネ

ッ トワー クで随時設立 され るバ ーチ ャルカンパ ニーである。大人数 を恒常 的 に抱 える企

業 は効率 が悪 い。

・日本 の ソフ トウェアが生 き残 る道 は、言語 の壁 を利用 して ジャパ ンローカルに徹す るか、

世界 に通用 するこ とをや る しか ないが、 ジャパ ンローカルは見込みが無 い。マイ クロソ

フ トは、必ず しも良い製 品 を提供 しているので はな く、マーケテ ィングが優 れているた

めに巨大 になった。 この ままジ ャパ ンローカルに徹 していて も、マイ クロ ソフ トにや ら

れて しまう。

・規格化の話 は、 ソフ トウェアメーカに とって死活問題 。 ところが 日本 の大企業 は、規格

化の ための コンソー シアムに参加 して も一生懸命メモす るだけで意見 を言 わない。 これ

で は欧米 に都合 の よい ものがで きて しま う。
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2.5.3ソ フ トウェアの競争 力強化 の方策

上記 、2.5.1項 のア ンケー ト調査 の結果 お よび、2.5.2項 の ソフ トウェアハ ウスへ の ヒア リ

ングの結果 を踏 まえて、 ソフ トウェア産業の競争力強化 を図 るため に採 るべ き施策 を、委員

会で検 討 した。 その結果 の詳細 につ いては、付属資料7「 ソフ トウェア競 争力強化 について

の各委員の意見」にある。 ここでは、その要点 をのべ る。意見 は、「国の研 究 開発 支援」、「法

制度、慣習の改革」、 「市場構造、商 習慣 の改革」 の3つ のカテ ゴリに分類 してのべ る。

(1)国 の研究開発 に関す ることが ら

・従来 の研究開発 支援 は、資金援助が主体 であ った。 アイデ アを製 品にす るための環境 を

整備す るこ とが必 要であ る。 アイデ アの検証 のための設備 ・仕組 み として、誰で も使 え

る図書館の ようなセ ンターがあれ ば、ソフ トウェア開発者 の底辺 を広 げるこ とがで きる。

・ソフ トウェア資産が重要 な競 争力 となる時代 に備 え、国 と して先端技 術関連 のソフ トウ

ェア開発支援 費の増額 を行 い、 ソフ トウェア資産蓄積 を計 る。特 に、近い将来不可 欠 と

なる技術 を核 と したソフ トウェア開発 には積極的 に開発 支援費 を供与す る事 が望 ましい。

・ソフ トウェアプロダクツや技 術 の優秀 さだ けで は、世界 のマ ーケ ッ トで勝 って行 けない。

「ソフ トウェア技術 と本質 を熟知 してこの プロセス を遂行す る能力者」 を どう育 て るか

が成否 を大 きく左右す る。 ソフ トウェア産業 の将来 ビジ ョンを描 ける人材の系統 的育成

が必要。

・基本 ソフ トウェア、 ミ ドル ソフ トウェアな どの下位 レイヤの ソフ トウェアでは米国が先

行 しているが、上位 レイヤの ゾフ トウェアは領域 的 に も広 く、各国の文化 にも依存す る

こともあ り、 日本 にもチ ャンスが ある。上位 レイヤの ソフ トウェアの方が、桁違 いの市

場規模が あ り、 ソフ トウェア産業 として も重要度が高い。'したが って、上位 レイヤ に重

心 を置 いた産業育成支援 を行 うべ きで ある。

・ベ ンチ ャの卵 を養成す るため に、学生対象 の研究資金援助 、あ るいは、 コンテス トを実

施 し良い もの を米 国のシ ョー に出展 し、評価が 良ければベ ンチ ャビジネス を起 こす資金

援助 を行 う等 を実施 する。

・米 国ベ ンチ ャか ら出て くる製 品は、単 品技術 だけで な く、 システマテ ィックかつ ビジ ョ

ンのある ものが多い。ベ ンチ ャ同士 の製 品/技 術の連携 もあ り、製 品 としてのス コー プ

も大 きい。 この よ うな共 同研究 を推進/支 援す る国の施 策 も考 えるべ きであ る。

・国が行 う研 究開発が将 来の社 会 ニーズ と合致す るように、社 会動 向の トレン ドウ ォッチ、
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問題提 起す る制度 ・機 関を設 ける。

・織 者が日本全国にいる優秀な人材を発掘し研究を接 するのも・日本?競 争力強イヒに

もなる し、人材 の海外流 出の防止 にもつ なが る。ただ し、 この支援 をどの ようにやるか

が問題であ り、有識者選 び も課題 となる。 ひ とつの方法 として、共 同研究 を優遇支援す

るようにすれば、共 同研究相手 を探す ようにな り、結果 として発掘型 の人材探 しにつ な

が る。

・以前 に比べ て最近 は色 々な施策 が実施 されてい る。 しか しなが ら、広 くPRさ れている

とは言い難 い。特 に地方で はその情報が得難い。積極的 にPRを 図 るべ きである。

(2)法 制度、慣 習に関す る ことが ら

・日本で は、ベ ンチ ャキ ャピタル とい うものが ほ とん ど存在せず、起業家 は個人の生活 を

犠 牲 に して資金調達 を行 い、失敗 すれば非常 に大 きな痛手 を受 ける。 また、起業化 に当

た っては、 ソフ トウェアの開発以外 の作業 に多 くの時 間を割 くことを要求 される。 この

ような起業 リスク ・負担 の軽減す る仕組みが必 要であ る。

・日本 における商習慣で は、仕様が曖昧 な状況で、一括請 け負 い とい う引 き合 いが多い。

初期 の段階で は機能の詳細が不 明で、弱い立場 のメー カ側が客先 の追加要求 を飲 ま ざる

を得 ないケースが多い。 この こ とが不採算化 につなが り、 日本 のソフ トウェア産業の体

.力 を弱 い もの に してい る。 これ らの解消の ため に官公需の一括発注 か ら段階 的発注へ切

り替 えるべ きで ある。

・EC 、・Internetの 情報等 、過去 の商習慣 と食い違 う所が多い。 これ らの弊害 を全 て予想

して法律や省 令 を準備 す るの には時 間がかかるが、それだけ 日本 の取 り組みが遅れ る事

になる。 これ を避 けるため に、法律、省 令の柔軟 な改定 を可 能 にす る仕組みが必要であ

る。

・若い人の柔軟な価値観/感 覚に期待 して、科学技術投資配分に若い研究者の意見をもっ

と反映させるべきである。

・最近の銀行の貸 し渋 りは、ベンチャ企業には黒字倒産を誘発する原因ともなり兼ねず、

資金繰 りを救済するためにも、代金回収前のソフトウェア成果物に対 し担保価値を認め

低利の公的資金提供を行えば、国内の情報産業の救済に繋がる。また、その場合には担

保価値を評価する公的或いは権威有る民間の評価機関の創設が必要となる。

一33一



・弱者救済的な変革 だけで は、 ソフ トウェア産業 を維持 出来た として も、米 国な どとの競

争力が付 くとは思 えない。ベ ンチ ャ育成 とい って も、中小 ソフ トウェアハ ウスへの支援

とは別 に扱 うべ きで あ り、 中小 ソ フ トウェアハ ウスへ の支援 は、他 の業種 の中小企業支

援 と同 レベル とすべ きで ある。

・ハー ドウェアと同様 な価値観 を持 たせ るべ く基準 を設定 し、事業性 を向上 させ るため に、

ソフ トウェア取引 きガイ ドライ ンの設定 を行 う。具体的 には、無償保証期 間、保守 サポ

ー ト費 な どの ガイ ドライ ンを示 す。ただ し、全世界 との整合性 を も配慮 し慎 重 に決 め る

必要が ある。

・現在、実施されている情報処理技術者試験での成果は、個人的には多少給料が上がるく

らいで、社会的には何の役にも立っていない。情報処理技術者試験の認定者が、一級建

築士のような社会的位置づけを持てるようにする必要がある。

・今や どの分野で もソフ トウェアが ないプロジェク トはないのであ るか ら、 ソフ トウェ ア

単独 の プロジェク トは採択 されない し、 む しろ避 けるべ きで ある。逆 に、全 てのプロジ

ェク トにソフ トウェア研究者 の参画 を義務付 けるこ とを考 えるべ きであ る。

(3)市 場構造、商習慣 の改革 に関す ることが ら

・日本 の市場 は保守的 なため、米国 に比べ て新 しい ものに対 しては慎重 であ り、新製品 を

拡販す る上での困難が大 きい。米国で は、新 しい ものであって も、良い ものな らば、市

場 に受 け入 れ られ易い。 この ような買い手だけ を対象 に してい ると、国際競争力が失わ

れる。 これ を変 えるには、非常 に長い時間がかか るが、 まず政府 自身が調達 な どで、率

先 して範 を示 し、買い手 の意識 を変 えてい くこ とも必 要であ る。 この ような施策 は、即

効性のある施策 とは、言 えないが、 日本全体の ソフ トウェア開発 者の レベル を上 げ、業

界が活性化す るこ とで間接 的な効果が ある と考 える。

・ソフ トウェア産業 を活性 化 させ 、競争 力強化 を計 る為 には、通信費用 を下 げる必要があ

る。現状の通信 費用 では米 国等 と比べ た時、情報交換/情 報収集面 でのハ ンデ ィキャッ

プが大 きす ぎる。高速道路 に相 当す る高速通信路 は別 に課金 す るべ きだが 、「国道」 に

相当するネ ッ トワー クは使 用料 を無料 に して ネ ッ トワー ク利用 を活性 化すれば、必ず我

が国の情報産業 は隆盛化の道 を歩み始め る。

・国あ るいは地方 自治体が率先 して、 ソフ トウェア/サ ービスの有償化 を促進すべ きであ

る。未 だにサー ビス は無料 と思 ってい るケースがあ る。
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第2章 今年度の調査活動の要点

・公 的機関が実施す る一気通貫型情報 シス テムの 開発 はダン ピングが現実 である。(但 し、

こ じつ け と して理 由があ る し、匿名 とい うことで記述 してい る。)防 止策 と してハ ー ド

ウェア とソフ トウェアの完全分離(ア ンバ ン ドリング)や 、 システム開発 の各段 階で の

業者選定等 を検討 し商 習慣 の改革 を図 る。従 って、あ る規模 以上の システム構築 はマ ル

チ業者構成 とす る とか当然 ダンピング防止法 も検討す る。発 注者側 にもシステ ムの公平

な評価がで きる体制対応 が必 要である。

・わかりやすい公開制度の確立が必要である。国が実施する研究開発の成果は公開、無料

(当然責任なし)と し活用者に便宜を与える施策を考える。研究実施者への還元は別途

考える。

・国が実施す る研究 開発 は誰 で も自由に参加 させ るべ きであ る。 また、民 間 に資金の提供

を依頼 して はいけない。(現 在の大型 プロジェ ク トは必 ず、何 らかの形 で民 間 も資金提

供 を行 っている し、行 っている企業 しか参加で きない。)

・パ ソコンパ ッケー ジには ファ ッシ ョン性が あ り、技術のみで は解決 しない。パ リ コレと

同様 に、 シ リコンバ レーお よびマスコ ミの認知が不可欠であ る。 また、良い ものや安 い

もの よ り、 ブ ラン ドものや実績 のある もの を買 う国民性が、ベ ンチ ャにとって最大 の疎

外要 因 となっている。

・日本人の カルチ ャを変 えるのは難 しい。 ブラ ン ド指向、実績主義がある限 り、ベ ンチ ャ

は 日本で は育 たない。 日本 人 をアメ リカに送 り、そ こでベ ンチ ャと して成功 させ てか ら

日本 に もって くるのが最 も現実的 な解 と思われ る。暫 くは、米 国の 目利 きに頼 る しか な

い。一流大学 を出て、一流企業 に席 を置 き、 ブラン ド品の洋服 を着 てい る自分 自身が、

ブラン ド指向、実績主義 を問題 にす ることに矛盾 を感 じる。
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2.6欧 州の主要情報技術プロジ ェク ト

(1)欧 州 における情報技術振興 プログラムの ま とめ

本調査 に よ り43個 の情報技術 産業の振興 プログラムを ドイツ、 フランス、英国、EUに

おいて確認 した。EU6、 英国12、 フランス8、 ドイツ17の 振興 プログラム を調査 した。予

算 額ではEU:US$15,782m皿ion,英 国:$1,449milhon,フ ランス:$831m皿ion,ド イ ツ:

$1,819mi皿ionと なっている。

情報技術 産業振興 に貢献 してい るプログラム としては、情報技術 産業だ けを対象 とした も

の と、産業全般 を対象 とした ものの2種 類が ある。英 国 を除い た欧州で は情 報技術産業の振

興 には産業 全般 を対象 とした振興 プログ ラムが 主 となっている。

欧州での情 報技術 産業 の振興 プログラム には3つ の主要 な 目的が ある。

・R&Dプ ロジェク トの支援

・知識/技術の トランス ファ

・起業の促進

である。

プログ ラムの数で はR&Dプ ロジェ ク ト支援 が最 も多いが、予算上 では知識/技 術 の トラ

ンス ファに最 も大 きく割 り当て られてい る。

欧州政府の情報技術産業の振興 プログラム を形式で分類す る と4種 類 に分 け られ る。』補 助

金 、貸付金、 コンサ ルティング、その他 に分類 される。

欧州で はプロ グラムの数、予算 上 と もに補助金 の形 を とってい る振 興 プログラムが最 も多

いo

情報技術産業振興の主要な政府機関は下記となる。

EuropeanUnion Germany

●EuropeanCommission

France

●MNERT

●MEFI

●KreditanstaltiUrWiederaufbau

(GovernmentLoanlnstitution)

●BMBF

●BMWi

UnitedKingdom

●DepartmentofTrade

andtndustry
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第2章 今年度の調査活動の要点

(2)EUレ ベ ルの振興 プログラム

知識!技 術 トラ ンスフ ァ型 の1プ ログラム(EUREKA!)が 、調査 したEUレ ベル の振興

プログラムの60%の 支 出を占めている。 プログラムはすべ て補助金 の形 を とってい る。

EUレ ベ ルの振興 プログラムで はEUcommissionが 唯一の担 当機関で ある。

(3)フ ランスの振興 プロ グラム

フランスでは タックスイ ンセ ンティブ(US$491milhon相 当)が 最 も重要 な振 興 プログ

ラム とな っている。

フランスでは以下 の3つ の主要 な政府担当機関が情報技術産業 の振興 に関与 してい る。

TheMinistryofＬVationa1Eduea施n,Researcha刀d7b〈rh刀o吻g7-MENRT★

TheMinistr70fEconomM乃inaneea刀dIndus砂 －MEFI*

TheNa施na7.4gencyfortheValuingofReseareh-ANVAR★

フランスでは政府の振興プログラムは特定の産業に特化したものではない。政府または公

的機関は産業全般を対象としたR&Dの 支援や職の創造を通 じて産業振興支援をしている。

(4)ド イツの振興 プログラム

ドイツにお ける振興 プログラムの大半 はR&Dプ ロジェク トへの貸付金 である。

ドイツにお ける振 興 プログラムの資金源 は次の3種 類あ る。

TheCapitalMarket,

TheMinistryofEducationandResearch-BMBF,

TheMinisteryofeconomics-BMWi

BMBFの1997年 度の振 興 プログラム予算 はUS$8,278m皿ionに の ぼる。(1998年 度の

計画 はUS$8,352m皿ion)

なるべ く多 くの企業 を支援 す るため に振興 プログラムの対象 はかな り広 い範囲 を含 む。 し

か しなが ら2つ の主要 な対象 とな るグループが ある。

SmalVmediumenterprises

Innovativecompanies

★フランス語 における略語
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(5)英 国の振興 プ ログラム

英 国 で は知 識!技 術 の トラ ンス フ ァが 最 も重 要 な振 興 プ ロ グ ラ ム の 目的 とな っ てい る。 金

額 的 に は補助 金 と貸 付 金 の 形 式 を と って い る もの が 主 で あ る。

英 国 で はDepartmentofTradeandIndustry(DTI)が 晴報 技 術 振 興 を支 援 して い る主 要

な政 府 担 当機 関 で あ る。

DTIはOf〔iceofScienceandTechnologyを 通 じてBusinessandinnovationイ ニ シア

テ ィブ に よ り情 報 技 術振 興 を支 援 して い る。
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第3章 調査のまとめと提言

3.1概 要

ここで は、 これ まで述べ て きた個 々の調査 結果 の まとめ として、情報産業 にお ける米 国の

競争力の源泉 となってい る研究 開発 の仕組み、新規企業 を育成 ための制 度、市場構 造 な どの

特徴 をまとめ る。そ して、 これ らをわが国の仕組み、制度 な どと比較 し、わが国の情 報産業

の競 争力強化 、お よび活性化 のための対応策 を提 言す る。

米 国 は長年 にわた りフロ ン トランナー と して必 要 な、オー プ ンで フェアな土俵 を形成 し、

競争原理 を導入 した研 究 開発の仕組みや制度 を長年 にわたっで築 き上 げて きた。'これ らの仕

組 みや制度が 、先 端的 ソフ トウェア技術 をは じめ とする情報技術 の開発 におい て威力 を発揮

し、その結果 と して情 報産業及 び関連 産業 の世界市場 を独 占す る勢 いを得 た。

研究開発から市場参入までの段階分け

研究開発の政府支援の考え方や枠組、実施方法などをわかりやすく説明するため従来の調

査同様、研究開発を便宜上次のような段階に分けて考える。

a)上 流:ア イデアの誕生から、予算を得て研究開発を開始する段階。

研究開発活動の規模はまだ小さい。年間予算規模は数千万円以下。

特定専門領域研究や新分野開拓研究としてスター トするものが多い。

b)中 流:研 究が発展 し、将来の社会や産業へのインパク ト有りとの見通しが立つ段階。

研究開発活動の規模 も拡大。年間予算規模で一億円から数億円規模。

c)下 流:商 品化 を見通 しての部分 システムや総合 システ ム試作 と評価 の段 階。

シス テムの構成 要素、お よびそれ らの組み合 せ方法 な どの総 合的 な評価 が ポイ

ン ト。年 間予算規模 は、大小 さまざ まだが、数億 円か ら、大 きい もので は数十

億 円以上の規模。

d)商 品化:研 究開発の試作物か ら、市場を睨み洗練された商品へ向けての再設計や製造

の段階。市場参入のための企業活動の初期段階。

e)市 場の活性化:研 究開発の流れ とは独立 した側面的支援であるが、新技術を抱えて市

場に参入 した中小企業を支援する制度やベンチャキャピタル育成を促進する税
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制 な ど、市場 において新 規産業 を育成の ための支援 につい て述べ る。

本年度 は、主 に、米 国の研究 開発 の下流以降の段階 について調査 し、わが国の対応 す る段

階 と比較 した。 しか し、研究 開発 の政府 支援 の枠組の一連の流れ を見通 よ く述べ るため に、

前年度 まで に行 った上流、中流段 階の調査 結果 も合 わせ て説明す ることとす る。

(上記 の問題点 に関 しては、第1章 の1.3節 での議論 を元 としてい るので、併せ て参 照 され

たい。)

3.2米 国の政府支援の仕組みや制度の特徴 とわが国への提言

3.2.1全 体的 な特徴お よび総括 的提言

米国の情報技術 の研究 開発 につい ての 政府支援 の仕 組みの全体 的な特徴 は、次 の4点 であ

ろう。

a)研 究開発 の上流 か ら下流、 さ らに、 そのあ とに続 く商 品化や市場の活性化の段階 まで、

途切 れるこ とな く 「シーム レス」 にいろいろな支援制度 を展開 してい るこ と。

b)い ず れの段 階 におい て もオー プ ンで フェアな環境 を作 り、競争 原理 を働 かせ てい るこ

と。

c)各 段階 において専 門家 をは りつけ たオープ ンな評価制度 を持 つ こ と○

d)研 究者や大学など研究開発の現場 に予算執行権限の大幅な委譲が行われていること、

および、研究者に研究成果の企業化を促すインセンティブを与える種々の制度を持つ

こと。

これ らは、永 年、 フロ ン トラ ンナー と して未踏の科学技術分野 を開拓 して きた米国が長い

年月 をか けて築いた制度 的、 お よび人 的なイ ンフラ とい えよう。評価制度 は、研 究者 にオー

プ ンで フェアな競争 を真剣 に行 わせ る絶対 的 な条件で ある。そ して競争 が真剣で あるか らこ

そ、大幅 な権限委譲 も可 能 となる。

また、単 に研 究 開発段 階 までの支援 に留 ま らず 、商 品化や市場の活性化 の段 階 までを も支

援範 囲 に入れてい るのは、米 国におい ては、 「税金 を用 いて開発 した もの は商品 として市場

に投 入 されて、始 めて納税者の利益 とな り還元 され る」 とい うコンセ ンサ スがあ るがゆえで

あ る。
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第3章 調査のまとめと提言

このような仕組みや制度は、わが国の情報産業のみならず、他の産業においても競争力強

化の観点 か らは、何 らかの対応 を考 えねばならない ものである。

わが国の仕組みへの提言

この ようなシーム レス な支援 システム、競 争原理の導入 、オー プンな評価制 度 な

どは、 いずれ もわが国 には無 いか、あ って も形式 的で 実質的 に機 能 していない仕組

みで ある。 これは、 わが 国の産業 の中核技術 の研究 開発 が、古 来 よ りキ ャッチ ア ッ

プ型で行 わ れた ことか ら、一部 を除いて は必要が無 く、 また、その よ うな仕 組み を

維持するための費用 も相当なものとなるため実効あるものに発展 しなかったものと

思われ る。

わが国も経済、および技術の先進国となったことから、前競争段階(基礎研究段階)

におい て も、米 欧が昔の よ うに研究 内容 を、お いそれ とは教 えて くれ な くな って き

た こ と、お よび、 ソフ トウェア技術 な ど中核 的な情報技術 は、製造技 術 の優秀性 や

迅速 な改 良 に よって後か ら市場 を切 りとる とい う、 いわゆる2番 手 戦術が通用 しな

い ことか ら、嫌応 な くフロ ン トランナー型 の仕 組み を持つ必要が生 じてい る。

この ため に、 この ような仕組みや制度 を作 り維持 してい くための投資 の重 要性 を

関係 者 のみ な らず 、国民全体 にPRし 、徐 々 に資金 と人 をつ ぎこみ整備 してい くこ

とが必 要であ る。

3.2.2 上流、中流域の仕組みの特徴とわが国への提言

(1)上 流域 の特徴

米 国 にお け る政府支援 の研究 開発 の上流域 の特徴 は、a)とb)の ようにま とめ るこ とが で

き る 。

a)政 府 の策定 す る社会や産業の将来 ビジ ョンと研究 コミュニ ティよ りの研究提案 の効率 的

なマ ッチ ング

政府の将来ビジョンの策定は、大統領を頂点とし、学会や産業界において現役として活躍

してい る学者や先端 産業 の経営者 、技術者 によって構成 され るア ドバ イザ リコミッテ ィに よ

り行われ る。

将来 ビジ ョンは、広 く国民 の支持 を得 ようとす る政治的意 図 を持 ってい る。従 って、政府

による現状認識や将来の産業や社会の望ましいあり方とこの実現に必要な新技術や分野が、
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分 か り易 く、かつ インパ ク トある形 で提示 され る。 この新技術 や分野の提 示 は、学界や産業

界 の研究 コ ミュニ ティに対 して、お お括 りではあ るが、研究 開発 の向か うべ き方 向を トップ

ダウンに示す こ ととなる。

この新技 術 や新分 野の提 示 に沿 って、NSF、NASA、NIST、DOE、NIHな どの政府機

関は研究 開発 の提案 を募集する。す る と、研究 コ ミュニ ティは、個 々の研 究者 のアイデアに

基 づ く具体 的な研究提 案 を行 う。 それぞれの政府機関 は、その機 関の ミッシ ョンに沿った提

案 を採択 し研究が 開始 され る。

この ように トップダウンの方 向付 け と、ボ ッ トムア ップの研 究提案が かみあい、常 に不足

す る研究 開発資源、す なわち、人や資金の集 中を促す。それ と同時 に、社会 的な規制 や税制

な どの改正 、市場構造の変革 などをお こさせ、 その結果 として、研 究開発 の競争 を活発化 さ

せ 商品化 を加速 させ る効果 を得 てい る。

この例 と して は 、CIC計 画(以 前 のHPCC計 画)、ASCIプ ロ ジ ェ ク トやPetaflopsマ シ

ン プ ロ ジ ェ ク ト、 デ ィ ジ タ ル 図書 館 プ ロ ジ ェ ク ト(DL1,DL2)、 人 ゲ ノ ム プ ロ ジ ェ ク トな ど

が 挙 げ られ る。

わが国の仕組みへの提言

わが 国では、省 庁間の縦割構造 の ため に、学際 的かつ、省庁横 断的 な将 来 ビジ ョ

ンが立 案 され るこ とが少 な く、た とえその よ うな ビジ ョンが立案 されて も研究 開発

段階で は、省庁 ご とに分離 した規模 の小 さい もの となることが多 い。

近年 、内閣の レベ ルで国全体 を見渡 した将来 ビジ ョン作 成 を目指す組織 作 りも試

み られる ようになったが、その よ うな組織 も、実質 的に機能 してい ない ものが多い。

また、その ビジ ョンに基づ き研 究 開発 を実施 す る段 階 におい て も、省庁 間を横 断 し

た実施 、評価体制 を形成で きなければ な らない。

第二の産業革命 と言 われるデ ィジ タルエ コノミの時代 の入 口に さ しか かってい る

現在 、先進 的デ ィジ タルエ コノ ミア プ リケー ショ ンとそれ を実現 す る情報技 術基盤

の開発 やそ の普 及のための社会制度 の改正 を含 む将来 ビジ ョンを策 定す る組 織作 り

が急務 である。

この ような ビジ ョンの策 定組織 は、現役 の、学者、産業人 、政治家、 ジャーナ リ

ス ト、官僚 な どか ら構 成 され 、米 国の ように、各省庁 の上 に置かれ たオー プ ンで強

い権限 を持 つ ものである必要が ある。
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第3章 調査のまとめと提言

b)先 端情報技術 開発 の基盤 となる共通 イ ンフラの開発 ・整備 ・利用促 進

先端情報技術 開発 は、 ソフ トウェア技術 開発 を含み、多 くの要素技 術が大規模 に集積 され

たシス テムの、 さらにその上 に積み上 げ られ る形 で行われ るこ とが普通 となって きている。

例1イ ンターネ ッ ト上 に開発 され る電 子商取 引 システム

このシステム は、高速 のネ ッ トワークハー ドウェアの みな らず、種 々の ネ ッ ト

ワーク用 基本 ソフ トウェア、文字 、音声 、画像 な どの処理機 能、使 い易 い ヒュー

マ ンイ ンタフェース、 な どの上 に構築 され る。

例2超 並列マ シ ン(MPP)

超並列 マ シ ンは、要素 プロセ ッサ数 を、数台か ら数万 台 まで増減す る こ とが可

能 で、基本 ソ フ トウェア を換 える ことな くいろい ろな規模 の応用 に安価 に対応 で

き、将来 のセ ンターマ シ ンの本流 となる ものであ る。

(関 連 プ ロ ジ ェ ク ト:米 国 のASCI計 画 、Peta且opsマ シ ン計 画 、 欧州 の

EUROPORT計 画)

現在 、米 国で研 究 インフラ として利用 されてい る超並列 マ シン(MPP)は 、数 百一

数千 台の要素 プロセ ッサ、接 続用 ネ ッ トワー ク、並 列OS、 負荷分散機 能、実行

管理用 ソフ トウェアな どの システムか ら構成 され てお り、種 々の応用 ソフ トウェ

アはその上 に構築 される。

先端情報技術 、及 びそれ に基 づ く市場 は、新 しい発想 に基づ くもので あるため、研究 開発

や システム試作 を本格的 に実施 す るため には、それ にふ さわ しい イ ンフラが不可欠で ある。

その ようなイ ンフラは、新 規産業の芽 となる実用 的技術の着想やその発展や商品化、 ひい て

は新規産業 の創造 を可能 とす る。

そ の ような インフラは、それ 自身が多 くの新技術 を含 んでい る。従 って、その利用 に対 し

て も、十分 なサー ビス体制 が整 え られている必 要がある。

米 国では、 一つの研究 開発 において システム試作が成功す る と、それ を土台 として研究 開

発 の次 のステ ップを実施 す ることが多 い。 これは きわめて オーソ ドックス な手法であ る。 こ

の場合、土台 とな るシステムは、次 のステ ップの研究 開発の イ ンフラ とな り、調達 によ り必

要数確保 され ることが多 い。 この調達 は試作 システムの再設計や改良の費用 も考慮 してなさ

れ るこ とか ら、商 品化の前段階 とも考 えられ、政府 による有効 なメー カ支援 策 となってい る。

また、 この ような インフラの試作 や運用 は、規模が大 きくなる と大学 の手 を離れ、 メーカ

と国研 の共 同 プロジ ェク トとなる ことが多 い。米 国では、国研 の主要 な役割 を大学(や 国研

それ 自身)か ら企業へ の技術移転 である と法律 で決 め、国研 が高度 なイ ンフラを管理 し、利
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用 サービス を行 い、 これが有効 に機 能 してい る。 この ような仕組 み も国研 の新 しいあ り方 と

して注 目に値 す る。

この ようなインフラの開発 と運用、サー ビスの例 として、次世代 ネ ッ トワー ク(NGI)の

ノー ドを まず 国研 にお き、 百数 十 の大 学 に よ る イ ン ター ネ ッ ト利 用研 究 プ ロ ジ ェ ク ト

(Internet2)な どにインフラ として提供す る ものや、ASCIプ ロジェク トにお いて数千 台か

らなる超並列マ シ ンを国研 に配置 し、超並列マ シ ン用の応用 ソフ トウェア を開発 す る研 究 グ

ルー プに利用 させ る もの な どが ある。

わが国への仕組みへの提言

わが国の情報技術 の研 究 開発 は、米 国 な どの商 品化段 階の技 術の キ ャ ッチ ア ップ

を主 として きた。 この ため、企業 の参画す るプロジ ェク トで は、国の支援 は開発 す

べ き技 術の 中核 部分 に限定 され、周辺技術 や イ ンフラ開発 はメー カが 自前 で負担 す

べ き もの とす る習慣 が根強 く残 っている。

また、国研 の役 割 は過去 におい ては米 欧技 術 の輸 入拠点的 な もの であ ったが、 現

在 は基礎研 究 に変 わってい る。 しか し、それ に よって産業界 との接 点 は逆 に減少 し、

研 究内容 は大 学 にお ける もの と類似 して きてお り、独 自性 を失いつつあ る。 国研 は、

研 究予算 の削 減、定員削減 の影響 を強 く受 け、規 模の大 きな研究 開発 の実施 が困難

な状 況 にあ る。(こ の辺 の事情 は、わが 国大 学 にも見 られ るものである)

大学の研究 も論文至上主義から、今だ脱することができておらず、長年の研究投

資の停滞から設備の老朽化や研究支援体制の弱体化が進んでいる。研究スタッフも

流動化が乏 しく、専門分野の住み分けが進み、学内での共同研究も行われにくい状

況である。このため、規模の大きなシステム試作や実験等は米国などに比べ、十分

行えない状況にある。

さらに近年の大学 院の拡充 は、大学の総 定員 は一定 との条件 で実施 した こ とか ら、

助手 や助教授 な どの若手の ポジシ ョンを大学 院の教授 のポ ジシ ョンに振 り替 えた。

このため、教授 陣の年齢構成 は逆 ピラ ミッ ド 型 とな り、実際 にソフ トウェア を書 く

ような年齢層が減 少す る とともに、優秀 な学生が大 学 に残 らない とい う弊害 を生 じ

てい るとい う。

最近の補正予算 による大学 や国研 へ の投 資 は、干天 の慈雨 となってお り、 メー カ

との共同研究 の機 会 を も与 えてい る。 補正 予算規模の投資 を平年化 して、総額 を増

やす とともに、研 究予算 の人件 費 としての使用 や費 目管理 の緩和 、オ ープ ンかつ フ

ェアな研究環境 の形成 、産業へ の貢献度 な どを加 味 した評価制度 導 入 な どを行い 、

さらなる大 学の研 究活性 化 を行 うことが急務 であ る。

国研も基礎研究とともに国策として取 り上げられた研究開発の設備的および人的

拠点となるに十分な能力を備えるべ く、上記に述べた大学の活性化 と同様の対応を

講ずることが必要である。また、情報技術に関連 した研究の支援強化や情報技術を

主要な研究テーマとする研究所の増設などを行うべきである。
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第3章 調査のまとめと提言

当面 の対策 は、国研 とメーカの共同体が、次世代 ネ ッ トワー クの ような共通 イ ン

フラの建設や運用 を行 い、高度 な ソフ トウェア技術や情 報技術 開発 の基盤 を提供 し、

大 学や ソ フ トウェア企業等 に利用 させ 、産学 の研究 ポテ ンシャル を早 く引 き上 げ る

ことで あ る。そのため には、従 来型の公 共投資 を情報 イ ンフラや情報 分野 の人材 育

成 に振 り向 けるべ きであろ う。

最近、上記 の ような検討 やそれ に向 けての制度改 革が、各省 庁で 実施 され始 め て

い る。 わが国 には情 報 や コンピュー タ科学 を中心研 究 テーマ とす る研 究所が ない こ

とか ら、国立計算 機科学高等研 究所設 立 など も勧告 され るよ うにな った。 しか し、

米国 には約1100の 国研 があ り、その うちの20-30%が 情報技術 の研 究開発 を行 って

い る とい う。 また、大学 のパ ワー もわが国 とは比較 にな らない ほ ど強力で あ る。今

後 もさ らに、大学の強化 と国研 の役割 の見直 しや拡充 を早急 に実施すべ きであ る。 ま

た、産業界 も大学 との連携 を深 め、国 も産学協 同研究支援策 を強化す べ きであ る。

(2)中 流域 の特徴

米 国にお ける中流域の特徴 は、複数のエー ジェンシの競争的 ファンデ ィングによる有望 テ

ーマ の選別 と拡大の機能 であ ろ う。 大 学等 か ら出たアイデア を元 に開始 された小規模 の研

究 開発の 中か ら、将来性の ある もの を選別 し、支援 を拡大 し、規模 の大 きな研究へ と拡大 さ

せ る過程が、効率的 に機能 してい る。

情報技術 の研究 開発の支援 は、NSF、NASA、DOE、NIST、DARPAな どが行 ってい る。

これ らのエ ージェ ンシや省庁 な どの政府機関が、大学や国研 な どか らの プロポーザ ルに基づ

き研究予算 を割 り当 てる。 これ らの政府機関 は、それぞれ基礎研 究の遂行 、宇宙 開発、エ ネ

ルギ開発、軍事技術開発 な ど活動の 中核 となる ミッシ ョンを持 ってい るが、 その カバ ーす る

研究分野の裾野 は、広範囲の重 な りを持 ってい る。

よって、各 機関 の予算 割 り当 て(フ ァンデ ィ ング)の責任 者(プ ログラムマ ネージ ャ)は、 よ

り有望 な研 究者 もしくは研 究 グルー プに対 しての ファンディングを目指 す。 ここで、 フ ァン

デ ィングす るプログラムマ ネージャ間での競争 が起 こる。彼 ら、プログラムマネージ ャ達は、

大学の教授 や研究ス タ ッフ並の知識 を有 し、専 門家の 目で研 究提 案 を評価 す る。彼 らは、提

案の採択の後 もその研 究 を見守 り、 自分の ファン ドした研 究の育成 に も力 をそそ ぐ。

この ような将来性 のあ る研 究テーマ を発掘 し、育成す る機能が ファンデ ィングす る政府機

関側 にあ るこ とは、 フロン トランナー と して研 究開発 を支援す る場合 は極 めて重要であ る。

この ようなプログラムマネ ージャの数 は、NSFで 約300人 、NASAで 約200人 であ る。研

究提 案の段 階で確率 の高 い評価 が行 え、その後 の追跡 も行 え る評価 を専 門 とす る人的イ ンフ

ラの存 在 は、 ソフ トウェア技術 の ようにアイデアか ら商品化の までの期 間が短 い研究 開発 に

対 しては特 に重要であ り、競争 力 を高 め る大 きな要 因 となっている。
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一方
、予算 を獲得 しようとす る研 究者側は、複 数の政府機 関 に対 してプロポーザ ルを出す

こ とがで き、複数 の機関 より支援 を受け ることが可能 となる。 この結果、研 究開発が発展 し

その予算規模が拡大 した ときに、 自然発 生的 に、 ファンデ ィングエージェ ンシ間を移行 し、

望 む予算 を得 る ことが可能 とな ってい る。情報 技術の 開発 では、NSF→NASA→DOEの よ

うな移行が よく見 られる。

開発 の最終段階 は、システムの試作 を伴 うこ とが多い こ とか らメーカの参画が必 要 とな り、

この ような移行 に よる予算規模 の拡 大が これ を可能 と してい る。 また、これ は市場 におい て

価値 を持つ可能性の高い研 究 テーマが選択 され、大学 や国研 の技術 の企業への技術移転 を促

進 している とみ るこ ともで きる。

わが国の仕組みへの提言

わが国の研究開発組織は、大学は文部省の傘下に位置付けられているほか、国研

もそれぞれ所属する省庁に属 し、行政組織の末端におかれている。研究テーマは、

所属する省庁の行政目的によって細部に渡って制約を受けている。

このため研 究 テーマ の選択 の 自由度が少 な く、情報技術 の よ うに全 ての分 野で主

目的達成 のための ツールや手 段 と して、 それぞれ の分 野で学際 的な研究 の展 開が必

要 な ものは、特 にこの縦 割的制約 を強 く受 け る。

一例 として
、現在、米 国で一大産業 に発展 している遺伝 子情報処理 をあげ る と、

わが 国の場 合 は、遺伝子研 究 は厚生省 や農林 省、情報 処理 は通産省 とい うように分

離す ることとな り、米 国の よ うな省庁 間で協 力 した り、競争 した りす る大 プロジェ

ク トには発 展 しに くい。 また、産学官 のデー タベ ースや実験 施設 の共 同利用 も省庁

間 を予算 の縦割的管理 のため実施が難 しい。 また、 プロジェク トの省庁 間 を横断す

る評価 も十分行 われ ない。

,現在 、大 学や 国研 を独立行 政法 人 とし、他省庁 や民 間か ら研 究費 を得 るマル チ フ

ァンデ ィングや、研究費 の 中か ら人件費 を捻 出で きるよ うにす る こと、産学官 の施

設の共同利用 、研究の外部評価 な どが検討 された り、一部実施 に移つ されつつあ る。

この ように大学 、研 究所 や研 究者側 に自主性 を与 える と共 に、その間 に競争 原理 や

協 力関係が働 くような仕組み の導入 を徹 底すべ きであ る。

そのほか、研究者 の任期付 き採用 や能力給 の導 入 な ども進 め、学際的 プロジェ ク

トを構成 しやす くすべ きで ある。 また、米国 な どとの共 同研 究 を可能 とす る よう成

果管理のル ールや発 明 ・発 見者 の企業 化時点 の優 遇処 置 な ど も、で きるだ け共通化

す ることが望 ましい。

また、研 究提案 の採択 や研 究途上 の成 果の評価 に関 して も、現在 の よ うな大学 の

先生 にボ ラ ンテ ィア的 に依頼す る ような仕組 みで はな く、専任 の プログラムマネ ー

ジャを雇い、研究 開発 が一段落 す るまでの 間ず っ と見守 り、その結果 に責任 を持 た

せ るような仕組 み を設 けるこ とが重要で ある。
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3.2.3下 流域 、商品化段 階の特徴 とわが国への提言

(1)総 合 的、お よび部分 的 シス テム試 作 とその意義

下 流域 における米 国の研 究開発 の仕組みの特徴 は、第1章1.3節 の(3)で も述べた よ う

に、商品化 を展望 したシス テム試作 が数多 く行 われるこ とで ある。特定専 門領域研究や新分

野開拓研究 な ど、小規模 の基礎 的 な研 究 に端 を発 した もので も、その研究者 は、 自分 のアイ

デ アを他 のい ろい ろなア イデ ア(要素技術)と 結びつけ、市場 において、 よ り高い商品的価値

を有する システムへ と発展 させ ようと努力す る。

この システム試作 は、 総合的 なシス テム試作 となる場合 もある し、部分 的なシステム試作

になることもある。 いず れの場合で も、一 まとま りの、実際 に動作 させ る ことが可 能 システ

ムがで きる ことか ら、性 能や コス トの評価が具体 的に行 える こととな る。

これ によって、アイデ アやその実現技術の客観 的評価が行 われ、それ に基づ きフィー ドバ

ックがかかる。この フィー ドバ ックは、アイデアや基礎 的 な研 究段 階に まで及ぶ こ ともある。

要す るに一 か らや り直 しとい うこ とも生 じる。 この ように してアイデ アや実現技術 の改 良が

繰 り返 されて、 よ り高性 能、低 コス トの技術や システムが生 み出 され る。米 国では同様 な機

能 を有す る技術 や システム の競争 的な並行 開発 が一般 的で あるので、 この試作 の評価結果 で

勝者が決定 され る。

この ような研究 の世界 にお ける競争の勝者 は、市場 にお ける商 品的価値 の評価 も高 い もの

となる。アーキテクチ ャや ソフ トウェア技術 であれば、市場参入す る とその ままデ ファク ト

ス タンダー ドに近 い もの になって しまうケース もある。

この ような研究 開発 の流れの最終段 階 と しての総合的 もしくは部分 的なシス テム試作 は、

その構成要素 となってい るアイデアや実現技術 を評価す る上で極 めて重要 な作業で ある。 こ

れは、評価結果 の フィー ドバ ックによって、基礎的 な研 究 を活性化す る とともに、次の商品

化段 階へ移行 する上で の判断材料 を提 供す る。 このよ うなフ ィー ドバ ックが無 けれ ば、基礎

的 な研究 やその成果 は客観 的 な評価が なされず、 いつ まで も研 究者 の一人 よが りの蛸壷研 究

に閉 じ籠 るこ ととなる。

(2)大 規模システム試作の支援 と国研の役割

この ようなシステム試作 は、一般 に多額の研究予算 を必 要 とす るほか、 シス テムの実装 に

は企業 の参画が不可欠 とな る。要する に大学 の研究者の手 にあ まるこ とが多い。 また、先端

的 ソフ トウェアの場合 には大規模 なテス トベ ッ ドを必要 とす る場合 も多 くなっている。

一47一



例 えば、超並列マ シンの負 荷分散制御 のアルゴ リズム などは、大規模 なマ シンをテス トベ

ッ ドとし、その上での シス テム試作 と実験 によって始め て実 際的 な評価が可 能 とあ る。 ま

た、次世代 インターネ ッ ト計画 が 目指 してい るネ ッ トワー クOSな ども、その例 であろ う。最

近の先端 的ソフ トウェア技術 開発 は、 いわゆる ビッグサ イエ ンス とな りつつあ り、その検証

や評価 のために大規模 かつ本 格的 なテス トベ ッ ドを必要 とす る ものが多い。

米国では、規模の大 きなシス テム試作 は、NASA、DOE、DARPAな どが支援す る。 この

よ うな支援 において は、単 に一台 の システム試作 にと どまらず、試作 したシス テムをいろい

ろな側面か ら評価 した り、次のス テ ップの研究 開発 のイ ンフラ とす るため に、複数台を調達

す る ことが多 い。 この調達 におい て は、 シス テムの 再 設計費用 も調 達予算 に含 めるこ とが

普通であ るため、 シス テム試作 を担 当す るメーカは、商 品化の準備段階の支援が得 られ るこ

ととな り、技術や役 務提供以上の メ リッ トが ある。

また、大規模 なシステ ム試作 にお いて、国研が大学 とメーカを結ぶマ ネージメ ン トを行 っ

た り、試作拠点 を提供 す るこ とも多 い。そのほか、 この ような役割 の延長 として、 テス トベ

ッ ドの設置場所や利用 サー ビス を提供 するケース も増 えてい る。例 えば、次世代 インターネ

ッ トの当初 の10箇 所 の高速 の ノー ドは、すべて国研 に置かれてい る。

(3)小 ・中規模の研 究開発 と商 品化 の支援

大学等 の研究者が 自分の アイデ ア をもとに研究 開発 を行い、その成果 を抱 えてベ ンチ ャ企

業 を起 こすケースや、中 ・小 規模 のベ ンチ ャ企業の新技術の研 究 開発 を支援す る仕組み は、

米 国においては特 に よ く発達 してい る。その理 由の一つ は、「現在 の大産業 や大企業 も、か

つては小 さなベ ンチ ャ企業 か ら始 まった」 とい う歴史認識 と、 「現 在繁栄 してい る産業 も企

業 もいつかはその技術が陳腐化す る。 よって、技術 の新 陳代謝 を怠 れば亡 びる」 との思想 に

よる。「

ソフ トウェア技術の場合 は、 アイデ アか ら商 品 に至 る過程が短 いため、特 に、ベ ンチ ャ企

業 を起 こす ことが頻繁 に行 われる。 また、短期 間 に大企業 に成長 した ソフ トウェアベ ンチ ャ

企業 は きわめて多 い。そ して、 その栄 枯盛 衰 も激 しい。

この ような研究 開発や商 品化 を支援 す る仕 組み と しては、次 の3種 が あげ られ る。

a)大 学などの非営利団体による支援:

1980年 のBay-Dole法 によ り、政府 資金 によ り開発 した成果が商 品化 された場合 のロイ

ヤ リティが大学等 に も与 え られる ようになった。大学等 は、 これ を研 究者 と分 け合 うととも

に、その資金 を蓄 え、研究者が起業 す る時の支援 に使 うようになった。 この場 合の支援 は、
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以下の政府 の支援 や民 間ベ ンチ ャの支援 を受 けられ ない、 リス クの大 きい成果 の商 品化 を支

援二す るケースが多 い。

b)政 府の支援:

米国では企業が先端技術開発を行う場合、それを支援する補助金制度がある。これらは情

報産業に特化したものではないが、情報産業が占める割合は2割 以上に達するもの もある。

補助率は、75%か ら50%で 事業の成功、不成功に拘 わらず返却の必要は無い。

補助 金制度 やその条件 は政府 の政策 によって しば しば変 化す るが、現在有効 に機 能 してい

る もの として、中小企業 向 けのSBIR(SmallBusinessInovativeResearchProgram、 中小

企 業革新技術研 究補 助制度 とも言 うべ きもの)と 、企業規模 に制約 のないATP(Advanced

TechnologyProgram、 先 端技 術開発補 助制度 ともい うべ き もの)が あ る。 これ らは、原則

的 に商品化の一歩手 前 まで の新技 術開発 を補助す る。商 品化段 階は、 自前 の資金 もしくは民

間ベ ンチ ャ資金 を前 提 としてい る。

SBIRで は、その支援 を3つ の フェーズ に分 けている。補助金 の額 は、第1フ ェーズ は2

-3千 万 円、第2フ ェーズは8千 一1億 円、第3フ ェーズは民 間ベ ンチャ資金 を獲得で きた

場合 にそれ との組み合 わせ で支援 を行 う仕組み となっている。採択率 は、1割 強で あるが、

1995年 の資金総額 は、8.64億 ドル(1,100億 円)で あ り、有効 な中小企業支援制度 とな っ

ている。

ATPも 同様 に効 果的 であ るが、 こちらは企業規模 を問わ ない ため規模 の大 きな企業 も利

用 している。 このため企 業福祉 であ るとの批判が ある ものの、 ク リン トン政権 は この制度 を

継続す る方針 をとってい る。1995年 の資金援助額 は、3.4億 ドル(440億 円)で ある。

これ らの制 度は民 間ベ ンチ ャが リス ク大 との理 由か ら支援 しない レベルの新技術 開発 を支

援 してお り、 また、わが 国の類似 した制度 と異 な り、担保 を求 める出資では ない こ と、 わが

国の補助 金の収益納付 の ような返却が不要である ものが多い こ とな ど、起 業家 にとって利用

しやすい、ベ ンチ ャ企業育成 とい う本来の 目標 に沿った もの となってい る。

(SBIRやATPな どの詳細は、調査資料 「米国情報産業における研究成果の製品化 ・市場

創造プロセス」平成9年3月 先端情報技術研究所発行 を参照)

c)民 間ベ ンチ ャキ ャピタル

民 間のベ ンチ ャキ ャピタルは、国の支援制度 と異 な り、新技術 の商 品化、 または起業 に投

資 し利益 を上 げるこ とを第一の 目的 とす る。その意味では、本調査 の枠外で あるが、実質 的
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に産業 の育成や活性化 に大 きな役割 を果 た してお り、簡単 に触 れてお くこ ととす る。

その資金は、個人や機関投資家からの民間資金であり、ベンチャキャピタリス トは、それ

ら資金を将来性のある新技術を持った研究者や企業へ投資し、株主となる。投資先は、中小

企業が中心であり、起業家の能力や新技術を独自の基準で評価 し決定する。 投資金額は、

数千万から数億円の規模が多く、投資先企業規模は、その企業が年間数億円の売 り上げを達

成すれば、まずは成功と考えるレベルである。

ベ ンチ ャキャピタルは、資金の提供の ほか、投資先企業 を成功 させ るため に、 あ りとあ ら

ゆ る支援 を行 う。た とえば、技術 開発 力 はあるが、財 務や営業 な どが弱体 の場合 の人材 の派

遣 や、技術 力 に関 して相互 に補 完的 な企業 を合併 させ るほか、経営 を肩代 わ りして しまうこ

ともあ る。

民間のベ ンチ ャ投資額 は、ベ ンチ ャ投 資の一定額 を所得 か ら控除す るエ ンゼル税制 やベ ン

チ ャ投 資 などか ら得 たキャピタルゲ イン(日 本で は、不 労所得 に対応 か)の 税率 を下 げるな

どの政策 によ り激増 した。米 国 にお けるベ ンチ ャに対 す る投資総額 は、1991年 よ り増加 し

続 け、1996年 には100億 ドル(約1兆3千 億円)に 達 してい る。 また、1995年 において

その5.9%が 情報技術関連企業へ の投 資であ る。

米国では、以上の3段 構えの起業 を支援する制度があると考えられる。これらによって

提供される個々の投資額は、起業家の能力やそれが抱える新技術自身の評価によって決まる

のが原則である。 その投資は、無担保であり、事業に失敗 しても起業家は自分の出資分を

失うのみである。

また、会社 の設立 に関 して も、 わが 国 と比べ制 限が緩 やかで、 設立時点 の出資者 は一人

で もよ く、 また、 その出資金 も少 ない(一 人で会社 を起 こす起業家 をソー ル トレー ダー と呼

び、 この ように して作 られる会社 が大多 数 を占め る)。 また、株式公 開(IPO)の 条件 も緩 や

かな もの となってい る。

(米国のベ ンチャキャピタルの現状やそれを育成する制度については、調査資料 「米国情報

産業における研究成果の製品化 ・市場創造プロセス」平成9年3月 先端情報技術研究所

発行 を参照)
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わが国への仕組みへの提言

(1)総 合的、お よび部分 的 システム試作

総合 的、お よび部分 的 システム試作 は、わが 国で は十分行 われてい る とは言い難i

い。特に大学の産業に対する貢献は、1960年 代半ばから活発化 した大学紛争以降種々

の問題 か ら極度 に低 下 し、 国、及 び民 間か ら大学への投資 も低下 した。 これが今 日

の大 学の疲 弊 を招 くとと もに、産学協 同の精神 を後退 させ て しまった。 この間 に情

報技術 の研 究 開発 は高度 で かつ大規模 な もの となる と共 にパ ラ ダイム シフ トに よる

技術本 流の一大変革 がお こ り、並 列 ・分散 システムや ネ ッ トワー クシステムが主流

とな った。 この変革 に対 しては、大学、及 びメーカの研究 陣 も乗 り遅 れ産学 問の距

離 は さらに拡大 して しまった。

この ような状況 を改 善 し、大 学 におい て もシステム試作段 階が 実施で き、基礎 的

研究成果の評価や商品化に向けての評価が行えるようにすることが必要である。こ

のためには、下記 に述べ る ような種 々の方策 を講 じるこ とが求 め られ る。

情報技術の利用範囲の拡大やコンピュータ自身の多様性の拡大は、将来に向けて

の研 究開発 分野 を広大 な もの と し、 もはや一企業の研 究 陣のみ で カバ ーす る ことは

不 可能 な もの となった。 この ため、研究資源 を外部 に求 め るア ウ トソー シ ングや

M&Aに よる新技術 を持 った新興企業の取り込みが、新商品開発競争を勝ち抜 くた

めの重要 な方法 となった。 わが 国の企業 に とっては もちろんの こ と、 わが 国の大学

や国研 に とって も、 グローバ ル な研究動 向や市場 ニーズ に関す る情報把握 のため、

産学協同研究の活用が不可欠の時代となった。

また、現 在 は、 リス クの大 きな先端的情報技術の研 究 の端緒 を大学が 開 き、企 業

が それ をフ ォロー し、有望 な新技 術の シス テム試作 に参画 し、新 商品 を生み 出す と

い う、米 国型の仕組 みが成 功 してお り、 わが 国 もこれ と対抗 で きる よ うな産学協 同

研究体制の確立が求め られ てい る とい え よう。

しか し、 このため には、上記 で述べ た ような過去 の 「つ け」 の解消 が、必要で あ

る。大学 を強化 し、産学 間の距離 を短縮 す るため には、 まず 、大学 の諸 設備の近代

化 と実質的 な研 究従事 者の増員 を行 うこ とが必 要であろ う。 この よ うな処置 によ り、

まず、大学 院の研 究室 に 日本人学 生がい な くなって しまった とい う現 実へ の対処 を

急がね ばならない。 また、研 究補助者の手当て も不可欠であ る。

現在、ボス ドク支援策や補正予算による設備更新策が実施に移されているが、場

当たり的対応の感があり、米国大学と対抗できる魅力ある研究環境実現に向けた10

年 レンジの計 画 を何本 も打 ち上 げ、実施す ることが急務 であ る。

以上のような大学強化策により、大学の研究者が研究開発の下流域の作業として

商品化 を展望 した、企業 に とって も魅 力ある総合 的 システ ム、お よび部分 的 シス テ

ム試作 を実施 す るこ とが可 能 となる。 この ような状況 を作 り出す こ とが で きれ ば、

自ずか ら、実 り多 い産学協 同研 究 の実現 、海外諸 国 よ りの留学生 の増加 、 さらに、

大学の研 究者 によるベ ンチ ャ企 業の創業者が生 まれ出て くる こと となる。

この ような状況 を作 り出 す に当 たっては、企業側 も、 国の大学 強化策 を待 つ受動

的な態度を改め、積極的に大学研究者に市場ニーズや関連情報を伝え、大学への研
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究のア ウ トソーシ ングを進 め、 システム試作 に参画 し、共 にその成 果の評価 を行 う

等 の積極 的な行動が必要で ある。

その一 方で、国 として は、企業がパ ー トナ として、米 欧の大学 を選ぶ とい う選択

肢 を持 つ こ とか ら、わが国企業が 、わが国大学 をパ ー トナ として選択 し、産学協 同

研 究、特 に、規模 の大 きなシステム試作 の共 同実施 を促 進す る ような支援策 を整備

し、わが国、 お よび海外企業 にとって も、 わが 国大学 が よ り有効 なパー トナ となる

よう育成す る努力 をすべ きである。

(2)大規模 システム試作の支援 と国研の役割

国研 の情報技術 開発 に対 する役割 と して は、すで に、「3.2.2項 上流、 中流域 の

仕組みの特徴 とわが 国へ の提言」の 「(1)上流域 の特徴」 の中の 「b)先 端情報技術 開

発の基盤 となる共通 インフ ラの開発 ・整備 ・利用促 進」 の ところで述べ た。 一部 重

複す るが重 要なポイ ン トのみ まとめてお く。

わが国の 国研 も、情 報技術 や コンピュー タ関連部 門は、米 国 と比較す る とわが国

の大学 同様 、長年 にわたる研 究費の削減 と定 員削減の影響 を受 け、設備面 、研 究開

発 の支援面 の双方 で弱体化 してお り、 さらに、情 報技術 関連 、特 に、 ソフ トウェア

技術 の研究 開発 能力 を有す るところは きわめて少 ない。米 国の 国研 と比較 す る とそ

の研 究開発 能力 は、数 的 に も質的 にも2桁 以上 の格差が ついている。

従 って、上記 の大 学 に対 す る強化策 と同様 の施 策が早急 に実施 される ことが必 要

であ る。 また、米 国 にお ける次世代 ネ ッ トワー クの ような将来 の社会 の基 盤 と して

必要 となる技術 開発 とサ ー ビス拠 点 として、 インフラの開発 や運用 を目的 とす る国

研 を複数個所新設す る ことも検討すべ きである。

その ような国研 の運営形 態 と しては、運営 を大学 や民 間 に委託 す る米 国のGOCO

方式(GovemmentOwnedContractorOperated方 式)が 注 目に値す る。 わが 国

は、 国の法律 や制 度 を時代 の要請 に応 じて迅速 に変 え る習慣が無 く、往 々 に して、

これが研究 開発 の進行 を遅 らせ る要 因 とな って きた。 この ような理 由か ら、新設す

る国研 の運営 形態 として は、運営 を民 間 に委託す るGOCO方 式 の よ うな形態が適

当 と思 われ る。

(3)小 ・中規模の研究開発 と商品化の支援

小 ・中規模の研 究 開発 と商 品化 の支援 は、政府の政策面 、制度面 の双方 にお いて、

米国 と比較す る と立 ち遅 れている。 これ はわが国の情報技術 開発が 、歴史的 にキャ

ッチア ップ型の研 究 開発 を余儀 な くされて きたこ とや、国内市場 の防衛 のためには、

国主導で大企業 を まとめ た護送船 団方式が効果 的で あった こ とな どが 、主 な原因で

あ ろう。

しか し、情報産業 も、パ ソコンや イ ンターネ ッ トの普 及か ら、デ ィジタル図書館

や電子商取引 きな どの実用化 などが視界 に入 る、第二 の産業革命 といわれ るデ ィジ

タルエ コノ ミーの時代 を迎 えるこ ととなった。 この結 果、 国の産業政策や制度、 さ

らに研究 開発支援 の仕組 み も、 ほ とん どゼ ロか らの再 構築が否応 な く求め られ るて

いる。

まず、研究開発に関しては、情報技術の多様化と変化の速さへの対応が第一に求
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め られ、 わが 国企業 は、米 欧企業 との技術 開発競争 に苦戦 を強い られてい る。特 に

ソフ トウェアやアーキ テクチ ャ技術 は、その技術への市場 ニーズの移 り変 わ りを先

読 みす ることが 困難 で、 また、変化 も早い。当然、開発 リスクは大 きくなる。

この よ うな状況 におい ては、米 国型 の様 々の アイデア を抱 えた研 究者 が大 きな リ

スク を伴 いなが らもベ ンチ ャ企業 を起 こ し、 その技術 の可能性 を実際 の市場 ニーズ

にぶ つ けて成否 を問 うや り方が強 み を発揮 す る。 この段 階では、政府支援 は、一件

あた りは小額 と し数 多 くのテーマ を支援 し競 争 させ る。 その生存競 争 の中で市場 二
一ズを絞り込み、研究開発の進展に応 じて規模の大きな企業を選択 し商品化の支援

を増額 す る。最後 は、民 間のベ ンチ ャキャピタルにバ トンタッチ し、後 は市場 原理

に委 ねる とい うわけである。

米 国で は、研 究者 が アイデ アを商品化 し市場参入す る過程 を、上記a)b)c)で 述

べ た ような仕組 みで支援 してい る。 また、市場 におい て も、新規参 入 した新技術 を

抱えた中小企業支援に連邦政府の調達の20%を 振 り向けるという優先枠を設けるな

どの制度 を作 り、市場 にお ける新技術育成 を支援 してい る。

一方
、 わが国の政府 支援 策 は、近年、急速 に整備 されつつ ある ものの、 まだ、米

国の ような徹 底 した もの には至 っていない。その結果、 わが 国のソ フ トウェ ア企 業

は、利益 率の高いパ ッケ ージビジネス市場へ 参入す るこ とは難 し く、 開発 の受託 を

主 な事業 と してい る。 また、研 究 開発投 資の ための資金確保 や人材 の確保 も、 ま

まならない状況 にある。 この ような状況の 中で、近年 の補正予算 に よって行われ た

創造的ソフトウェア開発を目指す公募プログラム等は、政府支援が効果的であるこ

とを示 した。 しか し、補 正予算 は、そ の性 質上、一過性であ り、 また、実施体 制 も

充実 しに くい とい う問題がある。

大企業をまとめた日の丸船団の護送船団方式も、個々の企業の戦略が多様化 し、

米 欧企業 との連合関係 も様 々であ るこ とか ら、 もはや過去のも の とな っている。一

方 、米 国では、次世代 インターネ ッ トや超並列 マシ ン開発 の よ うな大 プロジェ ク ト

か ら、 デ ィジタル図書館 の ような中 プロジェ ク ト、 さらに、多 くの小 プロジェ ク ト

まで、 プロ ジェク トの レパ ー トリー を充実 し、それぞれ について希望す る企 業 や国

研、大学を公募 して、将来の中核技術 と周辺技術を幅広 く研究開発 しようと試みて

い る。 ま さに フ ロ ン トラ ンナ ー ら しい戦 略 とい え よ う。

わが 国 も、支援 す るプロジェク トの規模 や分野の多様化 を行 い、い ろい ろな規模

の企業、それに大学や国研の研究者がアイデアを発展させやすい、米国の仕組みの

長所 を取 り入 れたオ ープ ンな公募 ベースの プロジェク ト運営 の仕 組み を作 り、実施

してい くべ きで あ ろ う。

実施 に際 しては、従 来の わが国 の研究 開発 に見 られ た悪平等 に陥 らない よう、 オ
一プンな技術本位の評価制度を設け、米国流の競争原理に基づ くものとするようそ

の仕組みを設定することが重要である。 国際的に分かりやすい仕組みを設けること

によ り、 アジア諸 国の企業や大学 もわが 国の プロジェク トに魅力 を感 じ参画 す るよ

うなボー ダ レス時代 にふ さわ しい仕組 み を目指 すことが何 よ りも重 要であ ろう。
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3.2.4市 場の参入段 階の特徴 とわが国への提言

上記 の ような段階 を経 て新規企 業 を起 こし、新技術 に基づ く商 品を もって市場 に参入 した

中小企業 は、既存企業 との競争 にさらされるわけである。 この段階 において も米国で は、新

規参入 した中小企業 を支援す る制 度が準備 されている。

これは、連邦政府の調達 の20%を 中小企業 に発注す る とい うもので、この比率 は近 々、30%

に引 き上 げ られる。 この制度は情 報産業 に特化 した ものではないが、情 報産業の全調 達額 に

占める割合 は、 この数年の間 に急 速 に増加 している。 ちなみに、1996年 の情報技術 関連の

調達 は、全調達の4.9%で あ り、金額 としては、250億 ドル(3.2兆 円)と 見積 もられ る。

この うちの中小企業の シェアは18%と なってい る。

この制度 は、大規模 な調 達 において も中小企 業が参入 で きる ように、大規模 な契約 を した

元請け企業 に対 して、その20%を 中小企業 に下請 けに出す よう義務づ けてい る。 各連邦政

府機関が 、 この比率 を達成 したか否かは、SBA(SmalBusinessAdministration,中 小企

業庁)が 、連 邦政府機関の調達 を監視 してお り、未達成 の機 関は、その不足分 を次 年度の

調達で達成す る よう義務付 け られ る。

また、SBAは 、調達 に関す る情報 の収集 と公 開 を行 ってい るほか、各機 関や元請 け企業

が調達 を行 う時 に、発注す る対象 とな る健全 な中小企業 として どの ような企業が あるか につ

いてのデー タベ ース を作成 し公 開 している。 この デー タベース に登録 されるため には、SBA

が行 う審査 をパス しなければな らず、 これが 中小 企業 の技術 や信頼度 を保証 し、発注者側 の

リスクを低減す る役割 を果た している。

この ように、連邦政府の調達 に優先枠 を設 け、ベ ンチ ャ企業 や中小企業が市場 におい て大

企業 との競争 にさらされ、営業 力や信用度 な ど技術力以外 の差 で消滅す るこ とに対す る一定

の緩和 策 を講 じているわけである。 しか し、 同時 に、SBAに よる審査 を行 い、それ にパ ス

した企業 のみ をデー タベ ース登録 す るな ど育 成対象の選別 も行 ってお り、 あめ とむちの使 い

分 けを行 ってい る。

連邦 政府機 関の調達 は、民 間を含 む全産業 の調達 に比べれ ば、GDPの5.6%と 少 ないが、

政府が この ような姿勢 を示す ことで、民 間企 業の発注 について も、同様 の方式 を採用 する と

ころ もあ らわれ、市場 の開放性 が高 まる結果 となってい る。当然、発注 に際 して は、競争 入

札が行 われ る ことか ら、 この ような制 度 に よって、営 業力の弱い 中小企業 も入札 に参加 で

き、技術的 に優れ、低価格で高性能 の商品 を提供 で きるならば受注 に成功で きる こととなる。
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わが国への仕組みへの提言

わが国の市場 は、系列取引 きの存在 な ど、官公需 に限 らず、米 国の市場 の よ うな

開放 的 な もの となってい ない。特 にソ フ トウェアを含 む情 報 シス テムの発 注 におい

ては、次 の ような指摘が な されている。 、

(詳細 は 「2.5わ が 国ソフ トウェアハ ウスの かかえる問題 点 とその振 興」 及 び 「付

属資料5ソ フ トウェア産業振興の ため の国の役割」 を参照)

(1)情報 システムのハ ー ドウェア とソフ トウェアを一 まとめ に した一括発 注が行 われ

るため、独立系 の 中小の ソ フ トウェア企業 は入札 に参加で きない。 また、完成保証

が求め られ る場合 が多 く、同様 に入札 に参加 困難。

(2)官公需 の場合 、過去の受注実績 が問 われ た り、指 名入札 や随意契約 とな り、 オー

プンな競争 入札 となることが少 な く、中小 の ソフ トウェア企 業 は入札 に参加 困難。

(3)官公需 の場 合で も、調達 もし くは作業 に発 注内容 の詳細 が公 開 され ない こ とが多

く、中小企 業で は リス クが大 き く対応 で きない。

(4)わ が 国のカス タマーは、技術 内容 よ りも名前の売れた大企業指 向(ブ ラ ン ド指向)

であ り、新技術 を持 った新規参 入企業 を育て る意志が ない。

一方
、発注 者側 で も、調達 しよ うとす る情 報 システム を どの ように構成 す るか、

また、 どの部 分 を どの ように分 割 して発注 す るのが適 当か な どの判断 を行 い、発注

仕様 を作成 で きる知識 を有す る人材が いない とい う問題 を抱 えてい る。 その結果 、

おお まか な機 能要求のみ を受注 者側 に説 明 し、本来発注者側 が作成 すべ き情 報 シス

テムの発注仕様書 まで も、受注者側 に作成 を求 めるざるを得 ない状 況が起 こる。

この よ うな背景 もあ って、 た とえコス トは高 くなって も安 心で きる大企業 指向の

ター ンキー型 の発注が行 われる結果が多 くなる もの と思 われる。 しか し、 この よ う

な状況 で は、 その受 注者側 の技術 力 は どうして も低下す る傾 向 とな り、 同時 に新 規

技術 を もった中小企 業の参入 も抑 制 され、全体 として、情報 産業、特 に、 ソ フ トウ

ェア産業 の総合 的技術力の 向上が 阻害 される結果 となる。

この ような状況 の まま、わが 国の ソフ トウェアや情報 システムの市場 が本格 的 に

開放 されて行 くと、わが国企業 はオー プ ンな市場で技 術力 を高 め てい る米欧企業 と

対等 に競争す るこ とは難 しい。

近年、 わが 国の政府調達 につい ての情 報公 開は、 インターネ ッ トな どを利用 して

徐 々 に行 われ る ようにな って きた。今 後 は、発注者側 の立場 に立 って、受注者側 と

の仲立 ち をす る コンサル タン トの専 門家の育成 を行 うほか、 ソフ トウェアシステム

やその保守 サ ー ビスの政府調 達の オー プン化 をすすめ、必要 な人材 を育 成、確保 し

て、米 国 に見 られる ような競争 入札 や、新技 術 を抱 えた 中小企 業の優遇 制度 を、政

府調達 に対 してまず導入 し、民 間 に対す る先例 を示すべ きであ る。
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3.2.5提 言 の ま とめ

米国の情報産業、特 にソフ トウェア産業 を念 頭 におい て、その国際的競争力 の強 さが如何

に して生み出 され てい るの かを調査 し、その研 究開発の仕組みや制度、 さらにその背景 にあ

る思想や哲学の特徴 を リス トア ップ して きた。 また、 それ ら特徴 をわが国の仕組 みや制度 な

どと比較 し、 わが国の競 争力 を向上 させ るための方策 を提言 して きた。 ここでは、 これ らの

提言 をまとめ るこ とを試み る。

本調査は国が行う研究開発の仕組みが対象であるが、その意図するところが、わが国の情

報産業の競争力強化である以上、その調査範囲は、その仕組みがを取 り囲むわが国の研究環

境の現実や、実際に研究開発に従事する研究者やその管理者、さらに研究成果を商品化する

企業までをも含んだものとならざるを得ない。このような情報産業に関わる人々全体を見渡

して、日米比較をマクロに行うと次のようことがいえよう。

米国は、10数 年前 、 自動車や家電 、半導体 などの重要産業 の競争 力が低 下 し、経済 的に

ピンチに陥った。 わが 国 との貿易赤字が問題 とな り、 わが 国の 自動車や半導体 産業 は、 自主

的 な輸 出規 制 を行 った頃であ る。 わが 国は、「JapanasNo.1」 な どとおだて られ一時 の夢

を見た時代 で ある。

その後、米国 は、政治、経済、産業 、学界 の総力 をあげて、米国の産業再生 に一丸 となっ

て努力 した感が あ る。1980年 代 に入 る と、 あち こちに、 コ ンペ テティブネス とい う言葉 の

入 った委員会が組織 され、会議 が開催 された。 また、 国研の所長 などは、それ以前 の 自由な

研 究交流や科学技術の未踏分野開拓 に熱心 な人か ら、知 的所有権 を重視 し産業 との連携 を重

視する人 に代 わってい った。

NIHの 所長が交代 し、それ まで利益 追求 とはあ ま り縁の ない と思 われていたNIHの 研 究

者 に、読み とった遺伝子配列 に特許権 を申請す る よう要請 し関係者 を驚かせたの もこの頃で

あ る。特許 は通常、 自然物 に何 らかの人工的 な工夫 を行 った ときその工夫 に対す る権利 を主

張する もの と考 え られていたか ら、 この要請 はその後大 きな議論 を引 き起 こ した。

この ような徹底 した国 を挙 げての産業育成 策 を反映 して、1980年 代 には、新技術 開発 を

成果の企業化 を促進す るいろいろな法律が制定 された。技術移転 を国研研究者の使命 とす る

Stevenson-Wydler法 や、政府資金 による研 究 開発 成果の商品化 で得 たロイヤ リテ ィの一部

を非営利 団体 や小企業 に与 えるBay-Dole法 、政府 や国研所有 の技術 の産業へ の移転 を促進

す るFederalTechnology'llransfer法 、省庁 の全情報 をオンライ ンで迅速 に公 開す ることを

定 めたElectronicFreedomoflnformation法 な どであ る。

その後 クリン トン、 ゴア政権 の成立 に よって、NII構 想やHPCC計 画が大 々的 に取 り上
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第3章 調査のまとめと提言

げ られ、米国の連邦機 関の縦割構造の壁 を取 り払 うような実行体 制が作 り上 げ られた。情報

産業 は、米国の次 の世代 の繁 栄 を支 える代 表的な産業 である との国民的 コ ンセ ンサス を作 り、

大量 の国、お よび民間資金 を投資 し、人 的資源 を投入 してい る。

そ して、今、 その成果 は、 当初 の予想以上の インパ ク トを社会 に与 えようとしている。 そ

して、そのイ ンパ ク トは、 デ ィジ タルエ コノ ミーと総称 され、第二 の産業革命 といわれる ま

で になった。 これは、米国 の情報技術 開発 に端 を発 した政策が、全 産業のみ ならず、われわ

れの未来社 会の基盤 を変革す る可能性 を示唆 してい る。

本調査 の分析 に よれば、 これ は、米 国の経済、産業の危機 的状 況がバ ネ とな り、国が一丸

となって、その再生 に取 り組 んだ結果 と見る ことが可能である。 この ような米国の 国をあげ

ての努力が、今 日の情報産業 の競争力の源泉である とす るな らば、 わが 国の対応 も、小 手先

の対応で は、全 く相手 にな らない こ とは明 白である。

わが国も、上で述べた個々の提言の背景に、このような大きな社会変革が不可避のものと

して存在する事実を認識 し、他の産業や官産学の組織の包括的なリス トラを念頭に入れ、お

おいなる危機感をもって、情報技術の研究開発の仕組みのみならず、成果の企業化、市場構

造改革や、他の産業との連携等を再構築する努力を国をあげて行うべ きである。
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付属資料1米 国における情報技術企業のM&A戦 略

は じめ に

米国の情報技術産業では、 リーディング企業がその競合優位 を保つための手

段 としてM&A戦 略 を取 るケースが増加 してい る。本プロジェク トは、米国の

リーディング情報技術企業のM&A戦 略 を調査 し、 日本の情報技術産業への提

言を見 出すことを目的としている。

データ上でも、技術関連の株式未公開企業の内、大企業に買収 されるもの と

新規株式公開するものとの比率は、1996年 には4対1で あったのが、1997年

には8対1に なっている。

1,800r

1,600

1,400

1,200

1,000

800

600

O

O

40

20

1992 1993 1994 1995 1996・1997

Not●IT,mgdia,andcommunicationsindustriesmNorthAmgr`ca

Sourc●8A

この背景 として、小 さなスター ト・アップ企業が今迄 に比べ てより厳 しい競

争にさらされてお り、また新規株式公開も難 しくならていることが挙げられる。

リーディング企業 においても、統合 したソリューションを顧客 に提供するため

に新 しい技術 をす ぐに必要 としている。
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第1章 各企業のM&A戦 略

本 プ ロ ジ ェ ク トで は 、米 国 の リ ー デ ィ ン グ情 報 技 術 企 業 の 内 、Cisco,IBM,lnteI,

Microsoft,Sunの5社 に 注 目 して 、 そ のM&A戦 略 を 調 査 し た 。

1.1Cisco

1993年 にCiscoの 経営陣 は、 ネ ッ トワーク事業での新規市場マ トリックス

を作成 し、そのマ トリックス上で リーダーとなるべ き市場セグメン トを特定 し

た。そ して自社内の開発 リソースだけでは半年以内にその市場セグメン トでリ
ーダーになれない と判断 した場合 には

、 トップの技術 を持つベ ンチャー企業の

買収を選択 した。これがciscoの 買収 に よる急成長の始 ま りで、1997年12月

迄 に20企 業 を買収 している。 『 一"

Ciscoの 事 業 領 域 はOne-stop-shop戦 略 を 実 現 す る こ と で 、1993年 に は

Routerだ げ で あ っ た も の か ら 、 現 在'で はLAN ,WAN,lnternet,Network

Managemeりt,lnternetworkOperatingSystemへ と、 ネ ッ トワ ー ク 事 業 の 広 域 を

カバ ー して い る 。

ジ ・
.∵..'Ciscoの 事 業 領 域
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リーダーになると決めたこれらの市場セグメントで、参入 し優位 となる為 に

進んだ技術 をもった企業 を買収 している。事業戦略とM&A戦 略 は完全 に直結

している。
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付属資料1米 国における情報技術企業のM&A戦 略
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CiscoがM&A戦 略 を選択 したの は、新 規市 場の リーダーとなるには製品の市

場導入 を急 ぐ必要があったこと、また広い技術、製品全てを自社ではまかなえ

なかったことが理由にある。新 しい技術、製品、人材 を獲得するために、Cisco

の高 い株価 をうま く利 用 し、ス トック交換で買収 していった。買収が成功する

ことにより益 々株価が高 くなり、次の買収への条件が整っていった。

..互.
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,soactua|marketcapltatizationhasgrownθvenmore

1.21BM

lBMの 事業 戦略 は、技術、製品、サー ビスの広さと深さを武器として顧客に

トータル ・ソリューションを提供する ことである。そのためにはコンサルティ

ングか らメンテナ ンスまでのバ リューチェーンの全てにおいて、技術 、製品、

サービスの トップクラスの ものを保有 している必要がある。内部資源で欠けて

いる ものは買収、提携 によって補完 している。特にその戦略領域においては買

収 を選択 しているが、提携 について も積極的に実施 している。戦略領域 とは、
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NetworkManagementandlntegration,E-commerce,Consulting,Network

Service,Group-ware等 で あ る 。
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これ らの 買 収 が 可 能 に な っ て い るの は 、営 業 収 入 か ら来 る十 分 な キ ャ ッシ ュ

フロ ーが あ るか らで あ る。Ciscoの ケ ー ス と異 な りIBMは キ ャ ッ シ ュで買 収 し

て い る。i996年 には$9.1billionも の キ ャ ッシ ュが あ った。

1.31ntel

インテルは1990年 代初め にMPUの 需要の伸 びが小 さ くなったの をきっか

けに、 より高性能なMPUの 必 要性 を加速 する ようなエ コシステムの構築 を目

指 し始めた。多 くの日米の情報技術関連企業がlntelを パ ー トナー と考 えている。

Software

　 　 　 　　　 ロヒゆ 　 　

＼
n

d

8

S

n

m
口

a

n

a

a

d

.I

a

d

"

n

e

e
巳

M

n
S

E

鍵n
d

n
n
g
a
S

d

e
r
d
aO
6

b

v
e
e

h

S
O

en

n
b

O

r
b
θ

o

T

V
1
09

9naVE

M /
y

旬

a

X

g
W

O

n
g

B

d

a

t

g
G

O

e

H

S

"

99

companies

Microprocessor
Dev610pment

/._,_、ng
Coalition

9n
m
n
e
U

s
P
y
m

S

OC
CommunicationsEntθrtainm6nt

－ 付1 -4一



付属資料1 米国における情報技術企業の臨 戦略

イ ンテ ル のエ コシス テ ム は、PC産 業 の全 域 に及 んで い る。

EcosstemActivities

Oo醜m

■|・t剖'sc。 ・・U。ck睡IL・ ・…gi・gct・α・a。Ck〔]P・ 綱 。・ 口 恥繍 旬

イ ンテ ル はMPU以 外 に ネ ッ トワー ク製 品 も次 の コ ア ・ビジ ネス に しよ う と

して い る。 その ため に、 買 収 の対 象 は、Networking ,MPU,MPUの 周 辺 に フ ォ
ー カス され て い る

。 た だ し、買 収 だ け で な く投 資 、提 携 も積 極 的 に行 っ て い る。
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1.4Microsoft

マ イ ク ロ ソ フ トは 、 イ ン ター ネ ッ ト市 場 の拡 大 につ い て ミス ジ ャ ッジ した が 、

1996年 に ビル ・ゲ イ ツ が全 て の ソ フ トウ ェ ア に イ ン タ ー ネ ッ ト技 術 を組 み 込

む よ う に指 示 を 出 した後 か ら、 イ ン ター ネ ッ ト関連 の買 収攻 勢 が 始 ま った 。 買

収 戦略 は完 全 に事 業 戦 略 と一 体 とな って い る。1996年 に は買収9件 の 内7件 、

1997年 に は7件 中7件 全 てが イ ン タニ ネ ッ ト関連 企 業 で あ る。

遠

マイクロソフ トはそのデベ ロッパー・情報技術業界のネッ トワーク、及び

Windowsの 影響力 を生 かす ことによ り、ベ ンチャー企業の早期発見 と獲得 を可

能にしている。

1.5Sun

Sunの 事 業 戦 略 の柱 は、JAVAを ネ ッ トワー ク ・コ,ンピ ュー テ ィ ン グの プ ラ

ッ トフ ォー ム にす る とい うこ と と、現 在 の コ ア ・コ ン ビテ ンス で あ るサ ー バ ー、

ワー ク ス テ ー シ ョ ンを更 に強化 する こ との2つ で あ る。M&Aの 対 象 と な っ た企

業 は こ の2つ の柱 に 関 す る技 術 、 製 品 を持 つ 企 業 で あ る 。1997年 に はJAVA

関連 の 企 業 買 収 が7件 中6件 とな っ てい る。
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付属資料1米 国における情報技術企業のM&A戦 略

第2章M&A戦 略のまとめ

米国のリーディング情報技術企業の調査から、各企業の事業戦略 とM&A戦

略 は完全 に一体 となっている ことがわかった。ここではM&Aの 促進条件 、阻

害要 因、動機 について整理する。

2.1促 進 条件

買収側 と被買収側 に影響 している促進条件 は以下のようになる。

●SucoesSfulcompanゾsstockpriceisveryhigh

●F慨)isfocusingmoreontechndogy
,whichis

directlyconnectedto胎producお ・.

●Strategicbusinessfocusisongrowtharea
,which

manyentrepreneursareinterestedin

●Thewindowforhigh-techlPOsnarrowed

●ARerlPO ,manypublicoompaniesfounditdiffioult

tobesuooessful

・M&AproVidesmaximumliquidity

●Asnewtechnologycorripaniesbecome

increasinglyspecialized,theyarelesspreparedto

battlelargecxxnpanies

情 報 技 産 業 、市 場 の トレ ン ド また レギ ュ レー シ ョンで重 要 な もの は 以 下 の よ

うに な る。 レギ ュ レー.シ ラン と して情 報 技 術 産 業 が 認 識 して い る もの は、 基

本 的 にAntitrustLawだ け で あ る。

・● ξ オ

●CuStomerswantconsolidation

●Differenttechndogiesbeginto(x}nvergβ

●ProductCyclesarefaster'thanever

●Themarketplaceshoulddecide
,nσtthe

govemm師

2.2阻 害 要 因

一方、M&A実 行 に際 しての阻害要因 も多 く存在するが、米国のリーディング

情報技術企業はこれ らを解決する方法を生み出 し、M&Aを 成功 に結 び付 けてい

る。
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●Afteracquiringacornpany
,talentmightleavethe

oompany

●Asaresultofculturediffererces ,peopleinan

a(xluiredcompanymightlosetheirenergy

●Entrepreneursdohavernorecontrdifthey

chooselPO

●ErrtrePreneurscangainmoreiftheyoould

oontinuetodowdlasapu囹iccompany

2.3動 機

M&Aの 動機 は個 々の ケース に よって異 なるが主要 なもの としては以下が考え

られる。

●Gaintechnology/product

.Hirethetalen!:entrepreneurs
,engineers,

mar〈eters

・Needtocompleteend-to-endpr◎duCtIines ・'

・Gainaccesstosaleschannels

・Lossofitscompetitiveadvantageifcompetitors

acquirethebestcompany

・Gainrevenueandeamingsmomentum

●Keepentrepreneurshipinmindandstimulate

oldculture.一

この中でも買収側にとっては、技術、製品、人材の獲得が主要な目的であ り、

被買収側にとっては、金 と成長するためのマーケテ ィング/デ ィス トリビュー

シ.ヨンカ の獲得 が主要 な目的であ る。

2.4NewTechnologyManagement

早い製品ライフサイクル、厳 しい競合環境、変化の激 しい市場環境 によって

米国の情報技術産業では、技術マネジメントの方法 も大 きく変わって きた。今

迄は社内R&Dを 中心 と した ものであったが、今 ではベ ンチャー企業の買収 も
一種のEXternalR&Dの ように考 え られている

。
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付属資料1米 国における情報技術企業の 択払戦略
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第3章M&Aの プロセス

3.1CiscoProcess

米国の技術企業が積極的にベ ンチャー企業を買収 し、その技術、製品を獲得

するようになったのはCis'co技 術獲得型買収戦略 の成功 による。また、その手

法もCiscoの 手法 に習 った ものが多 い。

CiscoM&AProcess

ロー

墜稠 臨調 麟i:::…………iil
泣
き

騰纏藪

CiscoはLineofBusiness別 に 組 織 が 分 け ら れ て い る が 、Business

Developmentは 一 ・ヶ 所 に 集 中 し て い る 。 買 収 の プ ロ セ ス はBusiness

DevelopmentのM&AGroupが 中 心 と な っ て 進 め る 。

Acquired

Company

Acquired

Company

Acquired

Company

・・鑛:灘 霧
.

一イ寸ILユ0－
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付属資料1米 国 における情 報技術企業の 融 戦略

Ciscoで は 、 買 収 プ ロ セ ス の 間 、BusinessDevelopmentgroupが 常 に 中 心 と

な り、BoardofDirectors、 関 連 す るLineofBusiness、 買 収 タ ー ゲ ッ ト企 業 と

の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン を 緊 密 に す る 。

STEPlldentifyStrategicFields

Ciscoは 顧 客 か らの要求 を基 に新 しい市場セグメン トを見出 し、各市場セグ

メン トで リーダーになるか参入 しないかを選択 した。 リーダーになると決めた

セグメン トにおいて、半年以内に自社の技術、製品だけではリーダーになれな
いと判断 した場合は一、外部か らの技術、製品、人材の獲得 に動いた。1993年

か らこの動 きが始 まった。 この後からCiscoの 急成長が続 いている。

STEP21nformationaboutpotentjalTakeoverTargets

買 収 企 業 の情 報 源 に は各 種 あ る が、Ciscoで 主 要 な もの は ビジ ネス ・ラ イ ンか

らの情 報 で あ る。 ビ ジ ネ ス ラ イ ンの情 報 に は1顧 客 、 営 業 、 マ ー ケ テ ィ ン グか

らの もの が あ る。 ビ ジ ネ ス ラ イ ン以 外 で は 、企 業 家 か ら買 収 話 を持 ち掛 け る ケ

ー う とVentureCapitalか らの情 報 どが あ る。 ボ ー ド ・メ ンバ ーの 内の1人 が有

力 なベ ンチ ャー ・キ ャ ピ タ リス トで あ る。

STEP3,4,5SelectionCriteria

Ciscoは 成功 す る・買収 候補で あるか どうかを判断するために5つ の評価基 準

を持 ってい る。技術 、製品、財務等のハー ド的な基準 だけでな く、文化、ゼ ジ
ョン等のソフ ト的な基準 も重要視 している。5個 日の条件 である地理的 な近 さ

は、大 きな企業 を買収する際に特 に重要 となる。

羅 羅翠 竺 『"'・ 灘 竺灘 ごぱ … ・・一 野'紺 凛　 ≡6綴 籔 狂 黙 黙燃 ・一 語ーi

●Sh・ ・ganl・du8t・yVi、i。. Thevisiorlsaboutwherethenetworkingindustryisgoing
.wha電roleeach

l罪a=認 潔la5i:;:ご,ln:言 瓢 ぽ 、::q:1「5蠕ぽnymuStb・

OSh。 ・t・t・・mWi・

F'
Anacquisitionミhbuldbrlngbenefitstocompanies'customers

,and
sりa「eholqers;nthe・short-term ,otherwisepeopleloseinterest,

●L。 ・g・t・mSt・at・gi・Vi・i。.

'一..・

Therehastobelong-termwinsforallfourconstituencies
,shareholders,

ernployees.customersandbus|nesspartners ,

・」

●Sh・ ・gSm・C・ 陀・・6

i患 馴::認 晶讐蹴n喘h=・ 吉毛e品1蹴・・

●GgograPhicProximityforLarggM&A
lfyouaredoinganengineeringortechnologyacquisition ,those
companiescanberemote ・lfyouarecombiningtwolargecornpanieS ,th
ecandldateshouldbelocatednearSanJosewherethecentgrof

manufacturingormarketingislocated ,

こ れ 以 外 に 、small,privatelyheldtechnologyandfast-growingcompaniesと

のFriendlyAcquisitionが 基 本 条 件 と な っ て い る
.。,
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STEP4

買 収 の候補 企 業 が決 まる とす ぐに、BusinessDevelopmentのVicePresident,

Directorク ラス の 人 間 が候 補 企 業 のCEOと ミー テ ィ ング を持 つ 。 これ に よ って

FriendlyAcquisitionの 可 否 、 業 界 に対 す るvisionの 共 通 性 、 及 び企 業 文 化 、相

性 を確 認 す る。

STEP51ntemalDecision

BusinessDevelopmentとBusinessLineの トップ とで 、 買収 す るべ きか ど う

か を議 論 して決 め る。 も し両 者 の 主 張 が 異 な る時 にはCEOのJohnChambers

が 入 り、三 者 会議 を持 つ 。 そ の 結 果 買収 とな る と、$10million以 上 の案 件 は全

て 、 ボー ド ・ミー テ ィ ン グで最 終 決 定 され る。

STEP6GoldenHandcuffsandNoncompeteAgreement

Ciscoは 、買収 した企 業の主 要 な技術 者 や経営陣が買収後に大金 を手に入れ

てす ぐに退職 して しまわないように、Ciscoの ス トック ・オプシ ョンは3～4

年 かけ ない と実行 出来 ない よ うにする。また、退職後、2年 間は競 合企業で働

かない契約 を結ぶ。買収提示額の算出はBusinessDevelopmentが 行 い交渉 ま

で責任 を持 つ。

STEP91ntegration

Ciscoに は買収 の デールが クローズ され た後に、買収企業 を統合するための

専門のグループがある。社内の各部門 と連携を取 りなが ら企業の成長性、起業

家マイン ドを失わないようにスムーズに統合 して行 く。

過 去 の20以 上 の 買収 か らCiscoが 作 り上 げ た イ ンテ グ レー シ ョン ・プ ロセ

ス の キ ー ポ イ ン トは以 下 とな る 。

一 付1 -12一



付属資料1 米国における情報技術企業の臨 戦略

Howtointegr8tgproduct?

倹 ㎜'者{'溺 肌 守凸面'品品v-.・'...........鹸="........,..⊃........一,.・.........
..一

:・Ciscodivisionmusnakeownershipofproductmanagement.
:■Productmustbeabsorbedinmanufacturingscheduling .
・ProductneθdstobebrandedandplacedinCiscoportfollo

.
・Resellerchannelsandcustomersmustbei耐ormed ......

Howtoinl6gr8toorg8nlZ8tion?

.....

・Futurepositionsofpeopleinvolvedmustbediscussedbeforedealisclosed
.

●mgθneral .financeandadministration.sales,distribution,andmanufacturingare
ro||edupinCiscoorganization;enginθeringiskeptseparate .
・Networkedcorporation(Adecentralizedsetofbusinessunitthatleveragethe

companゾsmarketing.sales.manufacturinganddistributionstrength).

Howtointegr8tgP80PI9? ・An"integrationmanager"isassignedtohelpnewpeoplefindtheirwayintoCisco;

often・thlSISSOmθonethathaSgOnethroughthisprOCeSSthemSelves.

・Sa|ary.pensionplans ,andstockprogramsarerol|eduplntoCisco'sand
announcedtogetherwinlthedeal .
・Ciscouses"goぱenhandcuffs蓼ins!eadof"goldenparachutes;・acquiredpersonnel

muststayafewyearstocashinstockobtainedfromthedeal .
.C}sco・workshardtoretaintheCEOonheacquiredcompany「oratleastsix

morlthsanerthedealisclosed .

.

.... ........

Howtointggr8t61T?

........ ........

・Asix-personITteamsetsma"hemomentthedealisannouncedtointegrateIT

systems,specificallytoll・freesupportnumbers ,E・mail.salesautomation,Web
sites,andproductorderingsystems.

買収企業の選択基準 と統合プロセスのキーポイン トを守る

術獲得型の企業買収で成功 している。正 しい企業 を選択 し、

統合 している。,

こ とでCiscoは 技

正 しいプロセスで

一 付1-13一



3-2..Key$uccessFactorsforM&A

Ciscoを 始め とした米 国 リーデ ィ ングIT企 業の技術獲得型M&Aの 成功 要因 をまと

める と、下記12項 目となる。 当た り前 と思 われ る項 目だが実施 は難 しい。

パ 事業戦 略に直結 したM&A戦 略 を持 ち、買収候補 に求める物 、何 がそれによって補 完 され るかが明確。

特定 の製品、技術 、人材 等

ベンチャー企業に関す る情報ル ー トを持 ち他社 よりも早 く、正確な情報の入手が可 能。

自社の セールス、マーケテ ィング、ベ ンチャー ・キャピタリス ト等が情報 ソース。

・ 製品 、技術、財務上の選択基 準だ けでなく企業文化 、相性な どソフ ト面での選択基 準 を持つ。

インテ グレーシ ョンへの配慮が企業選択の時 から始 まっていることになる。企 業文化 の違 う企業 を

インテ グレー ションの準備はM&A成 立の前 から始 めている。

買収企業のキーパ ーソン達の新組織 での役割 、また新組織 そのものは、Duediligenceの 時か ら十 分

にデ ィスカション し決 めてお く。

・ 新組織、マネジメン トの役割 、 レポーテ ィング、 リス トラ等は、契約成立後 、直 ちに発表 する。

買収 された企業の人 々にとって悪い内容であ って も、引き伸 ばすことにより悪 い方面 に しか行 かな
い。不安 と推測 によって前へ進 むエネルギー とフォーカスを失 って しまう。

買収後は短期的 に統合 し、結果 を早 く出す。

買収 した企業の製品 を買収成立後 す ぐに売 り出す。

Sales,manufacturingの シナ ジー効果 を出 す。

・共通のビジョン、目的こ向けて働きはじめる。
一市場シェアの齢 こ向けて共こ努力することにより協調感を作る

。

・ インテグレーション・マネジメントの専門家が存在する。
一インテグレーションのプロセス全体をマネジメントする人間で、買収された企業にとっては新しい

企業文化へのガイド役、企i業間のブリッジとなる。

・ 出来るだけ買収企業を独立のまま保ち、そσ粗葉家マインド、事業へ(璃慮 を失わせないようにする、成

長性を重視する。
一新しいB困 厄s憤 を設けるケースが多い

。

・買収企業のキーパーソンが退職したり、コミットメントを失わないように出来る限りの対策をする。
一(tmhanciXbSや 重要な地位を与える 等

等 特に醐 麹ヶ月は重要な期間

・ 買収 企業 に対 して与 える物 がある。
-Sales ,Ma,ieting,t)tarkjatUing等 の優れた力

・B直ress[㎞d()lme'tがM&APKxmssの 全体 を取 り仕 きるが、オーナーシ ップはB喧mssUneに ある。
一 買収企業 を引 き受け、統 合す る部門 が噴 任 を持つ。

一 付1 -14一



付属資料1米 国における情報技術企業の 臨 戦略

第4章M&A失 敗

技術獲得型の買収が失敗 とみなされるのは、以下の買収 目的のいずれかが、

未達成 に終わった時である。特に重要 と考 えられているのは、人材 を退職 させ

ないことである。総合的には成功だが、部分的には失敗のケースもある。

OblectivesforM&A Det訓1

.・.∴w .『

・蜘垣痴 ・嫡 鳩 .・:

・Betteraccesstocapltalmarketbecauseof
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increasedscale

savings(lowercost,malnlyreductionln

■iiiii
』`㌦.

,6竺騨,・

・Fillingholeslnproductportfolio/horizontalor

・Speeduptmθtomarket
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.
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●
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第5章 日本情報技術産業へのインプリケーション

日本企業が米国のベンチャー企業を買収すると仮定 した場合 に、M&Aの 成功

要因12項 目の内で実現が難iしい と思 われ る ものが多数存 在する。評価前提;

米 国でのマーケテ ィング、 デ ィス トリビューションカで劣 る日本企業が、米国

市場 を第一ターゲ ットとする技術、製品 を開発するベンチャー企業 を買収する

場合。

ー工.珊 ...‥ ・.・〔 渋 ・.

猟""…
一 道一 亀…±(cw 一 ・ 呈=一 ー一'-

かな`渡 じい㌔ ㌔

1.戦 略的に直結 したM&A戦 略 1

2.ベ ンチャー企業の情報ルー ト !

3.ソ フ ト面とハー ド面の選択基準 1

4.イ ンテグレーション準備の早期開始 1

5.早 期決断 と公表
1

6.短 期的な統合と成果 〆

7.共 通ビジョンへの始動 1

8.イ ンテ グレー ション ・マネジ ャー !

9.独 立性、自主性の維持 1

10.キ ー パーソ ン対策 !

11.買 収企業への価値提供 !

12.事 業部門がM&Aの オーナーシップ 1一 一 一 一

多 くのKeySuccessFactorsが 日本 企 業 に と って実 現 す る こ とが か な り困難

と 判 断 さ れ る 原 因 は 、 企 業 文 化 の 違 い 、 日 米 文 化 の 違 い 、 米 国 で の

Marketing/Distribution力 の弱 さ、米 国 で のR&D活 動 の少 な さ、米 国市 場 でNo .1

に なる とい う決 意 が 無 い 、言 語 の 違 い に あ る。

一 付1 -16一



付属資料1米 国における情報技術企業の 醐 戦略

米 国 で の プ レゼ ンス が 弱 い 日本 企 業 は 、 ベ ンチ ャ ー企 業 が成 長 の た め に最 も

必 要 と して い る米 国 で のMarketing/Distributionの 力 を提 供 出来 ない 。この 結 果 、

米 国市 場 で の シ ェ ア拡 大 、事 業 成 功 とい う共通 の ビジ ョン を持 て な い。 た だ し、

米 国 で大 きな プ レゼ ンス の あ る場 合 は 、 ベ ンチ ャー 企 業 の 要 求 を満 たす こ とは

可 能 で あ る。

ベ ンチャー企業側の保有する技術、製品の違い と日本企業側の米国でのプレ

ゼンスの違いによってM&Aに も各種組 み合 わせ が考 え られ る。企業文化、日

米文化の違いはなくならないが、ベンチャー企業の共通 ビジ ョンへの コミッ ト

メントが得 られれば、技術獲得型M&Aの 成功 の可 能性 はあ る。成功 の可能性

があるM&Aオ プシ ョン として は2通 り考 え られ る。1つ は、米国が最先端市

場 となる技術、製品 を持つベ ンチャー企業 を、米国で大 きなプレゼンスを持つ

日本企業が買収 し、米市場における事業成長へ向けて協力する場合。2つ 目は、

日本市場が最先端市 場 となる技術、製品を持つベンチ ャー企業 を日本で大 きな

プレゼ ンスを持つ 日本企業が買収 し、日本市場における事業成長へ向けて協力

する場合である。

』懸賑賑
懸緒'群 轟 …靭ず
働=i詩 な故 布銭

・ケ・

ll.ll■
ガ・野搬肇瑚 ㌦ 、壕 ・浅 野

澗灘臨 葺』

、 ・

'鴇 燃
…:,

==:≒㌧

・x・き:

脳'、'

澤黙纏懸 噸
霧騰 緩凝議、㌍蝿:

→

→

→

・ 米国 が最 先端 市 場 となる

技術 、製 品

・ × きな事 業 へ成 長

・ 米 で のプレゼンス→小

・ 日本 でのプ レゼンス→大

Low ・ 金額 の大 きさで 買収 が成 立 した と して

も、回収 は旙 しい。 苛

苛

擁護磁藏 繊
÷沃紗 事業へ援養 『

…:'麟 輔 ア磯 鋸 痴 …' 蝋 舞
.::,

㌔〉:・;・:㌧

ぼ醜綴織離糠糞辮
の欝鏡が潤…穎・一 ぽ

・ 米国 が 最先 端 市場 とな る

技術 、 製品

・CaShout

≡ VeryLow ・ そ の時点 の技 術 、製 品 を購 入す る と考

えるべ き。

・ 日本 が最 先端 市 場 とな る

技術 、製 品

◆Cashout

. VθryLow ・ その時 点 の技術 、製品 を購 入 する と考
えるべ き。

成功の

可能性有り

統合後 にベ ンチャー企業か らの十分なコミットメン トが得 られない関係の場

合 には、将来性 を含めた技術獲得 という目的での買収 をする必要性は低い。そ

の時点の技術 を買い取る意味での買収か、又は提携関係の選択が適当である。

また、十分 コミッ トメン トを得 られるケースでも、提携関係か ら入って相性 を

確認 し、互いの信頼関係が築けた後に買収へ と移行 して行 くのが、 日本企業に

とっては リスクが低い し、文化にも合っている。米国の情報技術業界のリーダ
ー企業 も買収の成功の可能性 を高めるために

、多段階の買収ステップを取るケ
ースが増えている。
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付属資料2米 国政府の政府調達にみる中小企業支援制度

第1章 米国経済における中小企業の重要性と連邦政府施策

1.1米 国経 済 に 占める中小 企 業 の相 対 的 重 要性

米 国経 済 にお いて 、中小 企 業(従 業員 数500名 以下 。米 国 中小企 業庁(SBA,Small

BusinessAdministration)に よる厳 密 な分 類 は注1参 照 。)は 、企 業数 の99.7%を 、全

雇 用 者 数 の52.5%を 占める。さらにGDP(公 共 部 門 除 く)の50%、GNPの39%が 中

小企 業 により生 み 出され ている。中でも特 に注 目され るの は 、その雇 用 創 出 効 果 で あ

る。1992年 か ら1996年 にかけて米 国で創 出され た1,180万 の雇 用 純 増 の 実 に100%

が 中小 企 業 によるもの である。米 国経 済 の 主 要 な牽 引 者 としての位 置 を 占めている、

ということが分 かる。

1.2中 小企業を受容する米 国の風 土

中小企業の重要性は、米国経済発展の歴史と共に政府や社会全体にわたって広く

認識されており、その意識は連邦政府の政策や米国社会の 日常に古くから深く根を

下ろしている。 米国連邦政府が中小企業庁を設置したのが1953年 である。また社会

全体としては、「アメリカンドリーム」の体現者として中小企業は欠かせない存在、担い

手として認識されている。

1.3連 邦政府調達の波及効果

連邦政府調 達は、米国連邦政府が中小企業を支援する重要施策のうちの一つで

ある。連邦政府調達がGDPに 占める割合 は5.6%に 過 ぎないが、この調達 市 場

($197.5B)は 、額面 の数値 以上の大きな波及(乗 数)効 果 を持 っている。例えば、政府

調達の元請け業者から下請け業者への発注で統計上捕捉されているのは正式な下

請け契約に基くものだけであり、いわゆる補給品や原材料、設備等の購入は含まれて

いない。連邦政府調達がサプライチェーンの川上へ向かって、市場を創造していく効

果があることはいうまでもない。

注1:厳 密な中小企業分類

米国中小企業庁(SBA)に よれ ば、中小企業とは以下の条件 を満たす企業である。

1)独 立した企業体(子 会社等ではない)、かつ

2)そ の特定の分野にお いて独 占的地位 を占めていない、かっ

3)過 去3年 の平均従業員数 、もしくは平均年間売上高が「一定の数値 」以下である。

(この「一定の数値」は、産 業分類(SICコ ード)に従って個別 に定められている。実際のところ、従業員

数100-500名 以下、売上高は年間$10-50M以 下となっている。)
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米国経済においては、中小企業は経済発展を推進する積極的な役割を期待され

ており、中小企業に肯定的な米国の風土とあいまって、連邦政府調達における中小

企業支援策が策定され、効果的に実行されている。
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付属資料2米 国政府の政府調達にみる中小企業支援制度

第2章 米国連邦政府調達と中小企業

2.1連 邦政府調達 における中小企業支援政策

● この節のポイント

3つ の主要支援 策は、1)数値 目標(元 請け契約額の20%を 中小へ)、2)下 請 け

分も含めた 目標設定管理、そして3)契 約額による中小企業優遇措 置である。

2.1.1数 値 目標

現 行 施 策 の重 要 な法 的根 拠 となってい るの は1978年PublicLaw95-507で ある。す

なわ ち 、元 請 け契 約 総 額 の20%は 中小 企 業 か らでなくて はな らな い とされ ている(注

2)。1995年 には 、連 邦政 府 調 達(元 請 け ・下請 け合 計)の 最 低 遡 が 中小 企 業 か ら

で なくて は ならな い 、とい う政 府 勧 告(the1995WhiteHouseConferenceonSmall

Business)が でた。これ は 制 度 拡 張 の方 向性 を示 す が、い まだ 法 制 化 には到 ってい な

い 。1978年 のPublicLaw95-507を 実 務 レベル の施 行 規 則 として定 めたものがFAR

(TheFederalAcquisitionRegulation,連 邦政 府 調 達 規 則)で ある。連 邦 政府 調 達 担

当 官や 各 省 庁 の実務 マ ニュアル として、契 約 決 定 や 中小 企 業 か らの調 達 目標 設 定 等 、

連 邦政 府 調 達 の各 局 面 での施 行 細 則 を定め 、遵 守 が義 務 付 けられ て いる。

2.1.2元 請けと下請 け

元請 け業者 となるには、直接連邦政府と取引を行う関係上、様々な手続や基準へ

の適合等厳しい選考プロセスを経なくてはならず、新しく起業した中小企業が容易に

参加できる市場ではない。そこで、より容易な契約獲得分野として下請けを分離し、こ

れら下請けを目指す業者の支援策が設けられている。例えば、中小企業庁(SBA)に

は 自らが元請け業者 として各連邦省庁より調達契約をとりつける権限が与えられてお

り、中小企業庁はそれをさらに細分化して下請け契約の獲得を希望する中小企業へ

の仲介を行っている。

すなわち、中小企業が連邦政府調達に占める割合は、元請け業者としての額と中

小企業庁や大規模企業の下請け業者としての額の合計として統計上捕捉されている

(図は1996会 計年度実績)。
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注2:元 請け・下請けの最低5%(95政 府勧告では10%)は 少数民族経営の中小企業へ、最低5%は

女性経営の中小向けに確保されねばならないとされている。これら「社会的経済的弱者」への支援

策とあわせ、現行制度下での元請け契約合計に占める中小企業のシェアは約20%に 上ると推定さ

れる。

2.1.3特 定 の契約 に お ける中小 企 業優 遇

特 に契約 額 が$2,500以 上$100,000以 下 の案 件 にっ いては 、中小 企 業 による競 合 が

見 込まれる限 り、中小 企 業 向 けに留 保(Set-aside)さ れ なくてはならない、とされ ている。

契約 額 がたとえ$100,000超 の場 合 でも、もしも中小 企 業 による競合 が見 込 まれ る場 合

には 、その契 約 は 中小 企 業 向 けに留 保(Set-aside)さ れ なくては ならない(そ の可 能 性

は実 際 上低 い が)。

2.2連 邦政府調達 における中小企業支援システム

● この節のポイント

支援システムは、法制度、情報提供インフラ、助言やコンサルティング、インセンティ

ブ、実効性の保証等、様々な観点から作り込まれ、強化 ・維持されるしくみとなって

いる。
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C.lnformation

provision

b.lnformation

provision

2.2.1法 制 度

1953年 の 中小 企 業 庁(SBA)、1974年 の連 邦 政 府 調 達 政 策 局(OFPP,Othceof

FederalProcurementPolicy)設 置 以 来 、特 に重 要 な 中小 企 業 調 達 支 援 の法 制 度 は、

以 下 のものである。

・1978PubllcLaw95-507

中小 企 業 の政 府 調 達 に お ける下 請 けの重 要 性 を指 摘 、元 請 けで$500,000超 の 契

約 に関しては各 省 庁 が 下請 けの細 目を管 理 し、一 定 の割 合 が 中小企 業 に確 保 され

るよう、年 間 目標 を設 定 す ることを義務 付 けている。さらに前 述 の 中小 企 業 向け留 保

(Set-aside)規 則 もこの法 制 により実 現 した。

・1988年PublicLaw100-656

大 統 領 が連 邦 政 府 調 達 にお ける中小企 業 の年 間 契 約 額 の 目標 数 値 を設 定 す る事

が義 務 付 けられ た。国 家 政 策 としての重 要度 が増 した事 を示 している。さらに 、各 省

庁 か ら中 小 企 業 庁 へ の 報 告 義 務 の 強化 や 中小 企 業 庁 の 調 達 支 援 プ ログラムの 立

案 権 限拡 大 等 、実 効 性 を確 保 す る施 策も含 まれ ている。

・1994年FederalAcuisitionStreamlininAct

中 小 企 業 の 政 府 調 達 契 約 へ のアクセスを容 易 にす るた め 、契 約 額$100,000以 下

の調 達 に 関 す る手 続 の 簡 素 化($2,500以 下 につ いては それ 以 上 に簡 素化)が 義 務

付 けられ た。

・1996年FederalAcuisitionRefbrmAct

更なる調達手続の簡素化、IT関連調達権 限の各省庁 への分権委譲等が定められ

た。

2.2.2政 府 へ の情 報 提 供

政 府 の調 達 担 当者 をサ ポ ー トす る情 報 提 供 システムが整 っている。潜 在 的 契 約 者

である中小 企 業 に 関す る情 報 、関 連 法 規 や 規制 、調 達 政 策 に関 す る情 報 を提 供 す る

体 制 が整 っている。例 え ば 、PASS(ProcurementAutomatedSourcingSystem)は 、全
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ての調達担 当者がアクセス可能な中小企業庁のデータベースであり、1978年 の稼 動

以来、1993年 までに22万 社の中小企業が登録されている。

2.2.3中 小 企 業 へ の情 報 提 供

政 府 調 達 案 件 の 開 示(CommerceBusinessDaily,Pro-Net)、 オ ンライン調 達

(FACNET,NEPAC,GovCon)を はじめ、政 府 調 達 獲 得 のノウハ ウ集 、調 達 スキル のセ

ミナ ー や トレーニング、調 達 プ ロセスの変 遷 に関 す る記 録 等 、様 々 な観 点 か らの 情 報

提 供 が行 われ ている。

2.2.4助 言 ・コンサルティング

中小 企 業 庁(SBA)、 連 邦 政 府 調 達 政 策 局(OFPP)、 中小 企 業 開 発 セ ンター

(SBDCs)等 が調達関連規則や 法令の解釈や 運用の説明、煩雑な調達手続に関する

アドバイス等を行っている。

2.2.5イ ンセ ンティブ

中 小 企 業 庁 は 、中 小 企 業 か らの 調 達 に 関 す る各 種 表 彰 制 度 を 設 け 、調 達 元 、調 達

先 の 双 方 か ら動 機 付 け を行 お うとしてい る。

・DwightEisenhowerAwardforExcellence ,AwardforDistinctionは 大 規 模 元 請 け

業 者 の 内 、中小 企 業 へ の 下 請 け で 優 れ た 実 績 を 上 げ たもの へ 、

・SmallBusinessPrimeContractoroftheYear ,SmallBusinessSubcontractorofthe

Yearは 元 請 け 、下 請 け の 中 小 企 業 の 中 で 特 に優 れ た 財 ・サ ー ビス を提 供 した もの

へ 、

・FrancesPerkinsVanguardAwardは 元 請 け ・下請 けに 関 わ らず 、女 性 経 営 の 中小

企 業 を調 達先 として最 も多 く選 定 した企 業 、省 庁 に授 与 され る。

2.2.6実 効性の確保

インセンティブの付与 のみならず、中小企業庁、連邦政府調達政策局(OFPP)は 、

各省 庁、請負 業者 が各種調達規 則を遵守しているかどうかの監視を行っており、違反

が認められた場合には罰則を強制する権限を有している。

・対連邦政府省庁

連邦省庁が中小企業からの年 間調達 目標を未達の場合、未達分を翌年の目標額

に上乗せすることを義務付け。

・対元請け業者

適切な下請け計画を実行しなかった場合、元請け契約の破棄。破棄に伴う新規請

負業者選定のコスト、業務進捗の遅れに関する損失の全額負担。

・対中小企業

中小企業の資格に関わる虚偽の申告をした場合、$500,000(約6,500万 円)の 罰金

かっ(ま たは)2年 間の懲役。
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2.3連 邦政府 調達のプロセス

● この節 のポイント

3つ のサブシステムがしっかりとかみ合う事によりこのプロセスは成り立っている。1)

調達元 である連邦政府省庁 による中小企業からの調達 目標設定、2)調 達先である

中小企業サイドから調達システムへのアプローチ、そして3)実 際の調 達契約決定シ

ステム、である。

　り
Governmentagencieswo〔k

withtheSBAtosetsmall

businessprocurementgoals

II.

Companiesestablish

themselvesasableand

willingtoparticipatein

procurement

III.

Thecontractallocationprocessitself

involvestheofferingcompanies,theSBA,

andthesolicitinggovernmentagency

2.3.1連 邦政府省庁 による中小 企業からの調達目標設定

各連邦政府省庁は、中小企業からの調達 目標設定に際し、中小企業庁との合議を

義務付けられている。すなわち、まず各省庁は個別の必要性に基いて調達 目標を作

成、その中で元請け・下請けに占める中小企業分の割合を明示し、中小企業庁へ提

出する。中小企業庁は全政府調達における中小企業からの調達 目標に基いて、各省

庁毎の 目標数値を算定、それに基いて省庁案を審査し、変更が必要な場合はそれを

諮問する。省庁が中小企業庁の諮問に同意しない場合、連邦政府調達政策局を加え、

協議が行われる。省庁は、各年度末に計画と実績の差異を中小企業庁へ報告するこ

とが義務付けられており、それは全体報告としてとりまとめられ大統領へ伝達される。

大統領は必要に応じ、調達規則の改正、予算案の変更等のアクションをとり、実効性

を確保する。
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2.3.2中 小 企 業 サイドか ら調 達 システムへ のアプ ロー チ

調 達 契 約 の 獲 得 を 望 む 中 小 企 業 は 、まずCommerceBusinessDaily,Pro-Netと い

った政府調達案件の情報源、調達獲得のノウハウに関するセミナーや各省庁別の

Webサ イト等を通じて、目指 す調達分野に関する知識を蓄積する。その上で各省庁の

入 札 リス ト(SF129フ ォー ム に よる)やCentralContractorRegistry(DOD)へ の 登 録 、

PASS、FACNETへ の 接 続 申請(SBAへ)を 行 う。そ の後 は 常 に調 達 品の基 準 を満 たす

製品・サービスの開発を継続しつつ、上記ネットワークや各調達担 当官への個別の接

触を通じ、契約獲得の機会を窺う事となる。

Procedureexplenationguides

Listsofgoodspurchasedand

contractingofficers

responsible

lndividualagencyhOW-to

guides

Agencywebsites

Subsc丙betoagencybidderlists

●FilloutSF129`Solicitation

MailingListApplication'

●Sendtoeachagencyseparately

ListinCCR(CentralContraCtor

Registry)

●ContactDoD

Conn㏄tPASS(Procurement

AutomatedSouringService)

.ContactSBA

ConnecttoFACNET

●Retain(orbecome1)aVAN

(ValueAddedNetwork)service

provider
・ContactanECRC(Electronic

CommerceResourceCenter)

Getproduct``qualified"

・Newstandardproductsarelisted

intheGSAFederalSupp|y

Schedule

ReviewCBD(Commeree

BusinessDaily)

・AvailableeieCtronically/onpaper

・Listsal|contractsover$tOOkand

thoseover$25knotyetin

FACNET

Reviewsagencywebsites

●Forthcomingopportunitybulletin

boards

Contactindividualcontracting

ofticers

A廿endprocurementseminars

Contactprimecontractors
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付属資料2米 国政府の政府調達にみる中小企業支援制度

2.3.3実 際 の調 達 契 約 先 決 定システム

各 省 庁 の調 達 担 当 官 は、必 要 に応 じ入 札 の募 集 をか ける。入 札情 報 は各 省 庁 駐 在

の 中小 企 業 庁PCR(ProcurementCenterRepresentative)に 流 れ 、中小 企 業 向 け留

保(Set-aside)の 検 討 や 適 当な調 達 先 企 業 の特 定 とい った 手助 けが行 われ る。同 時 に

入 札 情 報 はCommerceBusinessDailyやFACNETを 通 じて公 開され る。それ に呼応 し

て入 札価 格 が希 望 企 業 か ら調 達 担 当官 へ と提 示 され 、調 達 担 当官 は、価 格 とその 企

業 の納 入 能 力(指 定 され た物 品サ ー ビスを間違 いなく供 給 で きるか)の 双 方 か ら検 討

し、調 達企 業 を選 定 す る。

Comp8nysonds

unsolicltedproposal

tocontractingofficos

AttheveryleaStthey

maketheCOntraCting

offeringcompany

2.4州 ならび に地方政府 の調達

州 ・地方政府の調達額は連邦政府調達総額とほぼ同等と見積もられる。調達システ

ムも連邦政府のそれにほぼ準拠すると考えて良いが、微妙に異なっている点ももちろ

ん存在する。まず、連邦政府と州政府との間では組識構造の違い(連 邦政府:全 国 に

広 く支部 支局が点在 、州 政府:1州 内に集 中)を 反 映し、IT関連調達 の内容 に違いが

ある。すなわち連邦政府はより多くのコミュニケーション・情報交換に関する調達を行っ

ている。また州政府 間では、調達情報の開示レベル、中小企業向け留保(Set-aside)

プログラムの有無 、業者登録 の有料 ・無料といった違いが認められる。

2.5米 国連邦政府調 達にお ける中小企業支援の一般的効果

● この節のポイント

中小企業にとって、調達獲得は3つ のメリットをもたらす。1)直 接 的キャ以シュフロー

流入効果、2)投 資家への信用増大 、そして3)他 の顧客へのPR効 果 である。

2.5.1米 国連邦政府 調達の中小企業にとってのメリット

中小企業が、連邦政府から調達契約を獲得する事のメリットは以下のように整理で

きる。
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1)直 接 的キャッシュフロー流入効果

契約 によるキャッシュインフローはもとより、政府調達契約は代金支払いの確実性 ・

正確性が最も高い取引である。

2)間 接的キャッシュフロー流入効果

政府 調達の実績は、銀行や投資家の信用を助長し、資金の借入れ ・調達をより容

易にする。

3)定 性的効果

政府 に対する物品サービスの供給を通じて培われるスキルを、一般のビジネスに応

用する事が期待できる。また、政府調達企業(連 邦政府御用 達)の 肩書きは、一般

ビジネスでのマーケティング上有利に働く。

2.5.2中 小企業の政府 調達に 占める割合 は適正か?

法的支援で保護された 中小企業 の政府調達シェアは果たして「適正な水準」か、と

いう問題は、なかなか判断が難しい。実績から見ると、1996年 度(元 請 け・下請け合 計

に占める割合)の34%は 、政府勧 告 にある35%(元 請 け・下請 け合 計)と遜色 のない水

準に達している。しかし、果たしてその35%(元 請け・下請 け合 計)な り25%(元 請 けの

み)の 目標値そのものがそもそも「適正な水準」か、という問題がある。総産業売上高に

占める中小企業のシェア43.8%が 一つの 目安といえるが、売 上高シェアと調達シェア

は簡単に比較できない。政府調達の産業別と全体経済における産業別構成比が食い

違い、かつ各産業での中小企業のシェアが異なるからだ。「17%の 調達シェアはその

食い違いを考慮して加重した結果28%の 市場売上高シェアに相 当する」といった1987

年 の論 文もあり、中小企業 の持 つ1996年 現在の34%の 調達シェアは、売上 高シェア

に換算した場合少なくともそれ以上になると推定される。

2.6連 邦政府調達の今後 の展 開

● この節のポイント

連邦政府調達における中小企業支援策は今後も継続、強化されていく。さらに、予

算削減との両立を図るため、ITを活用した電子取引への完 全転換等、コスト削減の

施策も合わせて実行されて行くだろう。

米国連邦政府は、今後とも中小企業の調達に関する優遇措置を継続し、中小企業

の政府調達額に占める割合は維持されて行くだろう。95年 に設 定 され た 目標値 の

35%は すでにほぼ達成されつつある(34%)が 、さらに少数民族や女性 により経営され

る中小企業に対する優遇 目標値(各 々調 達総額の10%と5%)が 現 実に達成されて

行くにつれ、全体としては40%に 近づいていくと予想され る。しかしながら、昨今の財

政均衡(赤 字解 消)政 策 の下で、政府 予算は削減傾 向にあり、政府調達額もここ10年

で名 目横 ばい、実質年2.5%の 減 少をみている。

こうした逼迫する政府予算の下で調達コストの一層の低減を図るため、今後以下の
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付属資料2米 国政府の政府調達にみる中小企業支援制度

ような展開が予想される。

1)調 達 関連業務の完全電子 商取 引化(2000年 までに全ての取り引きをFACNET

上で処理。取引費用の削減。)

2)"Off-the-shelf'購 入の増大(特 注でなく既製品で間に合わせ る。)

3)調 達担 当官の権 限強化(値 切り交渉強化)

4)さ らなる調達 の一本 化 、統 合 調達 の推進。(大量 注 文 による数 量割 引を可能

に。)

第1章 で指摘された中小企業 の役割を重要視する政策理念に基き、各種の中小企

業支援策が具体的に定められている。言うまでもなく、「実効性」(実施され れば、現実

に効果 が数 量的にはっきり現れる)が 眼 目であり、数値による調達比率 目標の実現に

如何に効果があるか、が最大の施策決定の指針 ・評価基準である。例えば、元請けの

みを対象にしたのでは後発の中小企業はなかなか調達市場に入り込めないかもしれ

ない。では、下請けも目標の対象に組み入れよう、といった具合である。「いかに結果

を出すか」、ここに各種施策は集中している。存在しているだけが存在理 由で、まった

く効果のない施策は無いに等しい。
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第3章 米国連邦政府調達とソフトウェア産業

● この章のポイソト

IT関 連製 品・サービスの連邦政府調 達に占める重要性は年々上昇している。特に

ソフトウェア開発は中小企業が競争力を有する分野であり、主要な契約獲得源 とな

っている。

モジュールコントラクト方式(プ ロジェクトの段階毎 に分割発注する方式)は 、より市場

原理を取り入れた契約方式であり、柔軟性、コストダウン等の効果があり、採用が増

加している。

3.1政 府 調 達 にお けるソフトウェア 開発 ・デ ー タ処 理 及 び 関 連 サー ビス

ソフトウェア 開発 ・デ ー タ処 理及 び 関連 サー ビス(SICCode7370-7379)が 連 邦 政

府 調達 に 占 める割 合 は年 々 増 加 してお り、そこにお ける中小 企 業 のシェア は調 達 全

体(元 請 けのみ)に 占めるシェア17.0%を1ポ イント上 回る。(1996年 度 実 績 、18.1%。)

この分 野 は 中小 企 業 にとって重 要な契 約 獲 得 源 となっている。
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3.2中 小 企 業 が競 争 力 を有 す る分 野

中小 企 業 が特 に得 意 とす る分 野 は、統 合 システムデ ザイン(SICCode7373)、 コン

ピュ・一一・タプ ログ ラミング(SICCode7371)、 コンピュー タメンテ ナ ンス及 び 修 理(SIC

Code7378)で ある。
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Sma〃 加s加ess'τrocurement
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特 に 、ソフトウェア分 野 は 、中小 企 業 調 達 の 中で 占める割 合(1.13%)が 、調 達 全 体

で占める割合(0.72%)の2倍 近くに達しており、中小企 業の競争力がこの分野で平均

以上に高い事を示している。
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3.3連 邦政府 内にお けるIT関 連サービスの需要

連邦政府調達 におけるIT関 連 製 品・サービスの急激な伸 び は、行政プロセスやサ

ービスがITを通 じて行 使される傾 向が益々強まっている事を如実に反映している。特

に注 目すべき傾 向は、ITによる業務 改革が、80年代 までは行 政の内部プロセスの合

理化に重点がおかれていたものの、現在は政府から国民へ行政サービスを行う際の

手段としてITを活用するという広がりを見せている点であろう。

i…鱗 騰 難璽i熱"iii藁lii{

・lnternalprocesSautomation

-documentfiling

-internalCOmmUniCatiOnS

-internalapplicationandtransaction

P「oceSSIng

(inparticularIRS,SSA,BUreauofCersusandNASA

reportthattheyarecritical|ydependentontheir

infOrmatiOninfraStrUCtUre)

●Electronicservicedelivery

-directdepositofsocialsecuritypayments

-filingOf.eleCtrOniCinCOmefaXretUrnS

-accesstodocumentsanddatavialnternet

lCDs

-videoconferencingf6rpublicmeetings

-NSFelectronicsubmissionandreviewof

grantproposals

3.41T分 野調達の増加 と調達政策の関連

ITや ソフトウェア分野の政府 調達 における重要性は以下のような調達政策、関連法

規に反映され、市場原理を十分に働かせる方策が定められている。

ぼ⊇階■
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中でもソフトウェア調達の際のモジュールコントラクト方式(プ ロジェクトの段階毎 に分

割発注する方式)に は、以下のような利 点がある。

・フレキシビリティ(プロジェクトの方 向修正が一括発注式と比べ容易である。)

・より緊密 な政府 ・ベンダー間の連携(モ ジュールデザインのプロセスで政府調達担当

官とベンダーとの意思疎通が図られ、また、ベンダーの提供するサービスの妥 当性

の検証がより頻繁に行われる。)

・スピード(上記の緊密 な連携 の必要性 は、政府 ・ベンダー間の電子的取引や情報の

流通を促進し、プロジェクトのスピードアップにつながる。)

・競争 の導入(モ ジュール単位の発 注 ・入札によって、より競争的な環境の導入が図

られ、コスト削減と品質向上が見込まれる。)

●Softwareinparticularhassufferedasaresultof

govemmentredtapeintheprocurementprocess

-`grand-design'projectsoutdatedbefore

completion

-inadequateunderstandingbygovemment

leadingtoinoperability

・Modularcontracting ,firstenvisagedseveralyears

agoandimplementedpracticallyover1996and

1997

-fasterstreamlinedprocess

-moreelectroniccollaboration

-moreopennessandgovernment

understanding

しかしながら、モジュール化による各個別モジュールの設計は一括設計に比べて単

位 当たりコストが高くつく可能性があり、行政事務や取引の簡素化、競争原理の導入

から見込まれるコスト削減分との兼ね合いを十分に検討する必要があろう。

3.5州 ・地 方 政 府 の調 達 政 策

ある試 算 によれ ば 、州 政府(テ キサス)の 調 達 に関わ る経 費 は調 達 額 の5.5%に も達

し、民 間企 業 の約1%を 大 幅 に上 回 っている。より民 間に近 い調 達 プ ロセスを採 用 す る

事 により、全 米 で年 間$1.5Bの コスト削減 が可 能 と推 定 され る。事 態 改 善 のた め 、各 州

では 以 下 の ような取 組 み が行 われ てい る。

・"Off-the-shelf'調 達(既 製 品調 達)

・電 子 商 取 引

・"Best-value"(コ ストパ フォーマンスの最 大化)

・ベ ンダー パ ー トナ ー シップ(民 間ベ ンダ ー とのより緊密 な連 携)
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ITの 政府 調達 における重 要性 は1980年 代 半ば以 降、急速 に増 してお り、行政事

務・サービスがオンライン化されるにつれさらにその比重は増加して行くだろう。ここ数

年で連邦・州の両レベルでIT調 達 に関する法整備 が進 んでいる事にも、その重要性

の認識が反映されているといえよう。マイクロソフトに対するソフトウェア開発の独 占へ

の危惧が大変強く、司法省による取り調べが執拗に続いていることからもわかるように、

調達市場にオープンな競争を確保する事は、政府の大きな関心事となっている。モジ

ュールコントラクト方式への期待も、政府調達契約をより多くの企業に開放し、行政コス

トを削減する意図に基いている。
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第4章 米国連邦政府調達のソフトウェア産業に対する数量的効果

● この章のポイント

連邦政府 によるソフトウェア調達が、中小規模ソフトウェア企業全体にもたらす数量

的効果は、以下の3つ に集約される。

1)各 年度 における連邦政府 による中小企業からのソフトウェア調達(元 請け$369M)

がもたらす経 済波及(乗 数)効 果 は$759M。

2)こ れまでの中小のソフトウェア企業重視のソフト調達姿勢が、米国の中小企業に

よるソフトウェア産業全体額の6.3%に 等しい政府による「累積投資効果」(下記説

明参照)を もたらしている。

3)上 記 に加 え、連 邦政府 調達 は 、間接的に中小ソフトウェア企業売上高総額の

19.6%に 相 当する売上増大効果を生 み出している。

4.1連 邦政府 による中小企 業からのソフトウェア調達

政府調達元請けの平均60.4%が 下請 け及 び補 給品に再投資され 、それらのさらに

平均83.2%が3次 へ再投 資、さらにその83.2%が 再々投 資、と繰 り返 される事 により、

初期調達額$369M(元 請 けのみ)は 、上記再投資 の構造より算 出される係数2.06を 乗

ずる事 により、$759Mと 推 計 され る。これ は、中小 ソフトウェア企業の売上高総計の

2.3%に あたる。

Directprocurement=P

Reinvestmentbysmallsoftware

companies%=a%

ReinvestmentbysupPlierstosmall

softwarecompanies%=b%

Totalimpactニl

I=P+Pxa%+(Pxa%)xb%+(Pxa%)x(b%)2

　

=P+(1+a%)+(Pa%)[b%+(b%)2+… 】

lfP=$369m,

1=369x2.06=$759m
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4.2累 積投 資効果

中小企業 からのソフトウェア政府調達額は、中小企業のソフトウェア売上高全体の

1.10%で あり、中小企 業からのソフトウェア以外の調達額がソフトウェア以外の売上高

全体に占める比率0.45%を 大きく上 回る。この「差」は、いわば政府が中小企業のソフ

トウェアビジネスに調達を通じて「投資」していると考えられる。この「優先調達による投

資」の累計は1983年 から1996年 までで$2,113Mに 達し、これ は現在 の中小企 業による

ソフトウェアビジネスの6.3%に 相 当する。

2500

2000

1500

1000

500

'500

SouroeMUSEAnalysls

lSeeAppendixfordetailot
calCU|at|onl

NOte:figureSarenegativelneariyyears

becausefederalprocurementwasskewed

旦9旦虻墜SOnWare(gOVemmentISnOta

technologyearlyadopter)

4.3売 上増大効果

政府 調達契約 を結んでいる中小企業群と、調達契約が取れていない中小企業群を

くらべると、年間倒産率と企業規模拡大率(従 業員数 で測 定)の 双方 で大きな違 いが

ある。この違いは直接的キャッシュインフローのみならず、他の顧客へのPR効 果 、信 用

増大から来る資金調達コストの減少等が総体的にもたらす効果と考えられる。

蛭 げ

i懸..竈"
s口

L`一`

Sma‖

businessesnot
-

receivingFP

+8.2%

(32.9%)

一1.5%

(-5.8%)

Small

bUSInesses

酬 血gFP

+3.8%

(15.4%)

2.2%

(+8.7%)

この差異 は、年 間成長 率に換算すると、政府調達契約を締結している企業群が、そ

うでない企業群に比べ、年間8.6%高 い成長(企 業群全 体としての規模 の拡大)を 達成

するということを意味 する。この効果を政府調達が全くなかった場合と比較してその規

模拡大を1984年 以 降1996年 までの累積 で捉 えると、$6,560M、 実 に現在の 中小企 業
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によるソフトウェアビジネスの19.6%相 当がこの政府調 達契約 を持 つ事 の効果といえ

る。

以上から明らかなように、連邦政府調達は米国の中小企業のビジネスに対し、額面

をはるかに超えるインパクトを持っている事が分かる。さらにいえば、今 日の中小企業

によるソフトウェアビジネスの一定の部分は、政府調達によって創 出されている。過去

15年 間の 中小企 業 からのソフトウェア累積調達額は$2Bに のぼり、今 日の市場 の約

20%が 、この連邦政府 調達の波及効果によって創出されたことになる。
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第5章 日本政府調達システムへの提言

● この章のポイント

「積極的」な中小企業観 に基いて、「競争原理」を十分に利かせた能動的支援策が

米国連邦政府調達における中小企業支援の成功の秘訣である。ここに日本の学ぶ

べき点がある。具体的な施策としては、

1)中 小企業への情報 開示システム

2)調 達支援インフラのための人材 酉己置

3)法 的根拠に基いた下請けル ール

4)中 小企業 向け留保(Set-aside)措 置

5)「 調達企業能力証 明」のメカニズム

が挙げられる。

5.1理 念

米国の連邦政府調達制度から日本が学ぶべき事は、まず制度を裏打ちする確固た

る理念である。すなわち、中小企業が継続的経済発展に欠く事のできない重要な担い

手であり、かつ将来にわたって新たな産業を勃興させる重要な役割を担うのだ、という

極めて積極的な評価・信念である。

こうした積極的な評価 ・信念に基くがゆえに、米国の中小企業支援の調達政策は、

独力では存続できない「弱者」としての中小企業を「救済」するという色彩は非常に薄

い(女 性経営企業、少数 民族優 遇政策は除く)。その証左 として、例えば具体的な支

i援策の一つである中小企業 向け留保(Set-aside)措 置は、複数 の中小企業が 「競争状

態 」にある事や、企業の供給能力や製品・サービスの品質が政府の要求する水準を完

全に満たしている事を前提とし、その実態が厳しく審査されている。

いわば、成長の潜在能力を持った中小企業の競争力をより高め、切磋琢磨させる

方向で制度が成立しているわけである。

5.2具 体的制度 のアイデア

以下に見る5つ の施策 は特 に 日本 にとって学ぶべきところが多い。 そのアイデアは

日本へも移植可能であると考えられる。

1)中 小企業への情報 開示 システム

2)調 達支 援インフラのための人材配置

3)法 的根拠に基いた下請けルール

4)中 小企業 向け留保(Set-aside)措 置

5)「 調達企業能力証 明」のメカニズム

5.2.1中 小企業 に対する詳細かつ極めてオープンな情報開示

・調達の具体的プロセス、調達元、調達物資一覧、連絡先(担 当者名)、企業登録 の

方法、各省 庁間での調達ルールや慣行の違い、が全て盛り込まれていること。
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・情報アクセスが広範に確保されていること。(インターネット、各地 の連 邦政府事務

所、中央政府刊行センター、政府・民間書店)

・ 直近の調 達案件 に関する情報(契 約 内容ぐ予算その他付 随事項の詳細)が オンラ

イン、文 書の双方 で利用可能であること。(米 国政府 のCommerceBusinessDaily

に相 当するもの)

・ 契約 交渉(入 札価 格の取 りまとめ等)や 調 達取 引(納 期調整や 決済等 実務)が オン

ライン化 されていること(米国のFACNETに 相 当)。(中 小企業 にとっての手続コスト

削減効果。調達市場参加へのインセンティブ。)

5.2.2調 達支援インフラのための人材配 置

・ 各省庁調達担 当官と中小企業をつなぐインタフェース機能に人材を配置する。(各

省 庁 内 、中小企 業支援 組織 内、さらに調達契約全般を取りしきる中央政府機 関

内。)

・ 日本 の民間部 門における終身雇用システムの縮小により、上記のインタフェース機

能に適した人材が創出されつつある。製造業での長年の経験を有しつつ、早期退

職制度等で流動性の増した人材や、経験は少ないものの、転職を厭わない比較的

若年の人材である。

・ 主要なポストとしては、中小企業向け調達情報データベースの開発と維持、中小企

業向け留保(Set-aside)措 置 の妥 当性 の審査 ・監視 、下請け契約 における中小企

業比率の監視(計 画 内容の審査 とその実効性確保)、中小企 業向け情報の利 用可

能性 の保証等が考えられる。

5.2.3法 的根 拠に基いた下請 けルール

・ 単に元請けに占める中小企業比率のみならず、大企業へ発注された元請けの内、

中小企業へ下請けとして発注される比率をも視野に入れた法的支援制度を確立す

る。

・モニタリング機能強化のための、元請け業者駐在の監視係官を設置する。

・元請け業者に、下請けにおける中小企業割合を当初の調達計画に盛り込むことを

義務付ける。

5.2.4中 小企 業向け留保(Set-aside)措 置

・ 明確 な 中小企 業 向け留保 実施 基準を設定する。契約金額及び競争条件(例:中

小企業が最低2社 競合している等)に よる基準。

・ 中小企 業 向け留保担 当部局を設置する。新たな契約に対する中小企業向け留保

適用可能性の審査、中小企業に関する情報(そ の調達品提 供能力を含 む)の デー

タベ ース化 とその維 持、各省庁調達担当官に対し適切な企業を斡旋、情報提供。

・中小企業向け留保不履行に対する罰則の設置。
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5.2.5「 調達企業能力証明」のメカニズム

・ 米国の「調達企業能力証明」に準拠した調達企業評価基準の策定と実施。企業

の調達品供給能力の評価基準を明確に示す事により、競合に敗れた企業にも適

正かっ公正な審査結果が公表される。 中小企業は調達契約先選出に当たって不

当に差別されたと考えたときは、中小企業庁に訴え出る事が可能。訴えに基いて調

達企業の能力審査が行われ、能力と価格競争力があるのに契約が与えられなかっ

たことが明らかとなった場合には、契約先を変更させることができる。

・ 中立の企業能力審査機関の設置。

米国の連邦政府調達における中小企業支援策の「支援」が意味するところは、「救

済」ではなく、「競争」の「機会保証」である。競争力の無い企業は退けられ、消滅する、

という「市場原理」への根本的信頼と是認が、これら支援策のバックボーンとなってい

る。
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第1章 米国国立研 究所の概要(GOGO,GOCO,FFRDCs)

● この章 のポイント

1)米 国の 国立研 究 所 はGOGO+FFRDCsと して捉 えられ る。

2)FFRDCsと はContractorの よって管 理 運 営 され 、政 府 の 資金 を主 要 財 源 とす る

研 究 所 である。

3)GOCOは 、FFRDCsの 主 要部 分 を占めている。

1-1米 国の研究 開発活動 における連邦政府の役割

米連邦政府は、同国における研究開発活動に深く関与している。すなわち、以下の

3つ の役割を担っている。

1)資 金供給者(同 国の1997年 研究開発費総額$205.7Bの33%を 拠 出)

2)研 究 開発施設 の所有者(研 究開発活動 の10%は 政府 所有研 究機 関によるも

の)

3)研 究 開発の当事者(研 究開発活動の8%は 連邦職員 たる研 究者 によるもの)

ここで、2)と3)の 違いは、政府所有ながら実際の研究開発活動は民間の手になる

場合(まさにこれがGOCO)が あるためである。

1-2国 立研 究所 の位 置付 け

国立研究所(国 研)の 総数 は約1,100に のぼる。これら国研 は全体 として、米国研

究開発費総額の11%、 連邦政府研 究開発予算の32%を 占めている($21.6B)。

これら国研 のほぼ全 て(99%以 上)が 政府所有 となっている。

国研 に雇用される科学者、技術者総数は80,000か ら100,000で ある。

Thereareapproximately1100national

laboratoriesintheUS

Thesereceiveatotalof$21.6bnln

funding,whichislt%oftotalUSR&D

spendand32%oftotalgovernmentR&D

fundingof$68.1bnt

Themajority(>99%)ofthefacilitlesofall

theselaboratoriesareownedbythe

government

Thenationallabsemploy80-100,000

scientistsandengineers

Noprectsstatisticsexist,but5・10%of

thet100bsaredirectlyfocusedonIT,

andperhas20-30%areresearching

useofITachieveresearchobjectives

intheirno-ITrelatedfields

Providerot

fund8

㌫ 言、t:t

Performer

+SourceUSDoC"FederalLaboratoryandTechnology

Resources",1993
t1997figures

,sourceNSF
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1-3GOCO,FFRDCs,GOGO

GOCOと は、言 うまでもなく政 府 所 有 ・民 間 運 営 の研 究 所 形 態 を、GOGOと は所 有 ・

運 営 ともに 連 邦 政 府 による形 態 を意 味 してい る。ここでFFRDCs(FederallyFunded

ResearchAndDevelopmentCenters)と は、連 邦 政府 による資 金 援 助 を受 けた特 定 の

研 究 所 のカテ ゴ リー(所 有 は 政 府 ・非 営 利 組 識 の 双 方 あ り。)を 意 味 し、必 ず しも

GOCOと 同 義 で はな い。さらにい え ば、GOCO(総 数22)は 、FFRDCs(総 数38)一

部 である。すなわ ち、米 国 に存 在 す る全 てのGOCO研 は 、FFRDCsと して登 録

され てい る。

GOCOTotalbudgetc$4.5bn;c27,000researchers

・The22GOCOlabsareamongthelargestnationallabs

・Theyareoperatedbyavarietyofcompaniesand

universities

FFRDCTotaibudgetc$52bn;c30,000researchers

The38FFRDCsincludeall22GOCOlabsandan
additional16ContractorOwnedContractorOperated

(COCO)labs,mostofwhichare..defe.nserelated

GOGOTotalbudgetc$16.4bn;c60,000'researchers

●Thereareapproximately10601abs,whichtogetherwith

theFFRDCsmakeupthellOOnationallabs

－,

■

～

ぽ"舗

㌫

{
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第2章GOCOシ ステムの連邦政府研究開発活動における位置付け

● この 章 のポイント

GOCOマ ネジメントシステムの概 要 は以 下 の通 り。

1)GOCO研 は現 在22存 在 す る。FFRDCs総 数38の 内 の残 り16は 軍 事 ・防衛 関連

のCOCO(Contractor-Owned,Contractor-Operated)。

2)GOCOの ル ー ツは 第 二次 大 戦 時 のマンハ ッタンプロジェクト(核兵器 開 発 プ ロジ

ェクト)。

3)GOCOマ ネ ジメントシステムの利 点 は 、そ の高 い 運 営 効 率 、政 治 的 思 惑 か らの

独 立 ・中 立 性 、民 間 へ の技 術 移 転 の促 進 、さらに官 民 の資 源 共 有 によるシナ ジ
ー
、に見 出 す ことが できる。

2-1GOGO、 その定義 と制度的枠組 み

◆ この節のポイント

1)GOCOは 、非政府組識 による管理運営により、市場原理が導入されている。(効

率性)

2)Gocq研 の管理運営者 は、民間企 業、大学、その他非営利団体の3つ のグル
ープからなる。

3)GOCOはFFRDCsの 主要部分を占める。

4)GOCO研 は、近年研究 開発 内容を軍用から民生へ大幅に多様化させ、技術移

転に積極的である。

5)FFRDCsの3機 能(研 究 開発 、調 査 分析 、システムエンジニアリング)の うち、

GOCOは ほぼ全て研究 開発機能である。

6)FFRDCsは 相対的 に基礎研 究に強い。

7)24の 研究 開発機能FFRDCsの うち、15がIT関 連 である。

2-1-1GOCOと いう概念

GOCOは 、自動 的にFFRDCsと しての性格を併せ持つため、一言で表現すると、

「その大半の(70%以 上)の 資金が連邦政府 によってまかなわれ、政府 により所有され、

非政府組織(大 学、民 間企 業、非営利 団体)に より管理運 営される研 究 開発施設、ま

たはその活動の形態」を意味する。

基本的研究開発方針や予算を政府側が定め、施設や個々のプロジェクトの管理運

営を民間の手によって行うのがGOCOの 基本 的構造である。個 々のプロジェクト単位

では、従事する科学者、技術者が、省庁の設定した基本方針の下で具体的テーマ設

定を行い、その研究開発しようとする技術が省庁のMissionの 達成にどれだけ貢献 で

きる潜在力を持つかによって予算配分は決定される。

しかしながら、各GOCO研 における連邦政府省庁 、Contractor両 者 の権限領 域は

全てのGOCO研 を通 じ一定ではなく、様 々なバ リエーションが存在する。例えば、同

じエネルギー省(DOE)の 管轄であるGOCO研 のなかでも、エネルギー省 がその研究

所専属 の出先機 関を設 けて、研究開発計画の詳細部分にまで関与する例から、

一 付 ・3-3一



Contractorで ある大学にほぼ全ての権 限(日 々のマネジメントはもとより、基本研究開

発計画、人事権等まで)を委ね、DOEサ イドは定期的モニターと予算承認を行うという

場合まで、両者の間の線引きは様 々である。その背景には、各研究所の設立の経緯

や、扱う技術の性質(軍 事か、民生か)といった要素が存在している。

また、GOCOの 顕著な性格 として、市場原理の導入が挙げられる。特に、各連邦政

府省庁は、所有する研究所の管理運営者を、市場原理に基いて自由に変更すること

ができる。例えば、あるContractorの 管理 運営の実績(コスト、業績の両面)が 思わし

くなければ、当然新たなContractor(大 学、企業 、非営利 団体)を 採 用する。これ によ

り、Contractor側 には常に 自己のパフォーマンスを向上させるインセンティブが生じ、

政府側にとっても、より高効率の管理運営が期待できるわけである。

2-1-2GOCO研 の予算規模

現在22のGOCO研 が米国には存在 するが、各研 究所別予算規模は以下のように

ldahoNationalEngineeringLaboratory

NCIFrede允kCancerResearchandDevelopmentCenter

OakRidgeNationalLaboratory

SandiaNationalLaboratories

SavannahRiverTechnologyCenter

NationalRenewab|eEnergyLaboratory

7Paci而cNorthw国NationalLaboratory

AmesLaboratory

ArgonneNationalLaLboratOry

BrookhavenNatiOnalLaboratoIy

EmestOrlandoLawrenceBerkeleyNatiorlalLaboratory

FemiNation剖Acoelerator鳳x)ratory

JetPropulsionLaboratory

1巳wrenceLivemoreNatio祠U由or創oワ

LosNamosNationa|Laboratory

NationalAstronomyandlonosphereCer帆er

7NationajCer"erforAtmosphericResearch

Nation剖OpticalAstronomyObservatories

NationalRadioAstronomyObservatory

OakRidgehstituteforScienceandEducation

StanfordLinearAoceleratorCenter

ThomasJeflersonNation剖AcceleratorFacility

$78m

$142m

$288m

$654m

$30m
　　 　

㌫

蒜

;儒
$㌫

　　　　

瓢

gm

$;:
9rn

TotalGOCObudget

was$4.8bnin1995

($4.5bnin.1997}

Note.
TheEnergyTechnotogyEngineering
Center,whichwasinctudedinthe1995
totalS,waSremovedfrOmthe

govemment'smasterlistofFFRDCs
(seeneXtfewpages)'inNovember1995

1995budgetfigures.SourceNSF

な っ て い る。

2-1-3管 理 運 営者:Contractors

GOCO研 の管 理 運 営者 は、民 間企 業 、大 学 、その他 非 営 利 団 体 の3つ のグル ー プ

か らなる。管 理 運 営者 のタイプ 別 に22のGOCO研 を分類 す ると、以 下 のようになる。

米 国のGOCOの 大 半 は大 学 に管 理 運 営 が任 され ていることがわか る。
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Admi・i・t・・斑by;:漂 蹴:鴇=1蕊 器evθ1叩men,cen,er

corporations3・oakRidgeNationalLaboratory
SandiaNationalLaboratories4,

5.SavannahRiverTechnobgyCenter

$78m

$142m

$288m
$654m

$30m

Totalbudget

c$1,200m

...nOn・prOfit6.Na60nalRenewableEnergyLaboratory

OrganiZatiOnS7・PacificNo曲westNa60na|Laboratory

$102m
$209m

Totalbudget

c$300m

8.AmeSLaboratory

9.ArgonneNationalLaboratory

10.BrookhavenNationalLaboratory

11.ErnestOnandoLawrenoeBerkeleyNationalLaboratory

12.FermiNationalAcceleratorLaboratory

_・niVe・Siti・ ・ ㍑:灘:羅1芒 認=㌫ 。,L。b。,a,。。

andCOIIegeS15.LosAlamosNationalLaboratory

16.NatbnalAstronomyandbnosphereCenter

17.NaO㎝alCenterforAtmosphericResearch

18.Na6㎝alOp価calAstronomyObservatones

19.Nationa|RadioAstronomyObservatory

20.OakRi(㎏lnstnuteforScienceandEducatbn

21.StanfordLinearA㏄eleratorCenter

22.ThomasJeffersonNationalAcceleratorFacility

$30m

$253m

$216m
$171m

$171m

$1057m

$501m

$541m

$8m

$79m

$29m

$30m

$17m

$118m
$59m

Totalbudget
c$3,300m

f995加dgetfigures.SourceNSF

2-1-4GOCOとFFRDCs

GOCOとFFRDCsと は 良く混 同 される概 念 であるた め、ここで 今 一 度 両 者 の 定義 と

その 関係 を明 らか にしてお く。

まず 第 一 に、FFRDCsは そ の定 義 として、研 究 開発 の 管 理 運 営 がCdntractOrs(非

政府)に ょって行 われ ることを定 めている。GOCOは 自動 的 にそ の範 躊 に属 することと

なる。す な わ ち、米 国 の 研 究 開 発 施 設 はGOGO+GOCO+民 間研 究 所 とい うよりは 、

GOGO+FFRDCs+民 間研 究所 といった方 がより正確 である。

第 二 に 、FFRDCsは 、そ の所 有 にお いて 、柔 軟 な形 態 を認 め てお り、政 府 所 有 ・非

政府 所 有 にまた がる多様 な所 有 形 態(共 同もしくは分 割 所 有)を 認 め ている。す なわち、

FFRDCs(38)の 中で、政 府 所 有 のものがGOCO(22)に 該 当す るわ けである。す なわ

ち、GOCOはFFRDCsの.主 要 部 分 を占める、ということができる。

以 上 のような状 況 で あるため、国研 に関わる政 策論 議 に際 し、GOCOとFFRDCsは

通 常 合 わせ て、一 体 不 可分 のもの として議 論 され ることが多 い 。

i`R&DperformingorganizationsthatareexclusivelyorsubstantiallyfinancedbytheFederal
iGovernment'andaresupportedbytheFederalGovernmenteithertomeetaparticularR&Dobjective
ior,lnsomelnstances,toprovidemajorfacilitiesatuniversitiesforresearchandassociatedtraining
ipurposes.Eachcenterisadministeredeitherbyanindustrialfirm,auniversity,oranothernonprofit
institution.'

iTheGovernment'sfinancialsupportisfurtherspecifiedasfollows:

Theresearchorganizationreceivesthe70%ormoreofitsfinancialsupportfromtheFederalGovemment ,

USUallyfrOmOneagenCy

Most◎rallofitsfaci「itiesareownedby,orarefundedundercontractwith ,theFederalGovernment

Source:NSFFedera'FundsわrResearchandDeve/oρment:FiscalYears1995,7996,1997,Volume45,NSF97-327
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2-1-5FFRDCsに おけるCOCOと 軍事 関連研究 開発および技術移転との関係

FFRDCsのCOCO(GOCO以 外)は そのほとんどが国防省 および米国陸海空軍省

よる管轄であり、現在も軍事・防衛技術が主たる研究領域に設定されている。そのため、

民間への技術移転に関しては、国防の観点から自ずと限界があり(情報公 開法 の例

外 措置)、積極 的な技術移 転 の触媒 として機能しているとはいえない。また、これら

COCOのContractorsは 、そのほとんどが各研 究開発施設の所有・運営のためだけ

に連邦政府によって設立された非営利法人であり、実質GOGOと 大差 がないと考 え

られる。

もっとも、軍事関連という観点からすれば、現在積極的な技術移転の促進を役割に

持つGOCO研 に関しても、その多く(特にDOE管 轄 のGOCO)が 核兵器 ・核燃料 関

連の軍事 目的を持った研究所として設立されてきたことは、周知の事実である。ここで

考慮すべきは、米国の政府予算均衡政策、冷戦終結後の軍事関連予算縮小という文

脈の下で、核燃料の基礎研究を支柱するそれらGOCO研 が、その研究開発領域を

大幅に多様化させ、ほとんどnon-defenseと いってよい研究 内容へ と脱皮しつつあると

いう状況である。その背景には、研究所の存続を維持しようとする研究所 自身の意図

があることは言うまでもないが、結果的に、米国経済発展に官有技術を役立てたいと

する連邦政府の思惑と一致しているといえよう。

2-1-6FFRDCsの 機能分類

以上のようにFFRDCsは 、運営形態 によれ ばGOCO、COCOか らなるわけであるが、

研 究開発機能という観点からは以下の3つ のグループに分類され る。

1)研 究開発機能

このグループは、GOGOや 純粋な民間研 究所の能力によっては達成し得ない技術

分野について、長期的視点に立った研究開発を行う。特に、研究成果の技術移転を

主たるインセンティブとして、各界の専門技術を誘引し、目指す技術の研究開発を推

進する。

2)調 査分析機能

管轄 の連邦政府省庁の政策立案、意思決定に際し、中立・独立の立場から調査分

析を行い、代替案の策定や新たなアイデアの提供等を行う。

3)シ ステム設 計、システムエンジニアリング機能

主として管轄省庁の有する複雑なシステムが、確実に政策実施上のニーズを満た

すよう支援する。IRS(内 国歳入 庁)管 轄 の租税 徴収システムの開発 を支援するTax

.SystemModernizationInstitute等 。

上記 の分 類 を38のFFRDCsに 適 用す ると、以 下のようにな る。
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R&Dlabs Study&AnalysesCenters SEI★Centers

Corporations
i:i菅縫莞灘 翻 欝綴8雛 ㌣日ダ:こ護1翻 認灘麟 糠 …

遍・.,

ii嬉i∵s顛咀iN綱ii填 騰1:
26CehterforAdVancedAVi亘ii6㎡ 』』

SystemDevelopment
27CenterforNavalAnalvses

23AerospaceFFRDC
25C31FFRDC

Non・profit ;
.●:'=・小⊇1,Rgn顧 脚自切eiEn㊥rgy辿.:∵,,

i:i熔:i、醐.夢:納 艦:醐 欲」癖i{醐 斑斑y'ぎ

24ArroyoCenter

28CenterforNuclearWaste
RegulatOryAnalyses

29CriticalTechnologieslnsti加te

30」DAStudiesandAnalysesFFRDC
31」DAComputingandCommsFFRDC

33LogisticsManagementlnstitute

34.Nationa|DefenseResearchlnstitute
36Proi㏄tAirForce

38.TaxSystems

ModernizatiOnlnSt忙ute

Universities1 ,
Colleges 籠籔羅 臨 ぴ,

,1‖き:;i辮溜瓢↑綴 篇麟罐 欝 璽
・4葛.{穎IPi⊇rll蹴 『綱i・

灘鱗 織 綴麟n蒜㌘綱1・1
…iiiiii灘羅灘 欝欝羅黙念雛

鍛羅難 護難灘
32LinOOInl丘bOratOツ

35.PrincetonPlasmaPhysicsLaboratory

37Sofh万areEnoineerinolnstitute

冑Sε'=≦ミystemsEη9〃 ハeeringaηd〃ltegration GOCO

上図からも明らかなように、GOCO研 は22の 内21ま でが研 究 開発機 能であり、

COCO研 はそのほとんどが調査分析機能であることが分かる。

2-1-7FFRDCsの 研 究開発機能別貢献度

FFRDCsの 属性 を分析 する一つの視 点として、研究開発機能(基 礎研 究、応用研

究 、開発)毎 の貢 献度をみてみよう。FFRDCsに 対し、米国連邦政府 が支出する研究

開発予算を上記3つ の機 能に分類 してみると、以下のようなことが分かる。

孔廟ま瑳‖顯io鰍 鱒 α1励9情婦 嬢煕 扉鵜額a瑚

FFRDCOther(GOGO,industry,universities,non・profit)

Basic

APPIied

Development

TotalFFRDC'Totalother

$8.3bn$rl97.4bn
4%96%

TotalUSR&D$205.7bn

7997figuresＬSource～SF
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すなわち、FFRDCsへ 配分される予算 の絶対額 では、「開発」への配分が最も多くな

っているが、各機能での比率を見ると、「基礎」におけるFFRDCsへ の配分が、総基礎

研究予算 の11%と 最も多く、FFRDCsの 基礎研 究機 能の相対 的強さ(応用や 開発 と

比べて)を物語っている。

2-1-8FFRDCsに よるIT研 究

ITの 分野に的を絞ってみると、24の 研 究 開発機能FFRDCsの うち、15の 研 究機

関でIT関 連の研 究 開発が行 われ ており、特に積極的なのは以下の4研 究所である

(下図一番左のグル ープ)。

日、 梅 里ionaほ 創鴇糖bleEn剛《
a酎a㏄edLabo

領知増⑫w{紗 榔 醐
鋤綱i囎,匂o醐 翔鰯

レ レ

批難 灘懸 砲
纈 。麟慧蝋

P綱 目y・in》olvαdinrr⊇rch

ヨァ

2認鑑灘 黙 翻
Devel⌒Cen繍 θ綱 ㈱ 繍a随

9

ゆ

耀灘灘鷺
y認織 罐 紺繍 麟

,、,
medi¢ 酎輌mag拍9ハ
14㎏w館nc暮 し拉er㎜eト 娼嫉 掴 壌 馳 頗o惇

1。:駕鵜 織A⊇ 、。、。Resea,。h

la織 翻 灘 忌㈱ 嘩 。綱m。gt。g

NotinvolvedinITreSearch

5SavamahRiverTechnologyCenter

12FemiNationalAcceleratorLaboratory

13JetPropulsionLaboratory

16NationalAstronomyandlonosphere

Center

19NatゆnalRadioAstronomyObservatory

200akRldgetnstltuteforScienceand

Educatlon

21StanfordLinearAcceleratorCenter

22ThomasJeffersonNationalAccelerat◎r

Facility

35PrincetonPlasmaPhyslcsLaboratory

2-2GOCOマ ネジメントシステ ム発 展 の経 緯

◆ この節のポイント

1)GOCOの 原型 は第 二次世界大戦 のマンハッタンプロジェクトである。戦時 中の

技術資源の逼迫から、広く民間の人材や資源が国研に投入された。

2)そ の後のGOCOの 発展 は、市場.、理の'入 をより強 ヒし、政府と民 間の協力的

△一トナーシップを構築するという方向性を持つ。

3)GOCOシ ステムの活用に当たっては、特にエネルギー省(DOE)と 議会の間で、

省庁の関与の度合いや、技術移転をめぐる取り扱いに関し問題が生じている。

2-2-1マ ンハ ッタンプ ロジェクト

GOCOシ ステムは 、第 二 次 大 戦 中の 軍 事 技 術 研 究 開発 の要 請 が高 まる中で 生 ま

れ た。核 爆 弾 開発 プ ロジェクト 「ProjectY」(マ ンハ ッタン計 画 の 一 部)の 下 で組 織 さ

れ たLosAlamosNationalLaboratoryは 、政 府 所 有 で はあったものの、当時 の連 邦 政

府 内部 の研 究者 科 学 者 の 人数 、技 術水 準 に は限 りがあった。挙 国一 致 で戦 争 遂 行 能

力 の強化 を 目指 す 必 要性 か ら、プロジェクト長 であるOppenheimer教 授(Universityof
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Califbrnia)の 下 、多 くの 民 間 の 大 学 研 究 者 ・科 学 者 が 、この研 究 所 に結 集 され てい っ

た。GOCOモ デル の誕 生 である。

2-2-2主 要な法的枠組 み

GOCOな らび にFFRDCsは 、以下の3つ の法律または政府 文書 により、その制度

的枠組みが整えられていった。

1967、Fぴ ア(鯵}病 舎鞭 旛 議 会 ∫Fedeノ'a/CounCi7forScienoeandTechnology?

Memorandum

本 文 書 により、FFRDCが 正 式 名 称 となり、その基 本 的骨 格 が 明示 され た(所 有 形 態 、

連 邦 資 金 の比 率 、役 割 等)。

1984Amelldn7entoftheOMceofFedera/ProcurementPolicy6蹴 靹 『羅 醐 ぎ

鉦 鋤

ここに到 って、研 究 所 の所 有 形 態 を官 有 か ら民 有 の 間で 極 めて柔 軟 に設 定 でき

る旨が確 認 され た。また 、管 轄省 庁 のモ ニタリング権 限の 濫 用 が 、民 間Contranctor

の研 究 開 発 パ フォー マンスを阻 害 す ることがないよう、釘 を刺 す 内容 も盛 り込まれ てい

る。さらに、Contractorと して、従 来 中心 的 役 割 を担 ってきた 大 学 に加 え、民 間 企 業も

その一 翼 を担 うべ き存 在 として 明記 され た。

1990Fe∂ 已ゾヨノノlo●uisitlonRegulatrbns

同規 則 におい て、より明確 なFFRDCsの 役 割(GOGOやCOCOで は達 成 が難 し

い分 野 を担 当)、および 連 邦省 庁 とContractorsが お 互 いの様 々なリソー スヘ アクセス

できる権 利 を保 証 す る旨(Resourcesharing)が 明記 され た。

2-2-3GOCOシ ステムの方 向性

上記の法 制の検討からもわかるように、GOCOの 制度 的発 展は、市場原 理の導入

をよ遮 化し、政府と民間の協力的パートナーシップを構築するという方向性を持って

いると分析できる。

2-2-4GOCOマ ネジメントシステムをめぐる問題点

GOCOシ ステムの活用に当たっては、特にエネルギー省(DOE)と 議会 の間で様 々

な問題 が生 じている。設立当初からのGOCO政 策は、軍事研 究 を政治 的圧力や利

益から遮蔽する狙いから「所有すれども関与せず」というものであった。1990年 代初

頭 になって、その延 長上で管理を続けているDOEの に対 し、手ぬるいとの批判 が議

会からあがった。

1992年 、会 計検査院 が下院の協力 の下で行った監査の結果、DOEの 「所 有す

れ ども関与せ ず」という政策の結果、DOEはGOCOのContractorsの 管理運営実

態 を十 分 に把 握 してお らず 、要 求され る費 用をいわれ るままに支払 い、さらに
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Contractorの 選 定に当たっても競争原理を働かせていなかったことが指摘された。会

計検査院は95年 と97年 にDOEのGOCO政 策 改革 の進捗状況を再度調査 したとこ

ろ、具体的な改革プランはできているものの、その実行は遅々として進んでいない事

実が明らかとなった。

さらに近年、DOEは 、CRADAを めぐるGOCO研 の取り扱 いに関しても、政府 ・議

会ともめている。この点は、技術移転(次 章)に 深 く関わるのであるが、1989年 の国家

競争力技術移 転法の制 定によってGOCO研 を管理運営する営利のContractorsに

も、国立研究所として民 間他企業と共同研究プロジェクト(CRADA)を 組む権 限が与え

られた。これ により、政府資金による研究開発の成果がより多く民間へ移転されること

が期待された。ところが、DOEは 連邦政府予算 による研 究 開発の成果が営利組識の

利益につながるのは好ましくないとして、自省の管轄するGOCOへ は独 自の方針 で

望む意思を表 明した。

2-3GOCOマ ネジメントシステム、そ の利 点 と限界

◆ この節のポイント

1)GOCOの 利 点は 、効 率性、独 立性 、技 術移転、官民資源共有のシナジーの4

つ 。

2)GOCOの 欠 点は、官(G)と 民(C)と の間での管 理監督権 限や 費用負担の配分

をバランスよく行うことがなかなか難しい点に起因している。

2-3-1GOCOの 利 点

GOCOマ ネジメントシステムには 、主 として以 下 の4つ の利 点 がある。

1)管 理運営の効 率性

言うまでもなく、競争で鍛えられた民間企業のマネジメントノウハウや経営スタイルを

内部に取り込むことにより、より効率の高い研究開発マネジメントが期待できる。また、

コストに対する高い感受性は、環境の変化に対するより柔軟かつ迅速な適応を可能と

する。また制度的には、人事、調達、会計といった機能に関して、厳しく複雑な政府規

則によることなく、より自由な経営が可能となる。

2)政 治 的圧力からの独 立性

この点は、GOCO設 立 当初から意 図されたものである。時々によって変化する政府、

議会からの政治的圧力に影響されることなく、真に科学的見地から研究開発を遂行で

きる。さらに省庁サイドから適切なレベルのモニタリング・監督を行うことにより、私的利

益のために政府研究 開発 の本来の意図が歪められることも防ぐ事が可能である。

GOCOシ ステムは、官民の権 限のバランスさえうまく取れていれば、相反する利益を

バランスよくコントロールするメカニズムとして働く。
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付属資料3米 国国立研究所の運営形態と技術移転

3)民 間への技術移転

詳細 は次章へ譲るが、GOCOシ ステムは、政府の資金援助 によって研究開発され

た技術を積極的に民間へ移転することにより、経済の発展に寄与する。さらにこの技

術移転は、民間の優秀な人材 ・能力が国研との共同研 究(CRADA)に 加 わったり、

GOCOのContractorと して参 画するインセンティブとしても働く。

4)官 民の資源共有によるシナジー

政府 文書で明示されているように、もう一つのGOCOの 利 点(狙 い)は 官民の資源

共有、相互アクセスによるシナジーである。これにより、GOGOやCOCO、 純粋な民間

研 究所 では達成できない技術分野の研究開発が期待されている。

2-3-2GOCOの 弱 点

GOCOマ ネジメントシステムは、決して万能の解決薬ではない。米国においても、

以下の様な構造的問題が露呈していることを十分に理解すべきである。

1)管 轄省庁の監督権 限がいまだに強すぎる。

現在の法的枠組みの下では、日々のGOCO研 究所運営 に対する管轄省庁 の介

入を招く解釈(抜 け道)が 可能 で、技術管理の分権化 ・独立性を目指すGOCO本 来

の狙いを達成しにくくしている。例えば、DOEに よる各GOCO研 のCRADA承 認プロ

セスへの介入 と、その遅延 。もっとも、この問題は法制度の厳格化、詳細化により解決

の方向にある。しかしながら、GOCOの アイデアそのものが、省 庁による所有を前提と

するため、これは構造的に解決が難しい問題である(い つ再燃 す るか予 断を許 さな

い)。

2)GOCO研 究所 間の管理運営政策やその実施内容にバラツキがある。

第一の問題の裏返しも実際に起こっている。個々のContractorが 独 自の経営政策

に基いて 日々の管理運営を行うため、同じ省庁の管轄下にある組識間でも、ある一定

の問題について取り扱いが異なる、という状況が生じている。管理運営の分権化は利

点のみならず、欠点も無論あるわけである。例えば、GOCOモ デルで運用されている

DOE管 轄の核燃料 施設 では、個 々のGOCO施 設 の核 汚染処理(清 掃)の コストを

Contractorが どこまで負担すべきかという点で、各地設問で異なる運用が行われてお

り、より大きな負担をしているContractorか らは不満の声 が上がっている。

3)知 的 所 有 権 の付 与 に 関す るル ー ル が統 一 され ていない

DOEは 、政府 資金 に基 く研 究 開発 の果 実の所 有 権 が 、営 利 のGOCOContractor

に帰 属 す るのは望 ましくない 、とい う立 場 をとってお り、Contractorへ の特 許 帰 属 に積

極 的 な他 省 庁 と際 立った違 い を見 せ ている。特許 や 、果 実 で ある技 術 ・ノウハ ウの排 他

的使 用 権 がContractorに 付 与 され ない場 合 、技 術 移 転 の持 つ インセンティブ(民 間
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技術・能力の起用に対する)は著しく阻害されてしまう。

4)省 庁による監督の形骸化

近年(1990以 降)の 会 計検査院の監査で明らかになったように、DOEのGOCO研

に対 する監督 がル ーズになっているという指摘がある。コスト負担に関しContractor

側の言い分をそのまま認 めたり、Contractor選 定に際し、競争原 理を十分に働かせて

いない等の問題が生じている。第一の問題とは逆のように見えるが、要は、ある政策分

野(技 術 管理)で は省庁権 限が強すぎ、またある分野(コ スト管理 、競争政策)で はな

おざりになっている、ということである。

総じて、明らかなことは、監督省庁対民間Contractor、 監督 省庁対 中央連邦政府

(議会含 む)の 二つの軸 を中心に、権限をめぐる綱引きがおこなわれている、といった

ところである。ミクロのレベルでは、民間Contractorと 管轄省庁 の間で、管理運営をめ

ぐる線引きをどこにするか、という問題があり、マクロ的には、より民間の活力や市場原

理の導入を促進したい中央政府と、既存の権益を擁護したい省庁側との対立の構図

が読み取れる。

2-4ケ ーススタディ

ここでは、3つのGOCOに ついて、特 に管轄省庁(い ずれもDOE)と 研 究所執行部

門との関係を中心に分析することとする。

2-4-11dahoNationalEngineeringandEnvironmentalLaboratory(INEEL)

鍵

このGOCOは 、1949年 連 邦 政 府 によって核 反 応 炉 の実 験 研 究 施 設 として設 立 さ

れ たが 、時代 の推 移 と共 に研 究 開 発 領 域 の拡 大 を推 進 し、1974年 には 多 様 化 した

研 究 開発 領 域 を反 映 す る形 で現 在 のINEELに 改 称 され てい る。現 在 の研 究 開発 領

域 は 、核 反 応 炉 にとどまらず 、生 物 化 学 、新 エネル ギー 、新 材 料 、エネル ギ ー リサイク

ル 、核 廃 棄物 処 理 等 、広 範 な分 野 をカバ ー している。

Contractor:

LockheedMartin社 が 、INEELの 管 理 運 営 を専 門 に行 う子 会 社 、LockheedMartin

IdahoTechnologyCompany(LMITCO)を 設 立 し、この会 社 が 管 理 運 営 の 中 心 的役

割 を担 っている。その他 、WestinghouseElectricやArgoneNationalLab-west等 が

Contractorsと して参 画 してい るが 、総 従 業 員 約8,000名 の ほ とんどはLMITCOの 職

員 である。

監督 省 庁 とContractorの 関係:

下 図か らも明らかなように 、DOEは 、本 研 究 所 を専 門に管 轄 す るDOE-ldaho分 室

を設 立し、常 に連 邦職 員 を常 駐 させ てい る(450名)。 この分 室 は 、同研 究 所 の年 次 報

告 書 にも明 らかなように、中期 的 戦 略 立 案 はもちろん こと、個 別 分 野 の 詳 細 な研 究 開
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発計画や管理にも深く関わっている。

Loc㎞eed

Martin

INEEL

41activelicensingagreements

LMITCO

DOE-ID'sinltlatlvelsqultestrong

instrategicplanningandmanagement・

6spin-offbusinesses

somelaunchedbyINEEL

employees

History:

1949EstablishedbytheFedas由e

NationalReactorTestingStation

l974RenamedasINEELreflectlnglts

broadeningmulti-programnature

Employees:8,000

-450federalemployeesf()rDOE-ID ,

-VastmajorityoftherestworkforLMITCO.

-0也ersworkfbrothercontractorsorinstitutionssuchasWestinghouseElect亘candArgoneNationalLab-West.

AnnualBudget:$300Min1997,($377inl994)

-CooperativeR&Dagreements(CRADAs)asasourceoffunds(gov:private=1:7)

Tec㎞ologyTransferProgram:

-S脆venson-Wy(皿erTechnologyInnovationAct

-41activeroyalty-bearingtechnologylicenses

-6newspin-offcompanieslunchedinl997

-450technologiesindentifiedintheinventoryoftechnologycornmercializationopportunitles

2-4-2ErnestOrlandoLawrenceBerkeleyNationalLaboratory(BerkeleyLab)

発 展 の経 緯:

本 研 究 所 は、素 粒 子 物 理 学 の権威 であるDr.Lawrenceが サイクロトロン(原 子核 破

壊 のた めのイオ ン加 速 装 置)を 発 明 し、それ に基 く研 究 開発 の実 践 の場 として連 邦 政

府 により設 立 され た(1931年)。 ノーベ ル 賞 受 賞 者 がこれ まで に9名 出てい る。設 立 以

来 現 在 に到 るまで 、研 究 開発 領 域 の多 様 化 が進 ん でお り、研 究 開発 分 野 は、素 粒 子

物 理 学 、新 材 料 、生命 工学 、新 エネル ギー 、 加 速 器 等 に及 んでいる。

Contractor:

UniversityofCalifbrniaカS本 研 究 所 の管 理 運 営 を行 うContractorで ある。現 在 の

研 究所 長 はAT&TのBell研 を経 て、現在U.C.Berkeleyの 教 授 でもあるDr.Shank。
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約3,200を 超 える従 業 員 は 本 研 究 所 が独 自に雇 用 す る職 員 であって＼連 邦 政府 職

員 で は な い 。約1,300名 在i籍 す る科 学 者 ・技 術 者 の うち 、約200名 は 現 役 の

UniversityofCaliforniaの 教 授 陣 、約600名 は 大 学院 生 を中心 とす る学 生 で ある。

監 ノ'庁とContractorの 係:

最 初 の ケースとして扱 ったINEELと は対 照 的 に、このBerkeleyLabで は 、研 究所

の裁 量 権 が大 変 に大きい。DOEは 、い わ ば 「金 を出し、所 有 はす るが管 理 運 営 には

口を出さない」 とい うスタンスをとってい るようである。一 科 学 者 の卓 越 した能 力 を端 緒

として、大 学 の資 源 を十 二 分 に活 用 しつ つ発 展 してきた歴 史 的 経 緯 が 現 在 の 管 理 運

営 体制 に如 実 に反 映 され ているとい えよう。

600+studen

Veryopenandrelativelyindependent

atmospherecomparedtoINEEL

Licensing

BerkeleyLab

LabDirector:Dr.C.V.Shank

(U.C.BerkeleyProfessor,.

o㎡ginallyAT&TBellLab)

1,300+scientistsan

englnee「s

Collaborativepr()ject
researchprojectssponsonng

Funding

Userfacilities

Spin-offbusinesses

somelaunchedbyemployees

HistOry:
1931EstablishedbyDr.Lawrence,whoinventedthecyclotronwhichleadtotheGolden'Ageofpaniclephysics
discoveringthenatureoftheuniverse.Sincetlen,BerkeleyLabhasbroadenitsresearchscope.NineNobelPrizes.
Employees:3,249(asoftheendof1995),allofwhichareemployedbythelab.
-913scientificstaff
-875technicalstaff
-245faculty
-390graduatestudents
-146undergraduate
-149postdoctoral
-531administrativesupport
-additional800guestscientistseachyear

AmualBudget:$389Ml997-98fiscalyear
TechnologyTransferProgram:
-Manycollaborativeresearchpr()jectswiththeprivatesectoralsoasasourceoffundingandexpertise.
-SupPortingnewcompanyspin-offs
-Licensing
-Sponsoredpr()jects
-Visitor/staffexchanges
-Giftsandgraduatesupport
-Userfacilities
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2-4-3LosAlamosNationalLaboratory

塾

第 二 次 大 戦 末 期 、人 類 史初 の原 子 爆 弾 開発 を使 命 として1943年 に連 邦 政府 に よ

り設 立され た。現 在 の研 究 開発 領 域 は、核 兵 器 並 び に 関連 諸 科 学 、地 球 ・環 境 システ

ム、新 材 料 お よび生 物 科 学 である。創 始 者 は 当 時のUniversityofCaliforniaProfessor,

Dr.Oppenheimerで ある。

Contractor:

UniversityofCaliforniaが 管 理 運 営 に 当たっている。約10,000名 の従 業 員 のうち、

6,800あ まりがU.C.の 職 員 である。残 りは他 のContractorsの 職 員 。

監 督 省 庁 との関係:

INEELに お けるDOE二ldahoの ような 、大規 模 な連 邦 政府 職 員 常駐 の組 識 は存 在

しない 。BerkeleyLab同 様 、Contractorの 裁 量 権 が大 幅 に認 められ ている。や は り、

大 学 研 究 者 の 主導 で発 展 してきた経 緯 が影 響 していると考 えられ る。

Relativelyindependentatmosphereduetothe

strong、leadershipoftheuniversityresearchers

atltsmltsataon.

LosAlamosLab

LabDirector:Dr.'JohnBrowne

,・whospentmostofhiscareeratthislab.

6,800UofC

employees

CollabOrativeSponsoredR&D
researchpr()jectSagreement

USerfaCilitieS

Smallbusiness

Programs

History:

1943EstablishedbyDr.Oppenheimer,thenUniversityOfCaliforniaProfessor,asapartoftheManhattanProject

tocreatethefirstatomicweapons.

Employees:some10,000,0fwhich

-6,800UniversityofCaliforniaemployees

-2 ,8000thercontractors'employees

AnnualBudget:$1.2B1997fiscalyear

TechnologyTranS飯erPrograrn:

-CooperativeresearcharirangementsincludingCRADA.

-Licensing

-Sponsoredpr()jects

-Visitor/staffexchanges

-Userfacilities

_SmallBusinessInitiative
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第3章GOCOシ ステムと技術移 転

● この章のポイント

1)米 国の官民技術移転政策 は1世 紀以上前の農 業技術移転 に端を発し、1980年

のBayh-Dole法 、Steven-Wydler法 で現在 の技術政策の根幹が定まった。

2)技 術移転 のパ ター ンは、CRADA、 ライセンシング、スピンオフビジネスの支援

等、多様である。

3)技 術移転 は、知的所有権政策と政府所有技術の移転政策という2つの技術 政策

からなる。

4)B-D法 は知 的所 有権 の帰属 問題 を、S-W法 は技術 移転の原則 と方策 を定 め

た。

5)CRADAは 技術移転の主たる方策の一つ。これまでに1,500を 超え、性格が技

術移転から純粋な共同研究とコストシェアリングへ変化しつつある。

3-1米 国連邦政府 による技術移 転政策の歴史的経緯

米国の連邦政府 による民間への技術移転は1世 紀を超 える歴 史を持っている。18

62年 のMorillAct以 来、主に農業 関連技術 の民 間農業従事者(farmers)へ の指導 ・

移 転という形でそれ は始まった。1914年 のSmith-LeverActに より、農業省 による

研究開発の成果を連邦、州、郡政府が共同で民間に移転する仕組みが制度化された。

以来農業者は、その研究開発予算の半分を技術移転に費やしている。

1970年 代末まで、技術の民間移転を支えてきたのは、連邦政府予算による研究開

発活動がもたらした知的財産は、それを望む全ての国民に公開移転されるべきである

という 「ユニバーサルアクセス」の発想だった。ところが、特に製造業を中心とする産

業セクターは、技術の排他的利用を求め、既存の政策には満足しなかった。結果的に、

その分野での技術移転はほとんど行われなかったのである。企業が、ユニバーサルア

クセスは競争上の優位をもたらさないと判断したためである。

これを受けて、1980年 、米 国の新たな技術政策 の土台を形造る2つ の法案が可決

成 立した。Bayh-DoleActとSteverWydlerActで ある。これらの法制 は、各 国研が

連 邦政府所有の知的財産に関する排他的利用権を柔軟に設定し、技術移転をおこ

なえる道を開いた。今 日へ続く積極的技術移転政策の幕開けである。 この積極的技

術移転政策を支える理念は、「政府所有の知的財産を民間で活用することは、国民経

済の発展につながる。そして、特許制度による保護を前提として、(連邦政府省 庁では

なく)実は民 間こそがそれ ら知 的財産 の商業化をより効率よく行なえる主体である。」

というものである。

3-2連 邦政府の技術移転 のパ ターン

連邦政府が技術の発展をサポートするには民間の研究開発活動に対し直接の資

金援助を行う場合と、連邦政府の資金によって国研が研究開発した知的財産を民間

に移転する場合がある。後者の「技術移転」のパターンは非常に多様である。現在以

下のようなものがある。

一付3 -16一



付属資料3米 国国立研究所の運営形態と技術移転

1)国 研 ・民 間 による共 同研 究 開発 プ ロジェクト(CRADA:CooperativeResearchand

DevelopmentAgreement)

2)連 邦 政府 が所 有 す る技 術 のライセンシング

3)国 研 か らのスピンオ フ企 業 の設 立

4)技 術 支 援(中 小 規 模 企 業 の研 究 開発 支 援)

5)情 報公 開(技 術 シ ー ズや 共 同研 究 の機 会 をインター ネ ットで 。)並 び に研 究 開発

施 設 の 一般 公 開

6)人 材 交 流(国 研 と民 間企 業 間で の研 究者 交 換 プ ログラム)

7)管 轄省 庁 以 外 の省 庁 や 非 連 邦 政府 組 織 か らの研 究 開発 請 負(WorkForOthers

Program)

8)技 術 コンサル ティング

9)大 学 院 生 のインター ンシッププ ログラム、各 種 ワークショップ 、コンファレンス開 催

等

3-3技 術移転政策 の2本 の柱

技術移転は、知的所有権政策と連邦政府所有技術の移転政策という2っの政策か

ら成り立っている。

知的所有権政策とは、文字通り、政府の予算によって行われた研究開発活動の果

実たる新たな知的財産の所有権を、どこに帰属させるか、ということである。基本的に2

つの異なる見解 が存在 している。1つ は「TitleintheGovernmentPolicy」 といわれる

もので、歴史 的経緯 で触れた「ユニバーサルアクセス」の理念に通じる考え方である。

DOEやNASAは 、みずからの支援と連邦政府予算によって生まれた知的財産は政

府(DOEやNASA)に 帰属する、とする。一方 、全米科学財団(NSF)、 国立衛生研 究

所(NIH)、 国防省(DOD)及 びその他 の省庁 は伝 統的 に(1980年 以前から)共 同研

究 開発 の民 間側パー トナーや、GOCOで いうところのContractor(民 間の管理運 営

委託先)に 知的財産権 の帰属を認 める方針をとっている。(注:もっともDODの 場合、

事 情 が他 省 とは 異 なる。DODは 自省 で独 自の非 営 利 組 識 を設 立 、それ らを

Contractorと して各 国研 の管理運 営にあたらせているため、実質的に知的所有権は

国防省に帰属しているといえる。)すなわち、1980年 に到 るまで、連 邦政府 には 、知

的所有権の帰属に関する統一したルールがなかったのである。

連邦政府所有技術の移転政策は、次の2つ の原則 によって成 り立っている。まず、

各省庁は連邦予算 によって行われた研究開発の成果をフルに活用すること(休眠特

許などとして眠らせない 、という意。)を義務付けられ ている。次に省庁は、それら研究

開発の成果を州群政府、民間セクターへ積極的に移転しなければならない。これらの

ルールが1980のSteven-WydlerActに よって、法的枠組み として定められたのであ

る。
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3-4StevenWydlerAct－

上 記 の2つ の 原 則 に の っ とり、S-WActで は 、各 省 庁 お よび そ の 管 轄 す る国 研 が 、

連 邦 政 府 に 帰属 す る知 的 財 産 を排 他 的 に ライセ ンスす ることを許 容 して い る。さらに 同

法 は 、各 国 研 が 技 術 の 民 間 転 用 を促 進 す る組 識(ORTAs:OMcesofResearchand

TechnologyApplications)を 設 置 す ることを義 務 付 け 、研 究 開 発 予 算 の 最 低1%を 技

術 移 転 に 配 分 す るよう求 め て い る。これ らのORTAsは 連 邦 技 術 利 用 セ ンタ・一・一・(The

CenterfbrUtilizationofFederalTechnology,現 在 はTheNationalInstituteof

StandardsandTechnologyと 改 称 、商 務 省 管 轄 の組 識)に よって 連 邦 レベ ル で の 統 括

管 理 が 行 わ れ て い る。

3-5Bayh-DoleAct

技 術 の 商 業化 をより効 果 的 に行 えるの は実 業 界 である、とい う理 念 に基 いて 、知 的

所 有権 の帰 属 は徐 々に連 邦 政府 省 庁 か ら民 間Contractorsの 手 へ と移 行 してきた。1

980年 のBayh-DoleActは そこで大 きな役 割 を果 たした。

1980年B-DActに より、「TitleinPartnerＬPolicy力 沖 小 企 業 及 び 大学 に適 用さ

れ た。国研 との 共 同研 究 開発 に お い て、彼 らが携 わった研 究 開発 の 成 果 を、商 業化

の意 思 があることを条件 に 自らの 所 有(特 許 登 録)と す ることを認 め た。注 意 す べ き事

は 、この 時点 で、GOCOのContractorは 未 だ除 外 され てい るとい うことで ある。しかし

ながら、各 省 庁 に依 然 として大 幅 な裁 量 範 囲 が残 され てお り、省 庁 間 の 取 り扱 いが 統

一 され ないままとなったことは否 めない(特 にDOEと それ 以 外 の省 庁 の 間で)
。

1983年 の 「GovernmentPatentPolicyＬMemorandum(レ ーガ ン政 権)に

より、企 業 規 模 等 の違 いに 関 わ らず 、全 てのContractors(共 同研 究 開 発 、GOCO

共 に含 む)に 知 的所 有権 の帰 属 を許 容 す る旨、勧 告 がなされ た。しか しなが ら、DOE

だけは所 有 権 設 定 の権利 をGOCOのContractorsに 拡 大 す ることを拒 否 した。

1984年 、B-DActが 修 正 され 、正 式 に非 営利 のGOCOContractors(大 学 及 び

その他非営利組識)は 知 的所 有権 の設 定を認 められた。 しかし、GOCOの 営利 の

民 間企 業Contractorsや 、共 同研 究 開発 にお ける大 規模 企 業 は対 象 外 とされ た。

1987年 、レーガン政権 は声 明を発 表 し、繰り返し知的所有権の設定権を全ての

Contractorsに 拡 大 す るよう、各 省 庁 に促 した 。DOEはGOCOの 営 利Contractorsに

拡 大 す ることを拒 否 。

3-6CRADA(官 民 共 同研 究 開発 プロジェクト)

CRADAは 、連 邦 政 府 の技 術 移 転 政 策 の 主 要 なツー ル の 一 つ である。この 国研 と

民 間 との 共 同 研 究 開 発 は 、ま ず1986年 の 連 邦 技 術 移 転 法(FTTA:Federal

TechnologyTransferAct)に よってGOGOに 対 して認 められ た。さらに1989年 の 国

家 競 争 力 技術 移 転 法(NCTTA:NationalCompetitivenessTechnologyTransferAct)

により、GOCO研 が国研 としての身 分 でCRADAを 組 むことが認 め られ るようになった

(DOEは 消 極 的だ った)。
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1993年 までで、すでに1500を 超 えるCRADAが 誕生している(すでに完了した分

を含む)。DOEは 、元来CRADAに 消極的と言われ ていたが、その後の度重なる法

制度の整備により積極策へ転じることを余儀なくされ、昨今では、「1995年 までには1,

000のCRADAを 立ち上 げる」という目標を「はるかに超える実績を挙げ、認可に要

する期間を半減させた」という。

CRADAの 性 格も時の経過と共 に変化を見せている。元来は共同研究開発行為を

通じ、官の技術を民に移転することを目的としてきたCRADAで あったが、昨今 は民 間

の技術 レベルがはるかに向上してきているため、双方の資源を利用しあうコンソーシア

ム(純 粋な共 同研究 開発)、コストシェアリングといった意味合いが強くなってきている。
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第4章GOCOシ ステムが 日本 に示唆するもの

● この章のポイント

1)GOCOマ ネジメントシステムは、軍事的意味合いの比較的薄い 日本の研究開発

環境もあいまって、十分適用の余地あり。

2)米 国GOCOマ ネジメントシステムおよび 関連政策から学ぶべきは以下の3点 。
一政府 の研究 開発業務 における

、計画・政策立案機能と実行機能の分離とコー

ディネート
ー技術移転と共同研究開発の理念と

、その実効性を保証するGOCOシ ステム

のデザイン方法
一 中央政府(及 び議会)と各省 庁 間の権 限分掌の方法

4-1GOCOマ ネジメントシステムのエッセンスは基本的に移植可能

米国のGOCOマ ネジメントシステムは、日本の国立研究所(国 研)の 管理運営に基

本的に移植 可能なモデルである。特に、研究開発活動に軍事国防的意味合いが大

変小さい。日本の研究開発環境にあって、日本の国立研究所には米国以上に民間セ

クターの関与する余地があるはずである。

GOCOモ デル の導入 にあたっては、米 国のFFRDCsの 目的がGOGOやCOCO

および純粋な民 間研 究所 では達成 できない技術分野の研究開発にあるように、日本

においても、GOCOの 導入 が求められる技術 分野の洗 い出しがまず先決である。そ

れを前提として、短期的には、国研が研究開発活動の管理運営を任せられるレベル

の経営ノウハウを持った民間委託先を選別することが重要であろう。また、中長期的に

は、国研の管理運営を任せられる非営利組織の育成が求められる。民間企業への委

託と同様、日々変化する政治的圧力からの独立を保持できると同時に、私的利益の

追求に陥ることなく国家的利益の見地から研究開発活動を推進できるからである。

4-2米 国GOCOマ ネジメントシステムから学ぶべき点

より実践的な見地から、米国のGOCOマ ネジメントシステムで 特に 「うまくいって

いる」部分、そして 「うまくいっていない」部分に注 目してみると、以下の3つ の点は

GOCOモ デル の 日本 への適用 にあたって多いに参考になろう。

1)政 府の研 究開発 業務 における、計画・政策立案機能と実行機能の分離とコーディ

ネート

両機能の分離、線引きは、G(官)とC(民)の 権限分掌にあたって、極 めて重要な意

思決定となる。この機能分類は、日本の独立行政法人をめぐる政策論議の中で、重要

な前提となっている。ここで実行機能と分類された部分を民間へ委託しようというので

ある。「基本的には分離可能」とする意見が大勢を占める一方、「両者は密接不可分

で両者間のフィードバックが不可欠であり、分離してしまうと全体としてうまく機能しない

のではないか」、と危惧する意見もある。米国のGOCO50年 の歴史 の中で、その点が

どう対処され、工夫されているのか、日本は詳細に観察する必要がある。
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日本の独立行政法人論議では実行機能部分の分離 「独立」といったニュアンス

で語られているように見受けられるがどうだろうか。いわば、機能分離後の、「CO」 の

部分だけに議論が集 中してしまっているようである。元来GOCOモ デル は、国家的利

益 に資す る各省 庁の研究開発ミッションのうち、特に民間の経営ノウハウや技術を活

用した方がより高い成果が期待できる技術分野において、省庁の主導権をしっかりと

持 しつ つそ の の 実 、・ 理 運tU－を 託 す るGOとCOの な 、とい う

理念がバックボーンにある。重要なのは、必要に応じて分離された政策・実行機能を

いかにバランス良くコーディネートするかである。今の独立行政法人論議が機能分離

を前提とし、行政のスリム化といった観点からのみとすれば、それでは不十分であり、

米国のGO+COと いう総合 的視点からも本質的検討を加えるべきであろう。

2)技 術移 転と共 同研 究 開発の理念 と、その実効性を保証するGOCOシ ステムのデ

ザイン方法

技術移転 と共同研究開発をGOCOモ デル の下で統合するには、明確な理念とそ

れに裏打ちされた実効性を保証するシステムデザインが必要である。

日本での技術移転に関連した議論は主として国研の公務員身分の取り扱いや、民

間との共同研究の期間を勤続年数に算入するかどうかといった、技術移転を取り巻く

周辺の規制緩和に関するものとなっており、国家の技術政策、技術移転の根幹をなす

理念やその実施モデルの検討からは、残念ながらほど遠い状況にある。

米国では、1980年 のB-D法 とS-W法 で国家レベル の技術政策 ・理念 が明確 にな

り、以降、度重なる省庁と中央政府の間の軋礫を乗り越えて、成熟した法制度が整い

つつある。特に、「民間への技術移転が、国家経済の発展、ひいては国家の競争力に

とって極めて大切である」という理念のもとに、実効性を保証する詳細な規則がすで

に存在し、技術移転や共同研究が実際に着々と行われる方策が既にとられている。

(例:CRADA承 認 に要する日数 の限定、非承認 の場合の理由書提出期 日の明確化、

等。)

3)中 央政府(及 び議会)と各省庁 間の権 限分掌の方法

米 国におけるDOE対 中央政府(大 統領)、ならびにDOE対 議会 という構 図で繰り

広 げられ てきた技術政策をめぐる対立と収敏の過程は、日本にとって非常に参考にな

ろう。世の東西を問わず、各省庁の既得権益は大変強い自己保存の傾 向を持ってい

る。議会や大統領が、知的所有権を民間Contractorsへ 拡大するためにどのような交

渉を行 い、どういった法制度を整備してきたかをみることは、日本の技術移転政策を実

のあるものとするために学ぶべきところが多いであろう。
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国が行 う研究開発支援制度一・覧
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最近(年度)の各省庁の情報産業振興策の整理

カテゴリー 親省庁 実施組織 政策(施策)の名称 実施年度 政策目的 予算総額 予算支出方 支援期 応募の条件・対 成果の扱 ソフトウェ その他v補 足
法・上限 間 象企業 い ア、情報技 事項

術との関連
産学連携 通産省 NEDO、 中小企業創浩基盤 平成8年 中小企業と研究機関が共同で、 8億 円 委託 研究期 中小企業と大学 工業所有
促進 中小企業 技術研究制度 度～ 大学等の研究機関が有する優れ (8年 度) (1件 当たり 間は3 等の研究機関と 権等は国

事業団 た研究成果を、新たな事業や産業 11億 円 1～5千 万 円 年以内 の共同研究 と研究実
の芽となるような技術に育て上げ (9年 度) /年) 施者との
る 共有

研究開発 通産省 中小企業 創造技術研究開発 中小企業者が新製品の開発や新 40.83億 円 補助 補助期 中小企業者また
支援 庁 費補助金(旧技術改 技術の研究等を行うために必要な (8年 度) 1/2 間は1 は中小企業団体

普賢補助金) 原材料費、機械装置費等研究開 50.04億 円 年
発諸経費の一部を国が補助する (9年 度)

F

資金調達 通産省 中小企業 ベンチャー企業出資 平成8年 出資による資金調達を図る際、公 0.15億 円 補助 出資による資金
支援 庁 受入支援事業 度～ 認会計士等への支払いを補助す (8年 度) 2/3. 調達を図ろうとす

る (9年 度) るベンチャー企
告

産学連携 通産省 中小企業 地域産学官共同研 中小企業の活性化と新規産業の 5.56億 円 補助 事業期 都道府県、政令
促進 庁 究事業 創出を図るため、公設試験研究機 (8年 度) 1/2 間 は3 指定市

「 、

関を中心に産学官の連携の下に 7.55億 円 年
大規模な研究開発事業を行う (9年 度)

産学連携 通産省 中小企業 創造的基盤技術移 平成8年 大学等の研究者をアドバイザーと O.21億 円 補助
促進 事業団 転コンサルティング 度～ して登録し、中小企業の要請に基 (8年 度)

事業 ついて派遣する O.22億 円

(9年 度)

コンサル 通産省 中小企業 ベンチャー企業支援 平成8年 新製品又は新技術開発等を行う O,55億 円 補助
テイング 庁 指導事業 度～ 中小企業者に対して専門家を長 (8年 度) 2/3

期間派遣し、経営面・技術面につ (9年 度)

いてアドバイスを行う

コンサル 通産省 中小企業 特定診断助成事業 新分野進出又は海外展開等を行 補助
ティング 庁 う中小企業者が専門家のコンサ 2/3

ルティングを受ける際に助成する

資金調達 通産省 中小企業 創造的中小企業創 ベンチャーキャピタル(VC)の 投 無利子融資 融資
支援 事業団 出支援事業 資による資金供給を促進するた 枠98億 円 無利子

め、都道府県の財団等を通じて支 (9年 度)

撰する

章
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最近(年度)の各省庁の情報産業振興策の整理

カテゴリー 親省庁 実施組織 政策(施策)の名称 実施年度 政策目的 予算総額 予算支出方 支援期 応募の条件・対 成果の扱 ソフトウ ェ その他、補足
法・上限 間 象企業 い ア、情報技 事項

術との関連
研究開発 通産省 中小公庫 革新技術導入促進 平成8年 中小企業が革新技術が体化され 融資 設備
支援 貸付制度 度～ た設備や特許権、実用新案権と 基準利率 15年 以

いった知的所有権等の導入を図 ただし、2億7 内
る 千万円を限 運転

度として特利 7年 以内
資金調達 通産省 信用保証 ベ ンチ ャー ・ソフトハ 平成8年 従来制度に比べ利用条件を緩和' 6億 円 債務保証
支援 協会 ウス支援債務保証 度～ す る。 (8年 度)

制度 -

資金調達 通産省 中小企業 中小企業投資育成 企業家による新しい企業の設立、 新株引受け 株式保 資本金1億 円以
支援 投資育成 株式会社による投資 、 既存企業による新規事業分野へ (発行株式総 有期間 下

株式会社 制度 の進出等に対する支援を行う 数の15～5 は20年
0%) 程度

資金調達 通産省 中小公庫 新事業育成貸付 成長・発展の素質が認められる新 融資 事業化させて3
支援 商工中金 規事業を行う中小企業者を支援 年以内

する

研究開発 通産省 基盤技術 研究開発型企業出 昭和60 研究開発型企業の行なう事業化 約200億 円 第三者割当 初回出 株式公開前で、 知的所有
支援 研究促進 資制 年～ を目指した研究開発に対する出資 /年 度 による増資 資から5 特定の株式公開 権は当該

センター 制度を拡充することにより、新規 時に株式取 年以内 企業の持ち株比 企業に帰
産業の創出を支援する 得、対象経 率が5割未満の 属、独占

費の5割 以 研究開発型企業 使用権は
内 5年 以 内

研究開発 通産省 基盤技術 新規設立型企業出 昭和60 研究開発型企業の行なう事業化 上記に合算 第三者割当 原則とし①2以上の企業 知的所有 電気通信分
支援 研究促進 資制度 年～ を目指した研究開発に対する出資 による増資 て7年 以 等が出資し設立 権は、当 野を対象

センター 制度を拡充することにより、新規 時に株式取 内(特 に される法人②大 該企業に
産業の創出を支援する 得、対象経 必要と 学、大学共同利 帰属

費の7割 以 認める 用機関又は国君
内 場合は しくは地方公共

10年 以 団体の試験研究
内) 機関等と共同し

て行う1の企業

等が出資する法
人
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最近(年度)の各省庁の情報産業振興策の整理

カテゴリー 親省庁 実施組織 政策(施策)の名称 実施年度 政策目的 予算総額 予算支出方 支援期 応募の条件・対 成果の扱 ソフトウェ その他、補足
法・上限 間 象企業 い ア、情報技 事項

術との関連
資金調達 通産省 基盤技術 研究開発型企業特 昭和60 研究開発型企業の行なう事業化 約60億 円/ 融資対象経 2年 以 資本金が100億 償還期限は据
支援 研究促進 別融資制度 年～ を目指した研究開発に対する融資 年度 費の7割 以 上5年 円未満の、研究 置期間終了後

センター 制度を拡充することにより、新規 内 以内(償 開発型企業 10年 以内

産業の創出を支援する 還据置
孤)

資金調達 通産省 基盤技術 一般融資制度 昭和60 研究開発型企業の行なう事業化 上記に合算 融資対象経 2年 以 企業規模、業種 償還期限は据
支援 研究促進 年～ を目指した研究開発に対する融資 費の7割以 上5年 等の制限なし 置期間終了後

センター 制度を拡充することにより、新規 内 以内(償 10年 以内

産業の創出を支援する 還据置
期間)

研究開発 通産省 工業技術 新規産業創造支援 平成8年 大学・国立研究所、企業等が実施 47.0億 円(H9) ①1プ ロジェ 1～3年 ①大学・国立研
支援 院→新エネ 型提案公募事業 度～ する基礎的独創的な研究開発に クトあたり総 究所等と企業と

ル ギー ・産 重点的に資金供給する研究開発 額1億 円以内 が連携して行う
業技術総 制度の拡充により、新規産業の活 (産業科学技 研究開発テーマ

合開発機 楽な創出をはかる 術及びエネ ②企業の研究者
構(NEDO) ルギー・環境 のみで提案する

技術)②1プ シーズ発掘のた
ロジェクトあ めの研究開発
た り年1,000 テーマ(産 業科

万円以内(中 学技術及びエネ
小企業創造 ルギー・環境技

基盤技術) 術)

研究開発 通産省 工業技術 地域コンソーシアム 平成9年 地域において国立研究所、大学、 20.34億 円 1プ ロジェクト 3年 以内 国立研究所、大 「特定産業集

支援 院→NEDO 研究開発 度～ 企業等が共同体(コンソーシアム) (H9) あたり年12 学、企業等から 積の活性化に
を構成し、地域にとって重要な技 億円程度 なる共同体(コン 関する臨時措
術開発プロジェクトを推進する制 ソーシアム) 置法」等による

度を拡充 諸施策と連携
を図りつつ、地

域産業空洞化
対策に貢献

研究開発 通産省 工業技術 新規産業創造技術 地域経済の一層の活性化を図る 42.49億 円 1件 あたり補 2～4年 地域に立地する 「特定産業集

支援 院 開発支援制度 ため、地域ごとに有望な民間企業 (H9) 助金額は 企業の行う新規 積の活性化に
の行う研究開発を支援 3000万 円 ～1 産業創造に資す 関する臨時措

億円程度(補 る技術開発につ 置法」等による

助率は2/3) いて、地域の視 諸施策と連携
点で特に有望な を図りつつ、地

テ ー マ 域産業空洞化
対策に貢献
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最近(年度)の各省庁の情報産業振興策の整理

カテ ゴリー 親省庁 実施組織 政策(施策)の名称 実施年度 政策目的 予算総額 予算支出方

法・上限

支援期
間

応募の条件・対

象企業

成果の扱
い

ソフトウェ

ア、情報技

術との関連

その他、補足

事項

研究開発
支援

通産省 新エネル
ギー・産業

技術総合

開発機構

(NEDO)

新規分野開発独創
技術開発助成制度

平成6年

度～

独創的な技術シーズを有する中
小・中堅企業における新規分野を
開拓するような独創的な技術開発
を支援することによって我が国経
済の構造調整に資する

0.8億 円(H9) 助成率2/3以

内

3年 以内

研究開発
支援

通産省 情報処理
振興事業

協会(IPA)

技術セン

ター

独創的先進的情報
技術に係わる研究
開発

民間企業が独自に着手すること

が困難であり、かつ、先進的独創

的研究が必要な、情報処理に関

する研究開発の芽(技 術シーズ)

を発掘、育成し、それらの技術を
■L■L`」 渓

請負契約方

式、または研

究員招璃方

式、年間3千

万円以内

3年程
度

大学、研究機

関、民間企業等

著作権は
lPAに 帰

属

情報処理に

関する研究

テーマ

第三者が自由
に利用できる

研究開発
支援

通産省 情報処理
振興事業

協会(IPA)

技術セン

ター

高度情報化支援ソフ
トウェア育成事業

平成9年

度～

企業、大学、研究所等における独

創的かつ先進的な技術シーズと

アイデアを具体化したソフトウェア

の開発を短期集中的に支援する

もので、我が国におけるソフトウェ

ア技術の抜本的なレベルアップを

図る

請負方式、

開発費の上

限・下限は特
に定めない

各プロ
ジェクト
毎に必
要最小
限の期
間を設
定する

大学等の研究機
関と企業との連
携による開発や
ベンチャー企業
による開発、また
は国際研究協力
による開発に特

プログラ

ム著作権

等の権利

はIPAと

開発者と

の共有

高度情報化
社会の基盤
となる先進
的な技術を
具現化した
ソフトウェア

成果物のうち

相互運用性を

確保する観点
から重要なイ

ンタフェースに

ついては非差

別的に公開

研究開発
支援

通産省 情報処理
振興事業

協会(IPA)

技術セン

ター

創造的ソフトウェア

育成事業

平成7年

度～

企業、大学、研究所等における独

創的かつ先進的な技術シーズと

アイデアを具体化したソフトウェア

の開発を短期集中的に支援する

もので、我が国におけるソフトウェ

ア技術の抜本的なレベルアップを

図る

一般会計よ

りの出資28

0億 円(平 成

7年 度1次 、

及び2次 補

正予算)

請 負方式、

開発費の上

限・下限は特

に定めない

各プロ
ジェクト
毎に必
要最小
限の期
間を設
定する

大学等の研究機
関と企業との連
携による開発や
ベンチャー企業
による開発、また
は国際研究協力
による開発に特
一
■■

プログラ

ム著作権

等の権利

はIPAと

開発者と

の共有

高度情報化
社会の基盤
となる先進
的な技術を
具現化した
ソフトウェア

成果物のうち

相互運用性を

確保する観点

から重要なイ

ンタフェースに

ついては非差

別的に公開

研究開発
支援

通産省 情報処理
振興事業

協会(IPA)

技術セン
ター

中小企業向け業務

アプリケーション・ソ

フトウェア開発事業

平成9年

度

利用者側の体制を整備して業務

の合理化、取引慣行の改善を図

るとともに、我が国の業務アプリ

ケーション・ソフトウェア市場を活

性化させることを通じて、中小企

業の情報化のボトルネックの解消

を図る

請負方式,上

限は3億 円

業種別コンソー

シアム

著作権等
の権利は

lPAと契

約当事者

との共有

中小企業
が、情報技
術を有効に
活用できる
ような環境
の整備

研究開発
支援

通産省 情報処理
振興事業

協会(IPA)

技術セン

ター

特定プログラムの委
託開発及び普及事
業

わが国の汎用ソフトウェア流通市

場の拡大、ソフトウェア開発技術
の向上、電子計算機の高度利用

の促進、新たな産業・商品・役務

の創出等に寄与する

委託方式、
1000万 円以

上

18ケ 月

以 内

プログラ

ム著作権

等の権利

はIPAと

開発者と
の共有

社会的ニー

ズが高く、

多くの普及
が見込まれ

る汎用プロ

グラム
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最近(年度)の各省庁の情報産業振興策の整理

カテゴ リー 親省庁 実施組織 政策(施策)の名称 実施年度 政策目的 予算総額 予算支出方 支援期 応募の条件・対 成果の扱 ソフトウェ その他、補足
法 ・上 限 間 象企業 い ア、情報技 事項

術との関連
資金調達 通産省 情報処理 債務保証制度 新技術を活用したソフトウェアの (一般債務保 (一般債 上場・店頭登録 新技術を活
支援 振興事業 開発に取り組む企業の資金調達 証)所 要資 務保証) 企業(特則銘柄 用したソフト

協 会(IPA) を支援 金 の8096、 3年 以 を除く)及び上 ウェア

技術セン (新技術債務 内 、(新 場・店頭登録企
ター 保証)所要 技術債 業からの出資比

資金の10 務保証) 率50%以 上 の
096 5年 以 企業参除く

資金調達 通産省 産業基盤 昭和61 新たな経済的環境に即応した産 資本金626 出資、単独 新設企業、また

支援 整備基金 年～ 業分野の開拓を図る 億円 筆頭株主に は、設立後5年

/新 規事 ならない範囲 以内で資本金1
業投資株 で一認定事 O億 円以下の企

式会 業者当たり2 業
億円を限

研究開発 科学技 科学技術 戦略的基礎研究推 「科学技術創造立国」を目指し、明 数千万円か 5年 以 大学、国立試験 知的所有 基礎研究
支援 術庁 振興事業 進事業 日の科学技術につながる知的資 ら2億 円程度 内 研究機関などの 権は研究

団 産の形成を図るために、研究機関 研究機関に所属 機関と事
のポテンシャルを活用した基礎研 する研究者 業団の共
究を推進する 有

研究開発 科学技 科学技術 個人研究推進制度 「科学技術創造立国」を目指し、明 3,000～ 3年 以内 個人 知的所有 基礎研究
支援 術庁 振興事業 日の科学技術につながる知的資 4,000万 円 権は研究

団 産の形成を図るために、個人のひ 程度 者と事業
らめきを生かした基礎研究を推進 団の共有

研究開発 科学技 科学技術 独創的研究成果育 新技術の実用化開発を推進し、新 委託方式、 研究開発型中 知的所有
支援 術庁 振興事業 成事業 産業の創出を図る 21700万 円程 堅、中小企業 権は受託

団 度 企業と事
業団の共
有

資金調達 大蔵省 産業基盤 新規事業法や省工 昭和61 資金の融通を円滑にすること等を 資本金 債務保証
支援 通産省 整備基金 ネ・リサイクル支援 年～ 目的とする。業務は、債務保証、 626億 円 出資

法に基づく業務 出資、経営指導、情報提供、利子 利子補給
補給など

資金調達 大蔵省 国民金融 新規開業支援貸付 企業に長期継続雇用されている 貸付限度額 貸付期 継続勤務年数
支援 公庫 従業員等の同一業種への新規開 7,200万 円 間 等、一定の要件

業を支援 する 貸付利率 設備資 あり
3.3% 金15年

以内
運転資
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最近(年度)の各省庁の情報産業振興策の整理

カテゴリー 親省庁 実施組織 政策(施策)の名称 実施年度 政策目的 予算総額 予算支出方 支援期 応募の条件・対 成果の扱 ソフ トウェ その他、補足
法・上限 間 象企業 い ア、情報技 事項

術との関連

優遇税制 大蔵省 国税庁 個人投資家(エ ン 平成9年 中小企業者の株式を取得し養宿 控除(キ ャピ
一定の要件を満

ジェル)税 制 度～ 人投資家について、譲渡損失等 タルロスにつ たすベンチャー

及び会社解散などの譲渡以外の いて3年 間の 企業の株式を取
事由による損失について繰越控 繰越を可能 得した個人投資
除を認める と 家

する)

優遇税制 大蔵省 国税庁 中小企業技術基盤 中小企業者の行う試験研究開発 控除(試験研 資本または出資
強化税制 活動にかかる費用について、税制 究費の6% の金額が1億 円

面で支援する。税額控除の対象と 相当額の所 以下、かつ従業

なる試験研究費の範囲は、原材 得もしくは法 員の数が1,000人

料費、人件費、委託試験研究費 人税額が控 以下
等 除される。上

限あり)

基礎研究 文部省 日本学術 未来開拓学術研究 平成8年 大学等における知的資産形成に 5干 万円～3 研究実 情報通信関係

推進 振興会 推進事業 度～ つながる基礎研究を推進する 億円/年 ・件 施期間 の研究領域
は5年 は 、知 能 情 報 ・

高度情報処
理 、マル チ メ

ディア高度情
報通信システ
ム、計算科学

基礎研究 文部省 科学研究費補助金 学術の振興に寄与するため,大 約3万 件 で、

推進 学等の研究者が行う基礎的研究 内定額
のうち特に優れたものに交付 す 約775億 円
る (9年 度)

産学連携 文部省 共同研究体制の推 大学がその本来の使命を踏まえ
'

促進 進 つつ,幅 広い研究成果の蓄積と豊

かな人材を生かして,社 会的要請

に適切に対応し、協力する

研究活動 文部省 日本学術 特別研究員制度 昭和60 若手研究者に大学その他の研究
支援 振興会 年～ 機関で、研究に専念できる環境を

与える

研究活動 文部省 ポストドクター等1万 創造性豊かなポストドクター等の

支援 科技庁 人支援計画 若手研究者を積極的に支援・活用
農水省 し、研究活動に活躍できる環境を

通産省 実現する



ー

ゴ

令

『
1

最近(年度)の各省庁の情報産業振興策の整理

カテゴリー 親省庁 実施組織 政策(施策)の名称 実施年度 政策目的 予算総額 予算支出方 支援期 応募の条件 ・対 成果の扱 ソフトウェ その他、補足
法・上限 間 象企業 い ア、情報技 事項

術との関連

研究活動 文部省 セ ンター ・オブ ・エク ポストドクターを非常勤研究員とし

支援 セ レンスの支援 て参画させる

人材流動 文部省 大学の教員等の任 大学等への多様な人材の受入れ
化 期制 を図り、大学等における教育研究

の進展に寄与する

資金調達 郵政省 テレコム ・ テ レコム ・ベ ンチャー 平成9年 資金調達力が乏しく、リスクの高 (産投出資: 2億円を限度 通信・放送新規 通信・放送

環境の整 ベンチ ャー 投資事業組合 い創業・スタートアップ段階の情報 10億 円) とし、資本の 事業の認定を受 新規事業
備 投資事業 通信ベンチャー企業に特化して資 額の10%以 けた事業者、設

組合(仮 金を供給 内 又は設立後5年
称) 以内で資本金1

O億 円以下の法

人、第一種電気 、

通信事業は、資
`

資金調達 郵政省 エンジェル税制 平成9年 個人投資家(エ ンジェル)が リスク 欠損金
■凸■■■一

郵政大臣の認定 情報通信分
環境の整 の高い情報通信ベンチャー企業 の7年 を 受 けて 、通 信 ・ 野
備 に投資しやすい環境を整備するた 間の繰 放送新規事業を

め、ベンチャー投資に係る損失を 越しが 実施する租税特
3年間にわたり繰越控除を認める 可能 別措置法第42
制度を新たに創設 条の4第3項 に

規定する中小企
業者

資金調達 郵政省 日本開発 経済構造改革特別 平成9年 情報通信ベンチャー企業が行う新 融資(金 利: 平成9 ①新技術開発 情報通信分
環境の整 銀行、北海 融資 規事業等に対して、日本開発銀行 財投金利一 年度か (社会的意義・公 野
備 道東北開 等による経済構造改革特別融資 α%、 αは ら2年 間 共性の高い新技

発公庫、中 (金 利:財 投 金 利 一 〇,596程 度) 変 動 、α 術開発)、 ②新

小企業金 を創設 ニ0 .4%(97年 規事業育成(情
融公庫 09月)) 報通信関係:郵

政大臣の認定・

確認を受けた事

人材確保 郵政省 ストックオプション制 情報通信ベンチャー企業における 会社の発行
凸

決議後 郵政大臣から 情報通信分 特定通信・放
の円滑化 度 有能な人材の確保を円滑化する 済株式総数 10年 間 「通信・放送新規 野 送開発事業実

目的から、役職員に会社の株価と の1/5ま で 時価よ 事業」の認定を 施円滑化法
連動してキャピタルゲインを享受 り安い 受けた株式会社 (通信 ・放送開

できる報酬制度を導入するため、 価格で (株式未公開の 発法)

ストックオプション制度(成 功払い 新株発 会社に限る。)
報酬制度)を創設 行可

孝

』
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最近(年度)の各省庁の情報産業振興策の整理
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カテゴリー 親省庁 実施組織 政策(施策)の名称 実施年度 政策目的 予算総額 予算支出方

法・上限

支援期
間

応募の条件・対

象企業

成果の扱
い

ソフトウェ

ア、情報技

その他、補足

事項

術との関連

人材確保 郵政省 ストックオプション導 情報通信ベンチャー企業の役職 新株を取得 決議後 郵政大臣から 情報通信分 税制の特例措

の円滑化 入円滑化税制 員が、ストックオプションによりキャ は非課税(所 11年 間 「通信・放送新規 野 置
ピタルゲインを得た場合の利益に 得税、住民 時価よ 事業」の認定を
ついて、これを税制面でも優遇す 税)、株式を り安い 受けた株式会社
る制度を創設 売却した時 価格で (株式未公開の

譲渡益につ 新株発 会社に限る。)
いて申告分 行可
離課税(所得
税:20%、 住
昆 蓋首合コo∠ 、

技術シーズ
の事業化

郵政省 通信・放送
機構

先進技術型研究開
発助成制度の拡充

新規事業のシーズを生み出す先

進的・独創的な研究開発を行うベ

ンチャー企業に対する助成金

通信・放送描

構への補助

金:1.1億 円

助成金 年度単
位

資本金100億 円

以上の大企業が

3096以 上 出資し

成果は、
助成対象
者に帰属

情報通信分
野

(研究開発費 ていない民間企
の1/2以 業 、また、国 、地

内 、3000万 方公共団体、特

円を限度) 殊法人、認可法
人が出資してい

包 、一上

研究開発
支援

郵政省 通信・放送
機構

委託研究制度 平成8年
～

民間等の設備や研究者の研究開

発能力を活用することによって、よ

り一層効果的な研究開発を図る

16.1億円(平

成8年 度予

算、8年度補

委託研究 5～10年 通信・放送機構
の指定テーマに

応募する研究グ

情報通信分
野

正予算) ループ

研究開発
支援

郵政省 通信・放送
機構

公募研究制度 平成8年
～

情報通信分野における独創性、
新規性に富む研究開発の充実、

委託研究
5000万 円 以

大学や国公立試
験研究機関

情報通信分
野

強化を図る 内、共同研

究1億 円以内

研究開発
支援

郵政省 テレコム先
端技術研
究支援セン

電気通信フロンティ

ア研究開発

昭和63年
～

高度情報社会で求められる多種
多様なニーズに対応できる電気通
信を構築するため、従来の技術の

公募研究、

計画研究

郵政省通信総合
研究所、大学、
民間研究機関

情報通信分
野

ター 延長にとどまらず、幅広い分野に

わたる基礎的・先端的技術の研究
■墓"ス

研究開発
支援

郵政省 テレコム先
端技術研

SCAT研 究助成 平成3年
～

電気通信分野の独創的な先端技
術の研究開発活動を支援する

助成 研究者または研
究グループ

情報通信分
野

究支援セン
ター
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付属資料5ソ フ トウェア産業振興のための国の役割(ア ンケー ト調査)

1.ソ フトウェア産 業の経 営実 態と課題

1.1調 査 の 目的 と方 法

近年の急速 な情報技術 の発展 は全 ての産業の立脚する基盤 を変革 し、 さらにわれわれの

社会の構造 をも変 えようとしてい る。特に、 ソフ トウェア技術、及 びその担い手であ るソ

フ トウェア産業は情報技術の発展の先頭に位置するものとな り、その活性度や国際的な競

争力がその他の全産業 に大 きな影響 を及ぼす ようになって きた。 しか しなが ら、 日本のソ

フ トウェア産業や ソフ トウェア技術 の研究開発は、現在 さまざまな問題 を抱 えてお り、米
欧な どとの技術格差が全般的に拡大傾 向にあると認識せざるを得 ない状況である。

ソフ トウェア産業の各企業 における経営努力が まず第一 に不可欠であるが、研究開発、

環境整備等に関する適切 な国の支援 も望 まれる。最近の ソフ トウェア技術 を中心 とする情

報技術 のめ ざましい進歩 とその急速 な社会への浸透や、国際ネ ッ トワークの普及によるボ
ーダ レス化 な どを考 えると

、 これ らを考慮 した技術 開発や産業振 興策 な ど国の役割 を再度

検討す る時期 にきている といえる。

本調査 は、 このような状況に鑑み、ソフ トウェア産業の国際的競争力の確保 を目指 し、

ソフ トウェア技術 を中心 とする新 しい情報技術の研究開発 や新 しい市場開拓 において国の

果たすべ き役割 を見直す ための各種基礎 デー タの収集を行 うことを目的 として実施 した も

のである。

日本 のソフ トウェア産業は、7000～8000社 といわれているが、本調査 ではその中か ら

特 に今後の戦略的な事業分野 と考 えられるパ ッケージソフ トウェア事業 を手掛 けていると

思 われる企業776社 を抽出 し、調査票 を郵送 した。その結果、240社 か ら有効回答 を得た。

規模別に見 ると比較 的小 さい企業が多 く、従業員数では50人 以下の企業が過半数を占

めた。

資本系列で見ると75%が 独立系であった。

回答企業の企業規模(従 業員数)

図b.20入 超 ～50人 以下

50入 超 ～100人 以下

ロd.100入 超 ～300人 以 下

■e.300人 超 ～500人 以 下

囲f.500人 超 ～1,000人 以 下

■g.1,000入 超

田 無 回 答

一 付5 -1一



1.2現 在の主力事 業と今後 の注 力事業分野

今回の調査 ではパ ッケージソフ トウェア事業 を手掛けていると思われる企業 を調査対象

としてお り、実際回答企業の74%が パ ッケージ事業 を行 っている。 しか し、主力事業 に関

しては、「受託 ソフ トウェア開発」が64%と 過半数 を越えてお り、続いて 「SI事業」(15%)、

「パ ッケージソフ ト開発事業」(13%)の 順 となっている。 日本 におけるソフ トウェア企業の

多 くが受託型のソフ トウェア開発 を中心 に進展 し、現在で も受託 ソフ トウェア開発 中心 の

経営であることがわかる。
一方、今後最 も注力 し、伸ば してい きたい事業 としては、「パ ッケージソフ ト開発事業」

が40%で 第一位 となっている。その後に、「SI事 業」(30%)が 続いてお り、「受託 ソフ トウ

ェア開発」は17%に とどまっている。

現在の主力事業 と今後 の注力事業分野 との関係 を見ると、現在最 も多 い 「受託 ソフ トウ

ェア開発」事業者(154社)の 今後の注力分野 はお もに3方 向に分かれた。受託 ソフ トウェ

ア開発 を継承する会社が36社 あるが、SI事 業(54社)、 パ ッケージソフ ト開発事業(52社)

に注力 しようとする企業が上回っている。経営の高付加価値化 に向けて、SIあ るいはパ ッ

ケージのいずれかの事業 を拡大 しようと企図 していることが うかがえる。 また、SI事 業者

(36社)の 中で も今後はパ ッケージソフ トに注力 しようとする企業が15社 ある。

現在の主力事業と今後の注力事業分野

0

社

24

1)受 託 ソフ トウェア開発を継承する(36社)

2)SI事 業 に注力(54社)

3)パ ッケージソフ ト開発事業に注力(52社)

一 付5 -2一



付属資料5ソ フ トウェア産業振興のための国の役割(ア ンケー ト調査)

1.3経 営 状 況

ソフ トウェア業の経営状況 は、企業間で格差が大 きい。過去3年 間の年平均売上高成長

率 については、5%以 上20%未 満が全体の約半 数 となってお り、20%以 上の成長 を続 ける

企業 も15%あ る。その一方、マイナス10%を 越 える企業(7%)を 含めマイナス成長の企

業は12%に 達す る。企業規模別 に見 ると、従業員数51人 か ら300人 の企業が比較的成長

率が高 くなっている。

売上高成長率

20人 以 下

21-50人

51-100人

101-300人

301-500人

501-1000人

1001人 以 上

合 計

利益率は、主力事業 によって異 なる傾向 を示 している。情報サー ビス1VAN事 業の収益

性が最 も高 く、パ ッケージソフ ト開発事業がそれに続いている。受託 ソフ ト開発、SI等 は

それらに比べ て収益性が低い。

売上高経常利益率

一 付5 -3一



1.4経 営課 題

ソフ トウェア企業が抱 える経営課題 としては、「人材の獲得」が62.5%で 最 も大 きな課

題だとしている。「新規顧客 ・市場 の拡大」、「生産性向上、開発 コス トの低減」 も4割 前後

の企業か ら指摘 されている。

しか し、現在の主力事業別 による差異 も大 きい。「人材 の獲得」 はSIや 受託 ソフ トウェ

ア開発 といった受託型事業 において特 に重要視 されてい る。一方、パ ッケージソフ ト開発

型の企業の7割 近 くが 「新規顧客 ・市場の拡大」 を指摘 している。 また、パ ッケージ ソフ

ト開発企業では、「財務体質の改善」に関する意識 も高い。

経営課題(現在の主力事業分野別)

國 受託 ソフ ト開発(N=154)ロ パ ッケー ジソフ ト開発(N=32)口 全 体(N=240)

0%10%20%30%40%50%60%70%80%

財務体質の改善

固定顧客の確保

新規顧客 ・市場の拡大

新規事業の拡大

人材の獲得

人材教育

研究開発の推進

付加価値の増大/単 価引き上げ

生産性向上、開発 コス トの低減

間接比率、間接 コス トの低減

新技術への対応

開発手法/方 法論等の整備

技術者のモラールアップ
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付属資料5ソ フ トウェア産業振興のための国の役割(ア ンケー ト調査)

2.国 の役割 と政策 に関するニーズ

ソフ トウェア産業は今後の経営改善、事業展開 に向けて、国や政策 に対 して どのような

要望 を持っているだろうか。本調査 では、「人材育成の支援」、「需要の創出」、「研 究開発」、

「インフラ環境整備」、「市場 ・取引環境整備」、「資金面に関す る経営支援」の各 テーマごと

に国の役割や政策 に対す るニーズを聴取 した。各企業の今後 の事業方向 と密接な関係が あ

る と考 えられるため、各テーマ ごとに注力する事業分野 との関係 を含め、検討する。

2.1人 材育成の支援 ～ 教育 ・研修環境の整備と補助

今回の調査 の中で、最 も要望の高かったものは、人材育成 に関 してであ った。

「民 間企業 における情報処理教育面での優遇税制制度 を導入する」 を73.3%の 企業が望

んでいる。具体的な展 開方策については不明確 な面があるが、 ソフ トウェア業界企業の多

くが人材獲得 や人材育成 に腐心 していることの証左であろう。前述のように 「人材の獲得」

は ソフ トウェア企業の最大の経営課題であった。 また受託 ソフ ト開発事業 における問題点

として も 「人材確保が難 しい」 ことが第一 に上げられていた。その反面、「人材教育 ・研修

の充実度」 の今後の重要性 を認識 しなが らも、現状では受託開発業務 に追 われ、教育 ・研

修が疎かになっている企業が多いと思 われる。

企業外 における教育 ・研修施設の整備や、当該施設等における教育 ・研修機会(例 えば

情報処理技術資格取得者 の再教育等)の 拡× を図 るとともに、各企業がそれらを利用す る

ための補助や奨励 を行 うことが有効 と思われる。

また、 自由記述回答 には、『"情報処理"三技術ではなく、"情報活用"技 術に関するユーザ

ー教育の推進が大切です』 との意見があ り
、.業界企業だけでな く顧客側の教育 とスキルアッ

プの重要性が指摘 されている。

人材育成に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

a.産 官学の人材交流を活発化 させる

b.民 間企業における情報処理教育面での優遇税制
制度を導入する

c.そ の他

0% 20% 40% 60% 80%

1

照 照 胃腸.、、
23.8%

A

一 賜暇爾瞬 一 蜘,
烈漫馨

73.

一

露,
盤 圏8・3%

%

囲 パ ッ ケ ー ジ(N=96)口SI(N=73)團 全体(N=240)
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2.2需 要の創出 ～ 官公庁、産 業の情報化、中小企業の情報化の促進支援

需要創造面での国の役割に対する期待 も大 きい。

「中小企業の情報化 を促進するための税制補助 を拡大す る」 を、57.5%の 企業が要望 して

いる。今 回の回答企業は小規模 な独立系 ソフ トウェア業が多 く、かつ受託プロジェク トの

契約先は最終ユーザ企業が半数以上 を占めている(59.9%)。 したが って、顧客 自体の中小企

業の比率 も高 いと考 えられ る。 日本 の中小規模 ソフ トウェア業に とって、最 も期待 され る

市場の拡大 は、中小企業の情報化促進 によって加速 されるもの と考えられる。

比較的経営規模 の大 きいSI事 業 を指 向す る企業では、 「官公庁 における情報化 を加速

し、政府調達市場 を拡大する」や 「産業の情報化 を促進す るための実験 プロジェク トを推

進 ・支援する」 といった項 目が高い回答率になっている。

パ ッケージ事業注力企業の3分 の2の 企業 は、「システム開発/ソ フ トウェア調達に関す

る優遇税制を導入 し、パ ッケージ製品購入 による情報化投資 を促進 させる」 を希望 してい

る。パ ッケージ利用比率が低い 日本市場 においてパ ッケージ事業 を育成す るためには、情

報化投資の拡大だけで はな く、パ ッケージソフ ト調達の奨励策 を併せて考 える必要があろ

う。

需要の創出に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

a.官 公庁における情報化を加速し、政府調達市場

を拡大す る

b.産 業の情報化 を促進するための実験開発プロ

ジェク トを推進 ・支援する

c.中 小 企業の情報化を促進するための税制補助を

拡大する 〒

d.シ ス テム開発/ソ フ トウェア調達に関する優遇

税制を導入し、パ ッケージ製品購入による情報化投。

資を促進させ る

e.そ の 他

0% 20% 40% 60% 80%

1

32.

43.8%

%

58.9%
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付属資料5ソ フ トウェア産業振興のための国の役割(ア ンケー ト調査)

23研 究開発 ～ ベンチャー支援とパッケージ製品開発の支援

研究開発支援は、情報産業振興のために従来か ら国が積極的 に注力 して きた施策である。

パ ッケージ事業に注力する企業では、「パ ッケージ製品を開発 し、商品化/企 業化するソフ

トウェア企業 に対 して補助金等によ り支援する」(63.5%)、 「ベ ンチャー企業 を対象 とした

公募型研究開発プロジェク トの枠 を拡大する」(42.7%)に 対する要望が多い。 自由回答の中

に も、『産業界 は創造性 を求める要素技術 開発 よ り応用技術開発の振興 を望んでいる』、『国

レベルでな く地方の レベルにおいて対象 として欲 しい。地域の中小 ソフ トウェア企業が国

の支援 を受ける施策が見当 らない』のように中小 のベ ンチ ャーに対する支援や、要素技術

開発ではな く応用 開発 を支援すべ きとする指摘がある。
一方SIを 指向す る企業では

、「ソフ トウェア開発技術、 ソフ トウェアエ ンジニアリング

の研究開発 を促進 し、 ソフ トウェア生産性の向上 を支援す る」(54.8%)の 回答が多 い。

研究開発に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

a.省 庁 の上に研究開発政策決定機関を設置 し、国

家の科学技術政策に関 して、重点領域、重点テーマ

を戦略的に策定する

商品化/実 用化 までを視野 に入れた一貫開発プ

ロジェク トの枠を拡大する

産官学融合の研究開発プロジェクト支援を強化
する

ベ ンチャー企業 を対象 とした公募型研究開発プ

ロジェク トの枠 を拡大する

e.公 募研究開発プロジェクートの採否に関して、レ

フリーによる評価制度の整備や情報公開等を推進

し、採択プロセスの明瞭化 と競争促進を図る

f.ソ フ トウェア開発技術、ソフトウェアエンジニ

アリングの研究開発 を促進 し、ソフ トウェア生産性

の向上を支援する

g.パ ッケージ製品を開発 し、商品化/企 業化する

ソフ トウェア企業に対 して補助金等により支援する

コンポーネント・部品による開発生産性向上の

ための研究開発 を推進支援する

非公的機関によるデファクト標準に関与するた
めの各種活動を支援する

■ パ ッケ ー ジ(N=96)田SI(N=73)田 全 体(N=240)
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2.4イ ンフラ環 境 整 備 ～ 研 究 成 果 ・ソフトウェア情 報 の 共有 と公 開

インフラ環境の整備では、「研究 開発のための実験用通信ネ ットワークインフラを整備 ・

提 供 す る」(43.3%)と と もに、 「国が 開発 した研 究 成 果 ・ソフ トウ ェア に関 す るデ ー タベ ー

ス を整備 し、公 開す る」(44.2%)の 要望 が多 く、特 にパ ッケー ジ注 力企 業 で47 .9%と 高 くな

って い る。

また、SIに 注力 す る企業 で は 、 「電 子 商取 引 やCALS等 の分 野 に おい て、研 究 開発 成

果 や試作 製 品 を試験 ・評価 す るた め の テス トベ ッ ドを整 備 す る」 も31.5%と 高 くなって い

る。

インフラ環境整備に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

研究開発のための実験用通信ネットワークイン

フラを整備 ・提供する

b.マ ルチメディア関連技術の共同利用施設を整

備 ・提供する

6.電 子 商取引やCALS等 の分野において、`研究

開発成果や試作製品を試験 ・評価するためのテス ト

ベッドを整備する

d.国 が開発した研究成果 ・ソフ トウェアに関する

データベースを整備 し、公開する
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o

2.5市 場 ・取 引環境の改善 ～ 取 引共通フレームワークによるSI、 専 門企 業の育成

市場 ・取引環境の面での改善要望 も多い。

SI注 力企業からは、「ソフ トウェア取引に関する共通 フレームワークを整備 ・普及 させ、

SI事 業者 と専門的企業 の育成 を図る」の要望が60.3%と 高 くなっている。 また、「行政機

関の調達情報 を情報ネ ッ トワークによ り公開 し、よりアクセス しやす くする」(42.5%)に 対

する要望 も多 い。

自由記述回答の中にもさまざまな指摘があった。『開発側 と使用する側 に、技術面で大 き

な差があ る。この差 を無 くし、保守サポー ト部門が活か される様な体制作 りが必要』、『利

用者 の意識改革のための環境構築を望む』の意見があ り、管理面、技術 面に関す る供給側

と需要側 のギ ャップを埋めてい くことも重要 と考 えられる。

また、『官公庁の ビジネスに新規参入するのが難 しい。業者登録制度が大 きな弊害 になっ

ている』、『官公庁市場で、 ソフ トウェアの質 を問わず、ただ金額の入札 は、これで本当 に

いいのだろ うか』、『常識外 の安値で入札す る業者が落札する'。中小企業は、物件 ごとに採

算が合 わない とやって行 けないので厳 しい』、『官公庁は、す ぐメー カーでなければ…の言

によって、中小 のパ ッケージメーカー を受け入れない。官公庁 に最低価 格制 の導入が欲 し

い』、『大手ベ ンダ、 メーカーが何で も手 を出 しす ぎる!』 等政府調達 に関する問題指摘 も

多い。資格審査 ・業者登録制度の見直 し、入札 における総合評価落札方式の導入等が期待

される。.=

市場・取引環境の改善に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

ソフ トウェア取引に関する共通 フレームワーク

を整備 ・普及させ、SI事 業者と専門的企業の育成

を図る

独占禁止法等の運用を適正化し、公正な競争
を促進する

WTO(世 界貿易機関)の 政府調達協定等に

即し、政府 ・公共市場における一般競争入札や総合

評価による落札方式を拡大する

行政機関の調達情報を情報ネットワークにより

公開 し、よりアクセスしやす くす る
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2.6資 金面での経営支援 ～ ベンチャー育成のための融資から投資への展開

資金面での経営支援 に関 しては、全般的に 「政府系金融機 関における融資制度枠 を拡大

する」(50.4%)、 「政府系金融機関における債務保証制度 を充実 させ る」(38.8%)を 指摘する

声が多い。自由回答で も、政府系金融機関の制度融資 に関 してさまざまな問題指摘、意向

が指摘 されてお り、『(無利子)無 担保の融資 を大幅 に増や して中小企業に十分 にい きわた

るようにして欲 しい』 といった意見が提示されている。

パ ッケージ事業注力企業では、・「ベ ンチャー企業への投資 を活性化す るため投資家に対す

る優遇税制 を整備す る」(35.4%)、 「ベ ンチ ャーキャピタル事業 を拡大す るための環境整備

を支援する」(28.1%)も 高 くなっている。これ らの点 に関 しては、民 間金融機関を含めて、

担保重視 の融資制度に関 して不満を指摘する企業が多い。『企業規模でなく、その企業 の保

有 している技術 や、成長率等で査定する制度の充実 を望む』の指摘 のようにソフ トウェア

担保融資制度 の導入普及 も期待 される。

また、資金調達 ・財務管理上の問題 としては、株式公 開やベ ンチ ャーキャピタルに関す

る意向は少 ないが、「担保が少ない」(57.5%)、 「税制の面 で投資のための内部留保が しに く

い」(36.7%)が 上 げられている。自由回答の中で も 『儲かるが税が高い。だか ら儲か らない

ときに内部留保がわずか』 という声があった。

資金面での経営支援に関する国の役割/政 策ニーズ(今後の注力事業分野別)

a.政 府系金融機関における債務保証制度を充実さ

せる

b.政 府系金融機関における融資制度枠を拡大する

c.政 府系金融機関における債務保証、融資に関す
る事務手続きを簡素化する

d.ベ ンチャーキャピタル事業を拡大するための環

境整備を支援する

e.ベ ンチャー企業への投資を活性化するため投資

家に対する優遇税制を整備する

f.そ の 他
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3.総 括

以上の考察や調査結果 に基づ き、本調査の まとめ として 日本のソフ トウェア産業振興の

ための国の役割/政 策課題 についての示唆 を整理す る。

3.1ソ フトウェア 産 業 の タイプ と育 成 方 向

従来か ら指摘 されてい るように現在の 日本の ソフ トウェア産業はおもに受託型 ソフ ト開

発事業が主体 となっている(64.2%)。 しか し、今回の調査では今後の注力事業分野 に関 し

て下記の ようない くつかのタイプが存在することが認められた。

・ 受託 開発踏襲企業(16.7%):伝 統的な受託 ソフ ト開発 を継続す る企業群

・SI事 業指向企業(30.4%):SI、 あるいはSOな ど受託事業の高付加価値化 を指向

する企業群
● パ ッケージ事業指向企業(40.0%)パ ッケージ事業 に参入 しようとする企業群

そ して、 これらのおのおののタイプごとに抱 える経営課題や政策ニーズの差異が存在す る。

産業 としての収益性 、今後の成長性、 さらには情報サー ビス産業 ・エ レク トロニクス全

般 に対する影響力、波 及効果 を考えた場合、パ ッケージ事業はソフ トウェア産業 の中で も

戦略 的に最 も重要な事業分野 といえる。パ ッケージ事業指 向企業が4割 に達 していること

に期待が持 てるものの、米 国企業の躍進に対 して日本企業は劣勢 を余儀 な くされてい るの

が現状である。一方、業務知識やコミュニケーシ ョンカが重要視 される受託 ソフ トウェア

開発 では、パ ッケージ事 業に比べ、 日本市場 における国内企業の優位性 は高い。 しか し、

経営システムのグローバルスタンダー ド化や、情報技術、 ソフ トウェア工学等 の技術力 を

背景に、 この分野で も国際競争が始 まっている。 したがって、各企業は既存顧客資産 を維

持 しなが ら、生産性の向上、サービス内容の差別化、高付加価値化 を進める必要があろう。

したが って、国際競争が激化す る状況で、 日本の ソフ トウェア産業の活性化 と振興 を考

えた とき、特 に、パ ッケージ事業指向企業、SI事 業指向企業の2つ の企業群の事業転換 を

支援 し、促進す ることが重要 といえる。両企業 タイプ育成のための主要政策課題は次 のよ

うに整理する ことがで きる。

主要政策課題

施策分野 パ ッケージ事業指向企業 SI事 業指向企業

市場拡大 ・中小企業等へのパ ッケージ導入補助 ・ソフ トウェア開発取引の適正化と

官公庁/産 業情報化の加速による

市場拡大

研究開発 ・ベ ンチャー育成のための製品化 まで

を視野に入れた研究開発支援

・生産性向上のための研究開発支援

経営支援 ・融資 ・債務保証の拡充とベ ンチャー

投資環境の整備

・人材育成環境の整備と支援

環境整備 ・産官学 ・企業間提携を促進するため

のインフラ環境整備

一
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3.2パ ッケージ事業指向企 業育成 の政 策課題

(1)中 小企業等に対するパッケージ導入補助によるパッケージ市場拡大

パ ッケージ事業 を主事業 としている企業では、経営課題 として 「新規顧客 ・市場の拡大」

(68.8%)が 第一に挙 げられている。 また、現在パ ッケージ事業 を行っている企業の事業上

の問題 として も 「市場開拓 が難 しい」(41.8%)「 市場 ・顧客の需要が小 さい」(31.6%)と

いった点が上位 を占めている。

このような背景 から、パ ッケージ事業 を指向する企業では 「システム開発/ソ フ トウェ

ア調達 に関す る優遇税制 を導入 し、パ ッケージ製品購入 による情報化投資 を促進 させ る」

に高い期待 を寄せていた(66.7%)。 パ ッケージ活用の啓発活動 とその支援制度が求められ

る。

また、 「中小企業の情報化 を促進 するための税制補助 を拡大す る」(53.1%)の 指摘 も多

かった。中小企業市場 は、商慣習、 日本語 といったローカリゼーシ ョンの重要性 も高 く諸

外国の大手ベ ンダーが参入 しに くい分野で もある。国内パ ッケージ事業者に とって有望 な

テーマと考 えられる。

したが って、政府調達 におけるソフ トウェアパ ッケージ比率の拡大、中小規模の ソフ ト

ウェア業の中心顧客である中小企業 に対す るパ ッケージ導入の補助 ・優遇制度が有効 とい

える。

(2)ベンチャー育成のための製品化までを視野に入れた研究開発支援

研究開発 に関す る政策 としては、パ ッケー ジ事業指向企業の中で は 「パ ッケージ製品 を

開発 し、商 品化/企 業 化す るソ フ トウェ ア企 業 に対 して補助 金等 に よ り支 援 す る」

(63.5%)や 、「ベンチャー企業 を対象 とした公募型研究開発 プロジェク トの枠 を拡大する」

(42.7%)の 希望が多い。記述 回答で も、『これ までの研究開発支援が大企業や技術開発 に

重点 を置きず ぎている』 という指摘 が散見 された。パ ッケージ開発 にかかる投資費用比率

が、'試験研究1割 強、その後の製品開発7割 弱、マーケテ ィング2割 とい う調査結果 を踏

まえると、特定プログラム委託 開発等 においてベ ンチ ャー企業 を対象 とした製品化段階 に

対す る適用拡大が求められている。

(3)融 資 ・債務保証の拡充とベンチャー投 資環境の整備による財務支援

今 回の調査 では、パ ッケージ事業 を行 う上 で経営資源が大 きなボ トルネックになってい

ることが明 らかになった。最 も大 きい点 は事業化 ・製品開発のための財務力 である。パ ッ

ケージ事業 を主事業 としている企業の約半数が 「財務体質の改善」 を経営課題 として挙げ

ている。研究開発 の必要性 を認め なが らも、「投資で きる資金余裕が ない」(56.1%)た め

十分取 り組めていない という傾 向 も示 されでいる。具体的な政策ニーズとしては、「政府系

金融機 関における融資制度枠 を拡大する」(51.0%)〈 「政府系金融機 関における債務保証制

度 を充実 させ る」(42.7%)の 希望が高 い。、現行制度の拡充が必要 といえる。

また、パ ッケージ事業指向企業では、他 の企業 に比較 して 「ベ ンチ ャーキ ャピタル事業

を拡大するための環境整備 を支援す る」(28.1%)も 高い回答率 をえている。受託 ソフ ト開

発が中心の経営で は、運転資金確保のための融資が資金調達 の主眼であるが、パ ッケージ

事業には研究開発、製品開発等 の事業化のための先行投資が不可欠である。そ こで、担保

融資中心の資金調達でな く、ベ ンチ ャー企業、事業 に対 して投資資金 を供給 するための金

融環境 を整備することが求められる。ベ ンチ ャー投資に対する優遇税制や、土地、建物等
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の物的担保が乏 しいソフ トウェア企業に対す るソフ トウェア担保融資が有効 な手段 と考 え

られる。普及 ・拡大に向けては、担保 ・質権設定のための知的財産権の登録制度 の整備 、

評価 のための ソフ トウェア事業会計 の標準化、事業 ・ソフ トウェア評価 のための第三者機

関の育成等 が必要である。政府系金融機関におけるソフ トウェア担保融資 の拡大や債務保

証制度の拡充 も普及加速のための有効な施策 となろう。

(4)産 官学 ・企業間提携を促進するためのインフラ環境整備

パ ッケージ事業推進の担い手 として期待 される中小 のベ ンチ ャー企業 は、経営資源 を差

別化するコア技術 ・機 能に充て、その他の経営機能 に関 して外部 リソース を活用する傾向

にあ る。 いわゆるネ ットワーク組織、バーチャルコーポレーシ ョンが ダイナ ミックに編成

され る環境 ・産業構造が必要であ る。すなわち、事業プランナー、研 究開発、商品化、マ
ーケ ター

、 ファイナ ンス といった経営機能 ごとに独立 した専 門企業が連携す ることもあ り

うる。

今 回の調査 の中のパ ッケージ事業指向企業は、基本的にはパ ッケージソフ トを商品化 し、

販売す る事業 を行 お うとしている企業であ るが、前述のようにファイナ ンスでは外部 の支

援 を必要 と している。 また、「国が開発 した研究成果 ・ソフ トウェアに関するデータベース

を整備 し、公 開する」(47.9%)の 意向が高い等、研究開発の面で も外 部機関の活用 を検討

している企業が少 な くない。記述回答 には、『気軽 に研究開発 の相談及 び相手 を探 し出す よ

うな機関が欲 しい』 といった要望があった。

3.3Sl事 業指 向企 業育成の政策課題

(1)ソ フトウェア開発取引の適正化と官公庁/産 業情報化の加速による市場 拡大

受託 ソフ トウェア開発事業の高付加価値化 を図るためには、顧客側 を含めた委託開発の

取引のあ り方 を改善することが重要である。 日本 におけるこれ までの委託 ソフ トウェア開

発 は、システム開発 方法、発注側 と受託側の役割分担、仕様変更の取 り扱 い等 について不

明確 な部分が多 く、通常受注側に負担が強いられる場合が多い。特 に、「受注後 の仕様変更

が多 い」(42.3%)の 指摘が多かった。政策ニーズ として 「ソフ トウェア取引に関する共通

フレーム ワー クを整備 ・普及 させ、SI事 業者 と専 門的企業の育成 を図 る」(60 .3%)が 求
め られている。

SI事 業 に関す る需要創出施策 として、「官公庁 における情報化 を加速 し、政府調達市場
を拡大す る」(43.8%)が 直接的な効果 につなが る。ただ しこの場合 も、「行政機 関の調達

情報 を情報 ネ ッ トワークによ り公開 し、 よ りアクセス しやす くする」(42.5%)、 総合評価

方式の導入等 によって、オープンで公正な競争 を促 進することが重要 な条件 といえる。

「産業の情報化 を促進す るための実験 開発 プロジェク トを推進 ・支援 する」(27 .4%)の 回

答率 はそれほ ど高 くないが、実用シス テムと して展 開 してい くことがで きれば波及効 果は

大 きい といえる。

(2)生 産性向上のため の研究開発支援

SIを 主事業 としている企業では、人材の確保 ・育成に加 えて、「生産性 向上、開発 コス
トの低減」(47.2%)が 重要な経営課題 として挙げ られている。そのため、SI事 業指向企

業では 「ソフ トウェア開発技術、 ソフ トウェアエ ンジニアリングの研究 開発 を促進 し、ソ

フ トウェア生産性の向上 を支援する」(54 .8%)に 対する要望 も多 い。SI事 業では、基幹
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業務に係 る事務 システムが中心であ り、 この領域 における生産技術向上 の研 究開発 を実務

的な観点から実施する必要がある。

(3)人 材育成環境の整備と支援

受託型事業の本 質は人材にある。事業規模 は需要 に対応 できる技術者の数 に依存する。

そのため、経営課題 として 「人材の獲得」(SIを 主力事業 とする企業:66 .7%、 受託 ソフ
ト開発 を主力事業 とす る企業:64.9%)、 事業遂行上 の問題 として 「人材確保が難 しい」

(44.1%)が 高 くなっている。今後は、 さらに量 だけではな く、差別化、高付加価値化 のた

めの質が問われる時代 になる。「人材教育 ・研修 の充実度」の今後の重要性 を認識 しなが ら

も、受託開発業務 に追われ、教育 ・研修 が疎か にな り、教育 ・研修の現状評価が低 くなっ

ている企業が多い1。

本調査 の政策ニーズで、 「民間企業 における情報処理教育面での優遇税制制度 を導入す

る」(79.5%)が 最 も回答が多かったのはこのような背景 を物語 っている。企業外 における
共同教育 ・研修施設の整備や、当該施設等 における教育 ・研修機会(例 えば情報処理技術

資格取得者の再教育等)の 拡大 を図 るとともに、各企業がそれらを利用 するための補助や

奨励を行 うことが有効 と思われる。

3.4政 策展 開 上 の課 題

以上の政策 を具体化 ・展開する上では、次の点 を併せて考慮することが重要 といえる。

(1)これまでの施策の問題と実施評価 機能の必要性

今回の調査では、これまでの施策 に対す る問題指摘 もされている。

研究開発支援施策 に関 しては、「製品化/事 業化 に貢献 した」(37.2%)と い う評価以上

に、「報告 ・事務面での制約が多い」(46.5%)と いう回答が多かった。 また、記述 回答 の

中には、『公募型研究開発 プロジェク トの選択 が、将来性や市場性 を踏 まえた決定 とは思え

ない』、『大企業 を重視する』 といったテーマ選定や選定方法に関する問題指摘があった。
融資 ・債務保証に関 しては、『担保が前提であ り、資金調達がで きない(ソ フ ト産業 に不

動産担保 を求めて も無理)』 といった民間金融機関の融資姿勢に対する不満が多い ことに加

えて、一部には政府系金融機関の融資 ・債務保証の運用 も硬直的で、民間金融の補完にな
っていないと評価 されている。

調査結果か らは、「特定プログラム委託開発」、「汎用 プログラム準備金制度」等の既存の

制度 ・施策が十分活用 されていない と思 われる点 も多い。 また、記述回答 には 『プログラ

ム準備金の引当率が改定 されるが、元の水準に25%く らい戻 して欲 しい』な どの具体的 な

要望事項 もあった。

したが って、有効 な施策 を検討 ・計画 し、実施す る中で、定期的 に運用の適切性/有 効

性/問 題点 をチェックするとともに、施策 ・制度等 についての広報活動 を充実 させ ること

が重要であるといえる。

(2)業 界、顧客 ・市場の 同期をとった高 度化と政策連携 の必要性

日本市場 は米国 に比 して、パ ッケージ利用比率が低い といわれてお り、情報 システム開

発効率 ・生産性の低 さが懸念 されている。パ ッケージの普及はこのような視 点か らも求め

1調 査 結果 によれ ば
、重要性は1-3点 尺 度 中平均2.6、 現 状 は評価1-3点 尺 度 中平均1.44だ っ た。
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られている。業界側各企業 の努力 に加 えて、顧客側 を含めたパ ッケージ利用型 システム開

発への転換が必要 といえる。

自由記述回答 の中には、『開発側 と使用する側 に、技術面で大 きな差がある』、『利用者の

意識改革のための環境構築 を望む』 とい った意見があ り、管理面 、技術面に関する供給側

と需要側のギャップがボ トルネ ックになっていることをうかがわせ る。

国際競争力 を有する日本 の他 産業の例 を見ても、よい顧客 ・市場があ るかどうかが産業

を育成するための重要 な条件 となっている。 したが って、業界各企業 と顧客 ・市場が 同期

を取 りなが ら、ソフ トウェア開発/情 報化プロセスを高度化 させてい くことが求められる。

そのため には業界側 ・需要側の問題 を構造的 ・立体的に捉 えた体系 的な解決方策が必要で

あ り、例 えば、各産業分野における応用技術開発や情報化 関連 プロジェク ト等 を通 じての

ソフ トウェアの重点開発 と成果の実証 ・普及 ・広報や各省庁施策間の連携 ・調整等が国に

期待 される。
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3.5ま とめ

本調査では、日本の ソフ トウェア業776社 に対 してアンケー ト調査票 を郵送 し、240社

か らの有効回答 を得た。調査結果、お よびそこか ら得 られた示唆 は次の とお りである。

(ソフ トウェア産業の現状 と育成方向)

・ 日本 のソフ トウェア産業 は現在受託型 ソフ ト開発事業が主体 となっているが、今後重

要と考えられているSI事 業等の受託型の高付加価値化や、パ ッケージ事業 に注力 しよう

とする企業 も多い。

・ 指向する事業 タイプによ り問題 ・課題、政策ニーズ は異 なってお り、その点 を考慮 し

た産業育成策が重要である。

(パッケージ事業指向企業育成の主要な政策課題)

・ 調査結果が示唆す るパ ッケージ事業指向企業育成の主要な政策課題は次の点である。

・ 中小企業等へ のパ ッケージ導入補助

・ ベ ンチャー育成のための製品化 までを視野に入れた研究開発支援

・ 融資 ・債務保証の拡充 とベ ンチ ャー投資環境の整備

・ 産官学 ・企業間提携 を促進するためのインフラ環境整備

(SI事業指向企業育成の主要な政策課題)

・ 調査結果が示唆するSI事 業指向企業育成の主要な政策課題は次の点である。

ソフトウェア開発取引の適正化と官公庁/産 業情報化の加速による市場拡大
・ 生産性向上のための研究開発支援

・ 人材育成環境の整備と支援

(推進上の課題)

・ 制度 ・施策があ りなが ら十分活用 されていないことが多い。有効 な施策 を検討 ・計画

し、実施する中で、定期 的に運用の適切性/有 効性/問 題点 をチ ェックするとともに施

策 ・制度等 についての広報活動 を充実 させ ることが重要である。

・ ソフ トウェア産業が抱 える問題 とし、市場側の問題 も多 い。業界各企業 と顧客 ・市場

が同期 を取 りなが ら、 ソフ トウェア開発/情 報化 プロセス を高度化 させ てい くことが求

め られる。そのため には業界側 ・市場側の問題 を構造 的 ・立体的 に捉 えた体系 的な解決

方策が必要であ り、例 えば、各産業分野 における応用技術開発 や情報化 関連プロジェク

ト等 を通 じての ソフ トウェアの重点開発 と成果の実証 ・普及 ・広報や各省庁施策間の連

携 ・調整等が国に期待 される。
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付属資料6中 小企業 ヒアリング結果

ソ フ トウ ェアハ ウス6社 への ヒア リング

中小 ソフ トウェアハ ウスの現状 を調べ る目的で、1000人 ～50人 規模の会社6社 を

選 び、実際 に社 長/役 員 クラスの方 に来ていただ き、 日頃 どの ようなことを感 じてい

るか、 どの ような振興策 を望 んで いるか等 を具体 的に ヒア リング した。以下 は、その

記録であ る。'=一
1.会 社概要

設立

資本金

従業員数

売上高

得意分野

1984年

約13.3億 円

約750名

約120億 円

SI事 業 、 システム製 品開発 ・販 売 など

2.日 本の ソフ トウェア企業 の仕事の分類

(1)プ ロ ダ ク ト開発

OS、 基 本 ソ フ トウェ ア 、 ミ ドル ウ ェ ア、DBシ ス テ ム な どの 開発 。

(2)シ ステム構築(SI:シ ステムイ ンテグ レーシ ョン)

プロダク トを部 品 と して組 み合せ、その上 にカス タマーの要求す る機能 を もつ

シス テムを作 りあげる。

(3)サ ー ビス インテグ レーシ ョン(こ れ もSIと 略 していた)

移行 支援 、操作 教育、ハー ドウェア保守 、アプリ保守、お よび運用 、管理 な ど。

日本 の ソ フ トウ ェ ア産 業 の 現状 で は 、 プ ロ ダ ク トの 部 分 は米 国 製 に占 め られ てお

り、 日本 の ソ フ トウ ェ ア企 業 、 お よ び コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ は 、SI事 業 を企 業 の 柱

とせ ざ る を得 な い。 ま た、 現 状 で は 、柱 はSI(SystemIntegration)だ が 、 将 来 は

ServiceIntegrationも 入 っ て くる だ ろ う と説 明。

3.問 題 点

(1)研 究 開発 、お よび教育投資

・コ ン ピュ ー タ シス テ ム が ネ ッ トワー ク に よ り接 続 され
、 どの よ う な会社 で も、数 十

か ら数 百 台 の い ろ い ろ な コ ン ピュ=タ が い くつ もの サ ーバ にぶ ら下 が っ て お り、 ど

の コ ン ピュ ー タに どの よ う な ソ フ トウェ アや デ ー タが 入 っ て い るか 、誰 もが 把握 で

きな くな っ てい る。
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この ような状況の中で、い ろい ろな 目的のために新 たなソフ トウェアを開発 した り、

保守 してい くことは、多 くのハ ー ドウェア、 アーキテクチ ャ、 ネ ッ トワーク、そ し

てその上 の基本 ソフ トウェアな ど、多 くの要素技術 に関す る知識 を必要 とす る。 ま

た、その技術の変遷 も早 い。

SI事 業 の生 産性 を上 げ、利益 を出 し、技術 の変遷 にキ ャッチ ア ップ してい くとと

もに、 プロダク ト事 業 を育成 し、収益 のあが るソフ トウェアを作 るべ く、研究開発

や教育投資 を していかねばな らない。

そ して、社員の誰 が どの技術 を得 意 と してい るか を正確 に把握 し、顧客 の要求 に適

合 したチー ムを編成す る ことが生 産性 向上 の鍵で ある。(ス キルズ イ ンベ ン トリー

システム)

・ソフ トウェアハ ウスは大 か ら小 まで含め る と約6000社 あ り、その 中の ほ とん どは、

プログラムのコーデ ィングを請 け負 う弱小企業であ る。その経営基盤 は極め て弱い。

そのために、 コンピュ ータメー カの傘下 に入 って研 究投資 は行 わず 、下請 け として

ソフ トウェア開発 を柱 と してい る ところ も多い。

しか し、300社 くらい は、売上 の1%・8%位 の研 究投資 を行 ってい る。P社 もその

ような会社 の一つであ る。研究 ・教育投資ので きない会社 は早 晩淘汰 される と考 え

られ、国の支援が望 まれ るところで もある。

(2)マ ーケ ッ トの構造変化 と問題 点

最近のマ ーケ ッ トは、 その35%く らい を占めていた銀行が、情 報投資 を行 わな

くなった。次 の顧 客 は官公 需であ る。 しか し、そ のほ とん どを、J社 とA,E,B社

が取 ってい る。一旦受注す る と、 あ とは指名 か随意契約 とな り、系列の ソフ トウェ

アハ ウスが下請 けす る。発 注 は、ハ ー ドウェア とソフ トウェア をひ とま とめ に した

大 きな ものが多 く、規模 の小 さなソフ トウェアハ ウスの新規 参入 は難 しく、閉 じた

マ ーケ ッ トとなってい る。

これか ら、多種多様 なコ ンピュー タの要素技術 を駆使 して、 カス タマ ーの望む シ

ス テムをコス トパ ーフ ォマ ンス よ く提供 で きる よう、 ソフ トウェア産業 を育成す る

こ とを考え ると、 この競争原理が働 いていないマーケ ッ トで は、産業競争力 は落 ち

る。今後 ます ます要素技術 は増 え、小 数の会社 のみで、その全 て をカバ ーで きない

か らであ る。

この意味で、要素技術 を実現 してい る、ハー ドウェアか ら応用 ソフ トウェアのモ

ジュールまでの構成部 品の仕様 をオー プンに し、システムを製作 した会社以外で も、

そのサ ービス業務 に参入 で きる ような仕様 の オー プン化が必要 であ る。米 国では、

すでにその ようになってお り、企 業の役割の分化 が進 んでいる。

(ハー ドウェア とソフ トウェアの分離発注。 サー ビス分離の ため のソース公 開)

日本 も官公需 における保守 費用 の予算化 な ど、サー ビスの価値 をハー ドウェアの

お まけではな く、独立 した もの として認 め、米国の ような部 品仕様 の オー プン化 な

どを進 めない と、 ソフ トウェア産業の競争力 は強 くならない。
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世界で一番 人件費 が高 く、要員不足 で、言語の壁の ある国で ソフ トウェア産業 を

発展 させ るためには、 この ようなオープ ン化 をは じめ、い ろい ろな工夫が必要で あ

る。

4.わ が国にお けるソ フ トウ ェア産業の競争 力強化 の観点 か らの論点 の考察

(1)従来 は、新ttプロダク ト"指向で議論 して きた。 プロ ダク トの部分が収益面 で も大 き

いが 、市場確 保 の競 争 も激 しく、ハ イ リスク/ハ イ リター ンである。研究 として も

魅力 が あ り、 会社 と して もや りたい ところだが 、投 下すべ き資本 も大 きく、国の

支援が不可欠で ある。

(2)プ ロ ダク トを生 み 出す には、産 学連携 に よる新 しいア イデアの創 出、企業化 のた

めの ベ ンチ ャーキ ャピタル による支援 強化 の制度 な どが不可欠 である。 この よう

な、国の新技術 開発支援 を米国 な どを参考 に強化 すべ し。

(3)今 回の講演 で は、SI事 業 が、 ソフ トウェア産業 におい て、 かな り大 きなパ イ とな

り、 わが 国の ソフ トウェア企業 の収益源で ある こ とが指摘 され た。 ここでは、つ

ぎつ ぎ と登場 す る新 プロ ダク トやハー ドウェアな どを組 み合 わせ てカス タマーの

要 求す るシステ ム をイ ンテ グレー トし、保守す るため 、多種多様 な知識 を要求 さ

れる。

(4)SI事 業 にお けるソ フ トウェア産業 の活性化 に必要 な事項'

a)新 しい技術 を駆使 で きる要員 の確保、要員 の教育

===〉 イン ドや 中国か らの ソフ トウェア技術者 の獲得競争(米 欧が独 占か)

b)ソ フ トウェアの保守 な どのサ ービスの対価 の認識

c)構成部品(ソ フ トウェア、ハ ー ドウェアな どすべ て)の仕様 のオープン化

d)共 通 的な構成部 品の標準化==〉 見積 り価格の標準作 りの必要性

e)官 公需 の調達(一 兆五千億)の 手順 や、 その作 ったシス テムの標準化 と部 品の オ
ー プン化や官 公需製 品の保守 の有償化

り人材教育==〉 シス テムコンセ プ トを教 えるこ とが重要

(5)従来 は、 プロダク トを生 み出す ことに注 目 して きたが、SI事 業で は、 プロジェク

トマ ネージメン トも、同様 に重要であ る。

このような管理面の方法論を強化する施策や開発手順の標準化、開発や検証のため

のツール研究など、生産性を上げ、失敗を減らす施策についても強化するような

施策が必要である。

(6)上記 の ような問題 は、政策 としての展開が、や さし くない。工夫が必要であ る。
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Q社 ヒア リング

1.会 社概要

設立

資本金

従業員数

売上高

得意分野

取引き先

1974年

約6,000万 円

約80名

約10.3億 円

技術 系 ソフ ト、宇 宙衛星 関連 ソフ ト、

原子 力関係(安 全 解析 、核融合等)、 実験解析

官公 庁(30%)、 コンピュー タメー カ(30%)、

NTT・KDD等 の通信系(30%)

その他:
・人材 の確保:結 構流動化 が進 んで お り、

(大学の研 究室 の コネ等 も利 用)

よい人材 を集め ることが出来てい る。

・ソフ トウェアプロダクツの開発 経緯:ユ ーザ向 けに作 った ソフ トの ノウハ ウ、

経験 を生か して商品 と して開発 してい る(自 分 たちでニーズ を考 えて作 った ソフ

トは ヒッ トしない)

・先端技術の習得JICST 、RWCP等 の仕事 を受注 して勉強 してい る

・ライバ ルの追撃:一 度実績 を作 り、 ノウハ ウ ・技術 を持 つ と、後 か らの参 入は

なかなか難 しい。(科 学技術 系 ソフ トは リス クが大 き く、 トラブルで泥沼化 す る

とす ぐ赤字 にな り撤退す る ところが多い)

2.日 米比較

(1)通信 技術 の技術力 につい て

日本:各 社が 自分 の プロ トコル ・製品 を出す プロプライエ タリーの世界 にな って

い たため に、通信 の世界が つ ま らない もの になっていて、優 秀 なエ ンジニ

アが集 まって来 なか った。

米国:早 くか ら標準化が進 んで お り優秀 な人材 が集 まっている。

(2)解析 ソフ ト市場 にお ける競争 について

解析 ソフ トは市場が世界規模 なので競争 は激 しい。輸 出につい ては、

か出来 ない。

したいがなかな

(3)開 発 プロセスの標準化 につ いて

ISO9000に ついては何 もや っていない。(受 注 の条件 になったらや る)
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3.政 府への要望

・政府 は、規制緩和 、CALSやEC推 進事業 な ど、情報化 のための社会 インフラの整

備 に リーダシ ップを発揮すべ きで ある。

・CALS 、STEPは 、政府調達 で政府機i関が率先 して実際 の調達 に取 り入 れ、業務効

率化の評価等 のテス トベ ッ トになるべ きであ る。

・優 れたアイデア をもつ中小 の独立系 ソフ トメ ーカに、各種 ナ シ ョナル研 究 開発 プロ

ジェク トに参加す る機会 を、大企業 よ りも優 先的 に与 えるべ きである。

・弱小 ではあって も、独 創性 のある中小 国産 ソフ トメーカが国際競争力 をつ け られ る

よう、 政策的 にその製品の優先調達 を行 うべ きである。(人 材 の層 の厚 い大企 業 と

違 って、人材の層 の薄い中小企業 にとって、 ナシ ョナル プロジェク トへの参加 は、

ベ ンチ ャー精神 の旺盛 な優秀 な人材の流入 に もつ なが る。)

・政府調達時 め入札 資格の問題 について

ソ フ ト等 もシス テム と して調達 される機 会が多 くなってい るが、金額が 大 き くな

る と売 上 げ実績で評価 され、一定規模以下 の企 業 は資格外 にな って しまい、物 品

売込 み プロ ジェク トか ら排 除 されて しまう問題が起 こって くる。 この 問題 を解決

して欲 しい。

・ITは21世 紀 のあ らゆる産業分 野 に共通す るキーテクノロジになるが、現在の縦割

り行 政の ままで は対 応で きない。例 えば、遺伝 子情報処 理 プロジェク トに参加 し

ようと して も、予算 が生物産業育成枠 の場合 、 ソフ ト会社 は対等 なパ ー トナーに

なれない。結 局、生物 産業 は、遺伝子情報処 理 ソフ トを海外 のベ ンチ ャ企 業か ら

購入 す る とい う結果 にな り、 国産の遺伝子情 報処理 ソフ トは育 たない。 生物産業

に もマ イナス。

・政府 の判断が遅 い。 もっ とタイム リーに判断 をすべ きであ る。例 えば、地熱潮流 の

評価(NEDO)を10年 や ってシ ミュ レータの ソフ トを開発 したが、 デベ ロ ッパ に

使 って もらう段 階で著作 権の問題で何年 か使 え ない うちに、米 国か らパ ッケ ージ

が入 って来 て しまい 、販 売のチ ャンス を逸 した ばか りでな く、 その ソフ トの 開発

はそ こで終 わって しまった。

4.研 究公募制 につ い て

・東工大 とケ ミカルプ ラン トの会社 と組 んで応募 した。

・パー トナーの学の研 究者の探 し方:気 心の知 れた大学の知人 をパ ー トナーに選ぶ 。

・大学 との連携:大 学 の工学部 の先生 は 自分 の研 究 の応用 に興味が ある。(企 業 な

どとの兼務 を して もらうことも考 えられ る)

・研 究公募制 い まの ところ、大 きな問題 は感 じていない。活用 してい きたい。
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一
1.会 社概要

設立

資本金

従業員数

売上高

得意分野

1970年

16億 円

約1,700名

約300億 円

(1)自主調査研究

経 済調査、 国際調査 、産業調査 、社会調査等 、社会 に対 して問題提起 となる

ような今 日的 なテーマ に体系 的 に取 り組 んでお り、その研 究成果 は各種研究

レポー トを通 じて発 表 して いる。

(2)研究 開発

経営 戦略、都市計画、地域 開発 、交通 ・流通等 、官公庁、地方 自治体 、民 間

企 業な どか ら研究調査 を受託 し、 クライア ン トの問題解決、意思決定 を支援

している。

(3)解析技術

流体解析、半導体素子設計、原子力安全解析 、材料設計等、 国内屈指 のスー

パー コンピューテ ィング技術 を駆使 し、科学技術分野 に関す る先端 的、学際

的 な問題解決 を支援 してい る。

(4)経営情報

民間企業 の事業計画 ・経 営戦略 の策定 、マーケテ ィング戦略 の立案 、税務 ・

法律 に関す る実践的 なコンサ ルテ ィングを提供 してい る。

(5)情報 システム

経営や政策 を支援す る情報戦略 の策定か ら、それ を実現す る情報 システムの

構築、 アウ トソーシ ング まで、経営 システム インテグ レー タと して トー タル

ソリュー シ ョンサ ー ビス を提供 してい る。

2.こ れ までの経験 か ら

・ソフ トウェ アは開発以上 に、育 成 ・普及 に費用が かかる。それ を公 的資金で支援 し

なけれ ばな らない。そのため 、R社 が事務 局 とな って産業基 盤 フ ォー ラム を起 こ

し、ベ ンチ ャが公的資金 を受 け る手伝 い をしてい る。

・半導体事 業各社が持つ技術 をフ リーで公 開 して もらい、IPAの 「創造 的 ソフ トウ

ェア育成事業 支援 制度」 を利用 して、材料 分野 での世界標準 とな り得 るソフ トウ

ェア を、ボ ランタ リーベース で開発 した。 この ソフ トは、研 究 開発 基盤 とす るべ

くフ リー に した。 これが次の成 果 を生 む筈。 また、 この プロジェ ク トを通 じて研

究者 集団が形成 された。

・材料 分野は これか らの キーテ クノロジであ る。 自前 の ソフ トウェアツール を持つ こ

とが益 々重 要 となる。

・日本 は科学技術 ソフ トの開発 力が低 い。大学 ・国研 で開発 され たソ フ トは汎用性が
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少 な く、その後の メ ンテナ ンス もされないので、使 い捨 てになってい る。

一
・国内 にあ るの に生か されてい ない情報 を集約す るこ とが キーになる。デー タベース、

知識ベ ース構 築が有効。

・アジア型 科学技術 文化圏=農 耕 型 ソフ トウェア開発 システム構築が有効 ではないか。

その特長 は、 フリーウェア重視 、ユ ーザ の多様性重視、知識 の再生産 である。

・21世 紀 には理論 と実験 と数値実験が科学の基礎となる。計算科学は戦略的に押さ

えておかねばならない分野である。

・R社 は社 会的役 割 を重視 してい るので、ボラ ンタリーベースの活動 を行 ってい るが、

それでは責任 を果 たせ ない面 もある。公 的支援(IPAの 次の支援 策)が 必 要。

・上記のIPA公 募 制度での成果 はニーズが はっ き りしてい たか ら出来 たが、元 々技

術 的 シーズがあ ったか ら完成 した。 しか し、 これが ビジネス にな るまで には時 間

が かかる。

3.各 国のHPCC政 策 を見 て

・米 国 には、産業界 で は体力 的にR&Dが で きないか ら、基礎研究 は国が行 うべ き

とい う認識が ある。

・米 国の狙い は、米 国産業 の競争力維持 と、国防面での利益 追及であ る。

・計画の実施体制 は、産学官 の協調体制 とバーチ ャル連邦機 関 コンセ プ トを基本 とす

る。

・米国のHPCC計 画 は、 アプリケーシ ョンで はな く技 術主導の形で推進 され て きた

が 、産業界 は逆 に、技術 か らで な くアプ リケー シ ョンの開発 か ら進 め るべ きで あ

った と考 えてい る。

・英 国のHPCC政 策 も、米国 と同様 、OST(科 学技術局)の 下、EPSRC(工 学 ・物

理科学研 究評議 会)に よって推進 され ている。その狙い は、計 算科 学 ・工 学の分

野 で世界 的地位 を確 立 し、維持す るこ とであ る。特 に、産業 、商業 お よび ビジネ

ス におい てHPC(並 列 コンピューテ ィング)技 術 をサ ポー トし、その応 用 を促 進

す るこ とに力点 を置 いている。

・政府のサ ポー ト(助 成 金)を 獲得す るために、科学 ・工 学 グル ープ ・コ ンソーシア

ムの設立 が行 われ る。

・国立のエ ジ ンバ ラ大学 が産業界 のコン ピューティング研究 をサポ ー トす るHPC施

設 として機 能 し、 イギ リス貿易 産業省等 の支援 を受 けてい る。

・EUのHPCC政 策(EUROPORT計 画)はESPRIT計 画 の関連 プログラム と して
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実施 されている。 こ こで は、産業用 実用 コー ドの並列 化 によるEU産 業界 の技術

革新 に力点 を置いている。

・並列化/移 植 コー ド別 にコンソー シアム を設 立 し、基盤 ソフ トを持 って いる企業が

それ を提供 して並列化 プロジェク トを推進 してい る。

4.日 本の プロジェク トに対す る提言

・R&Dの 国家 目標が 欠如 してい る。研究 自体が 目標 になってい る。

・今の ような研究組合方式で よいのか。分散(プ ロジェク ト責任 の所在が不 明確)の

弊害が 出ている。

・ソフ ト産業 は自主独 立の気概 に欠け る。構 造不況下請け業種 であるこ との 自覚が必

要。

・ソフ ト開発 プロジェク トは開発 よ り育成 ・普及 にフォーカスすべ きで ある
。育成 ・

普及 に資金 を供給 し、それに参加す るイ ンセ ンテ ィブ を与 えなければ ならない。
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付属資料6中 小企業ヒア リング結果一 一]
1.会 社概要

設立

資本金

従業員数

売上高

得意分野

1959年

約3.8億 円

約500名

約100億 円

土木建築 に係 る構造解析 、 シミュ レー シ ョンな ど

2.政 府 への要望

(1)研究開発投資に対する税制の見直 し

・研 究 開発 に対 す る優遇税制 は
、年度毎 の投 資額の ピー クよ り当該年度 の投 資

額 が多 い場 合 に適用 され る。現状 、バ ブル時の投 資額 を越 えないので、結 局

役立 っていない。

・研究開発に対する優遇税制は研究開発専業を念頭に置いているが
、現実のソ

フト会社では優秀な人ほど研究開発の専業にはできない。そうすると対象に

ならない。

・研 究 開発 の定義 は
、環境作 りや メカニズムや カルチ ャー作 りも重要 な研 究 開

発 であ り、必 ず しも技術 に従事 している人だけの テーマが研究 開発 で はない

と思 う。研究 開発 の定義 を拡大解釈 して もらえる とあ りがたい。

(2)教育 ・訓練 に対 す る優遇税制 の創設

・教 育 ・訓練 に対 す る優遇税制 もあ ってほ しい
。 ソフ ト産 業 は、現状 、教育 ・

訓練 に対 し売上 げの1%の 投 資 も してい ない。 これ を促 す意味 で、優遇税制

が必 要で ある。 継続 的な公募 も効 果 あるが、公募 よ り優 遇税 制 のほ うが、 あ

りが たい。

3.ソ フ ト産 業の活性化 について

(1)ソ フ ト産業の活性 化 には国内での競合 が必 要

・日本 の発 展 のベ ース は
、国内で の競 合であ った。 自信 に裏付 け られた競 合が

世界 市場へ の進 出 につなが った。現 在の受託 ソフ ト開発 は、 マー ケ ッ トプラ

イスが存在せ ず、競合 も存 在 しない。国内競 合 な しで世 界 と伍 してい けるわ

けが ない。

(2)ソ フ ト産 業 は、研究 開発投資 をすべ き
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・ソフ ト産 業の研 究 開発投 資 は
、年 間収入 の5%を 越 える ところは、 ほ とん ど

,無 い。多 くが1～2%あ るかないか。情 報産業 に関る企 業 は、 もっ と研 究 開

発 に打 込 むべ きであ る。 メーカ系列 と比べ て、 ソ フ トハ ウス は研 究 開発費 が

少 ない。

・研 究 開発 を多 くして、産業 と しての魅 力 を持 つ こ とが必要 であ る。 しか し、

現実 と して、小 さい会社 で は金が あ って も研 究の人材 がいない し、 どん な研

究 を した らよいのか分 らない とい う問題 があ る。

・研 究開発 に対す る ソフ ト産業 の技 術者 のマ イ ン ドを変 えてい く必 要 もあ る
。

彼 らは研 究者 になるつ も りで入社 して きたわけで はない。研究者 は孤独 で大

変 とい う意識 があ る。研究者 になるための教育 も必要で ある。

(3)ソ フ ト産業 は、教育 ・訓練 に投 資すべ き

・研究 開発 や教育 な くして、ハ イテ ク分野 で伸 びてい くこ とはで きない。 組織

的な ソフ トウェア開発 を行 うために も、教育 ・訓練 は当然必要であ る。

(4)産学共同 は重要

・産学共 同 とい って も、あ ま りに も大 学研究機 関 におけ る研 究開発 環 境 は劣 悪

で、今 の レベ ルでは産学共 同な どで きない。 ここ に投 資す る必要が あ る。個

人が 自分の頭 だけに頼 った研 究開発 で は、業界 に役立つ ものはで きない。

・産学共 同に よ り、製 品な ど世の 中に出 て きた もの は少 ない。研 究 のため の研

究が多いので はないか。金 が少ないか ら、や むをえないのか もしれ ない。

・企 業側 には大学 の持 ってい るノウハ ウが みえ ない とい う問題 もあ る。役立 つ

アイデアを持 ってい る先生 も少 ない。

・産学共 同を進 め るため に、大 学や研 究機 関 と一緒 に仕事 をす る機 会 を作 るべ

きであ る。

(5)ソ フ トウェアの定量化が必要

・ソフ トウェア につい ては、工学 と しての定量化 がで きない と、マ ーケ ッ トプ

ライス な り組織の力 の評価 な どはで きない。定量化 に よ りビジブル にで きれ

ば、技術 は進 歩す る。比較ので きる尺度 を持つ こ とが必要。現在の 日本 では、

企業か ら定量 化情報 は、 ほ とん ど出て こない。

(6)そ の他

・日本 では、 メカニズム を作 ってい くこ とが大事 で、一種 のイ ンセン テ ィブメ

カニズム と して、奨励策 を作 ってい くことが大事 である。

・米 国の製 品が た くさん入 って きて も、 日本 のユ ーザ は困 らない。ユ ーザ の こ
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とを考 えるの な ら、将来 は別 と して も、 当面 は米 国 に負 けて はいけ ない な ど

と考 えず、 うまく組 んでい くことを考 え るべ きで ある。
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一
1.会 社概要

設立

資本金

従業員数

売上高

得意分野

その他

1983年

約9,600万 円

約150人

約20億 円

パ ー ソナ ルCADソ フ トウ ェ ア

・1980年 頃、た また まパ ソコ ンをもらい、パ ソコンでCADが 出来 ないか考 え、

半年 くらいかけて自分でCADソ フ トを作成 した。1983年3月G社 を退職 し、

貯 金500万 円 を もとに、一 人で、6畳 一 間で会社 を起 こ した。パ ソ コンも8

ビ ッ トか ら16ビ ッ トに変わ る時代 で 、ち ょうどNECのPC98が 同年6月 に

発 売 された。

・`83年 の売上が、2,000万 円で、数年後 に3億 円(5人)の 売上 にな った。ベ

ンチ ャとしては成功 した方 に入 るであろ う。

・5年 後 くらい に、台 数 で、 パ ソ コ ンのCADが ワー クス テ ー シ ョンのCADを

追 い越 した。 起 業 の ス ター トが2,3年 遅 れ た ら成 功 は なか っ た。

2.パ ソコンCADソ フ ト会社 の その後の 日米比較

・米 国 で は、T社 よ り1年 早 くAutoDesk(7人)と い う会 社 が ス ター トして

お り、 そ の会 社 のパ ソ コ ン用CADが 大 当 た り した。

日本T社(`83年)→ 売 上26.5億 円 、150名('97年)

米 国AutoCAD('82年)→ 売 上500億 円 、2,000名(世 界3～4位)(`97年)

・ユ ーザの評価 は、T社 製 は1位 で、AutoDesk社 製 は14位 。製 品 と して は

良いの に、 ほぼ同時 にス ター トして こんな大 きな差がつ いた。

3.日 本の ソフ ト会社 が、ぱっ と しない理 由

・マ ーケ ッ トの問題(マ ーケ ッ トの 閉鎖性)

米 国:ユ ーザ はブラ ン ドにこだ わらず、 自分(の 責任)で 評価 して良い もの

を探 して買 う。

日本:自 分 で評価 しない。米 国で売れ た もの/大 メー カの もの を買 う。大 メ
ー カで さえ も米 国で売 れて いる とい うだ けで

、AutoDesk社 製 を採用

した。

・マ ーケ ッ トのスケールの問題

米 国 は世界のマー ケ ッ トを視 野 に入 れ るが、 日本 は国 内 しか考 え ない。世界
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のマーケ ッ トは、 日本の10倍 以上あ る。この差が、商 品価格 の差 になる。

・人材 の問題(技 術者)

海外 では、優秀 な人材 はベ ンチ ャに来 る(日 本 で は、大企業へ行 って しまう)。

・人材 の問題(営 業 ・経営者)

米 国:ベ ンチ ャキ ャピタルが専門の人材 を斡旋→ あ っ とい う間 に販 売網 確

立

日本:悪 戦苦闘 しなが ら起業 者 自身がや る しか ない。

⇒T社 の起業後5～6年 は、なかなか会社 を大 き く出来 なかったが 、米国 のAuto

Desk社 は大企 業 になって しまった。

4.パ ソコンソフ トの成功 の原則

・上 位 の コ ン ピュ ー タの ソ フ ト市 場 を食 って成 長

例.CADの ソ フ ト。
`60年 代:ロ ッキ ー ド+IBM(CADAM)は

、1式50億 円 ～(メ イ ン

フ レー ム)
`70年 代:コ ン ピュ ー タビ ジ ョンは

、1億 円 ～(ミ ニ コ ン)
`80年 代:A

utoDeskは 、100万 円 ～(PC)

か つ てWSで1億 円 した ソ フ トの機 能 を絞 って 、パ ソ コ ン用 に100万 円 で

出荷 。そ の後 、'85年 にPTC社(ParametricTechnologyCorporation)が 、

3次 元CADで 急 成 長 。

10年 周 期 ぐらい で新 た なベ ンチ ャが 生 まれ、 前 の市 場 を食 っ て成 長 。

5.日 本 の良い ところ

・技術 の蓄積

米 国:創 業3年 くらいでス ター ト時 の人 は居 な くな り、マ ーケテ ィングの

専 門家が企業 買収 を行 って、極 短い周期 で製 品 を出 してい く。エ ン

ジニ アは面 白 くないので皆辞め て行 き、技術 の空洞化が起 こる。発

想 を変 えた新 しい もの を作 るときにはこの米 国方式 は有利であ るが、

何年 も改良 ・改善 を積 み重ねてい くこ とは出来 ない。

日本:1つ の もの を改善 ・改 良 をしてい く力は大。

⇒ 現在 、技 術 の変 革が鈍化 して きているので、 日本 にチ ャ ンスが来 る可能性

あ り。

・共同作業

米 国:個 人 プ レーが主。安 い給料+ス トックオ プシ ョンでつながっている。

どこかで崩壊 する。

日本 ファミリーで、浮 き沈み に強い。
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・ユ ーザ に密着 したアプ リケー シ ョンに強い
。

カーナ ビ、 カメ ラ、車の電子制御等 のハ ー ドに組 み込 みの ソフ トでは、 日本
は圧倒 的に強 い。

⇒ 日本は世界 一の ソフ ト輸 出国

6.日 本 におけるインターネ ッ ト関連 ソフ トウェア市場 は成立 しない

・市場規模 に大 きな差があ る
。

日本:米 国=1:30

⇔(通 信料 金1:3)×(PC普 及率1:3)×(通 販普及率1:3)

・ユ ーザの問題

米国:自 分でやる気が 強いユ ーザが多 い。

日本:ユ ーザの依存心が強 い。家電 の ような手厚 い ソフ トが必要。

7.大 企業vs中 小企業(ベ ンチ ャ)

・大企業 が元請 け とな り、 中小 に下請 け に出す とい う図式 が社会 的に定着 して

しまってい る。技術 は下請 け側の 中小 企業 にあ るが、大企業 にお さえ られ て

いて上 に登 って行かれ ない。(例 、官公庁 マーケ ッ トは、go%J社 、残 りの10%

をA,G,B社 で分 けているが、小 さい企業が 出てい って も相手 に されない。

た とえ、土俵 に上が ることが出来 て も、公平 に評価 されない。)

8.ベ ンチ ャ育成のための国の支援

・ベ ンチ ャが一番欲 しいのは 「売上 げ」(政 府調達)

(例)'82年 にサ ンマイク ロンステム社 が出来 た とき、学生5人 で始め た会社

か ら、国防省 は、SUN1を 数百台購入 。そ の後、サ ンマイクロ ンス テム社 は

急成長 した。

・パ ッケージソフ トには
、プログ ラム準備 金 とい う優遇税制(収 入 の20%を 積

み立 て可=課 税 の先 送 りが で きる)が あ るが、 これ を続 けてほ しい(大 蔵省

は廃止 しようと してい る)。 これが無 くなる と、多 くの中小 ソフ ト会社が つぶ

れ る。

・大企業 とベ ンチ ャを分 けて扱 って欲 しい。

・無駄 な形式の排除

成果 を ドキュメ ン トの厚 さ等で評価 す るな ど

・国 はソフ トの作成 に しかお金 を出 さない
。(マ ーケティング支援が必要)

ソ フ トを製品 として売 る場合、 ソフ ト作成の3倍 くらいの総予算 がかか る。
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・日本での起 業 は、無 限責任

米 国では、起業家 は有 限責 任で、友人や キャピタリス トか ら資金 を調達。

日本で は、個 人補償(無 限責任)で 、銀行か ら借金 。失敗 す る と家族 まで丸

裸 。

⇒ 日本 では、起業 の数が減少 している。

・イ ン ター ネ ッ トの イ ン フ ラの よ うな もの は
、 政 府 が 率 先 して や っ て民 を引 っ

張 って い っ て ほ しい 。

・日本 は どこへ行 って もプロが いない(プ ロをプロと して生かす社会)

(例1)ベ ンチ ャへの出資⇒担保 または個人保証付 き貸付 け(無 限責任)

(例2)ベ ンチ ャは営業 ・経営 も自分 の才覚でや らな くてはな らない

(例3)研 究 開発公 募の評価⇒ 大学の偉 い先生 は売 れ るか どうかの評価 はで

きない
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一
1.会 社概要

設立

資本金

従業員数

売上高

事業内容

1981年

42億 円

1,300人

300億 円

急速 なOA化 が進 むオ フィスで一人一台 の時代 といわれてい るパ ーソナルコン ピ

ュー タと高速処理が可能 な ワークステーシ ョン上 で動作す る、 日本語処理 プログ

ラムやアプ リケー シ ョンソフ トの研究 ・開発 ・販売、周辺ハ ー ドウェアの開発 ・

販売 、お よびネ ッ トワーク関連事業の企 画 ・運営

2.論 点

(1)ソ フ トは一度普及す る と、 ある程度以上の機能差 は無視 される。OSへ のバ ン ド

ル販売 などの他 の要因 に よって売行 きが決 まる。

(2)ソ フ トの価値(値 段)は 、お経 に対す るお布施 と同 じで、貨幣経 済の理論(材

料+加 工 費 と貨幣 の等価交 換)で は捉 え られない。価 値 を何 で計 るべ きか難 し

いo

(3)大学 との交流 は、研 究面 ・実用面 での乖離 が大 き く、多 くを期待 してい ない。

それで も複数 の大学 との交流 は継続 しなけれ ば な らない。新技術 が登場 した と

きに、その優劣 を判 断す る評価 の 目を養 わねばな らないか らである。

(4)ス モールオフ ィス ・ホーム オフィス(SOHO)を 実用化 で きる仕組 みを作 るほうが、

効果が ある。

(5)規 格標準化活動 は、 デ ファク トス タ ンダー ドをいち早 く取 るため に非常 に重 要

な戦略であ るの に、 ソフ トハ ウスが絶対的 に参加 していない。

3.PCビ ジ ネ ス につ い て

・ソフ トは一度普及す る と、あ る程度以上 の機能差 は無視 される。OSへ のバ ン ド

ル販売 な どの他の要 因によって売行 きが決 まる。

・ソ フ トの価 値(値 段)は
、お経 に対す るお布施 と同 じで、貨 幣経済 の理論(材 料

+加 工費 と貨幣の等価 交換)で は捉 えられ ない。価値 を何 で計 るべ きか難 しい。
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付属資料6中 小企業 ヒアリング結果

4.産 学協 同研究 につ いて

・大学 との交流 は、研究面 ・実用面での乖離が大 きく、多 くを期待 していない。 そ

れで も複数の大学 との交流 は継続 しなければならない。新技術 が登場 した ときに、

その優劣 を判断す る評価 の 目を養わねばな らないか らで ある。

・学会の論 文 レベルの技 術が製 品に取 り込 めるの は
、実用化研 究 を行 って5～6年

後か、 または実用 にはならないかである。

5.最 近 の事例 か ら

・国の支援 で各地 の大学 に共同利用施設が作 られているが
、 中 には、建物 や設備 は

作 ったが、 ソフ トが ない、そ もそ もその地域 に利用者が いない等 、無駄 になって

いる ものがあ る。

・あるマル チメデ ィアセ ンターの例で は
、モーシ ョンキ ャプチ ャース タジオや、動

きを追 える3次 元 加速度 セ ンサ ー付 きの床 を持つ施設や最新の コンピュー タにそ

れぞれ数千万円 を投 じているが、3年 間に3件 しか利用 が なか ったそ うであ る。

・スモール オフ ィス ・ホ ームオ フィス(SOHO)を 実用化 で きる仕組み を作 る方 が効

果がある。

・ネ ッ トワークベ ースで仕事 をす るには
、最小 限のハ ー ド投資 で済む。

・会社員が ホームオ フィスで仕事 をす る と
、通勤時 間分 を仕事 に回せ るので非常 に

効率が よい。

・SOHOを 成功 させ るには
、自己管理 な ど個人のモチベ ーシ ョンが決め手 になる。

・ソフ ト開発 をうま く進め る仕組みの一つは
、 ネ ッ トワークで随時設立 され るバ ー

チ ャル カンパニ ーであ る。大人数 を恒常的 に抱 える企業 は効率 が悪 い。

・ソフ トハ ウスが生 き残 る道 は
、(1)徹 底 的に ジャパ ンローカル化(日 本 語障壁 を

利用)す るか、(2)徹 底 的 にイ ンターナシ ョナル化す るかで あ るが、(1)の 路線 は

失敗 した(日 本 語 にこだわって も一般 には受 け入れ られ なか った)。

6.イ ン ター ナ シ ョナ リゼ イ シ ョ ン につ い て

・UNIコ ー ド ・コ ン ソ ー シ ア ム は カ リフ ォル ニ ア州 法 に基 づ くNPO(NonPro丘t

Organization)で あ る。 イ ン ター ネ ッ トの 世 界 で はISOな ど無 視 され てい る。

デ フ ァク トス タ ン ダ ー ドを取 っ た もの が勝 つ。

・日本 はISO重 視 で あ るが 、ISOに 合 わせ て い る と イ ン ター ネ ッ ト界 の ア クテ ィ

ビテ ィ に遅 れ て し ま う。
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・話合 いはクローズ ドなWGベ ースで進 むが
、米欧の メ ンバ ー間で詳細 が決って

しまう。

・他 のWGで も言 えるこ とだが
、 日本 のメーカか ら出てい る人 は情報収集 ばか り

で意見 を言わない。 日本 が意見 を出 さない とアジア ・ア フリカの意見が 出てこな

い。意見 を言わなければ、い ないの と同 じである。

・また、大学の先生 は井 の中の蛙で、成果 を自分 の手柄 に したが る。それ に対 して、

大企 業の技術者 は権威 に弱 い。

・規格標準化活動 は、デ フ ァク トス タンダー ドをいち早 く取 るため に非常 に重要 な

戦 略であるの に、 ソフ トハ ウスが絶対的 に参加 してい ない。
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ソフ トウェアの競争力強化 についての各委員の意見





付属資料7ソ フ トウェアの競争力強化についての各委員の意見

ソフ トウェア産業の競争 力強化 を図 るために 、

採るべき施策についての委員の意見

「情報産業の研究開発体制のあり方に関する検討作業委員会」委員に 「ソフトウェ

ア産業 の競 争力強化 を図 るため に、採 るべ き施 策は何 か」 につ いて、以 下の3つ の カ

テ ゴリにわ けて具体的 に検 討 した。

(1)国の研究開発支援

(2)法制 度、慣習の改革

(3)市場構 造、商習慣 の改革

その結果を以下に掲載する。

「ソフ トウェ ア産業の競争力強化 を図 るため に、採 るべ き施 策」

A社 検討結果①

(1)国の研究開発支援

・組織 か ら個人へ

従 来 の研 究 開発 支援 は、資金援 助が主体 で あった。 しか し、 それだ けで は、新 し

い もの を生 み出す こ とはなか なか困難 である。新 しい ア イデ ア を出せ る人材 を育 て

るこ と、 そ してその アイデア を製品 にす るための環境 を整備 す る ことが必要 で はな

いか と思 う。 そのため には、現 在の企 業や研 究所 を対象 とした支援 のみ な らず 、学

生 や個 人 の研 究者 を対象 とした支援 プロジェ ク トがあ って も良い と考 え る。 ア イデ

アの検 証 だ けの フェ イズ なら、100万 円以下 で もす む よ うなケース は多 い。 これ ら

の費用 のほ とん どは、開発設備 お よび開発用 ソフ トウェアに使用 され るものであ る。

必要な設備を個人に対 して貸与するとか、必要な設備を整えた開発センターを設置

し、簡 単 な手 続 きで必要 なだけ利 用で きるよ うにす る とか、手段 はい くつ か考 え ら

れ る。 大学等 では、学生が ある程度設備 を利用 可能 ではあるが、社 会人 に とっては

その ような施設 は ない。誰 で も使 える図書館 の よ うなセ ンターが あれ ば、 ソフ トウ

エア開発 者 の底辺 を広 げ ることが で きるのではないか。 日本で もフリー ウェアの作

成者 な どには、優 れ た人 も多 い。

(2)法 制度、慣 習の改 革

・起業 リス クの軽 減

日本で は、ベ ンチ ャキ ャピタル とい う ものがほ とん ど存在せ ず、起 業家 は個 人 の

生活を犠牲にして資金調達を行い、失敗すれば非常に大きな痛手を受ける。 しかも

成功 した と して も、米国での ような億 万長者 になれる機会 は小 さい。 日本で ソフ ト

ウェ アのベ ンチ ャを起 こす こ とは、極 め て分 の悪 い賭 けで あ る。 この ような環境 で

は、 ベ ンチ ャを起 こそ う とす る意志 はあ って も、 ほ とん どの人 は躊 躇 す る。 また、
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起業 化 に当た っては、 ソフ トウェアの開発以外 の作業 に多 くの時 間 を割 くことを要

求 される。米 国でのベ ンチ ャキ ャ ピタルの代 わ りとして、例 えば、1000万 円の資本

を持 つ株式会社 をい くつ も用 意 し、 その社長 と してベ ンチ ャを公募 す る ようなこ と

は考 え られないか?一 定 の期 間で、製 品化 の成 果がで なければ、社長 は首 にな り、 プ

ロジェ ク トは終 了 させ る。成功 した場 合 には、 その会社 の株式 を公 開 し、 その利益

を、別 のベ ンチ ャのため の起業資 金 とす る。 また、販 売 につい ては、その ための販

売会社 を用 意す る ことで、ベ ンチ ャの負担 を減 らす。 この よ うな持 ち株 会社 を、 国

や民間の資金 を使 って作 ることはで きないか?

(3)市 場構造、商習慣 の改革

・日本市場の保守性の改革

日本の市場 は、米国 に比べ て新 しい もの に対 して は慎重 であ り、新製 品 を拡販 す

る上で の困難 が大 きい。米 国で は、新 しい ものであ って も、良い もの な らば、市場

に受 け入 れ られ易 い。 この ような買い手 だ け を対 象 に している と、国際競 争力が失

われ る。 これ を変 えるには、非常 に長 い時 間が かか るが 、 まず政府 自身 が調 達 な ど

で、率先 して範 を示 し、買い手 の意識 を変 えてい くこ とも必 要。

上記 の ような施策 は直接 的に当社 の ような企業 にとって、即効性のあ る施策 とは、

言 えないが、 日本全 体の ソフ トウェア 開発 者の レベ ル を上 げ、業界が 活性化 す るこ

とで 間接的 な効果が ある と考 える。 その意味 では、企業 人 としての立場 と、 この業

界 に身をお く個人 と しての意見 は同 じで ある。
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付属資料7ソ フ トウェアの競争力強化についての各委員の意見

「ソフトウェア産業の競争力強化を図るために、採るべき施策」

A社 検討結果②

1.国 の研 究開発支援

1)CALS,ECの ような情報 インフラ関係 の プロ ジェク トの推 進

2)国 が発注 で きるシステム(た とえば図書館 システム)の 拡大

(新 しいマーケ ッ トによ りソフ ト産業 を拡大 で きる。)

2.法 制度,慣 習の改革

1)単 年度処理の緩和(複 数年度の経理処理を可能 とする)

2)電 子化情報 を認める方策(セ キュリティ機能 もあわせて検討)

3.市 場構造,商 習慣 の改革

1)コ ンピュー タ市場 の寡占化傾 向 を打開す る方策

(ジ ャス トシステム,Netscapeの 苦境)

2)社 会 インフラ コス ト(た とえば通信 コス ト)の 低減 よる市場の活性化
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「ソフトウェア産業の競争力強化を図るために、採るべき施策」

B社 検討結果

(a)国 の明確 なビジ ョンの提示 に基づ く研究 開発の リー ド

例 えばInformationSociety、 超高速 ネ ッ トワー クソ リュー シ ョンとい った長

期 ビジ ョンに基づ く国立研 究所 、大学 、民 間と共同 による研究 開発 を促進す る。

ビジ ョンに沿 ったい くつ かの テーマ を設定 し、応募型 で プロジェ ク トと参加 メ

ンバ を選定す る。 この テーマ選定 とプ ロジェク ト採択 に関 しては有能で 目先 の

利 く人材 の登用 に よる委員 会の設置が必要。

(b)国 際デ フアク ト化への働 きかけ とリー ド

米 国、欧州標準化 団体へ の国 としての働 きかけ、アジア圏標準 としての採択 。(O

S、 通信 ソフ ト、暗号/セ キュ リティ等の基本 ソフ ト)

(c)欧 米に対する利用技術の競争力保持(応 用 ソフ ト)

新情報 テクノロジ活用 国家 プ ロジェク トの推進 による先進ユ ーザ利用 システム

の先行 開発。民 間主導 の企 業 システム/サ ービス、国の主導 による社会公共 シ

ステム/サ ー ビスの両面 で主導 。社 会公共サ ー ビスの方 は官庁 、 自治体、 国立

機 関等 で利用 を当初 よ り約束す る。特 にこれか ら大 きな産業 となる と考 え られ

る情報サー ビス、 コンテ ンツ、情報家電分野 に重点的 に支援策 を とる。

(d)優 秀 なソフ トの表彰

日本製デ フアク ト化 ソフ ト、優秀APパ ッケー ジを表彰 し賞金 を与 える。

(e)ベ ンチ ャソフ トハ ウス育成 策

企業のベ ンチ ャソフ トハ ウスへ の投資 に関す る税制/法 的優遇措置 を設ける。
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付属資料7ソ フ トウェアの競争力強化についての各委員の意見

「ソフ トウェア産業の競 争力強化 を図るため に、採 るべ き施策」

C社 検討結果

1.産 官学の役割分担

・一般 的研 究分野 の場合

大学

①

国研

②

民間

③

基礎 基盤 応用

①基礎研究

②基盤研究

③応用研究

大学の中心領域

国研は、目的を明確にした基礎研究。

国研の中心領域

観測、分析、評価、標準化に関わる研究

インフラ整備

国際交流、産官学交流の場の提供

民間の中心領域

国研は、公共的応用。

・ソフ トウェア領域の場合

システム

方式

理論

①理論研究 大学中心(ニ ッチな領域に限られる?)

②方式研究 産官学ともに中心的研究領域である。

③システム研究 産官学ともに弱い研究領域である。

(実践の中から生まれることが多いため)

2.ソ フ トウェア領域 の特質

・産官学の分担 を明確 にす るこ とは困難であ る
。

・ソフ トウェアは人為的 な もので あ り
、 自然法則が成 り立 た ない。

(自然科学 と人文科学の融 合領域 と考 え られる)
・システム研究 の中か ら新 しい方式 や理論が生み出 されるこ とが多 い

。

しか し、産官学 ともに この領域 は弱 い。

(研究所で はな く、ベ ンチ ャか ら新 しい ものが出やすい。)
・パ ソコ ンパ ッケ ージはフ ァッシ ョン性があ り

、技術のみで は解決 しない。

(パリコ レと同様 に、 シリコ ンバ レーお よびマス コ ミの認 知が不可欠で ある)
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ソフ トウェア産業

平成7年 度(出 典 電波産業調査統計)

市場規模(兆 円) 雇用(万 人)

全産業

情報通信産業

電子計算機および関連装置

ソフトウエア業

1484.7

29.4

5.2

3.7

82.8

13.3

23.6

ソフ トウェア産業の競争 力

①SIビ ジネス:業 務 ノ ウハ ウが 中心の世界(ロ ーカル性が高い)

②SIビ ジネスの下請 け:系 列化(生 産性向上、 品質向上)

③パ ッケージビジネス:デ フ ァク トス タ ンダー ドの世界

④ サービス ビジネス:ソ フ トウェア教 育、保守、運用 管理 な ど

⑤ コンテンツビジネス:デ ータバ ンク、CD-ROM出 版

(イ ンターネ ッ トへ の対応)

今回の提 言は、① か ら⑤ まで対象 か?

各 々区別 して提言 しなければ意味 がない と思 う。

① の領域:ロ ーカル性が高い ビジネスであ り、米 国 に乗 っ取 られ る心配 は少 ない。

利用 される部品 は、米 国製が多 くなるこ とは予想 されるが 、 これは③ の範疇で

ある。

② の領域:現 状 の ソフ トウェア業 の大半が この範疇で あ り、弱小企業の集 ま りで

あ り、いか に② か ら脱却 させ るかが最大の課題で ある。

・系列下の ソフ トハ ウス は、親会社が面倒 を見 るのが原則で ある。
・独立系の ソフ トハ ウス は、国の支援 が必 要であ る。

(但 し、研 究支援 とは違 う範疇)

③ の領域:最 大 の課題であ り、 中心的検討対 象 と考 える。
・研究所 をい くら支援 して も解 決 しない

。 ベ ンチ ャを生 み出 し、育成す る仕 組

みが ポイ ン トと思 われ る。但 し、良 い ものや安 い もの よ り、 ブラン ドものや

実績のある もの を買 う国民 性が、ベ ンチ ャに とって最大の疎外要因であ る。

④ の領域:多 くの コンピュー タデ ィーラは この領域 で飯 を食べ てお り、利益 の源

泉 になっている。

⑤ の領域:全 く弱 いのが問題 であ る。

但 し、 ソフ トウェアの問題 では な く、中身の問題 であ る。
・国の支援が必要 であるが 、永続的かつ金 食い虫 とな る。

以上 をまとめる と次 の ような提言 になる。
・日本の ソフ トウェアハ ウス をSIの 下請 けか ら脱却 させ

、パ ッケ ージビジネ

ス に転 換 させ るこ とが最 大 の課題 であ り、その ための支援 を国が中心的 に行

う必 要が ある。

→ パ ッケージの 開発資金 を援助 す る。

→ そのパ ッケージ を国が積極 的 に採用す る。

(例えば、公 的機 関にその使用 を義務付 ける)
→大手 メーカは、 そのパ ッケージの流通 を助 ける。
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付属資料7ソ フ トウェアの競争力強化についての各委員の意見

4.三 つのカテゴ リ毎 の提 言

(1)国 の研究 開発支援

①公共 的 シス テムの構 築 をモデルに して支援 する。

例:遠 隔医療 システム(厚 生省 との連携)

遠隔教育 シス テム(文 部省 との連携)
・システム研 究 を中心 に置 く。
・そ こに産官学の研究部 門 も参画 させ 、研究的要素 を担 当 させ る。
・ソフ トハ ウス も参画 させ る。
・成果物 と してパ ッケージソフ トを生み 出す ことを義 務付 ける

。
・米国の主流 の シ ョーに出展す ることを義務付 け

、そ の資金援助 も行 う。
・高い評価 を得 た もの に対 し、ベ ンチ ャビジネス を起 こす資金援助 を行 う。

② ベ ンチ ャの卵 の養成
・大 学の若い学生 を対象 に研究資金 を援助 する

。(2百 万 円/年 ×1千 人 にば ら

ま く)
・成果物 と してパ ッケージソフ トを生み出す ごとを義務 付 ける

。(1千 パ ッケー

ジ)

・国内 コンテス トを実施 、優秀 な もの を米国の主流 の シ ョーに出展 す る。
・米 国で高い評価 を得 た もの に対 し

、ベ ンチ ャビジネス を起 こす資 金援助 を行

う。

③ シーズ指向の プロジェク トは止め るべ きである。

(2)法 制度、慣 習の改革

① 産技 制度 の プロジェク トへの参画

ソフ トウェア単独 の プロジェク トは採択 されない し、む しろ避 けるべ きであ る。

逆 に、全 てのプ ロジェク トにソフ トウェア研究者 の参 画 を義務付 け る。

(今や どの分野 で もソフ トウェアが ない プロジェク トは ない)

②省際 プロジェク トを増 やすべ きである。 一

通産省単独で は公 共ニーズは広が らない。

③業際 プロジェク トを増 やすべ きで ある。

横並 び主義 か らの脱却 を目指 し、1業 種1社 を原則 に して、複 数業種 の連携 プ

ロジェク トにすべ きである。

④ 学際 プロジェク トを増やすべ きである。

情報処理 の先 生 だけの プロジェ ク トは避 け、い ろいろ な分野 の先生の連携 プ ロ

ジェク トにすべ きであ る。

(3)市 場構造、商慣 習の改 革

① 日本人 のカルチ ャを変 えるのは難iしい。

プラ ン・ド指向、実績主義 がある限 り、ベ ンチャは 日本 では育 たない。

日本人 をアメ リカに送 り、そこでベ ンチ ャとして成功 させ てか ら日本 に もって

くるのが最 も現実 的な解 と思 われ る。暫 くは、米 国の 目利 きに頼 る しか ない。
一流 大学 を出 て

、一流企業 に席 を置 き、ブラン ド品の洋服 を着 ている私 自身が、

ブラン ド指 向、実績主義 を問題 にする ことに矛盾 を感 じる。
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5.C社 有識者 によるコメン ト

5.1コ メ ン ト1

カテゴリ(1)に ついて

・申請か らフ ォロー、報告 な ど面倒 な手続 きの簡素化

現状 は、 ソフ トウエアの変化 のス ピー ドに追いつかない。
・プロジェク ト年限の短縮 、柔軟 運用

ソフ トウエ アのス ピー ドは、3ヶ 月が通常 の1年 に相 当す る。

3年 プロジェク トは通常 の10年 プロジェク ト相 当 と考 えるべ きで あ り、

1年 毎 に前期 、中期 、後期 と して毎年 ターゲ ッ トを見直 し、見込みの ない

ものは早期 にうち切 るべ きであ る。

カテ ゴリ(2)に つ いて

・情報処理教 育の在 り方 の見直 し

知識教育か ら実践教育へ の改革 が必 要である。

日米 の情報処理研究者 の大 きな差 は実 は技能 の差で ある。

現状 は、英会話が で きない英語 の先生 に教 え られ、英語嫌いが増 えてい る

の と同 じ状 況である。

まず、技 能のベ ース を作 るのが先 決である。

ブライ ン ドタッチ もで きない先生が教 えるな。

ホームページ も作れ ない先生が教 えるな。

5.2コ メ ン ト2

提言 に全 く同感です。 これ に次の2点 を付 け加 えさせ ていただ きます。

「ソフ ト技術者の流動性 を高め る施策」

会社 を移っていって も、終身雇用 と同等の生活保障が得 られる制度 を設け る。

日本で は、終 身雇用 の特典 が大 き くこれが転 職(失 業 の恐 れ→ ベ ンチ ャ設 立へ の

取 り組み意欲 の阻害)へ のヘ ジテ イ トになってい ると思 われ ます。

失業保険制度 、年金制度等 で、ベ ンチャを幾度 も起 こ しては、潰 して もあ る保 険

を掛 けておれば、一定の保 障が得 られ る。特 に定年後 の年金が 人並 み に保 障 され

るのであれば、ベ ンチ ャの失敗へ のヘ ジテイ トの一部 は除かれ る。

「ソフ トハ ウスの設立/廃 業 を容 易 にす る施 策」

これ も、設立 と廃業 を容易 にす る制度、施策、支援が必要。

ベ ンチ ャキ ャピタル;比 較 的低 いゲ インで も投 資する。(提 案 に書かれ てい

る ような学生 では、2百 万位 、 ソフ トハ ウスで は、2千 万位 か らの投資 とその回

収で投 資が回るようなベ ンチ ャキ ャ ピタルが欲 しい。

また、会社 は一定期 間活動 すれば(一 つのPKGソ フ トを事業 し尽 くせ ば)、'そ

の役割 を終 え、潰す もの との通念 を作 り、その ようなベ ンチ ャ企業 を容易 に設立

し、 また、会社経営 の支援(ノ ウハ ウの支援)、 会社経営の一部代 行 な どの支援

があれば、容易 に学 生や技術者 が起業がで きるようになる。

以上は、社会制度面 の話 しで、研 究機関へ の問題ではない とは思 い ますが 。
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5.3コ メ ン ト3

全般 的 には同感 です。下記の点が若干気 にな ります。

3に 関 して

コンテ ンツが弱い こ とと創造性が乏 しい こととが関係 す るので はないか。

「パ ッケー ジの利用 を義務付 ける」 は、逆差別 ではないか。

ベ ンチ ャに とって 、販 路確保や広告 や ライセ ンス販 売 のノ ウハ ウ不足 な どが ネ ック

になるのではないか。

既存企 業(例 えば、大手 の販売会社 で も良い)と 協 業(例 え ば大手 メーカへ の ライ

セ ンス供 与で も良い)を 促 進/仲 介 して くれ る ような 「ベ ンチ ャサ ポー トセ ンター」

ともい うべ き情報 セ ンター とい うような組織が ある と良い と思 う。

ベ ンチ ャは製 品や特 許 な どをデー タ登録 し、既存企 業 はそれ を見 に行 く。「ベ ンチ ャ

サ ポー トセ ンター」 には、契約 の ノウハ ウを持 っていて、仲人役 を果 たす。

要す る に、既存企 業 に とって も 「ベ ンチ ャを活 用 出来 る」 とい う相 互利益 の仕 組 み

が 良い と思 う。

4に 関 して

目標の曖昧さ及び指導者不在が真の問題点である。

私の周辺 の情 報処理 関係 の研究 開発 者(企 業 も学校 も)は ニ ーズ か ら遠い所 にい る

場 合が多いです。Internet関 連のみが唯一 自分達 自身 にニーズが あ ります ので、大 変

な進歩 を してい ます が、例 えば医療関係 を例 に挙 げ る と、情 報化 は大 変遅れ てお り、

かつ、最新情報処 理技術 が導入 出来れ ば経済効果/医 療効果 は とて も大 きい と思 い ま

す。

ですので、情報処理関係の研究開発の促進には学際、業際などがとても重要だと思

います。

5.4コ メ ン ト4

1.産 官学 の役割分担

ソフ トウェアでの応用研 究、基礎研究、 とは何 かは不明 です。

色 々な人が色 々な イメー ジを持 ってい る気が します。

しか し、色 々な ことの理論 的な裏付 けは特 にアメ リカな どでは

大学で なされている気が します。OMTな どは、良い例 だ と思い ます。

2.ソ フ トウ ェ ア領 域 の 特 質

自然法則 が成 り立 たないのでは な く、モ デル化 あるいは計算 可能な

法則 を作 る こ とが、 日本で は訓練 されてない と思 い ます 。 この意味で は

科学 あるいは工 学の類であ り、 システム研究の 中か ら生 まれる と思い ます。
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3.ソ フ トウ ェア産 業

SIが 載 っ とられ るこ とはない とは言 い切 れないので はないですか?

例 えば、SAP/R3な どは大 きな脅威です。

確信度 は自信が あ りませ んが、 日本 で はデータベ ース を中心 と した シス テムの

発展の仕方 を してこなか った、 アメ リカは依然 としてデー タベース を基軸 に し

て もの ごとが動いてい る と思 い ます。 その一つ にコンテ ン トといわれ る ものが

ある と理解 してお ります 。

4.提 言 、 その 他

産技制度

国(省)主 導で はな く、業界 中心 のプ ロジェク ト体制が必 要。

GIIの ように、大 きな枠組 を作 るまで を国が行い、その後 は業界が勝手 に走 る、

とい う進 め方 もあ る。

ベ ンチ ャ

国がベ ンチ ャの為 の資金提 供 をす るこ とには、賛成で きませ ん。

アメ リカで も良 くいわれ る ように、投 資 ・金融 の制度 あるいは手段 の改革が必

要 なので しょう。

これ まで、成 すべ きことを為 さず に来 て、 ここで小手先 で工夫 す ることは止 め

たい。

システムとソフ トウェア

両者の相互依存 関係 の要素 を もっ と意識 的に抽 出す る作 業がい る。

片方か らの アプローチ は片手落 ち。

実際 と基礎

実学 は必要ですが、現状 は、 ソフ トウェアに関す る知識 、お よび技術が ないに

も関 わらず、我流 で作 ってい るのが大部分。 この差は、大 きい。

一 付7 -10一



付属資料7ソ フ トウェアの競争力強化についての各委員の意見

「ソフ トウェア産業の競争力強化 を図 るために、採 るべ き施策」

D社 検討結果

(1)国 の研 究開発支援 につい て
・テーマの発掘が大事

今後 、国が施策 す る研 究 開発 は社会 シス テム と して必 要 なテーマ につ いて、情

報技術 で どう解決 し、役立 たせ るかであ る。(通 常 いわれているニーズ指 向。)

そのため には何 よ りも各界 各分 野 よりの 巾広 い意見集 約が必要 であ り、恒 常 的

な委 員会 を設 け、社 会動 向の トレン ドウ ォッチ、 問題提 起す る制 度又 は機 関 を

設 ける。(ニ ーズ指向であれ ば何 よ りもテーマ発掘が 出発点で ある。現代 の複雑

な社 会で は一人 の 目利 きに良いテ ーマ選定 をた よるのは無 理故 、組 織で の対 応

が必要 である。)

(2)法 制度、慣習の改革について
・情報処理技術者試験の改革

現在、実施されている情報処理技術者試験での成果は社会的には何の役にも立

っていない。(個人的には多少給料が上がるくらいである。)

情報システムが社会的重要性を標榜するならば公的な資格を有した情報処理技

術者の認定が必要であり(こ れは現在ある。)且、認定者が責任を持つ情報シス

テムにしなければならない。(こ の部分が欠けている。)

(3)'市 場構 造、商 習慣 の改革 につ いて
・ダンピング防止策 を考 える

公 的機 関が実施す る一気通貫型情報 システムの開発 はダ ンピングが現実 である。

(但 し、こ じつ け として理 由があ る し、匿名 とい うことで記述 してい る。)

防止 策 と してH/WとS/Wの 完 全分離発注や、 システム開発 の各 段 階での業

者選定等 を検 討 し商習慣 の改 革 を図 る。

従 って、あ る規模以 上の シス テム構 築 はマ ルチ業者構成 とす る とか当然 ダン ピ

ング防止法 も検 討す る。

発 注者側 にもシス テムの公平 な評価がで きる体制対応が必要で ある。

・慣 習の改革 として これか らの研究 開発 は英語 を基 とす る
。

日本 と欧米 との差 は何 よりも言語の差が大 きい。

そこで、国際標準 を狙 うシステムは最初か らすべ ての事柄 に対 して英語 で行 い、

いつ の時点で も欧米 の研 究者が認知で きる環境 を作 る。

日本での普及 は逆輸入の型 で可 とす る。

ちなみ に、言葉の障害の ない商 品(例 えばゲーム ソフ トは絵 だけであ る。)は 日

本発 世界 を圧巻 してい る。

この こ とは良 く考 える と今 迄の各種技術 蓄積(当 然国 の研究 開発 も含 まれてい

る。)の 賜物 とい える。

・規 格 作 り

IPAで は ソ フ トウェ ア ・パ ッケ ー ジ、 ツー ルの 整 備 ・拡 充 が 図 られ 流 通 の努
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力が なされてい るが まだ まだ荒 い と思 う。(受 動 的 と思 う。)

そ こで分野 に必 要 なパ ッケ ージ、 ツールの精緻 な規格 作 りを統一 的 に行 い公 開

す る。(特 に、 これか らの新 しい分野 に適用す る。)公 的機関が 開発す る各 種 シ

ステム はこの規 格化 されたパ ッケージ、 ツー ルの活用 を義務づ ける ことに し、

流通 を図る。

・わかりやすい公開制度の確立

国が実施する研究開発の成果は公開、無料(当 然責任な し)と し活用者 に便宜

を与える施策を考える。

研究実施者への還元は別途考える。

・もたれあい構造の改革

国が実施す る研 究 開発 は誰 で も自由に参加 させ るべ きである。

民 間よ り資金の提供 を依頼 してはいけない。

(現在の大型 プロジェク トは必 ず、何 らかの形 で民 間 も資金 を提供 してい る し、

してい る企 業 しか参加 で きない。)
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「ソフトウェア産業の競争力強化を図るために、採るべき施策」

E社 検討結果①

1.検 討に当 たってめ考 え方

(1)国 の研究開発支援

総花 的に支援 を して も、産業 の競 争力強化 につ なが らない ので、産業構 造 を見据

えて、 日本が 強 くすべ き ところ、 グローバ ルなコア コン ビタンス を取 れ る ところ

を重点 に支援 すべ きであ る。 また、 ソフ トウェア産業 の観点 で も、米 国 と張 り合

う とい うよ り、共存 共栄 で きる 日本の産業 を見つめて行 きたい所 である。

・ソ フ トウェ ア産 業

基本 ソフ ト、 ミ ドル ソフ ト、業務 ソフ ト、専 門ソ フ ト、 システ ム開発/イ ンテ

グ レーシ ョンな ど幅広 い。基本 ソフ ト、 ミ ドルソ フ トな どの下位 レイヤの ソフ

トで は米国が先 行 し、 日本の 出 る幕が少 な くな りつつ あ るが 、上位 レイヤの ソ

フ トは領域 的 に も広 く、各 国の文 化 に も依存す る こと もあ り、 日本 に もチ ャン

スがある と思 う。

また、上位 レイヤ の ソフ トの方 が、桁 違いの市場規模 があ り、 ソ フ トウェア産

業 と して も重 要度が高 い。 したが って、上位 レイヤに重 心 を置い た産業育 成支

援 が よい と思 われ る。

・下位 レイヤの ソフ トウェ ア産業育成

*今 はグローバル な競争 力が な くとも、 日本市場 で太刀打 ちで きるソフ トにつ

いては支援育成

*日 本 に技術蓄積が必要 な ものはキャ ッチ アップ型で も支援育成

・上位 レイヤの ソフ トウェア産業育成

*先 進的 シス テム開発 プロジェク トによる育成支援(ト ップ ダウン型)

米国のNGI型 も良いが 、基盤 分野で競争 して研究 して も、 日本 の体 力で は

勝 て ないので、や る として もその一部分 の研究か、米国 との共 同研究 が良い。

また、 それ よ りも、業種別 な どで先進 的 シス テムの研 究 開発 を促進 す るほ う

が 日本 の特 長 も出せ るのでベ ター と思 われる。

*日 本 固有orグ ローバ ル に通用 す るソフ トの研 究支援(ボ トムア ップ型)

米 国の動 向 をウ ォッチす るのは良いが、同 じ領域 を研 究す る とい うよ りも、

日本 の特長 を出せ る ものや ひ と味違 った ものの研 究 に重点 をお くべ き(米 国

と同 じ領域で競争 して もス ピー ド/パ ワーで勝 てない)
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・ソ フ トウェ アの 研 究 開発 テ ー マ

米 国ベ ンチ ャか ら出て くる製品 を見 てい ると、単 品技術 だけで な く、 シス テマ

テ ィ ックかつ ビジ ョンの あ る ものが多 い。ベ ンチ ャ同士 の製 品/技 術 の連携 も

あ り、製品 と してのス コー プ も大 きい。 日本 の研 究 開発 を見 ている と、基礎 技

術 的でス コー プ も狭 いのが多 いので、 その技術 が 良 くて も、 システム に簡単 に

組 み込 めない し、応用 領域 もふ くめた ビジ ョン もない ことか ら結果 と して、世

界のベ ンチ ャ製品 に比べ見劣 りす る。

これ を解決すべ く、施 策が重要 であ り、研究段 階か ら、大学/企 業 の研究 者間

さらには、全世界 の研究 者 とも連携 す るこ とも必 要 とな る。 この ような共 同研

究 を推進/支 援す る国の施策 も考 えるべ きである。

(2)法 制度 、慣習、市場構造、商 習慣 の改革

弱者救済的 な変革 だ けでは、 ソ フ トウェア産業 を維持 出来 た と して も、米 国な ど

との競争力が付 くとは思 え ない。ベ ンチ ャ育成 とい って も、中小 ソフ トハ ウスへ

の支 援 とは別 に扱 うべ きであ り、 中小 ソフ トハ ウスへ の支援 は、他 の業種 の中小

企業支援 と同 レベ ル とすべ きで ある。

ソフ トウェア産業 を支援 す るに当たって、米 国/日 本 の法制度 、慣習、市場構造 、

商習慣 とを比べ 、 日本 の ソ フ トウェア産業 の方が不利 な点が あれば改 革 し、 日本

企業 の事業体 質 を強化 出来 る ようにすべ きと思 う。 とにか く、小手先 の支援 よ り

グローバ ルな競争 の 出来 る産業体 質 に し、後 は 自由競争 の なかで企業 に頑張 って

貰 うべ きであ る。ベ ンチ ャにつ いて も、海外ベ ンチ ャと対等 レベ ル に考 えて それ

な りに厳 しい基準 で支援 育成すべ きで ある(米 国の著名 なベ ンチ ャを見 る と、 た

ち上 げ時か ら優 秀 な技術 者が集 まってお り、彼 らを技術面/販 売面 で側面 支援す

る人的 ネ ッ トワー クもある。 したがって、最初か ら事 業成功 の基礎があ る。一方、

日本 のベ ンチ ャを考 え ると、 まった くゼ ロに近 い所 か らの立 ち上 げであ り、大 き

な冒険 も出来 ない?)。

これで は遅 れてい る 日本 の ソフ トウェ ア産業 を立 ち上 げ られ ない、 と思 う所 で多

少 の保護政策 を入 れ、段階的 に保護 をや めて行 くようにすべ きであろ う。

*日 本 のソフ トウェア産業の事業環境 につ いて

ソフ トウェアは、ハ ー ドウェアの付録 だ った時代 に比べ 、産業 として成 り立つ

ようになって きたが、日本 では、まだ まだハ ー ドに比べ事業基盤が脆弱 である。

ソ フ トウェ アに対 す るユ ーザ認識 で、次 の点で 日米の大 きな差 が ある ように思

う。 これが、 日本の ソフ トウェア事業 を厳 しくす る要 因の一つ となってい る。

・米 国のユ ーザ は、 ソフ トウェア障害(特 にオー プン系)を 前 提 にで きる限 り無

理 のない使 い方 や リス クヘ ッジす るシス テム構築 を選ぶ。 しか し、 日本 のユ ー

ザ は、その点 の配慮 が少 な く、無理 な使 い方で色 々 なソ フ トウェア障害 を誘発

す るケース も少 な くない(米 国のISVか らこの点 をよ く指摘 され る)。
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付属資料7ソ フ トウェアの競争力強化についての各委員の意見

一〉ハ ー ドウェアな ら、使用 条件 も限定 され、使 い方が悪 けれ ば早 く寿 命が来 る。

ソフ トウェアな ら、バ グ対応 させ られ、ベ ンダに も多大 な負担有。

一〉また、ハ ー ドウェアな ら、耐久年数 の考 え方が あ るが 、 ソフ トウェ アにはその

考 え方 は無 い し、ユ ーザ も受 け入れ ない。米国の場合、サポー トを受 ける には、

それ な りの費用 をベ ンダに払 わざるを得 ない と思 う風土が あ るため、古 くなれ

ば買 い変 える(も っと もシステ ムを新 しくするため買い変 え を積極 的 に行 う)。

しか し、 日本 は、一度買 えば、使 える間はベ ンダがサ ポー トして当然 との考 え

が強 く、それ も無償/低 価格で要求 されるためベ ンダの負担が軽 くない。

一〉上記 環境 ゆ え 日本 は高 品質指 向 とな り、生産性が低 下。高 品質 は魅力 ではあ る

が、機 能の進 化が激 しい分野 では、米国 な どの製 品開発 ス ピー ドにつ いてい け

ない。

・日本のユ ーザ は、 ソフ トウェアに対す る価格的価値 を認 めない?

一ユーザか らの過 度の値 引 き要求(ソ フ トの製造原価 が コピー費 だけ?)

一ユーザシステム開発 も工 賃 レベルの支払い(ソ フ ト技術者 の評価低)

一保 守サ ポー トに対 す る無償で の要求(ソ フ トの問題 は
、バ グに起 因、ハ ー ド

の ような故障 の考 え方が な く、ベ ンダが無償で対応 すべ きとユ ーザが考 える)

一〉米 国に比べ 日本のユ ーザ は上記傾向が大 きい ように思 う

*米 国のISVか ら、保守サ ポー トの有償契約 を求 め られるが 、日本 のユ ーザは、

納得 しがたい

*オ ー プン系 の ソ フ トは、大量 販売 を前提 に大幅 な低価 格化 を図 ってい るがそ れ

で も値 引 き要求が激 しい上、保守サポー トも無償 で要求 され る

一〉この環境 では、世界 的 ソフ トウェ アベ ンダは、米 国な どで収益基 盤 を持 ってか

ら日本 に進 出す るので値 引 きに対応 で きる体力 が あるが 、 日本 のベ ンダは、収

益基 盤 もない段 階で厳 しい環境 に さらされるため事業 と して苦戦 す る(昔 な ら

ば、関税で、米国製 品に対 し日本製品 を保護 したい ところ)。

これ以外 にも、 日本固有 の、慣習、商習慣 、市場構造が多 々ある と思 う。

2.具 体 的施策(案)

(1)国 の研究開発支援

*NGI型/調 達型(ト ップダウン型研究支援)):

業種別 に戦略的 ・先導 的 シス テムの ビジ ョンを描 き、 その業界 とタイア ップ し

た研究 開発 プロジェク トの推進 を支援。

一〉アプ リケー シ ョン/サ ー ビス 開発主導で社会的 にイ ンパ ク トを持 つ フ.ロジ ェク

トを設定すべ き。 結果的 にプラ ッ トフォームの技術 開発 が進 む形態が良い。
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*IPA型/ATP型(ボ トムア ップ型研究支援):

アイデアの良 さよ り、 日本 の ソフ トウェア産業育成 の観点 と し、事 業性の高 い

研 究 テーマ を選 別 して支 援(公 開 ・競争 原理 に基づ く研 究公募制度 のIPA拡

充 にて対応)さ らに、商 品 開発段 階の研 究 につい て も、開発 ス ピー ドア ップを

目的 に支援、 また、 グローバ ル標準 に育 て るための 開発研 究、米 国な どとの共

同研究/開 発 に対 して も支援(ATP型 の拡 充)

一〉ソフ トは開発 だけでは な く、市場 に出 し永続 的 に改 良、保 守 を しなければ世の

中には受 け入れ られ ない。 開発 だけの プロジェク トは成果 の利 用が ほ とん どさ

れない ため、継続 的な強化研究 支援 もある とよい。

*ソ フ トウエア標準部 品化 にむけてのフ レーム ワー ク研 究開発 支援

広い意味の部 品化 が ソフ ト技 術/産 業 の鍵 であ り、 この フ レーム ワー ク作 りを

早急 に立 ち上 げるべ き。世界各企業 との連携 も必 要。

*日 本語 に関わ るプロジェク ト支援

日本語処理 は 日本が 守 る最後 の砦 であ り、 国の資金 を投 入 して戦略的 に進 め る

べ き。

*米 国研究者 との人材交流、共 同研究支援制度:

日本 ローカルな研 究で は、世界 トップ レベル と肩 を並べ た研究 開発 は難 しい。

トップ レベル の技術 者 と対等 に交流 で きる技術 者の育 成、 さらには彼 ら と共 同

で事 業 をすすめ られ る ような技 術者 を育成 し、数多 くの国際 的な人材 を日本で

育 てる。

*発 掘型の研 究支援

有識者 が 日本全 国 にい る優秀 な人材発 掘 し研究 を支援 す るの も、 日本 の競争力

強化 に もなる し、人材 の海外流 出の防止 に もつ なが る。 ただ し、 この支援 をど

の よ うにやるかが 問題 であ り、有識者選 び も課題 となる。ひ とつの方法 と して、

共 同研究 を優遇 支援 す る よ うにす れば、共同研 究相手 を探す ようにな り、結果

と して発掘型 の人材探 しにつなが る。

(2)法 制度、慣習

*ソ フ トウェア取引 ガ イ ドライ ンの設定(効 果 は?)ハ ー ドウェア と同様 な価 値

観 を持 たせ るべ く基準 を設定 し、事業性 を向上 させ たい。具体 的には、無償 保

証期 間、保守 サ ポー ト費 な どのガ イ ドライ ンを示 す。→ ただ し、全世界 との

整合性 をも配慮 し慎重 に決め る必 要が ある。

*研 究成果 の扱 い

研 究 開発実施者へ優 先 的/独 占的実施権 の付 与す る と ともに、成果 を 日本 の財

産 とすべ く、それ を公 開。その場合、利用売 り上げ を研 究者 や国ヘ リター ン(研

究者 に対す るイ ンセ ンテ ィブ と国の研究支援 費用 の リター ン/新 たな支援の資

金源)。
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*研 究成果の オー プン化 と研究成果の公正 な評価

広 く研 究成果 を世の 中に知 ら しめ るこ とと、評価 に関 して は事前 の 目標 の明確

は もちろん、事 後の結果 の評価 を有識者 が十分 に行 い、 フ ィー ドバ ックが行 え

る仕組み とす る こと。

*省 庁連携

た とえば、遺伝子研究 の場合 、 ソフ トウ ェアの研 究支援 も優先 的 に実施。(遺 伝

子研 究予算 の一部 をソフ トウェア に配分す る案 もあ るが 、それ では、マ イナー

となるため、 ソフ トウェア研 究支援 を別途 しっか り出す ほ うが 良い。)

*プ ロジェク トへ の参加

業種別 の先進 シス テム研 究開発 プ ロジェ ク トな どでは、ベ ンチ ャ も含 め、必 要

な研究 テーマ に対 しベス ト技術 を もつ企業 に参加 させ る。

(3)市 場構造、商習慣の改革

偏見 か もしれ ないが、会議 で配布 された資料 の中の改革施策 の例 では、中小 企業

の振 興 レベ ルで あ り、今 ある 日本 の中小 ソフ トハ ウスが世界 的競争力 を持 つ よ う

にな る とは思 えない。 日本の ソ フ トウェア産業 に世界 的 な競争 力 をつ け させ よ う

とす るなら、世界 的な 日本の大企業 と世界 的 に も特殊 な技術 を持つ ソフ トハ ウス

を支援 す る ような改 革が必 要 と思 われる。 これ につ いて は、米 国や欧州調査 を し

て、施 策 を練 るべ きと思 う。又 、下位 レイヤ と上位 レイヤの ソフ トウェア化 によ

りこの当 た りの状況が異 なる為、分 けて検 討すべ きと思 われ る。
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「ソフトウェア産業の競争力強化を図るために、採るべき施策」

E社 検討結果②

(1)国 の研究 開発支援

1.NGI型:戦 略的/先 導 的研究 開発 プロジェク ト

アプ リケーシ ョン/サ ー ビス開発主導で社会的 にインパ ク トを持つ プロジ

ェク トを設定すべ き。結 果的 にプラ ッ トフ ォームの技術 開発が進 む形態が

良い。

2.ソ フ トウエ ア標準部 品化 にむけての フレーム ワーク研究開発

広い意 味の部 品化が ソフ ト技術/産 業 の鍵であ り、 この フレーム ワー ク作

りを早急 に立 ち上 げるべ き。世界各企業 との連携 も必 要。

3.ATP型:研 究成果 の市場への還元 を目指 した、商品開発段 階の研 究 開発支援 ソフ

トは開発 だけではな く、市場 に出 し永続 的に改良、保守 を しなけれ ば世の

中 には受 け入れ られ ない。 開発 だけのプロジェク トは成果 の利 用が ほとん

どされない。

4.日 本語 に関 わるプロジ ェク ト

日本語 処理 は日本 が守 る最後 の砦 であ り、国の資金 を投 入 して戦略的 に進

めるべ き。

(2)法 制度、慣習の改革

1.成 果の扱い

研究開発実施者への優先的/独 占的実施権の付与

2.研 究成果のオー プン化 と研究成 果の公 正 な評価

広 く研究成果 を世 の中 に知 らしめ るこ とと、評価 に関 しては事前 の 目標 の

明確化 は もちろん、事 後 の結果の評価 を有識者が十分 に行 い、 フィー ドバ

ックが行 える仕組み とす ること

(3)市 場構造 、商習慣の改革

オープ ン化

ハー ドとソ フ トのア ンバ ン ドル化

仕様 、製造 、保守 のア ンバ ン ドル化
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「ソフ トウェア産業の競争力強化 を図 るために、採 るべ き施 策」

F社 検討結果

1.国 の研 究開発 支援

(1)人材育成(底 辺拡 大、指導者層、研究機関…)

・米 国に比べ 、情報処理(特 にソフ ト)技 術者 の質 ・量が不足 してい る。底辺

拡 大策 を取 る必要があ る。学校教育 だけでな く、会社 にお ける研修 も充実 を

図 るべ き。 その ための補助制度 を充実 させ る。

・学校 、研究機 関の指 導者の質 ・量の充実 を図 るため に、研 修 を義務付 け る と

ともに補助 制度の充実 を図る。

(2)共用設備(研 究所)の 設置/人 材 ・情報交流促進策

・共用設備や研究所を積極的に開放 し、緩やかな規制での利用を許諾すること

により、人材や情報の交流促進を図る。

(3)既存諸施策のPR

・以前 に比べ て最近 は色 々な施策が実施 されている
。 しか しなが ら、広 くPR

され ている とは言い難い。特 に地方 ではその情報 が得難い。積極 的 にPRを

図 るべ きであ る。

・例 え ば、WWWで の案内 に対 しては、 アクセス回数 を公 表 し、少 ない ところ

については叱咤激励 す る、な ど。

(4)ソ フ ト開発 の場合、(売 れた)結 果 として研 究成果が あが るケースが多 い。

・ソフ トの評 価 は非常 に難 しく、売 れて始 めて認 め られる とい うケ ース も多 く

あ る。 アイデアに基づ く製 品 も多 く、良い ソフ ト(例 えば、良 く流通 してい

るフ リー ソフ トな ど)は 個人の 開発 であ る場合 が結構多 い。 ところが、千三

つ とも言 われ る くらい当た り外 れ も多 く、これ を商品化 して、販 売 にまで持

って い くことは非常 に リスクを伴 う。研究 開発 、商品化、販売面 な どいろ ん

な面 での、資金的 な援助 、税制面 での優遇策、場 の提 供が必 要であ る。

(5)資 金援助、優遇策

(6)成果物 の吸 い上げ

・国の関与 した プロジェク トの成果物 は必ず 国が調 達す る
。 この ことで、安 心

して、研究 開発 に打込め る。 また、その成果 を広 く研 究室や研 究機 関 に評 価

に出 し、 フ ィー ドバ ックを掛け るこ とに より、成 果の ブラ ッシュア ップを図

る ことがで きる。
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(7)情報処理学会の見直 し(他 学会 との連携強化)

・我 国の情報処理分野 は情 報処理学会 が リー ドして来 た(勿 論個別 には企業 や

研究者 の努力 に よるが)。 今 は他 の分野 で も情報処理技術無 くして は、何 も

進 まない とい って も過言 ではない。
・情報処理学会 は他 の学 会 に対 し

、 リエ ゾンを派遣す る、あ るい は、他の学会

の 中に多 くのセ ッシ ョンを設け る、 な どによ り、他 の学会 との連携 を強化す

る必 要があ る。

2.法 制度 、慣習の改革

(1)縦割 り行政の見直 し
・今 回の省庁統廃合で期待

。

(2)プ ログラム ・オ リンピックの開催
・定期 的に プログラム ・オ リンピックを開催 し、入賞者 に賞金 を出す。 スポー

ツで 出来 て、研 究開発分 野で出来 ない訳 がない。

(3)諸外 国 とのパ イプ
・国が諸外国へ の ソフ ト販売 の音頭 を取 る。海外(比 較 的後進 国)か らは良 く、

数社 を連 れて会社 回 りを してい るが 、同様の こ とを 日本が実施 す る。対象者

は大学の研 究室か国研?

3.市 場構造、商習慣 の改革

(1)ソ フ ト/サ ービス有償化促進
・国あ るい は地方 自治体が率先 して、 ソ フ ト/サ ー ビスの有償 化 を促 進すべ き

である。未 だにサ ー ビス は無料 と思 ってい るケースがあ る。
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付属資料7ソ フ トウェアの競争力強化についての各委員の意見

「ソフトウェア産業の競争力強化を図るために、採るべき施策」

G社 検討結果

日本の情報産業の競争力が強化を必要とする背景には、

A.情 報産業に関する基礎体力の不足

B.情 報文化/リ テラシ/情 報産業センスが未成熟

C.情 報産業/技 術に関する評価力未整備

の3因 子が存在 していると考えられます。これらの不足因子の定着を直接/間 接

に促す仕組みの構築 と施策の実行が重要です。具体的な対応策の提案を試みて見

た結果を下記に述べます。

1現 実に即 した提案

(1)国 の研 究開発 支援

A1-1英 語教育 の抜本 的強化 と見直 し

・オー プン化 した インター ネ ッ トの時代 に入 り、英語 が万国語 化 しつつ ある。 国

内の ソフ ト開発 の歴史 を見 ると、基本的 には 日本 とい う狭 い地域 にのみ通用す

る ソフ トで しかな く、世界 的な市場で戦 える ものは殆 ど生 まれてい ない。

・世界 的視 点で ソフ ト開発 に取 り組 む為 に も、英語教育 を強化 して英語 を不 自由

無 く使 える若者 を増 やす必 要がある。

A1-2マ ルチ メデ ィア ・コ ンテ ンツ作 りの タレン トの育成支援

・日本 の学術 ネ ッ トワー クをイ ンフラ強化 し、Internet-2へ の 日本 側の情報発

信 力 を強化 したい。
・日本文化資産 の 「デジ タル ・コンテ ンツ化 開発 」 と、世界 に向けての発信 活動

に大学生 を参加 させ、 マルチメデ ィア ・コンテンツの タレン トを育成 す る事 が

IT分 野での国造 りの元 となる。

A1-3先 端技術 関連 の ソフ ト開発支援費の増額

・ソフ ト資産が重要 な競争力 となる時代 に備 え、国 と して開発 費 をつ けてソフ ト

資 産蓄積 を計 る。特 に、近い将来不可欠 となる技術 を核 と した ソフ ト開発 には

積極 的 に開発支援費 を供与 する事 が望 ましい。

A1-4大 学 と研究所への科学技術投 資 を数倍規模 に増加

・創造的 な技術、新 しい技術 は、や は り、大学 や研究機関か らで るこ とが多 い。
・独 創的 なソフ ト開発 人材 の育成 のため にも大学や研 究所への科学技術投 資額 を

増 額 して欲 しい。
・但 し、研 究 テーマ選定 に際 しては、DOD並 みの大 らかな予算管理 と同時 に、

世界 トップ レベ ルで有 るこ との確認 、その分野の トレン ドを リー ドす るテーマ

であ ることの検討 が必 要であ る。

・上記 テーマ選考 には世界 的なテーマ選考委員会体制 を組み たい
。

B1-1国 の資金 で開発 した成果物 の知的所有権 を企業 に与 える
・従来 のIT研 究 開発 への資金投 資 は明 らか にハ ー ド偏 重であ り

、 ソ フ トウェア

に対す る投資比重 は極 めて少 なかった。
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・又、投 資 された として もそれが企業の経済 スケ ールを拡大す る効果 を持 たず、

その障害 にな って きたのが、知 的所有権 の帰属 問題であ った。
・往 々 に して、公 金で 開発 したの だか ら、パ ブ リ ック ドメインにすべ き、 とい う

議 論が繰 り返 され、企業 は取 り組みの メ リッ トを感 じなかった。大学 との共 同

研 究で も同様 であ る。
・商品化実用化 され なけれ ば競争力拡 大 にはな らないのだか ら、 こう した主 張は

本 質 をわ きまえて いない。売 り上 げ拡大 に よる税収入増加 を効果 とす る、位 の

統 一見 解で企 業への所有権帰属 を明確 に し、 ソフ トウェアへ の開発資金投資 を

大幅 に増加す る方 が結果 的 に情報産業 の振興 につ なが ると考 え られ る。

・並行 して、中進 国諸国での 「ソフ トウエ ア知 的所 有権 尊重 のルール造 り」 とそ

の遵守風土醸成 を積極 的 に働 きかけて欲 しい。

B1-2ベ ンチ ャ企 業支援

・独創 的な ソフ トウェアは小 さなベ ンチ ャ企業 か ら生 まれ ることが多 い。政府 の

助 成金 は大企業 に偏 り勝 ちである。
・知名度 のほ とん ど無いベ ンチ ャ企業や小 企業 に も出来 るだけ多 くのチ ャンス を

与 えたい。
・ベ ンチ ャ企業 は銀行の貸 し渋 りで、黒字倒 産 しかね ない状 況 にある。売 り上 げ

が約束 され た成果物が有 れば、政府が優先融資 す る支援策 を考 えて欲 しい。

(A1-5&)

C1-1ソ フ ト産業 の将来 ビジ ョンを描 け る人材 の系統的育成 と海外 人脈構築

・ソフ トウェアプロ ダクツや技術 の優秀 さだけで は、世界 のマーケ ッ トで勝 って

行 けない。全世界 的 に認知 と賛 同 を勝 ち得 てい くプロセスが迅速 に消化 されな

けれ ば何 の成 果 に も結 びつか ない。
・「ソフ トウェア技 術 と本質 を熟知 して この プロセス を遂行す る能力者」 を どう

育 てるかが成否 を大 き く左右 す る。 また、 この遂行者 の主張 を受 け止め る海外

の人脈 の存在が前提 条件 となる。 こう した人脈造 りを戦略 的 に推 し進め る一 環

で、当該優位 人材 を育て る 「系統だ った取 り組 み」が必要 である。

・以上 の問題意識 に きちん と焦 点 を当て た、国策 と しての一連 の取 り組み施策 を

明確 に し、資金投資 を進め るべ きと考 える。

(2)法 制度 、慣習 の改 革

A2-1大 学 聞及 び大学 一企業 間での教授 、ス タッフの人材 配転/交 流の活性

化
・欧米で は、情報分野 で産官学 の間の交流 に垣根が ない事が 、各分野 での先端性

の確保 に繋が っている。

・日本 のこの分野 の研究者/研 究管理 者 に刺激 と危機意識 を与 える意味で 「流動

性 は重要 な役割 を果 たす と考 え られる。
・この施策 を早 くしない と、 これ らを 日本 よ り抵抗感少 な く取 り入れ る、 中国や

東南 アジアな どが 日本 を急追 して追 い越 して しまう。

B2-1産 学協 同の容易化

・1960年 一1970年 の大学紛争め名残 りとして産学協 同開発の罪悪視化があ る。

米 国のStanfbrd大 学 を核 とした米 国西海岸 の シ リコンバ レーの隆盛 に見 られ

一 付'7-22一



付属資料7ソ フ トウェアの競争力強化についての各委員の意見

るように産学協 同は ソフ トウェア開発のための強力 な原動力 となる。

・法制度面 で も産学協 同開発 をよ り一層容易 にす る配慮 が必 要
。

B2-2法 律 、省令 の柔軟 な改訂 を可能 にす る仕組 み改革

・EC 、Internetの 情 報等 、過去 の商 習慣 と食い違 う所が 多い。 これ らの弊害 を

全 て予想 して法律 や省 令 を準備す るの には時 間が かかるが 、それだけ 日本 の取

り組 みが遅れ る事 になる。

・もっ と 「や ってみなけれ ば」精神 で市場 テス トを繰 り返 し、市場 や提供主体 の

ブイー ドバ ック を得 なが ら、エボ リューシ ョナ リーに法律や省令 を柔軟 に改訂

す る事 こそデ ジタル ・エ コノ ミーで 日本が残 る道 と考 える。

B2-3外 資規制の極力廃止

・世界市場の風 を国内 に持 ち込 むべ きであ る。 グローバ ル競争 化 を きっかけに、

米国企 業のホ ワイ トカラーの ダウ ンサ イジングが起 こ り、その弊害が懸念 され

たが、 これ を克服 した米国社会の ダイナ ミズム を学びたい

C2-1一 括発 注か ら段階的発 注へ の変革

・日本 における商 習慣 で は
、仕様 が曖昧な状況で、一括請 け負 い とい う引 き合い

が多 い。初期 の段 階で は機能の詳細 が不 明で、弱 い立場 のメー カ側 が客先 の追

加要求 を飲 まざる を得 ないケースが多 い。 この こ とが不採算化 につなが り、 日

本の ソフ ト産業の体力 を弱 い もの に している。
・要求定義/シ ス テム設計等 の設計見積 りと

、設計 後の開発 見積 りを分割す る事

を制度化すべ きあ る。

C2-2科 学技術投資の配分の見直 し、若い研究者の意見の反映
・若い人の柔軟な価値観/感 覚に期待

(3)市 場構造 、商 習慣 の改革

A3-1通 信費用 の低 減

・ソフ ト産業 を活性化 させ
、競争 力強化 を計 る為 には、通 信費用 を下 げる必 要が

あ る。現状 の通信費用 では米 国等 と比べ た時、情 報交換/情 報収集面 でのハ ン

デ ィキャ ップが大 きす ぎる。

B3-1知 価価 値、サ ー ビスの価値 を認め る風土作 り

・日本 の市場 では 目に見 えないサ ービス/ノ ウハ ウ/技 術へ の対価 は極 め て低い

し、認 めて もらい に くい風土 がある。

・この風土 を高 めない と日本の ソフ ト産業 は育 ちに くい と言 える
。 国が 、あ る程

度の指導/ガ イ ドライ ンを示 して風土変 革 を行 う事 も必要。

C3-1注 文生産 ソフ ト費用 の工数 リンクか ら機能価値 リンクへ の変革

・ソフ トの費用 につ いては、慣 習的に工数 を基本 と して値付 け となってい る。 国

の機 関か らの仕事 で も同様 。機 能価値重視の価格 に して行 くべ きであ る。
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2.実 現 によ り努力 を要す る と思 われる提案

日本の情報産業の競争力が強化を必要とする背景には、

A.情 報産業に関する基礎体力の不足

B.情 報文化/リ テラシ/情 報産業センスが未成熟

C.情 報産業/技 術 に関する評価力未整備

の3因 子が存在 していると考えらる。

・特 に基礎体力 の構 築 は、10年 レンジの構 想 を持 って当た るべ き性 格の テーマ と考

え られ る。 ク リン トン大統 領 はゴア副大統 領 と組 んで米 国 の情報 リテラシ教育 に注

力。その努力が実 ってベ ンチ ャの隆盛 とい う現在の結果 に繋が ってい る。
・また、 シンガポールの よ うな アジアの情報先進 国 は もとよ り、 中国です ら中学教 育

か らパ ソコ ン教育 を必須 科 目に上 げて、 国民 の情報 対応 力の底上 げ を地道 に図 る施

策 を展 開 しようと してい る。
・翻 って 日本の現状 を見 る と、 中学校 にPCハ ー ドは配 られたがPC教 育 の出来 る先

生が不 足 してい るために授 業が 出来ず、倉庫 でPCが 埃 りをかぶ っているのが実体

である。 そこで、

(1)小 中高校に於けるPC教 育の徹底 とPCの 政府調達による配備
・現在の中学高校の美術や音楽/体 育 と同様、PC教 育専任の先生の養成をシステマ

ティックに行い、PC教 育能力の充実 を図るのが先決。その代替案として企業OB

でPC能 力の高い人に教育能力の研修 を施して先生として派遣する事も考えられる。

海外からPC教 育の専門家 を招聴する等、明治政府の施策に習って 「情報分野での

建国再現」の意識で事に当たる必要がある。その際に、日本語機能に優れた国産P

Cを 優先的に調達すれば外国機に対抗可能である。

また、制度の改定関連 では、

(2)情 報産業売 り上 げの課税 に際 し、一定 割合 を天引 き
・情 報産業 はSIも 含 め

、 リピー ト受注で利益 を出す 性格 を持 つ。従 って課税 に際 し

初期投 資分 を免税 にす る な ど、税 制上 の優遇措 置 を講ず れば、、SWベ ンチ ャ育成 に

も大 いに効果がある もの と思 われ る。

(3)SWの 担保価値 を認める
・最近の銀行の貸 し渋りは、ベンチャ企業には黒字倒産を誘発する原因ともなり兼ね

ず、資金繰 りを救済するためにも、代金回収前のSW成 果物 に対 し担保価値 を認め

低利の公的資金提供を行えば、国内の情報産業の救済に繋がる。
・なお、その場合には担保価値を評価する公的或いは権威有る民間の評価機関の創設

が必要になる。

その他の施策 としては、月並 みで はあるが、

(4)エ レク トロニ ック政府 の構築 とその運用 による政府機 能の リス トラ
・「2番 煎 じ」 のそ し りを怖 れず に薦 め ることが肝心
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(5)通 信 費の無料 化
・高速道路 に相 当す る高速通信 路 は別 に課金 す るべ きだが

、「国道」 に相 当す るネ ッ ト

ワークは使用料 を タダに してネ ッ トワーク利用 を活性化 すれ ば、必 ず我が 国の情報

産業は隆盛化 の道 を歩み始め る。
・但 しこの場合 には、海外 か らの無 断利用者の増加 に よる国際的 な通信利用 料金体系

の乱 れ を防止 する策 を考 えてお く必 要が有 りそ うであ る。

以上全ての提案内容が必ずしも通産省管轄内に収まらず、再編後 も省庁間に跨る事に

なりそうであるが、「情報建国」の為には省庁の縄張 り意識は捨て挙国一致で事に当た

る必要があると考えます。

一イ寸7 -25一
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付属資料8米 国次世代 インターネ ッ ト(NGI)計 画

1.NGI計 画

米 国政 府 に よ る イ ン ター ネ ッ トの 研 究 開発 は、 多 大 な成 功 をお さめ た。 イ ン

ター ネ ッ トは、1988年 以 来 、年 率100%に 近 い成 長 を続 け て お り、 イ ン ター ネ ッ

トの トラ フ ィ ック も年 率400%で 増 加 して し・る。

今 日のインターネットは、数百万人にのぼるユーザのアクセスに対応 してい

るが、2000年 には2億 人 に近 いユ ーザのアクセス に対応する必要があると考え

られている。 また、マルチメディアなどの高バン ド幅が必要なアプリケーショ

ンにたい しては、現在のインターネットの能力は充分に対応で きない。

この様 な社会的ニーズに答 えるために、米国政府は、次世代 インターネッ ト

(NGI)の 研 究開発 に投 資す ることを決意 した。

1.1複 数省 庁 に よる研 究 開発 プログラム

NGIイ ニシ ャテ ィブは、先進的 なネ ッ トワーク技術 と、そのネットワークに必

要な革新的なアプリケーションを開発するための複数省庁 にまたがる政府の研

究開発 プログラムである。

今 日の イ ン ター ネ ッ トに対 して、エ ン ド対 エ ン ドで100倍 か ら1000倍 速 い テ

ス トベ ッ ドの 上 で 、研 究 開発 成 果 を実 証 す る こ とを 目的 と して い る 。

NGIイ ニ シャテ ィブは1997年10月 に発足 したが、その時点での参加省庁 を以

下に示す。

－DARPA(国 防総省 高等研 究計 画局)

-NASA(航 空宇宙局)

-NIH(国 立衛生研究所)

-NIST(国 立規格技術 院)

-NSF(全 米科 学財 団)

米 国 政府 は、DOE(エ ネ ル ギ ー省)も1999年 よ りNGIに 参 加 す る よ う提 案 し

て い る。

一付8 -1一



予算については、以下のように計画 されている。

(単位:百 万 ドル)

省庁 1998年 度予算 1999年 度予算

(見込み)

DARPA $42 $40

NSF 23 25

DOE 25

NASA 10 10

NIST 5 5

NIH/NLM 5 5

合計 $85 $110

一付8 -2一



付属資料8米 国次世代 インターネ ッ ト(NG1)計 画

1.2米 国政府 の役 割

NGIイ ニ シ ャテ ィブが計画 してい るプログラムは、公共機関、企業、産業界

のひとつの組織が単独で成 しうる範囲を超えているとして、米国政府はNGIに 関

し、特別 な役 割 を持 つ こととなった。

● 連邦政府の特別な役割の例

一インターネッ トの発展 を鼓舞する

一科学、商業 における米国のリーダシップを促進する

一情報技術 における米国のリーダシップを維持する

一商業競争以前における産業界の協力関係に関する骨組みを形成する

一

俄

・汀ぼ
6
ぺ

、

.＼

ξls'}毛

図1.1NGIプ ロ グ ラム
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2.目 標

'NGIに お い て は
、今 日の イ ン タ ー ネ ッ トに比 べ 、 よ り豊 か で 、 よ り高 速 で 、か

つ リス クの 少 ない 次 世代 イ ン ター ネ ッ トを提 供 す る た め に 、以 下 の3つ の 目標

を掲 げ て研 究 開発 を進 め る こ と と した。

(1)先 進 ネ ッFワ ー ク技術 の実験研 究

(2)次 世代 ネ ッ トワー クの テス トベ ッ ド

(3)革 新 的 アプ リケー シ ョン

2.'.1先 進 的 ネ ッ トワ ー ク の 実 験研 究

次世代ネ ットワークに関 し、新たに開発 ・実証すべ きサービスとプロ トコル

の主要な課題として、以下を選択 した。

・ サ ー ビス の 品 質(QualityofService)

・ 安 全 性 と堅 牢 性

・ ネ ッ トワ ー ク管 理(バ ン ド幅 の 配分 と共用 を含 む)

・ シス テ ム エ ン ジニ ア リ ン グ
,'

・ 新 プ ロ トコ ル

・ オペ レー テ ィ ン グ シス テ ム

・ 共 同分 散 ア プ リケ ー シ.ヨン 環 境:'〆

この 目標 につ い て は、DARPAが 主 導 権 を持 ち 、':DOE、NIST 、

等 の 省 庁 が サ ポ ー トす る 。 ㌔ ・・

NASA、NSF

－付8 -4一



付属資料8米 国次世代 イ ンターネ ッ ト(NGl)計 画

2.2次 世 代 ネ ッ トワ ー ク の テ ス トベ ッ ド

新 しい テ ク ノ ロ ジー の研 究 開発 を促 進 す るた め に、現 在 の イ ン タ ー ネ ッ トに

.比べ て100-1000倍 程 度 高 速 な ネ ッ トワー ク を構 築 して 、大 学 お よび 連 邦 研 究 機

関 を次 世 代 ネ ッ トワー クの テス トベ ッ ドと して接 続 す る。

2.2.1「 高 性 能 連 結 性 」 テス トベ ッ ド

現 在 の イ ン ター ネ ッ ト性 能(エ ン ド対 エ ン ド)に 比 して100倍(100Mbps以

上)の ネ ッ トワー ク フ ァブ リ ッ ク を少 な少くと も100のNGIサ イ ト間 に張 り巡 ら

し、 主 要 な ア プ リケ ー シ ョ ンの 実 証 実験 をす る。

「高性 能 連 結性 」 につ い て は 、DOE、NSF、

庁 が サ ポ ー トす る。

MSAが 主導権 を持 ち,DOD等 の省

この実証 実験 には、以下の政府機関によるネットワークが使用 される。

ヤBNS

NREN

DREN

Esnet

V・・yHighSpeedBacゆ ・n・N・t…kS・ ・vice(N§F)
、

NASAResearchandEducationNetwork(NASA')

DefenseResearchandEngineefingNetworktt(DOD>」

EnergySciences・Network(DOE)

● インターナシ ョナルな協力

「高 性 能 連 結 性 」に お い て は 、ワ シ ン ト ンD.C.経 由 で ドイ ツ のDFN(Deutsche

Forschungsnetz)を は じ め ヨ ー ロ ッ パ のCERN(EuropeanlOrganizationFor

NuclearResearch)な ど数 個 所 に も接 続 さ れ る 。

ま た、 シ カ ゴ経 由 で は 、NSFの 国際 接 続 プ ロ グ ラムq)r環 と して 日本 、 シ ンガ

ポ ー ル、 カ ナ ダ に も接 続 が 予 定 され て い る 。

一 付8 -5一



2.2.2「 次 世代 ネ ッ トワーク技術 と超 高性能連結性」 テス トベ ッ ド

超 高速 の ス イ ッチ と転 送技 術 を開 発 し、 現 在 の イ ン ター ネ ッ ト性 能(エ ン ド

対 エ ン ド)に 比 して1,000倍(1Gbps以 上)の ネ ッ トワー ク フ ァブ リ ック を10

程 度 のNGIサ イ ト間 に張 り巡 ら し、主 要 な ア プ リケ ー シ ョンの実 証 実験 をす る。

「次 世代 ネ ッ トワー ク技 術 と超 高 性 能 連 結 性 」 に つ い て は 、DARPAが 主 導権

を持 ち,DOE,NASA,NSF等 の省 庁 が サ ポ ー トす る。

この実証実験 には、以下の政府機関によるネッ トワークが使用 される予定で

ある。

・ATDnet:AdvancedTechnologyDemonstrationNetwork(MultiAgency)

・AAI:ACTSATMInternetwork(DARPA)

ACTS:AdvancedCo㎜unicationTechnologySatellite(NASA)

DREN:DefenseResearch&EngineeringNetwork

NREN:NASAResearchandEducationNetwork

ESnet:EnergySciencesNetwork(DOE)

vBNS:VeryHighSpeedBackboneNetworkService(NSF)

NOTE:vBNSwillsupportinitialInternet2community

SuperNet:TerabitResearchNetwork(DARPA)

騨 。
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2.3革 新 的ア プ リケ ーシ ョン

国家の重要 な目標お よび使命 に応 じた革新的なアプ リケーシ ョンの実証実験

をする。

●NGIに おいて発展 が期待 されているアプリケーション領域

領域 例

ヘルスケア 遠隔治療,緊 急医療応答 チームの支援

教育 遠方教育,デ ジタル図書館

科学研究 エネルギー,地 球 システム,気 象,生 物 医学研究

国家安全 高性能グローバル通信,先 進情 報伝達

環境 モ ニ タ リン グ,予 測,警 告,応 答

政治 市民 ・企業への政府関連サービスおよび1青報 の伝達

非常時対応 災害対応,危 機管理

設計/製 造 製造エ ンジニアリング

● ア プ リケ ー シ ョ ンの例

ネッ トワーク使用法 ア プ リケ ー シ ョンの例 必要 となるスピー ド

遠隔操作 遠隔治療,遠 方学習,

遠距離科学

1Gbps

仮想現実,視 覚化 戦場状況把握,仮 想 航空 宇宙 環

境,エ ンジニ アリング

155Mbps-1Gbps

共同研究 チェサピーク湾仮想研究,

材料 共同研 究

155Mbps/link

ネ ッ トワー ク研 究 イ ン テ リ ジ ェ ン トア シ ス タ ン ス,

光 ネ ッ ト,"シ ス テ ム の シ ス テ

ム"

10Gbps

分散 デー タとデジ

タルライブラ リ

ゲ ノ ム デ ー タベ ー ス,患 者 医 療

記 録,地 球 ・宇 宙 科 学

1Gbps

数値計算 航空力学,天 体物理学,地 球 規

模 の変化,備 蓄 品の 管理

2.4Gbps

－ 付8-7一



NGIは 、ア プ リケ ー シ ョ ンそ の物 に は フ ァ ンデ ィ ング に よ るサ ポ ー トは しない 。

しか し、 イニ シ ャテ ィブ は 、 政 府 の省 庁 、公 共機 関 、 民 間企 業 な どの ア プ リケ

ー シ ョンを作 る コ ミュ ニ テ ィ との パ ー ㎡トナ ー シ ップ を組 む こ と に なる で あ ろ う
。

一付8 -8一
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3.開 発 日程 の マ イ ル ス トー ン

NGIイ ニ シ ャテ ィ ブ の成 果 に 関す るマ イル ス トー ンを示 す 。シ

項番 成果 目標 年

1 OC-12(644Mbps)イ ン フ ラ上 にOC-3(155Mbps)の レー トで

高 性 能 テス トベ ッ ドを100サ イ ト以 上接 続 す る

1999

2 連邦政府,大 学 お よび企業 は共 同 して高性 能テス トベ ッ ド上

でアプリケーションとネットワークの研究 を実施する

1999

3 OC-48(2.5Gbps)で 超 高 性 能 テ ス トベ ッ ドを10サ イ ト以 上接

続 す る

2000

4 コ ン ソー シ ア ム は超 高 性 能 テ ス トベ ッ ド上 で ア プ リケ ー シ ョ

ン とネ ッ小 ワ ー ク の研 究 を実 施 す る

2001

5 NGIプ ロ トコ.ル,管 理 ツー ル,QoSの 提 供,安 全 性,先 端 的 サ ー ビ

ス の テ ス トモ デ ル を構 築 す る

2000

6 高性 能 テス トベ ッ ドと使 った100以 上 の高価値 ア プ リケ ーシ ョ

ンの評価(例:遠 隔性 、実時間性 、選別 された研究所間の共

同NGIネ ッ トワーク制御)

2000

7 100以 上 の先 導 的ユ ーザ 間のネ ッ トワークを2つ の ネ ッ トワー

ク構 成 に分割 して高信頼データ通信のテス トをする

2001

8 毎秒 テ ラビ ッ トのパ ケ ッ ト スイ ッチングを実証 する 2002

9 超高性能テス トベ ッドを使った10以 上 の 先端 的 アプ リケーシ

ョンを評価する

2002

一 付8 -9一
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4.マ ネ ー ジ メ ン ト

次 世 代 イ ン ター ネ ッ ト プ ロ グ ラム は 、 図4.1に 示 す よ う に、NSTC(国 家 科 学

技 術 評 議 会)の フ レー ム ワ ー クの 中 に配置 され る。

1

Na60nalSdenceandT㏄ ㎞ologyCouncil

(N訂q

1
Cb㎜i促eonCompudng,

面 輔on,㎝d(b㎜ 血c血 ⑳
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一
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Con〔mumcadons

1■

民deml

Ne蜘ddng

(㎞1

Cbmpu血9,Infbrmadon,and
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R&DSubcommiロee

AppH(泊 ㎝s
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T㏄ ㎞010gy
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(bn鱒on
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.'優退ハ

晦h

Confiden㏄
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WOddng(huup
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Human

Cente口d

Systems

WorkingGloup

(HuCS)

Educadon,

ロヨ㎞ng,and

HumanRela60n§

Wbr㎞9G㎜P

(ErHR)

図4.1NGI実 施 チー ムの報告組織

－CCIC(コ ン ピュ ー テ ィ ン グ ・情 報 ・通信 委 員 会)は
、NGI戦 略 に関 す るハ イ

レベ ル な全 体 責 任 を持 つ 。

-CICR&D分 科 委 員 会 は
、 プ ログ ラ ム コ ンポ ー ネ ン ト領 域 の コー デ ィネ ー シ ョ

ンに責 任 を持 つ 。

-LSN(大 規模 ネ ッ トワー ク)ワ ー キ ング グル ー プ は
、NGIの 実 施 戦 略 に責任

を持 つ 。
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－NGI実 施 チームは、LSNワ ーキ ング グルー プの方向の下 に統合された小 さな

チームであ り、承認 された計画を実行する責任 を持つ。

NGI実 施 チームは、 プログ ラムに参加する省庁のプログラム マネージャ達 に

より構成される。大学、産業界 、政府の研究機関に所属する専 門家達は、実施

チームに対 して適切 なインプットを提供することを要請されている。

5.1998年 度 予 算

1998年 度 の予 算 は 、全 体 で8,500万 ドル(約110億 円)で あ る。 この うちの

3,000万 ドル(約39億 円)が 目標1の"実 験研 究"、3,300万 ドル(約43億

円)が 目標2の"ネ ッ トワー ク テス トベ ッ ド"、2,200万 ドル(約28億 円)

が 目標3の"革 新 的 ア プ リケ ー シ ョン"に 当 て られ る 。

(単位 百万 ドル)

目標 DOD/DARPA NSF NASA NIST NLM/NIH 合計

目標1:"実 験 研 究"
'20

5 2 3 30

目標2:"ネ ッ トワ ー ク

テ ス トベ ッ ド"

20 10 3 33

目標3:"革 新 的 ア プ リ

ケ ー シ ョン"

2 8 5 2 5 22

合計 42 '23 10 5 5 85

一 イ寸8-12一
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6.イ ン ター ネ ッ ト2と の 関係

イ ン タ ー ネ ッ ト2は 、UCAID(UniversityCorporationforAdvancedlnternet

Development)の プ ロ ジ ェ ク トの 一 つ で あ る 。

120以 上 の大学 が、産業界 とか政府 の支援 を受けて先進的なインターネ ット技

術 と、先進的なインターネット上で高度 な教育 を実現するためのアプリケーシ

ョンの研究 をしている。

NGIと 共通す る部分 は、

－NSFは
、92の 教 育 機 関(大 学)を 、 「高 性 能 連 結 性 」 を 実 現 す るvBNS(very

highperformanceBackboneNetworkService)に 接 続 す る こ と を 承 認 した 。

一 イ ン タ ー ネ ッ ト2で は
、 大 学 と他 の 組 織 と をGigaPoPs(GigabitperSecond

PointsofPresence)で 接 続 す る こ と を計 画 して い る 。NGIの ネ ッ トワ ー ク に

は 、 こ のGigaPoPsを 通 し て接 続 さ れ る 。

一 イ ン ター ネ ッ ト2に 参加 す る大 学 の研 究 者 は
、先 進 的 な ネ ッ トワ ー ク に必 要

な 、様 々 な範 囲 の ア プ リケ ー シ ョンを研 究 す る。 この 中の あ る もの は、NGIに よ

りフ ァ ンデ ィ ン グ され る ア プ リケ ー シ ョン もあ る。

図6.1NGIと イ ン タ ー ネ ッ ト2の 関 係
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・1NGIビ ジ ョ ン の

21世 紀 の イ ン ター ネ ッ トは、 ビジ ネ ス 、 教 育 、文 化 、娯 楽 とい っ た広 範 囲

の活 動 に対 して 強 力 か つ 多様 な環 境 を提 供 す る で あ ろ う。 コ ン ピュ ー タ、 デ ィ

ス プ レイ 、 ネ ッ トワ ー クの 発 展 に よ り、 見 る こ と、聴 くこ と、 触 れ る こ とまで

もイ ン タ ー ネ ッ トに統 合 され る と考 え られ る。

人々はこのインターネット環境 を、職場、銀行取引、勉学、ショッピング、

娯楽、訪問といった生活環境の延長 として利用するようになる。職場で も、家

庭でも、旅行 をしていても、インターネッ トを利用する環境 は全 く同 じ状況 と

なるであろう。

21世 紀の イ ンターネ ッ トには、安全性、信頼性、プライバシ保護 に関する

機能は組み込みで実現 されと考 えられる。また、カスタマは、さまざまなサー

ビスの中から、好みのサービスを選択することがで きるようになるであろう。

このようなインターネッ ト環境は、経済活動 をより迅速化 し、仕事 と生活の

場の選択範囲を広げ、生涯学習 も容易に取 り組めるような場 を提供するであろ

う。そ して、 コミュニティ活動、国家 レベルの活動、さらには世界 レベルの活

動に対 しても、国民 ひとり一人が参加で きる機会 を広げるといった恩恵 をもた

らすと考えられる。
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・2イ ン タ ー ネ ッ ト 連 の
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国 防 総 省 は 、 ネ ッ トワ ー ク プ ロ ジ ェ ク トARPANET(AdvancedResearch

ProjectAgencyNetwork)を 設 立 し ネ ッ トワ ー ク研 究 の 促 進 を 図 る 。

全 米 科 学 財 団(NSF)は 、CSNET(ComputerScienceNetwork)の 設 立

に 出 資 す る 。

国 防 総 省 は 、TCP/IP(TransmissionControlProtocol/lnternet

Protocol)を 標 準 と し て 制 定 す る 。

・イ ン タ ー ネ ッ トホ ス ト数 は
、1,000を 超 す 。

・CISCOSystemsが
、 ス タ ン フ ォ ー ド大 学 教 授 達 に よ り設 立 さ れ る 。

イ ン タ ー ネ ッ トホ ス ト数 は 、100,000を 超 す 。

・全 米 科 学 財 団(NSF)は
、 イ ン タ ー ネ ッ トの 商 用 化 を許 可 す る 。

ForeSystemsが 、 カ ー ネ ギ ー メ ロ ン大 学 教 授 達 に よ り設 立 され る 。

・イ ン タ ー ネ ッ ト ・ブ ラ ウ ザ"Mosaic"が リ リ ー ス さ れ る
。

・ ㎜ の トラ フ ィ ッ ク が 急 増 す る
。

民 間 サ ー ビ ス プ ロ バ イ ダ も イ ン タ ー ネ ッ ト運 用 を 開 始 す る 。'.

・イ ン タ ー ネ ッ トホ ス ト数 は
、120,000,000に 到 達 す る 。

・ク リ ン トン 大 統 領
、 ゴ ア 副 大 統 領 は 、"次 世 代 イ ン タ ー ネ ッ ト"イ

ニ シ ャテ ィ ブ を発 す る。
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付録3関 連省庁

DARPA(国 防総省 高等研 究計 画局):ネ ッ トワーク研究 に関 し、パ イオニアと

して長年の経験がある。ハイエ ンド ネットワークとテス トベ ッドに関 し一般的

な技術がある。ネッ トワーク管理に関 し経験がある。

DOE(エ ネ ル ギ ー省):ネ ッ トワ ー クの 製造 と研 究 の 管 理 に関 し、長 年 の経 験 が

あ る。 ネ ッ トワ ー ク技 術 に関 して 専 門 的 な技 術 が あ る。 ミ ッ シ ョン を もっ た ア

プ リケー シ ョン とか シ ス テ ム イ ンテ グ レー シ ョ ンに絶 大 な力 が あ る。

NASA(航 空 宇 宙 局):ネ ッ トワー ク管 理 と特 定 ネ ッ トワー ク テ ス トベ ッ ドに

関 し、長 年 の経 験 が あ る 。高 速 デ ー タ転 送 を含 ん だ ミ ッ シ ョンア プ リケ ー シ ョ

ンに関 し、 強 み が あ る。 シス テ ム エ ン ジニ ア リ ング 、 シス テ ム イ ンテ グ レー シ

ョ ンに絶 大 な強 み が あ る。

NSF(全 米科 学財 団):大 学 コミュニテ ィとの関係が深 い。ネットワーク研究 と

ネ ットワーク管理に関 し経験がある。科学アプリケーションについて絶大な強

みがある。

NIST(国 立 規 格 技 術 院):標 準 化 の 開発 、 ネ ッ トワ ー ク研 究 、度 量 衡 、 コ ン ピ

ュ ー タ シス テ ム の安 全 、 シ ス テ ム イ ンテ グ レー シ ョン、生 産 ア プ リケ ー シ ョ

ン、多 くの産 業 パ ー トナ ー に 関係 す るテ ス トベ ッ ドに関 し長 年 の経 験 が あ る。

M』(国 立医学 図書 館)/NIH(国 立衛生研 究所):医 学研究 に広 範囲 な経験 が

ある。ヘルスケア ・アプリケーションについて絶大な強みがある。
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付属資料9国 立計算機科学高等研究所構想の推進の現状

「国立計算機科学高等研究所構想の推進の現状」

一土居範久慶雁義塾大学教授 講演要旨一

平成10年3月18日(水)土 居範久慶雁義塾大学教授 に 「国立計算機科学高等研究

所構想の推進の現状」 と題 して先端情報技術研究所において講演をしていただいた。

本資料は、それを 「講演要旨」と 「質疑応答」の形にまとめたものである。

1.講 演要 旨

勧 告 は平成9年5月28日 、日本学術 会議 の第125回 総 会で満場一致で採択 され、

30日 午後、私 もお供 を して、伊藤正男 会長か ら、橋本 総理 に手交 された。 これ に基

づ き各省庁 をお騒がせ している。

日本学術 会議 は、 日本 の学術 の振 興 に関 して審議 をす る ところ と して位 置付 け られ

てお り、3年 を1期 としてい る。前 の期 は、第16期 で伊藤 正男先生が 、今期 は吉 川

前 東大総長が会長 を してお られ る。 第1部 、文学 ・哲 学 ・教 育学、第2部 、法律 ・政

治 、第3部 、経済 ・経営、第4部 、理学 、第5部 、工 学、第6部 、農学(農 林 、水 産)、

第7部 、医学 ・薬学 の計7部 、210名 の委員 か らなってい る。 さらに、 その下 に、

日本 の学術 を横 断的 に学問分野 聞及 び内部の連絡 を とって振 興 をはかるため に、研 究

連絡委員会 とい うのが180あ る。第4部 で、私がお預 か りしてい るのが、情報学研

究連絡委員会 で、第5部 に情報工学研 究連絡 会があ り、甘利先 生が委員長 を してお ら

れ る。今 回の勧告 は、情報 学研 究連絡 委員会 と第4部 と第5部 の共同提案 と して提 出

した。

勧告の骨子は、「基盤的な計算機科学の研究,新 たな問題 を科学的 ・技術的にとらえ

てこれを積極的に解決していく総合的な計算機科学の各分野の研究、学際的な研究体

制による先端的な計算機科学の研究を推進する研究所の設置は、将来の科学 ・技術の

発展を促し、研究の空洞化を防ぐためにも極めて重要である。これらの分野において、

表層的ではなく確固とした問題把握を行い、これを解決することのできる有為な人材

を育成するためにも、計算機科学の中核的組織としての大規模な研究所が必要である。
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さらに,大 学 におけ る教育 ・研究 では実行す るこ との難iしい実用化 に向けた研究 を行

うための中核 となる大規模 な研究所 を設置 し,計 算機 科学の研 究 を推進すべ きであ る」

で ある。勧告 の写 しは、全省庁 にわた り,内 閣官房 長官 には じま り,法 務 大臣,外 務

大 臣,等 々,公 害等調整委員会委 員長 まで27の 大 臣,長 官,総 裁,委 員長 に出てい る。

計算機 科学の分野 にお い て、 日本 は技 術的 なこ とに関 して絶対 に遅 れてい るとは思

わないが、 とにか くコ ンセ プ トを生 み出す力が ない。 それ と、米国の ダイナ ミズム に

負 けてい る。 日本で もダイ ナ ミズム を取 り入 れ ようと してい るが、表層 的な ところ し

か取 り入れてい ないので 混乱 を生 んでい る。例 えば、 ボス ドク、任期制 の問題。期 限

が きた ら、就 職で きない状 態で も、放 り出す こ とにな る。米 国で は、社会全体 に ダイ

ナ ミズ ムがあ り、問題 ない。衆 ・参両 院を通過す る ときに も、「心配」 との付帯決議 が

つけ られ てい る。

また、数 の面 か ら も差が あ る。米 国の情報 の ドク ター は2000人 強/年 、 日本 で

は、情報 と名 のつ く理 工系 の大学 院の博 士課程の入学 定員が469名 、 ドク ター取得

者 は、350人/年 とオー ダーが違 う。教 員 につ いて も、情報 科学 を主専 門 としてい

る人は、 日本1500人 に対 して、米 国は2万 人 くらいい る。 まず、数 を増 やす こと

と、質の良い研究者の育成 を きちん とやる必要があ る。

日本の大学 の情報 関連 の学部 ・学科 は、各 々小 さす ぎる。御 三家 といわ れるカーネ

ギーメロ ン大学 は、情 報科学 関連 のプロパーだ けで も、90人 い るが、東京大学理学

部情報科学科 は20人 に満 たない。京都 大学で団結 して情報学 と して研 究科 を作 った

が 、それで も46名 くらいで ある。

Scienceに 掲載 され た論 文数等 の比較(1997年2月 号)に よる と、 自然科学分

野 でわが 国は、論文数 は米 国、英 国に続 いて第3位 だが 、サ イテー シ ョンだ と18位

になってい る。計算機 の方 は、サ イテーシ ョン率(サ イテーシ ョンされた数/論 分数)

では、 イス ラエル、米 国、 ス ウェーデ ン、 カナ ダ、デ ンマ ークが上位5カ 国 となって

いる。 日本 は どうも具 合が悪 い。質 の勝負 が重要で、必 ず しも数 の勝 負 をや るのが 良

い か どうかわか らないが、論文 の 出に くい分野があ るに もか かわ らず、第3者 が、何

を もって計 るか とい うときにはついつ い数 になる。数 の勝 負 にな る と、計算機屋 は ど

んなに多 くて も歯が立 た ない。 しか しなが ら、国力 に応 じた貢献 は必要であ ろう。

また、・OECDで 、科学技術 に対す る市民 の理解(「 市民 の科学的 リテ ラシの水準 の

比較」、 「科学技術 の社会 的問題 に対す る市民 の理解水準 の比較」)に ついての報告が 出

ているが、 日本の低 さが際立 って いる。
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米国 は、 ク リン トン大統領 とゴア副大統領 の コンビがで きた直後 か ら、 基礎科学 、

工 学、数学 におい ては、 国力 をあげて21世 紀 も先頭 を走 る ように したい と言 ってい

る。先 日の大統 領教 書 で も、ネ ッ トワー クの充実、小 学校 ・幼稚 園で もコンピュー タ

教育 を始め る とい う ことを言 ってい る。文明 ・文化が先 走 った ときに国民 が置 き去 り

にされない ように、 国民 の基礎 的素養 も高めてお く必 要があ る とも言 ってい る。

この よ うな こ と を言 え る の は、 後 ろ に きちん と したNationalResearchCouncilの

サ ポ ー トが あ る た め 。 こ れ は、 職 員1000人 の うち8割 が専 門 家 で あ る 。 そ こ に、

重 要 な もの で 何 か を や らな け れ ばい け な い と き に、 そ れ に応 じて ボ ー ドが 出 来 る。 計

算 機 関 連 だ と、 「ComputerScienceandTelecommunicationBoard」 とい うのが あ る。

そ こで 、 集 ま った 全 米 の 英 知 を、後 ろ に控 え て い る人 た ちが 一緒 に な っ て ま とめ て単

行 本 の よ うな もの が 出 て くる。 あ るい は 、 ホ ワ イ トハ ウス や 、 上 院 ・下 院 に出 て 行 く

こ とに な る。

日本 には、 それが 、 あ るよ うで ない。本来 、そ うい う役 目をす るの は、学士 院 なの

だが 、会員数 も少 ない し、大先生方の栄誉 をたた えて の もの となってい る。機 能的 に

は、学術 会議 がそ れ を担 ってい るが、事務局70人 で、米 国の専 門家 に対応す る部 分

は、 さ きほ どの180の 研究連絡会がボ ランテ ィアで支 えている。

韓国 は欧米 で活 躍 してい る人 を高給 で呼 び戻 して、研 究,教 育、 産業の 中心 に しよ

うとい う活動 を した。 台湾 は、今、 それ をやってい る。 シンガポール は、今年 中 にフ

ァイバー を各戸 に引 こ う としてい る。 マ レー シア、 タイ、イ ン ドネシ ア、 フ ィリピ ン

も21世 紀 の生 き残 りをか けて国家 プロジェク トを動か してい る。 こ こで う ま くや ら

ない と、 日本 は、2020年 くらい に、 こ ういった国か ら、技術 を借 りて こなけれ ば

ならな くなる。

結局 、絶 対数が足 りない だけで な く、今 まで よ しと してや って きた こ とが 、物 に よ

って良か った り、悪 か った りす るが、基礎体 力作 りに役立 た なかった。 そこで、 ウル

トラCを 要求 されて も無 理であ る。今 こそ、 しっか り基礎体 力 を作 り、正攻法 で きっ

ち り受 け皿 を作 って攻 めていかね ばな らない。 とい うのが 、私 お よび、勧 告 をまとめ

た人 たちの共 通 した認 識 となってい る。 そ うして、 は じめ て、国力 に見合 っただけの

国際貢献が で きる形 になる と思 ってい る。

研究所 は、 どこか に1つ 作れ ば良い とい う話で はない。た また ま、今、文部省 の下

に持 ってい って作 ろ うと してい るが 、工技 院の下 の電総研 もか さあげ してい ただか な
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ければ な らない し、通信総研 もか さあ げ してい ただか なければ な らない。科学技術庁

も傘下 に地球環境の ための シュ ミ レーシ ョンとかのス ーパ ー コン ピュー タを使 った研

究 を行 っているが、それ らの下支 えを してい るコ ンピュー タサ イエ ンス部 門、例 えば、

スーパー コンパ イラ とか、MassivelyparallelのOSと か、 ビジュア ライゼー シ ョン

い った部 門は、拡充 していか なけれ ばな らない。各省 でか さあげ をす る。文部省 の下

にだって、10や20研 究所 があ って も良い。大学 と国研 の研 究者の数 を比較す ると、

欧米 で は、100:50な の に、 日本で は、100:16～17程 度 しか ない。 あち

らは、規模 的 に ものす ごい数でや って いる。縦 割 りをやめて、科技庁 、通産、郵政 、

文部 の各省で協 力 しあって、日本 の国力 を付 けてい くとい うのが 、私 の構想 であ り、「計

算機科学の推進 について」 とい う ところの心 を読み取 って頂 きたい。

基盤計算機 科学 として、現在 まで に確立 され た主 な分野 は と しては、11分 野(情

報学 基礎 、算法設計 、計算 モデ ル、計算機構 、計算情報処理 、 ソフ トウェア機構 、 ソ

フ トウェア設計、情報ベ ース、知識 情報処理 、多元情報処理 、情報 ネ ッ トワーク)あ

る。 これ らは、米国のResearchCouncilが まとめた もの を基 に してい る。 これ らが、

古 い とい う意見 もあ るが 、私 はそ うは思 わない。要 は、 コンピュー タサ イエ ンスの副

分野 の呼称 と した ら、昔 も今 も変 わ りが ない。ある先生 は、「古い もへ った くれ もない。

1970年 代 にこれが あった と して、 日本 で きっち りや ってい た ら、 今、 こ うい うこ

とが話題 になった りしない。」 とい っている。

文部省 の もとで、来年度調査 費が 付い た。通常 、設立 まで4年 か か るが、待 ってい

られないので、2年 を 目標 にお願 い してい るので、2000年 の4月 にぽ、研究所が

で きる予定で ある。基盤計算機 科 学 として、先 ほ どの11分 野 、総合計 算機科学 とし

て、6分 野(大 規模情報処理 、大規 模分散並列 計算、巨大 ソ フ トウェ アシス テム、大

規模非均質情報処理、高信頼計 算 システ ム、実世界計算 システム)、 先端 計算機 科学 と

して、4分 野か らな り、全体 と して160人 の常勤研 究員 と40人 の客員研究員 か ら

成 る研究所 となる。

他分 野の先 生か らは、少 ない との指摘 を受 けてい るが、実 際問題 これ だけの人 を何

処 か らつれて くるか とい うのは大 きな問題 であ る。 ここに も、絶対数 の少 な さの問題

が ある。私 と して は、 きちん と した環境 ・待 遇 を実現す れば、 自ず と人 は集 まる と思

っている。キ ャリアパスの1つ と して、海外 の人か らもあそ こにいってみたい、ぜ ひ、

自分 を雇 って欲 しい言 われる場 所 に したい。長期 にわ た り、物 作 りを行 ってい くこと

に よ り、 は じめ て、 コ ンセ プ トを生 み 出す力が付 く。3分 の1く らい外 国人であって

もよい と思 う。
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付属資料9国 立計算機科学高等研究所構想の推進の現状

2.質 疑 応答

〈質問 〉 勧告 のは じめの方で、「1ペ ージに横 断的学際的 テーマ に取 り組 まね ばな ら

ない。それ に よって情報技術 は進歩す る」 と言 ってい る一方 で、学際的横 断的 とい

う話 が ほ とん ど見受 け られない。 ここに挙 げ られてい るの は、教育体 系で あ って学

問体系で はないのではないのか。

〈回答 〉 学問分野 の副分野 としては こうい う分野。 この中で どうい うところに力 点

をお いていか なけれ ばな らないか とい うところが、研究所 の性格 を表 してい る重 要

なポ イ ン トです。 学問体 系 としては、研 究だ ろ うが なんだ ろ うが変 わ りは ない。横

断的 とい ってい る ところは、総合計算機科学 と先端計 算機 科学の ことを言 っている。

〈質問〉 ソフトの場合、自然科学なのか。人文科学、社会科学的な先端計算機科学

が読み取れない。

〈回答 〉 基礎体 力 を付 ける ところでは、そ うい う話 は出 て くる ことはないだろ うと

思 う。 です か ら、書 いていない。理工 の面、'生物 の面 、人文社 会の面 とあ るが、要

は広 げす ぎる と焦 点が ぼけるので、核 の部分が必要 であ る と言 ってい る。 また、そ

れが どうなってい るか を言 っているのが勧告 で ある。 それ らは、主専 攻で はな く、

副専 攻 として入 って くる もの。文系 の ど真 ん 中に、情報 学 を作 りたい とい う考 え も

ある。悪 い話 で はないが、勧告 は、 中核部分 をや らない と日本 はだめ になる と言 っ

てい る。吉 田民 人 さん とい う方が、別 の観点 か らプログ ラム科 学 とい われ る情報学

を まとめつ つある。

〈質問〉 科学技術会議とは何を決めるところか。

〈回答 〉 内閣総 理大 臣の諮問機 関。 日本学術会議は諮問以外 に、勧告 、要望、説明、

対外 報告 な どが 出せ る。 日本学術会議 が勧告 を内閣総理大 臣 に提 出 す ると、総理 大

臣はそれ を科 学技術 会議 にか ける。科学技術 会議 で、各省庁へ のふ りわけ を行 う。

この 「計 算機 科学 の推 進 につい て」 は、文部 、通 産、科技庁 、郵 政、農林水 産、運

輸各省が手 を上 げた。

〈質問 〉 日本 で研 究所 作 って 日本 人だけで研 究す る と、 自分 たちだけでお遊 び して

い る形 に見 える。 米 国は、 オープ ンに して、 む しろ、全 世界の力 を使 って 自分 た ち

の レベル をア ップ してい る。それは、勧告で は どうなっている のか。
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〈回答 〉 そ れは勧告 には書 いてい ない。 先 ほ ど申 し上げた ように、1/3く らい は

外 国人がいて もいいで はないか と考 えてい る。

〈質問 〉 日本の官庁 はそれで通 るのか。

〈回答 〉 日本発 の コンセ プ ト、 日本発 の ソフ トウェア とい うこ とのため に、米 国 の

ように していかない と、蛸壷 にな って、作 らない方が良い と言 われか ねないので、

ぜひ、そ うい う方 向へ持 って行 こうと してい る。

〈質問 〉 設立 にあた って オープ ン性 とか、 ダイナ ミ ック性が必要だ と思 うが。

〈回答 〉 今 か ら、設立 まで2年 かけてや ってい く。給与 を2倍 に とい うの は、難 し

いが、実 際 には運用で 出来 ないか な どと考 えている。今、 国研 はエ ー ジェ ンシ化 と

か複雑 な状 況 を抱 えてい るが、戦前 の理研 の よ うな もの を作 りたい。 当時、大河 内

所長 は、「日本 の産業 を振興 するため には科学技 術の研究 をや らね ばいか ん。しか し、

応用 ばか りで は国が退廃 す る。純正(基 礎)研 究 を同時 にやれ。」 と言 われた。あの

理研 か ら、飛 び出 したベ ンチ ャが何十 もあ る。 きっち りやって、核が 出来れ ば、そ

れをつ かんで 出ればいい。今 は核が ないの に、ベ ンチ ャをやれ とい って も無理。

〈質問 〉 例 えば、 ロー レンス ・バ ー ク レイ研究所 な どでは、非常 にた くさんのサ ポ

ー トス タッフがい る
。長期 にわた るもの作 りには重要だ と思 うが。

〈回答 〉 そ うい う人員 について は、構 想 には出 て来 ない。 しっか りした もの を用意

す るとい う前提。

〈質問 〉 この勧告 は、非常 にい い タイ ミングで 出た と感 じてい る。縦割 りで悪い の

は、組織 の中で、私の部署 はこ こだ と決 めて しま うことだ と思 う。 コンピュー タの

分野で も、通 産省 は産業技術 の観 点か ら、文 部省 は基礎研究の観 点か ら、科技庁 は、

これ これの観点か らとい うこ とを言 い続 けている うちに、頭 の中が そ うなって きて、

他 の こ とは考 えな くなって しまった。 自分の ところが、全部 み る とい う発 想が 欠け

てい たのが大 きい。今 回のが何 処 に行 くか は重 要で はな く、電総研 が大 き くなる な

らうち もとい う話 になるが 、そ うい うところ とは まった く違 う世界 か ら降ってわい

て、そ こで新 しい ものが 出来 る とい う点で非常 に大事 なご提 案。 どん どんサポー ト

してい きたい。 これか らは、 日の丸 の元 で、一 本のナ シ ョナ ルプ ロジェ ク トを作 っ

て、そ こでみんなで とい うのはふ さわ しくな くなって きてい る。ここは ここでや り、

他で もどん どんやったらよい とい う先 生 のお言葉 は非常 に大事 だ と思 う。それか ら、
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今出 て きた運営 の細 か な ところは非常 に大事 だ と思 う。新 しい もの を作 る と きで な

い と新 しい制度 は出来 ない。例 えば、外 国人 を所長 にす るの は、新 しいのであれ ば

出来 るか もしれ ない。 ものす ご く労力 がい る し、最後 の一歩 とい うところで、そ う

い う制度論 の ところは、突破で きる と思 うので、 どんな細 かい ところで も下 に降 ろ

さず に叫 びつづ け て欲 しい。 ち ょっ とまかせ るとあ っ とい うまに元通 りに戻 って し

まう。ぜ ひ、外 国人 の所 長 とか、 これ までや りた くてやれなか ったこ とを、 みな さ

んの希望 を担いで走 り抜 けていってい ただ きたい。こん どは、それが、前 例 となる。

〈回答 〉 これは力 強い味方。一番 強敵 なの は、大蔵へ い った ときに、何 をや るかで

重複が あ って は困 る とい われる こと。学問分野 とい うの は、変 な切 り方 をす る もの

で はない。重複 を してや らない と力がで ないの だか ら、 と、い ったあ た りを きっち

り説明する ことが必 要。

〈質問〉 産業界との関係は。

〈回答 〉 人材 供給 は、 ス ター トポ イ ン トの ある ところで は必 要 にな ると思 う。 もの

作 りとい うところで、最終 的 には、産業界 か ら商品がで てい く。今 まで とは別 の観

点 か ら、 日本 発の文 化 を入 れた、 日本発の技 術 で しっか りして、世界 中 に受 け入 れ

られ るソ フ トウェアの基 になってい る もの を、 こ うい う ところで築 き上 げてい くの

で、それ を使 って いただ きたい。先 ほ どの流動性 とい う中 には、例 えばス タンフ ォ

ー ドの教 員 は
、10ヶ 月契約 をやるわけで、あ との2ヶ 月 を どっかで、出稼 ぎをや

るか、取 って きた フ ァン ドをあ てるかす るわけですが、 やは り、企業 との友好 を保

つ わけです。昔 な ら、XeroxのPMOALTOあ た りへ行 ったわ けです。企業 と大学 の

研究者が一体 となっ て動 けば良い と思 う。だ か ら、大学か らも来て もらう、研究所

か ら も当然来て もら う。

〈質 問 〉 い ろんな分野 の基礎体力 で、共通 的な もの だ とい う位 置づ けは賛 成。 そ う

い う意味 で は数学 に近 い と思 う。 そ うす る と、数学の研究 を して、 その成 果 を、産

業 で事業 化 して くだ さい と言 われて も、 ギ ャップがあ って、や は り、何 か アプ リケ

ーシ ョンに数学 を適用 して
、あるモデルが出来て、それが産業 になるな らわかるが 、

間 をつ な ぐもの は、 こ うい う研 究機 関があ るか ら、持 ってい らっ しゃい とい うこ と

か。

〈回答 〉 いいえ、研 究所 で、ス ーパ ーボス ドクな どをふ まえた うえで もの を作 る。

〈質問〉 作 る対象 は、何か。
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〈回答 〉 ソフ トウェアの基礎研 究 とい うのは、理論 をや るこ とだ けで はない。物 を

作 るの も、基礎研究 です。物 を作 り、 そ こでの共通部分 としての もの を抽 出 し、そ

こか ら、抽象 し、普遍化 して、 それ に よ り、誰 で も出来 る ようにす る とい うのが、

コンピュー タサ イエ ンスのサ イエ ンスたる ところ。「science」は単 に学 問であって、

「科学」 と訳 したのが間違 い。 だか らしっか り物 を作 る。物 を作 らない とコンセ プ

トが生 まれ ない。
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付属資料10欧 州の主要情報技術 プロジェク ト

は じめに

欧州における、情報技術産業の競争力強化 を目的とした技術振興 プログラム

について調査 を実施 した。EU、英 国、 ドイツ、・フランスを調査対象 とした。

第1章 欧 州 に お け る情 報 技 術 振 興 プ ログ ラム の ま とめ'

コ ら メ

,本 調査 によ り43個 の情報技術 産業の振興 プログラムを ドイツ、 フランス、
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英国を除いた欧州では情報技術産業の振興には産業全般 を対象 とした振興プ

ログラムが主 となっている。

United

Kingdom

而 細'num加rofρ'。9ロms醐mined:

43

United

Kingdom

Totalbudgetexamined:
US$19,880million
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欧州での情報技術産業の振興プログラムには3つ の主要 な目的がある。R&Dプ

ロジェク トの支援、知識/技 術 の トランス ファ、起業の促 進である。
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プログラムの数ではR&Dプ ロジ ェク ト支援が最 も多 いが、予算上では知識/技

術 の トランス ファに最 も大 き く割 り当てられている。

Knowledge

Transfer

Number:'6f 、…Programs

Other

R&Dsupport
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欧州政府の情報技術産業の振興 プログラムを形式で分類すると4種 類 に分 け

られる。補助金、貸付金、コンサルティング、その他 に分類 される。

Subsidy Non-repayablecashinfusion(typicallythrough
highbudgetedframeworkprograms)for
specifiedpurpose.Usuallyreportsonprogress
required

Loan Cashinfusionthatneedstoberepaidwithina
specifiedtimeframe(uptotenyears,withor
withoutinterest)

Advice Professionalconsultingserviceavailablefor
specifiedpurposesorcompanies(freeof
charge)andpaidforbythegrantinginstitution.

Other Containsincentiveslikeinfrastructureprovision,、

participationmodels,venturecapitalfunds,tax

inCentiveS,etC.
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プログラムの数、予算上 ともに補助金の形 をとっている振興 プログラムが最

も多い。

Loans

1,ac29

Advice

絃

Loans

万

、._轡 …i:……㌔ 輌 ・・b・idy

Tota∫no.ofρrogramsevaluated:Totalbudgete】rantineaf:

43US$79β80酬 ・P

Nbrte:roundedfigures

1)()ther:白xincentittes,infrastructureprovision,partiCtpation,venturecapital,capitalfunding

情報技術産業振興の主要な政府機関は下記となる。

αher

787

Eu「 。peanUnig・

●'印 ・。peanC。mmissi。 ・

France=

●MNERT

●MEFI

Ger1nany

●KreditanstaltfUrWiederaufbau

(GovernmentLoanlnstitution)ゼ6

BMBF

.● ・BMWi

UnitedKinqdom

●DepartmentofTrade

andlndustry
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付属資料10欧 州の主要情報技術プロジェク ト

第2章EUレ ベ ル の 振 興 プ ロ グ ラ ム

知識/技 術 トランス ファ型 の1プ ログラム(EUREKA!)が 、調査 したEUレ ベルの

振興 プログラムの60%の 支 出を占めてい る。プ ロ グラムはすべて補助金の形

をとっている。

R&D
Projects

N鱒e「 。fP「 。9「ams…'

Knowledge

Transfer

(EUREKAり

R&D
Projects

Vaiueofprogram

K・。魎9・
Transfer

γb拍'η0.ofEUρrogramseJ個m'ned:・Tota'Va∬ueotEUρ'ogramsexam'hed:

6'US$:15;782m〃'oη

EUレ ベ ル の振 興 プ ロ グ ラ ムで はEUco㎜issionが 唯 一 の 担 当 機 関 で あ る。

26個 の委員会の内の2つ が情報技術振興の評価 に関係 してい る。

第3章 フ ラ ン ス の 振 興 プ ロ グ ラ ム ・..一

、.フラ ンス で は タ ッ クス イ ンセ ンテ ィブ(US$491million相 当)が 最 も重 要

な振 興 プ ロ グラ ム と な って い る。

Loan'

.Tyr溺Pr。gram'

Knowledge

Transfer

pU卿se6fPr。gram

Other

(taxincentives)

7b18'Va'μeorF旭ncカprQgramsexam'ned:

L/S$:837m〃"oη
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フランスでは以下の3つ の主要 な政府担 当機 関が情報技術産業の振興に関与

している。

●TheMinis亡ryofNa亡ionalEduca亡ion ,1～esearci]aη(1Technology-MENRT

●TheMinis亡1yofEcoi]o町 ,」FY1]anceaηdlndus亡1y-MEFI

●The～Va亡ionalAgencyfor亡heValuingofResearch-ANVAR

MENRTは1996年 度 にお い てUS$35.6millionsの 予 算 の う ち、エ レク トロニ

クス とコ ン ピュー ター産 業 にた い して そ の29%を 割 り当 て た 。

MEFIは1996年 度 にUS$359.8millionsの 予 算 の 内83%を エ レ ク トロ

ニ クス と コ ン ピュー ター産 業 に割 り当 て た 。

フランスでは政府の振興プログラムは特定の産業に特化 した ものではない。

政府または公的機関は産業全般 を対象 としたR&Dの 支援 や職 の創造 を通 じて産

業振 興支援をしている。

第4章 ドイツの振興 プログラム

ドイツにおける振興プログラムの大半はR&Dプ ログラムへ の貸付金 である。

Loan

Subsidy

Other1)

Hiring
ModerniSatiOn

Knowledge
Transfer2)

ProjeCts2)

7b佃'V∂'ueo'Germ∂nρrogramsex8m而ed:

US$:1,878miltion

1)Participatjonprograms:US$2899mi|lion

2)PromotionsfromKfWflowbothintoR&Dandknowledgetransterprojects.

KfW'sbudget(US$837mi|lion}split50:50amongR&D(US$418.5million}andknow|edgetransfer(US$4t8.5m川ion}

ドイ ツ に お け る 振 興 プ ロ グ ラ ム の 資 金 源 は 次 め3種 類 あ る 。The偽 ρ∫亡al

Market,

TheMinisteryof、EducationandResearch-BMBF,TheMinisteryofeconomics-BMWi
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付属資料10欧 州の主要情報技術プロジェク ト

BMBFの1997年 度 の振 興 プ ログ ラ ム予 算 はUS$8,278millionに の ぼ る 。

(1998年 度 の 計 画 はUS$8,352million)

1998、

πo組i=IUS$8,352millign)∵

OceanographyO%
へ

Geosciences1%・_㌔ こ 、

Constructionandconservation－ 声プ'rジ

ofmonumentsO%

〆
Space〆

Promotionof ...
innovations

22%

/Shutdownofnuclearplants

4

14%

/撫 襯,、 。ns,
Multimedia

13%

4%

14%
10%

Mobilit脇avi瓢

、.・%11%

Newmaterialsand

technologiesEnergy

"
・J--Biotechnology

,

healthcare

Environment

な るべ く多 くの 企 業 を支 援 す る ため に振 興 プ ロ グ ラ ム の対 象 はか な り広 い 範

囲 を含 む 。 しか しなが ら2つ の主 要 な対 象 とな る グル ー プが あ る:

●Sma〃/inedianeη 亡elpr∫ses

●Imovativecompanies

第5章 英国の振興プログラム

英国では知識/技 術 の トランス ファが最 も重要 な振興 プログラムの目的 とな

っている。金額的には補助金 と貸付金の形式 をとっているものが主である。

Advice

叛b .Vε日lu導:…in・りS到$;mi川9St1; .:;
,撒 巾0蜘P剛 域 ・;…、、

StartUp
Promotion

61.9

=、 　 ,,,V.・ ・'・"":"":':':':':':':':':::::':::::i::::':""'ii::::"Subsidy

7「o飽'V∂'uθof{れ κ ρrogor8msex∂m'nθd:

L/S$:f,448.5m〃'on

1)tntrastructuresupportUS$207.047;financialgrantsUS$667.9million;capitaltundingN/A
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英 国 で はDepartmentofTradeandIndustry(DTI)が 情報 技 術 振 興 を支 援 し

て い る 主 要 な 政 府 担 当 機 関 で あ る 。

DTIはOfficeofScienceandTec㎞ologyを 通 じ てBusinessandimovation

イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ り情 報 技 術 振 興 を支 援 して い る 。

英 国 政 府 が 支 援 す る 情 報 技 術 振 興 プ ロ グ ラ ム は3つ の 領 域 に 入 る 企 業 を 対 象

と し て い る 。

●Anycompanywhichwantstodevelopitsuseoftechnologyandits

collaborationwiththeU.K.researchbaseofacademicinstitutions,

reseafchbodiesandprivateR&Dfacilities

●Newbusinessandsmallenterpriseswhoneedhelptogetstartedandgrow

●CompaniesisthelesshighlydevelopedregionalareasoftheU・K・such

asScotland,WalesandNorthern'Ireland.

第6章 振興 プログラムの オーバー ・ビュー

情報技術産業に特化した振興プログラム

●EUレ ベ ルの情報技術産業 に特 化 した振興プログラムはR&Dプ ロジェク ト支援

が主要 な目的 となっている。 　'

● 情報技術産業 に特化 した振興 プログラムでは ドイツとフランスはR&Dプ ロジ

ェク ト支援 にフォーカス している。""

● 英国 での情報技術 産業 に特化 した振興プログラムは知識/技 術 の トランス フ

ァにフォーカス している。

産 業 全般 を対 象 と した振 興 プロ グ ラム

● フラ ンスの振 興 プ ロ グ ラ ム の過 半 数 は特 定 の産 業 だ け を対 象 と して い な い。

可 能 な限 り広 範 囲 の 産 業 を支 援 す る こ とを 目的 と して い るか らで あ る。

● ドイ ツ で の産 業全 般 を対 象 と した振 興 プ ロ グ ラム は 中小 企 業 、 ス ター トア ッ

プ企 業 、 イ ノベ ー ター の支 援 に フ ォー カ ス して い る。

●'ド イ ツにお け る産業 全 般 を対 象 と した振 興 プ ロ グ ラ ムで はR&Dプ ロジ ェ ク ト

の支 援 と知 識/技 術 の トラ ンス フ ァが もっ と も重 要 な支 援 の 目的 で あ る。

● 英国における産業全般 を対象 とした振興プログラムはWales,Scotlandな どの地方での

産業振興支援 を目的 としている。..
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